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第 1節  本論文の対象  

 本論文の研究対象は、中央政府の上級公務員に対する中途

採 用 と 、 中 途 採 用 を 基 軸 と し た 公 務 員 制 度 ( c i v i l  s e r v i ce  

sy s t e m ) 1である。 元来、先進諸国における 公務員制度 では、

日本の行政組織に見られるような 、長期雇用 ・年功序列・内

部昇進が中心的であった。この種の公務員制度は、マックス・

ウェーバーの官僚制の理念型 (ウェーバー  1 9 8 7 )に近く、職員

をキャリア早期に採用し内部育成する 閉鎖的な 構造を持つこ

とから、クローズドキャリアシステム ( S e l f  1 9 7 7 ,  2 2 8 -2 3 3 )、

組織志向の官僚制 ( S i l b e rm a n  1 9 9 3 ,  6 -7 )、閉鎖型 (西尾  2 0 0 1 ,  

1 3 8 -1 3 9 )、キャリアシステム ( A u e r  e t  a l .  1 9 9 6 ,  3 1 )  などの名

称で呼ばれている。  

しかし、 1 9 8 0 年代以降の N ew  P u b l i c  Ma n a g em en t  (N P M)

の流行により、 政府に対する 効率性・有効性の要求 が強まる

と、公務員の人 的資源管理 ( H um a n  R e so u r ce  Ma na g em e nt )

の領域においても、採用・昇進・評価など公務員制度の各要

素を民間部門のそれに近づける 取り組みが始まった。 公務員

の指定席であった職位は減少し ( Au e r  e t  a l .  1 9 9 6 ,  1 4 2 )  、多

くの国が民間部門の労働市場のように長期雇用よりも短期的

な雇用、中途採用の導入に向かっている ( O E CD  2 0 0 4 a ,  3 )。

民間部門の人的資源管理システムに近い公務員制度は、N P M

                                                   

1 本論文では公務員制度を、組織の生産性や能率に影響を与える人事管理の

システムとして捉えている。政官関係や政治任用という政治的応答性の問題

も公務員制度をめぐる重要な論点であるが、本論文では人事管理の側面に議

論の射程を絞るため、本論文の議論に関連するものに限り言及する。  
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以前からアメリカで採用されており、オープンキャリアシス

テ ム (S e l f  1 9 7 7 ,  2 2 8 -2 3 3 ) 、 専 門 志 向 の 官 僚 制 (S i l b e r m a n  

1 9 9 3 ,  6 -7 )、開放型 (西尾  2 0 0 1 ,  1 3 8 -1 3 9 )などの名称で呼ばれ

ていたが、近年はポジションシステム ( A ue r  e t  a l .  1 9 9 6 ,  3 1 )

の呼称が用いられている。ポジションシステム の名称 は、個

別の職位に対して職員を雇い入れる 特徴を持つことに由来す

る。公務員というキャリアに対して 、職員を終身的に雇い入

れる特徴を持つ、従来でいうところの閉鎖型の公務員制度は、

キャリアシステムと呼ばれている。  

本論文が研究の対象と して取り扱うの は、近年の行政改革

により増加する 、こうした ポジションシステムの公務員制度

である。中でも本論文は、ポジションシステムにおける公務

員の中途採用に焦点をあてる。 ポジション システムと キャリ

アシステムを区別する要件には、職員の採用だけでな く、給

与制度や労働法規などいくつかの要素が存在するが、開放／

閉鎖、 ポジション／キャリア といったモデルの 名称が 示すよ

うに、両者を区別する 最大の 要素は 任用方式の違いである。

任用方式の違いは職員の専門性、キャリアパスの違いを生み、

異なる給与制度、労働法規を必要とする 2。  

職員を内部育成し、政府特有の職務・環境に適応した知識・

技能を習得させるキャリアシステムに対し、ポジションシス

テムは 、政府特有の職務に対する 知識・技能 を持たない職員

                                                   

2 本論文はポジションシステムの任用方式、すなわち中途採用を主な研究対

象とし、人事評価、給与など、人的資源管理および労務管理のその他諸要素

に対する言及は必要最低限にとどめている。  
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を中途採用する という 特徴を持つ。 政府部門 のアウトサイダ

ーである中途採用者が、行政活動に どのような影響を与える

のかという問題は、行政改革・ N P M 研究、公共部門の人的資

源管理論、双方の文脈において重要な論点である。  

本論文 が分析対象とするの は、 ポジションシステムにおけ

る中途採用 者の運用実態である。先行研究において議論され

てきた、二項対立的構造を有する 公務員制度のモデルは 、任

用制度の理念、制度外形を捉えるには 、現在も一定程度の有

効性を保っている。しかし 、N P M 改革以降の現代の公務員制

度において、多様化した各国の制度運用の実態を捉えるには、

先行研究のモデルは不十分である。  

本論文はこれまでの先行研究で不足していた、ポジション

システムにおける中途採用者の運用実態に関する実証分析を

行い、ポジションシステム モデルの理論的な精緻化を試みる。

具体的には、公務員の知識・技能の観点からポジションシス

テムの下位類型を提示する。 その上で、ポジションシステム

における各下位類型と 、組織の業績の関係を 計量的に分析す

る。これまでの先行研究では、ポジション／キャリアシステ

ムの二項対立モデルを用いた指標化・計量分析が行われてき

たため、実際の運用実態の違いが考慮されていな かった。本

論文が提示する下位類型を用いることで、中途採用者のもた

らす知識・技能の違いを反映した分析が可能となる。キャリ

アシステムの内部で育成された公務員が持つ 、政府特有の知

識・技能と、中途採用者が政府外から もたらす知識・技能が 、

組織の業績に対してどのような 影響を 与えるかを明らかにす
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ることが本論文の最終的な目的である 。  

 

第 2節  先行研究に対する本論文の位置づけ  

第 1項  行政改革研究としての位置づけ  

 ポジションシステムにおける中途採用を研究の対象とする

本論文は、2 つの学問領域の文脈に位置付けられる。第一は、

行政学における行政改革研究である。1 9 8 0 年代以降、政策立

案部門と執行部門の分離、政策評価、行政サービスのアウト

ソーシング、民営化など、後に N P M と呼ばれる ( Ho o d  1 9 9 1 )

行政改革が先進諸国の間で進められた。 N P M の流行により、

先進諸国の行政は、従来の行政管理 ( P ub l i c  A dm i n i s t ra t i on )

から N P M モデルへと、一方向に発展し収斂していくと考え

られていた。  

しかし現実には 、言葉の上では N P M モデルの改革を実施

したとしても、実際の活動・結果 レベルに至るまで、N P M モ

デ ル を 貫 徹 し た 改 革 を 実 施 す る こ と は 困 難 で あ る (P o l l i t t  

2 0 0 1 ,  9 4 4 -9 4 5 )。そのため、 N P M の流行後も、全ての先進諸

国が N P M モデルへと移行したわけではなく、 国ごとに改革

の程度はまちまちである。こうした実態を踏まえ 、 近年の行

政 改 革 研 究 で は ポ ス ト N P M の 議 論 ( G o l d f i n c h  a n d  Wa l l i s  

2 0 1 0 ;  C h r i s t e n s en  a n d  L a eg r e i d  2 0 11 )や 、 N eo - Web e r i a n  

S t a t e  (N W S ) ,  N e w  P ub l i c  G o v e r n a n ce  (N P G )など、現実の多

様性を反映した 複数のモデルが N P M モデルに加えて提示さ

れている ( P o l l i t t  a n d  B ou c ka e r t  2 0 11 ,  2 2 )。  
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これら のモデルは単なる分類目的の類型論にとどまらず 、

その指標化を通じ実証研究と密接に関係している。N P M の成

果や行政モデルの影響を検証する実証研究では、N P M を含む

各国の 行政モデルを独立変数として指標化し、 各国の行政モ

デルが行政への信頼 ( O y a m a  2 0 1 5 )など、行政のアウトカムと

なる従属変数にどのような影響を与えているか、 計量的な分

析が行われている。 実証研究における行政モデルの指標化に

際して、上述した類型論の研究は指標の理論的基盤を提供す

る関係にある。  

 このような 先進諸国の行政改革全般を念頭においた 、マク

ロレベルの行政モデルを対象とした先行研究 に対して 、その

下位レベルの 個別研究領域である公務員制度改革 においても、

近年の研究動向はマクロレベルの議論と 同様の展開を見せて

いる。 1 9 9 0 年代から 2 0 0 0 年代初頭、公務員制度改革のモデ

ルは閉鎖的で流動性の低い 伝統的な キャリアシステムから、

開放的で官民間の人的流動性 が高いポジションシステムへと

移 行 す る 傾 向 が 指 摘 さ れ て い た ( Au e r  e t  a l .  1 9 9 6 ,  1 4 2 ;  

O E CD  2 0 0 4 a ,  3 )。しかし 、近年の研究では各国がウェーバー

型の伝統的な公務員制度から脱却す る傾向は 共通しているも

の の 、 改 革 の 進 む 先 に 一 定 の 方 向 性 が な い と の 分 析 も あ る

(D em m ke  a n d  M o i l a ne n  2 0 1 0 ,  2 4 4 )。公務員制度の領域にお

いても、行政改革全般の研究動向と同様に、N P M への収斂に

否定的な研究が出てきている状況にある。 古い行政スタイル

であるキャリアシステムと、N P M の影響を受けたポジション

システムという 、過度に単純化された 二項対立 モデル への疑
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念が生じている のである。  

公務員制度の モデル が多様化する背景には 、各国の経路依

存性や採用以外の要素 も含めた 様々な 理由が考えられるが、

本論文はポジションシステム特有の性質に着目する。閉鎖的

なキャリアシステムの場合、公務員になるためのコースがキ

ャリア早期に限られており、制度の上でも運用 の上 でも必然

的に閉鎖的な公務員制度となる。これに対 しポジションシス

テムは 、中途採用が可能な制度であっても、 実際に 中途採用

をどの程度利用するか、どのような職歴・専門性の人物を中

途採用するか、運用方法を規定するものではない 。  

先行研究が指摘するよ うに、開放型の任用制度は運用面で

の 開 放 を 必 ず し も 伴 う わ け で は な く ( S e l f  1 9 7 7 ,  2 3 1 ;  川 手  

2 0 1 2 ,  2 5 4 -2 5 8 )、中途採用の運用 実態を観察すると、同じポ

ジションシステムの 制度を有する国の間でも多様性がある。

例えば、韓国は 中途採用が可能でありながら 外部から の中途

採用をほとんど行っておらず、公募を実施した上で内部から

の候補者を充当している。このような運用の場合、制度外形

上は開放的なポジションシステムといえるが、運用実態の面

では閉鎖的なキャリアシステムと変わりがない。  

また、イギリスのように、 政策 形成を担う各省と政策実施

を担う エージェンシーとで 、中途採用者の割合・職歴に大き

な差がある国も 存在する。 イギリスの場合、 政策形成 を担う

各省の上級公務員は 、政府内で育成された公務員が中心で あ

り、中途採用も 政府と関係が深い公共部門の組織からの もの

が大半である。純粋な民間部門の出身者は稀で、政府 のステ
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ークホルダーを重視した運用がなされている。一方、エージ

ェンシーの長官では、公共部門の経験がない民間企業からの

中途採用も多く、エージェンシー内部からの昇進は限定的で

ある。  

ポジションシステムはその運用次第で、ウェーバー型の閉

鎖的な公務員制度にも、民間部門の経験を重視した N P M 型

の公務員制度にも、政府外のステーク ホルダーとのネットワ

ークを重視した公務員制度にもなりうるのである。ところが、

従来の先行研究が提示してきた モデルでは、こうしたポジシ

ョンシステムの 多様性は捨象される 。採用制度が開放／閉鎖

的であるか否かにより 、公務員制度のモデルを指標化するこ

とは、本来別種のものであるポジションシステムを同値とし

て扱うことになる。  

このような 二項対立モデルの問題 点は、実証研究において

より深刻となる。近年の実証研究は 、公務員制度改革の方向

性をめぐる研究にとどまらず 、公務員制度改革により変化し

た、公務員制度 のあり方を独立変数として捉え、ポジション

／キャリアシステムの ような 公務員制度の態様が、 政府の業

績 ( C ho  e t  a l .  2 0 1 3 )や、公務員の就職人気 ( Va n  d e  Wa l l e  e t  a l .  

2 0 1 5 )に ど の よ う な 影 響 を 与 え て い る か を 検 証 す る 段 階 へ と

移りつつある。 しかし 、これらの実証研究では 、現在もポジ

ション／キャリアシステムの二項対立モデルが 用いられてい

る。具体的には、各国の公務員制度が 、ウェーバーの官僚制

の理念型の特徴を有する かどうかが測定され 、該当する項目

の数がスコア化される。その上で各国の公務員制度が、ウェ
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ーバー型、すなわちキャリアシステムと、それ以外のポジシ

ョンシステムの、 2 つのモデルの間の直線状のどこかに位置

するものとして 位置付けられる。  

このようにして指標化された公務員制度の指標が 、独立変

数として計量分析に投入される場合、上述したポジションシ

ステムの多様性は捨象され、運用実態の異なる公務員制度が

１つの「ポジションシステム」として扱われることとなる。

実質的には閉鎖的な運用がなされており 、一度採用されれば

内部昇進と長期雇用の期待が高いポジションシステム と、中

途採用が多く上級公務員になる保障が確実ではないポジショ

ンシステムとでは、公務員の就職人気に与える影響は異なる

ものと考えられる。また 、民間部門からの中途採用が多いポ

ジションシステムも、実質的に閉鎖的な運用がなされている

ポジションシステムとは、政府の業績に対して異なる影響を

与える可能性が考えられる。二項対立の公務員制度モデルは 、

このような運用実態の違いを区別することができないという

問題点を抱えている。  

本論文では 、 上述の行政改革 研究における課題に対処する

ため、ポジションシステムの理念型をより 理論的に精緻化し、

P o l l i t t  a n d  Bo u c ka e r t  ( 2 0 11 )の類型論を援用したポジション

システムの 下位類型を 構築する 。新たな下位類型を用いるこ

とにより、先行研究で用いられてきたポジション／キャリア

システムの二項対立モデルに対して、運用実態を捉えること

が可能な分析視角を提示する。 その上で、行政改革研究にお

ける N P M への収斂、各国の多様化という議論が、公務員制
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度の領域においてどのように当てはまるのか、 韓国、イギリ

スの事例を通じて検討する。本論文の提示する修正モデルを

用いることで、従来の二項対立モデルを用いた分析と は異な

る新たな知見を提示し、行政改革研究に貢献することが本論

文の目的の 1 つである。  

 

第 2項  公共部門の人的資源管理研究としての位置づけ  

 本論文は公共部門の人的資源管理論の研究としても位置付

けられる。行政改革研究における実証研究は、N P M の影響分

析の側面があることから、公務員制度のモデルと組織の業績

の関係を説明する理論的側面が不十分な傾向にある。先行研

究では、ウェーバーの官僚制の要素が低下すると業績が下が

るのではないか ( Ch o  e t  a l .  2 0 1 3 )、あるいは民間部門からの

中途採用や外部の候補者との競争があれば能率が向上するの

ではないか ( Va n  d e  Wa l l e  e t  a l .  2 0 1 5 )という、単純な仮定に

基づいた分析がなされている。  

しかし 、前項で述べたように ポジションシステムの運用実

態には多様性があり、開放的な任用制度であろうと 、韓国の

ように閉鎖的なウェーバー型とさほど変わらない国もあれば、

イギリスのように民間部門 だけでなく 政府外の公共部門から

の中途採用が多い国も 存在する。ポジションシステムとキャ

リアシステムで 、任用制度の外形や運用理念が違っていたと

しても、実際に採用する職員は同じように政府内部で育成さ

れた公務員なのであるとすれば、組織のアウトカムに与える
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影響に大きな違いが生じるとは考えにくい。制度外形や制度

の理念がウェーバー型であれば 、業績が高低するというよう

な単純な説明では、 現実の 多様な運用実態 を捉えることは困

難である。先行研究は公務員制度のモデルと組織の業績の間

をつなぐ、理論的な 基盤が不十分であるといえる。  

そこで 、本論文では 人的資源管理論や労働経済学で用いら

れる知識・技能 の概念を援用し、ポジションシステムと 組織

の業績に関する理論の精緻化を試みる。  

人的資源管理の観点からは、先進諸国におけるキャリアシ

ステムからポジションシステムへの移行を、職員の 知識・技

能の変化として捉えることができる。ウェーバーの理念型に

近く閉鎖的なキャリアシステムは、職員をキャリア早期に採

用し長期雇用する。キャリア早期に採用された職員は 、組織

内部で複数の職位を経験し、時には政策領域を超えた異動・

出向を経て育成される。 政府内部で長期間かけて育成さ れた

キャリアシステムの公務員は、政府・省に特有の職務に対す

る知識・技能を習得する。  

本来、流動的な 労働市場環境に置かれた労働者は、このよ

うな特定の組織でしか活用できない専門知識・技能を習得す

るインセンティブを持たない。転職・解雇などにより組織を

離れた場合、政府以外では役に立たない、潰しの利かない専

門知識・技能を習得していてもメリットがないからである。  

しかし 、キャリアシステムのように 長期雇用が保障された

組織では、企業特殊的人的資本と呼ばれる 、当該組織に特有
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な専門性を習得するインセンティブが生まれる。 公共部門の

仕事には民間部門と異なる特殊性が ある。 政治家や議会への

対応のような公共部門特有の技能は、 政府外では活用する機

会がない技能であり、公務員にこのような専門性を十分に習

得させるためにも、長期雇用の慣行は一定程度正当化される。

この観点に立てば、 ポジションシステムによる中途採用は 、

政府部門特有の専門性を持たない職員を雇用することに他な

らない。政治任用の多用が政府の業績に悪影響を与える (ルイ

ス  2 0 0 9 )のと同様に、ポジションシステムによる中途採用も

組織の業績に悪影響をもたらす可能性がある。  

ただし 、中途採用者は政府特有の専門性に欠ける一方で、

政府部門では習得が困難な外部からの 知識・技能をもたらす

可能性がある 。政府部 門では習得が難しい 、民間部門特有の

高いコスト意識やマネジメントの技能 、当該政策領域に関す

る行政サービスの現場レベルの知識、行政サービスの受け手

側の需要に関する情報など、中央政府の中にいては習得でき

ない知識・技能が、政府特有の知識・技能の不足 を補い、組

織の業績を向上させる可能性もある。  

上述のような 理論的見地からは、ポジションシステムによ

る中途採用 は、 組織の業績に好影響・悪影響を与える可能性

の双方が考えられる 。また、中途採用者がどのような知識・

技能を有するかによっても、組織の業績に与える影響は異な

るであろう。 人的資源管理研究の観点からは、職員のどのよ

うな知識・技能が、組織の業績を高めるのかという点が重要

である。従って、単に公務員制度がウェーバー型であるか否
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かというだけでなく、中途採用者の運用実態、知識・技能の

違いを踏まえた分析が必要となる。  

先行研究において、ポジションシステムの運用実態を無視

した単純な議論がなされる背景には、分析手法上の制約が存

在する。ポジションシステムによる中途採用と組織の業績の

関係を分析する上で 、運用実態の多様性を考慮するには、中

途採用者の職歴を一定程度 類型化した上で、どのような職歴

の職員の割合が高いのかを指標化する必要がある。  

こうした指標 の作成には、個別職員の職歴情報を積み重ね

なければならないが、キャリアシステムでは比較的容易な職

歴情報の収集が、ポジションシステムにおいては困難である 。

たとえば、 日本の行政学における公共部門の人的資源管理研

究では、キ ャリアパス、昇進管理の研究が非常に活発に行わ

れている。その 代表は 稲継 ( 1 9 9 6 )であり、その他 にも多くの

研究が中央政府、地方自治体における職員のキャリアパスを

調査・ 分析 して いる (山 本  1 9 9 7 ;  峯野  2 0 0 0 ;  前浦  2 0 0 2 ;  一

瀬  2 0 1 4 ;  林  2 0 1 4 など )。これらの研究 はいずれも閉鎖的な

キャリアシステムを対象としたものであり、組織の名簿等を

用いて職歴情報が収集されている。  

ところが、ポジションシステムの場合、中途採用者は政府

外からやってくるため 、組織図や名簿から政府外での職歴情

報を補足することができず 、同様の手法を用いることができ

ない。日本の行政学にみられるキャリアパスの綿密な調査研

究は、閉鎖的なキャリアシステムの公務員制度だからこそ成

り立つ側面が ある。ポジションシステムを対象に同様の分析
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をするなら ば、何らかの形で中途採用者の 政府外で の職歴情

報を補わなければならない。先行研究において、制度外形に

よる国単位での指標化と国レベルでの比較分析がなされる背

景には、このような調査手法上の問題 があることにも注意を

払う必要がある。  

本論文では、先行研究における 2 つの課題、中途採用と業

績の関係に対する理論の不足、運用実態に基づいたポジショ

ンシステムの指標化に対応するため 、次のような 方法をとる。

まず、前者の問題に対しては、人的資源管理論における企業

特殊的人的資本、知識・技能概念を用い、 職員が有する専門

性の違いからポジションシステムにおける任用を 4 つの下位

類型に区分する。公募を通じて任用される職員の職歴に応じ

て、有する 知識・技能 は異なり、キャ リアタイプに応じて業

績に与える影響が異なることから、運用実態を踏まえた分析

にはポジションシステムの下位類型が必要である 。  

次に、後者の問題に対しては、職員の職歴調査において イ

ンターネットを用いた 複合的な手法を用いることにより、中

途採用者の職歴捕捉率を向上させ た。従来の名簿調査中心の

手法では、ポジションシステムの中途採用者は 、政府外での

職歴情報が欠落してしまう 問題があった。しかし 、 近年のイ

ンターネットおよび転職活動の電子化の進展により、中途採

用者の職歴情報の大部分を補完することが可能である。 こう

して個人単位での職歴情報を積み重ねた上で 、ポジションシ

ステムの下位類型に応じた指標化を行い、どのような職歴 (知

識・技能の代替指標 )が組織の業績に影響を与えるのか につい
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て計量的な分析を行う。 本論文は、職員の知識・技能と組織

の業績の関係 を明らかにすることで、公共部門の人的資源管

理研究における理論的貢献をもたらすことを目的の 1 つとし

ている。  

 

第 3節  本論文の構成  

本節では本論文の構成 と全体像について述べる。まず 、本

章に続く第 2 章 では、本論文の先行研究となる行政改革研究、

公共部門の人的資源管理研究の動向を概観する。 その上で、

本章でも繰り返し言及してきた 、先行研究における二項対立

モデルの発展・変化の経緯、問題点を考察する。公務員の人

的資源管理を基軸とした類型論は 、N P M の流行以前から、主

に ア メ リ カ と そ の 他 の 国 を 対 比 す る 形 で 言 及 さ れ て き た

(S e l f  1 9 7 7 )。そうした過去の類型論は、N P M 以降、多くの先

進諸国 を議論の対象とするモデルとして 、より一般化された

形へと変化して おり、学説史の観点からも触れておく必要が

ある。  

そして 、上述の研究動向、モデルの変遷を踏まえた上で、

本論文の主たる問題関心である 、公務員の人的資源管理モデ

ルと組織の業績に関する先行研究について議論する。これら

先行研究の動向と、その問題点を踏まえた上で、 第 2 章では

本論文全体の問題意識、課題が提示される。  

 第 3 章では、 第 2 章にて提示された本論文の問題意識、課

題を踏まえた上で、本論文全体を通じた分析視角、理論的基
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盤となる、知識・技能概念に関する議論を行う。 まず 、第 3

章では労働経済学・経営学の領域における 、人的資源管理モ

デルについて検討する。労働経済学・経営学 の領域では、日

本とアメリカを対比した 、民間企業組織の人的資源管理モデ

ルに関する研究が活発に進められてきた。官民の違いはある

が、いわゆる日本型人事管理と呼ばれるような人的資源管理

のモデルは、行政学でいうところのウェーバー型、閉鎖型、

キャリアシステムと非常に似た モデル である。行政学誕生か

ら初期アメリカ行政学の発展の経緯を踏まえれば、民間部門

の大規模組織を対象としたモデルも、先行研究として踏まえ

ておかねばならない重要な研究群である。そして 、これら一

連の人的資源管理モデルの研究は、労働者の技能概念に強く

着目しており、後述する本論文の分析枠組みの構築に有益な

示唆をもたらすものである。  

本論文はポジション／キャリアシステムの実質的な違いを、

任用される職員の専門性 、知識・技能 の違いとして捉えてい

る。日本の行政学、政治学、公共政策研究において、こうし

た公務員の専門性は主に「知識 ( k no w l e d g e )」の名を冠して呼

ばれてきた (田丸  2 0 0 0 ;  藤田  2 0 0 8 ;  木寺  2 0 1 2 )。先行研究に

おける公務員の専門性、あるいは専門知識概念には非常に幅

広いものが含まれる。政策領域に関する専門知識、暗黙知の

ようなものから、政策を法律にして取りまとめる執務的な側

面の知 識の よう な、知 識と いう よりも 技能 ( s k i l l )と呼ぶ のが

ふさわしいものまで、その中身は多岐にわたる。 ただし、本

論文が用いる専門性、知識・技能概念とは、こうした行政学、
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政治学、公共政策の領域における専門性の概念 ではない。  

先行研究における専門性概念は主に日本の政策決定過程に

おいて、政策決定に影響を与える独立変数として用いるため

に概念定義され、活用されてきたもので ある。そのため、本

論文のような人的資源管理に対しては当てはまりが悪い。例

えば、人事や財務、組織管理のような政策とは縁遠い専門性

は、先行研究において専門性の概念の中にほとんど含まれな

いか、議論の中心からは外れたところに置かれている。先行

研究が 、政策決定過程における説明変数として専門性を用い

ている以上、政策決定と関係が低い専門性が議論の射程 から

外れるのはやむを得ないことで あるが、本論文では 公務員の

職務全般の専門性を含む概念が必要となる。  

また、人的資源管理の領域においては、単に公務員の専門

性がどのような働きをもたらすかという点だけでなく、その

専門性がどのようにして習得されるのかという点も重要であ

る。そのため 、 本論文は仕事に関する専門性を、文書・書籍

や短期間の研修などの O f f - t h e -J ob  Tr a i n i n g  (O f f  J T )でも習

得が可能な「知識 ( kn ow l e dg e )」と、実務経験を積み実際の現

場での労働を通じて O n - t h e -J o b  Tra i n i n g  ( O J T )で習得され

る「技能 ( s k i l l )」とで区分する。  

こうした知識・技能概念に関する研究は 労働経済学・経営

学の領域で活発であり、これらの研究領域における知見を活

用し、職歴に応じた中途採用者の専門性の違いを整理する。

その上で、 P o l l i t t  a n d  B ou c k a e r t  ( 2 0 11 )の類型を援用した、

本論文全体に通じるポジションシステムの 4 つの下位類型を
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提示する。 4 つの下位類型は、政府内で習得される知識・技

能を重視し公務員経験者を任用する「ウェーバー型」、民間部

門で習得されるマネジメントの技能などに期待し民間部門経

験者を任用する「 N P M 型」、政府外でしか習得できない政策

知識に期待しステークホルダー 組織 などの経験者を任用する

「ネットワーク型」、スタッフ部門を中心とした特定の職種に

専門化した人物を任用する「専門職型」である。 職歴に応じ

た専門性の違いを理論的に整理 し、ポジションシステムの運

用パターンの類型を提示 することで、 本論文全体の分析視角

を提示することが第 3 章の目的である。  

第 4 章では、韓国を事例として 、ポジションシステムの運

用 実 態 を 分 析 す る 。 韓 国 は 1 9 9 9 年 に 開 放 型 職 位 制 度 ( o p e n  

p os i t i on  sy s t em )を導入し、上級公務員の 最大 2 0 %の職位を、

政府内外への公募を通じて 任用することが可能となった。ま

た、政府内外への公募に 加えて、最大 3 0 %の職位を政府内限

定の公募を通じて任用することができる 。ところが、実際に

韓国の開放型職位制度で外部から中途採用されるのはごく稀

で、上級公務員全体の約 1 %程度に過ぎない (小田  2 0 1 0 )。制

度外形上はポジションシステムを採用しているが、運用実態

は日本のようなキャリアシステムとほとんど違いがないので

ある。韓国は 、キャリアシステムからポジションシステムへ

の改革を行い ながらも、閉鎖的な運用を行っており、既存の

二項対立モデルの当てはまりが悪い事例である 。韓国の事例

を 通 じ て 、 先 行 研 究 が 過 去 の 公 務 員 制 度 を 対 象 に 指 摘 し た

(S e l f  1 9 7 7 ;  川手 2 0 1 2 )、ポジションシステムにおける制度外
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形と運用実態の乖離が、現在の公務員制度にも当てはまるこ

とを明らかにする。  

第 5 章では、第 4 章と同様にイギリスを事例としてポジシ

ョンシステムの運用実態を分析する。イギリスは 1 9 8 9 年の

エージェンシー制度の導入とともに、エージェンシーの長官

( c h i e f  ex e c u t i v e )を政 府内 外 へ の 公募 を通 じて 任 用し てい る。

公募の対象となる職位の範囲は徐々に広がり、 1 9 9 6 年以降、

一定レベル以上の職位の上級公務員は原則として政府内外に

開かれた公募により任用されている (総務省  2 0 11 )。イギリス

の場合、韓国とは対照的に制度外形だけでなく実際に中途採

用者が多く、制度外形と運用実態の乖離は小さい。  

しかし、その運用実態の細部を見ていくと、政策形成を担

う 各 省 の ラ イ ン 部 門 の 課 長 級 ( D i r e c t o r )以 上 の 職 位 で は 公 募

対象職位と同一の政策領域で、政府と関連が深いステークホ

ルダーからの中途採用が多く、政策領域 に関する専門性を持

たない民間部門等からの中途採用はほとんどない。一方、政

策実施を担うエージェンシーの長官の場合、当該エージェン

シーと何ら関係のない職歴の人物が中途採用されることも多

く、民間企業でのマネジメント能力などに期待した、N P M 型

の中途採用も一定割合存在する。また、財務 ( f i n a n ce )のよう

な民間部門とも共通性の高い職種では、 民間部門からの中途

採用がかなりの割合を占めている。イギリスのように、 N P M

の行政モデルの 最先端とされる国においても、中途採用者の

運用実態は一様ではなく、職種ごとの 使い分けが行わ れてい

ることを示す。ポジションシステムの公務員制度の運用は、
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国レベルでの多様性に加えて、 個別部門・職種レベルでも 多

様性が存在することを明らかに し、その運用実態と 、制度構

造に起因する特徴を示すことが 第 4 章、第 5 章の目的である。  

第 4 章、第 5 章の分析に際しては、第 3 章で提示したポジ

ションシステムの 4 つの下位類型を分析枠組みとして用い、

両国の国際比較を行う。韓国とイギリスの事例分析を通じて、

本論文が提示するポジションシステムの下位類型 が、 ポジシ

ョンシステム の多様性を説明する上で有用な分析視角である

ことを示すことも、第 4 章、第 5 章の目的である。  

 第 6 章では、イギリスの中途採用者に対する事例分析を行

う。第 3 章で提示したポジションシステムに関する 4 つの下

位類型のうち、民間のマネジメント能力に期待し民間 部門経

験者を中途採用する N P M 型、伝統的で閉鎖的な運用に近い

ウェーバー型 については、先行研究の二項対立モデルにおけ

るポジション／キャリアシステムの対比とそう変わ るもので

はない 。しかし 、任用先の職位と同一政策領域の政府外のス

テークホルダーから中途採用を行うネットワーク型に 関して

は、先行研究には存在しないモデルである。こうしたステー

クホルダーからの中途採用は、どのような専門性を期待して

のものなのであろうか。 理論上は、このような運用は 、政府

外部でしか習得ができない 、何らかの 当該政策領域の 知識に

期待しての中途採用であることが想定される。 例えば 、中央

政府にいては距離が遠く実態の分からない サービス実施の現

場レベルの知識、あるいは政府からの補助金の受け手側とし

ての知識を求めた運用 である。このような理論面での想定が、
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現実の中途採用においてどの程度成り立つのかは個別の事例

を確認するより他にない。そこで 、第 6 章では民間部門から

政策形成の職位に対する中途採用を事例として選択し、なぜ

政府外からの中途採用が行われたのか、ど のような能力が期

待されていたのかについて分析する。  

続く第 7 章では 、第 6 章とは異なり、中央政府以外の 公共

部門から、政策形成の職位に対して行われた中途採用の事例

分析を行う。民間部門のステークホルダーと、 公共部門のス

テークホルダーとでは 、運用の実態に差がある可能性がある

ことから両者の事例を分析した。両事例ともに 、何らかの理

由により各省の政策 に変化が生じ、行政サービス実施の担い

手である公共部門、あるいは補助金の受け手である民間部門

のステークホルダーからの中途採用が行われたことが明らか

になった。第 3 章の理論において想定した知識・技能と中途

採用の 関係が、現実の運用において成り立っていることを確

認するのが第 6 章、第 7 章の目的である。  

 第 8 章、第 9 章では、ここまでの分析枠組みに基づき計量

分析を実施する。第 8 章では、イギリスの政策形成部門を対

象とした計量分析を行う。各省の組織目標の達成・未達成を

従属変数、目標を担当する組織の局長級・課長級職員の職歴

を独立変数として、中央政府内部の経験、民間部門の経験、

ステークホルダーの経験が 、組織目標の達成・未達成とどの

ような関係にあるかを明らかにする。 第 9 章では、イギリス

の政策実施部門であるエージェンシーを対象にした計量分析

を実施する。各エージェンシーの毎年の目標達成・未達成を
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従属変数、目標を担当するエージェンシーの長官の職歴を独

立変数として、 第 8 章と同様の分析を実施する。本論文が提

示したポジションシステムの下位類型ごとに、組織の業績に

与える影響の違いを明らかにするのが 第 8 章、第 9 章の目的

である。下位類型により業績に与える影響が異なるのだとす

れば、二項対立モデル の単純化された指標化 よりも 、本論文

が提示する下位類型を含めた ポジションシステムの指標化が

有効であることが示される。また、どのような職歴が組織の

業績を高めるのかという問題は、公共部門の人的資源管理論

において重要な論点であり、計量分析を通じてこれを明らか

にする。  

 本論文の全体の構成を要約すると、 第 2 章において先行研

究の研究動向を概観し、二項対立モデルの問題点を中心とし

た本論文全体の問題意識が提示される。 第 3 章において、本

論文の理論的基盤となる 、公務員の専門性と組織の業績に関

する議論が行われ、 労働経済学・経営学における知識・技能

概念を用いた分析視角が提示される。 第 4 章、第 5 章におい

て、先行研究の二項対立モデルの問題点である、ポジション

システムの多様性を、韓国・イギリスの事例研究から明らか

にする。第 6 章、第 7 章では、本論文が提示する新たな類型

であるネットワーク型の運用が想定する中途採用の目的に関

する理論的 関係 が、現実に対して妥当であるか 事例研究によ

り確認する。第 8 章、第 9 章では、本論文のここまでの議論

を踏まえた上で、ポジションシステムの下位類型が組織 の業

績に対してどのような影響を与えるか計量分析を通じて明ら
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かにする。  

本論文全体を通じ、先行研究において普及してい る二項対

立モデルが 、現実のポジションシステムの運用実態と乖離し

やすい点を明らかに する。 こうした問題点に対処するため、

ポジションシステムに関する理論を職員の専門性の観点から

精緻化する。そして 、新たに構築したポジションシステムの

下位類型が、 組織の業績に与える影響を、類型ごとの 違いを

含めて 明らかにする。 先行研究における二項対立モデルを、

ポジションシステムの下位類型を加えたモデルへと改良し 、

妥当性を高めることで、公務員制度を独立変数として扱う行

政学の実証研究に対して貢献することが本論文の 学術的貢献

である。また、 ポジションシステムの運用実態、制度構造に

起因する性質、公務員の知識・技能と組織の業績の関係を明

らかにすることは、実社会における公務員の人事政策への貢

献となる。  
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第2章  先行研究と本論文の課題  
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第 1節  本章の概要  

 本章では、はじめに 本論文の先行研究となる近年の行政改

革研究の動向を概観する。N P M を中心としたマクロレベルの

行政全般の改革に対する研究動向、 個別領域である 公務員制

度改革に関する研究動向 の双方を議論する。その上で、既存

の公務員制度改革研究およびその成果を検証する実証研究の

問題を明らかにする。次に、行政改革研究と並んで、 公共部

門の人的資源管理論における先行研究を概観する。ここでは

先行研究において、公務員の人的資源管理モデルがどのよう

に議論されてきたかを示す 。そして 、先行研究の問題点を踏

まえた上で、本章の後半では本論文の課題、問題意識を提示

する。  

 

第 2節  N P M の流行と行政改革研究の 動向  

 1 9 8 0 年代以降、政策立案部門と執行部門の分離、政策評価、

行 政 サ ー ビ ス の ア ウ ト ソ ー シ ン グ 、 民 営 化 な ど 、 後 に N P M

と呼ばれる ( H o o d  1 9 9 1 )行政改革が 、先進諸国の間で進められ

た。元々、理論的側面から始まった領域ではないこともあり 、

N P M の定義、特徴の整理は論者により異なる。 D unl ea v y ら

は 、 N P M の 重 要 な 構 成 要 素 を 分 離 (D i sa g g re g a t i o n )、 競 争

( Co m pe t i t i o n )、誘因 ( I n c en t i v i za t i o )の 3 つに整理している

(D u n l ea v y  e t  a l .  2 0 0 5 ,  4 7 1 )。分離とは、巨大な公共部門の

ヒエラルキー組織を 分離することを意味している。巨大な各

省の組織から、行政サービスの執行部門を 切り離し、政策形
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成部門と実施部門に分離するエージェンシー化がその代表例

である。競争とは 、公共部門に対する市場競争の導入であり 、

D u nl e a v y らは準市場、バウチャースキーム、アウトソーシン

グなどの手法を挙げている。 誘因は 、文字通りインセンティ

ブによって 個人や組織の活動を方向付けるものであり、職員

の業績給、P r i v a t e  F i na n ce  I n i t i a t i v e  (P F I )、P ub l i c -P r i v a t e  

P a r t ne r s h i p s  (P P P )がそれに相当する。本論文が研究対象と

するポジションシステムの公務員制度は、公務員の職位を外

部に開放し公募競争を通じて任用する点、民間部門からの中

途採用の可能性を設ける点で、競争原理の活用、民間的手法

の導入と捉えることができ、ポジションシステムの導入は公

務員制度の領域における N P M 志向の改革であると言える。  

 多くの国々で N P M と呼ばれる改革が流行し、行政学にお

いては、先進諸国の行政モデルが N P M モデルへと収斂して

いくのかどうか、行政改革の方向性が大きな論点となった。

1 9 8 0 年代から始まる N P M 以降の先進諸国の行政モデルの方

向性については、大別して 2 つの解釈がある。第一は、 N P M

を普遍的な行政モデルとして捉える 立場である 。この種の立

場からは、N P M モデルは従来の行政モデルに代わる新たなモ

デルとして 位置づけられ、全ての国の行政モデルは従来型か

ら N P M 型へと一方向に発展する ことが期待される。N P M は

普遍的なベストプラクティスであり、先進諸国における N P M

改革の帰結の多様化は、N P M 改革に成功した N P M 先進国と、

改 革 に 失 敗 し た N P M 後 進 国 と い う 図 式 で 語 ら れ る 3 。

                                                   

3 この種の立場において、NPM の先進国 (leaders)とされる国々の例として
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Ch r i s t o ph e r  P o l l i t t は、 N P M を普遍的な行政モデルとして

捉える考え方は O E CD や世界銀行のような影響力のある国際

機関、英語圏の国々のコンサルタントによって広められてい

ると指摘し、その一例として O E C D  (1 9 9 5 )による報告書を挙

げている ( P o l l i t t  2 0 1 5 ,  5 )。  

 行政改革の方向性に関する第二の 解釈は、N P M に次ぐ新た

な行政モデル、すなわちポスト N P M モデルの存在を主張す

る立場である。N P M の凋落を強調した上で 、ウェーバー的な

行政管理 ( We b e r i a n  P ub l i c  A d m i n i s t ra t i o n )の再興を主張す

る D re c h s l e r  ( 2 0 0 5 )や、N P M の終焉と新たな電子時代の政府

( d i g i t a l - e ra  g o v e r na nc e :  D E G )モデルを提唱する D u nl e a v y  

e t  a l .  ( 2 0 0 5 )はその代表例である 。これらの研究は、第一の

立場に対する N P M 批判の見地から生まれた側面が ある。あ

るいは 、政府と幅広いアクターとの関係を強調するガバナン

スモデルや ( O sb o r ne  2 0 1 0 )、上述のモデルをポスト N P M モ

デルとして総括する見方もあり、N P M に次ぐ行政モデルをど

のように整理・表現するかは、現在のところ論者によりまち

まちである。行政改革の多様化を N P M モデルというベスト

プラクティスへ向かう発展段階の差として捉えるのではなく、

N P M とそれ以外 の行政モデルの共存、並立、混在として捉え

る点が第一の捉え方との大きな違いである。  

時系列な観点から言えば、N P M を普遍的なモデルと する前

                                                                                                                                                   

英語圏 (Anglosphere)の国々を、NPM の後進国 (laggars)とされる国々の例

としてフランス、ドイツ、日本が挙げられる。 (Pollitt  2015, 5) 
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者の考え方は、主に 8 0 年代から 9 0 年代中頃までの O EC D や

世界銀行の報告書に 多くみられた立場である 4。P o l l i t t  ( 2 0 0 1 )

は 、 行 政 改 革 の 収 斂 ( c o nv e rg en c e ) を 「 言 葉 ( t a l k ) 」「 決 定

( de c i s i o n )」「行動 ( a c t i o n )」「結果 ( r e su l t s )」の 4 段階に区分

している。その上で P o l l i t t は、N P M の推進者たちは、行動・

結果レベルの N P M モデルへの収斂が広まっていると主張す

るが、 N P M に懐疑的な論者は、 N P M の流行は実際のところ

言葉・決定レベルの収斂であると主張している 、と指摘して

いる ( P o l l i t t  2 0 0 1 ,  9 4 4 -9 4 5 )。実際の N P M 志向の改革に関す

る、行動・結果レベルの分析が蓄積されていくにつれ、改革

結果の多様化が明らかになり、N P M を複数の行政モデルの中

の 1 つとして捉える、後者の立場が強まってきたと言える。  

P o l l i t t  a n d  Bo u c ka e r t  ( 2 0 11 )  は、こうした近年の研究動

向、N P M 以後の行政モデルの乱立を踏まえた上で、先進諸国

の幅広い行政改革のパラダイムを 、全て議論の射程に収める

ことが可能なモデル として、行政モデルの理念型を 3 つに集

約している ( P o l l i t t  a n d  B ou c ka e r t  2 0 11 ,  2 1 -2 5 )。第一は、

N ew  P ub l i c  Ma n a g e m e n t モデルである。これは名前の通り

N P M の 行 政 モ デ ル で あ り 、 ア ン グ ロ サ ク ソ ン 諸 国 の よ う な

N P M の先端を行く国々が想定されている。伝統的官僚制や大

きな政府に対抗し、民間部門を目指すモデルであり、マネジ

メントの技能を重んじ、市場とインセンティブを主要なメカ

ニ ズム と す る モ デ ルで あ る 。 第 二 は、 N e o - We b e r i a n  S t a t es  

                                                   

4 ただし、現在も一部の政府や国際的なコンサルティング会社は、NPM を

問題解決の唯一の手段とする報告書を書き続けている (Pollitt 2015, 13)。  
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(N WS )モデルである。N W S は、行政サービスの 有効性、市民

への応答性のような現代的な要求に対し、伝統的な官僚制を

通じて対処する。伝統的な官僚制は 、説明責任、予測可能性、

継続性などに長けており、N P M のビジネスモデルだけが行政

への現代的な要求に対処する方法の全てではない。N W S モデ

ルは、 ウェーバー型のヒエラルキー 組織の伝統が色濃く残り

つつも、現代的な行政改革を経た国々、 具体的にはドイツ、

フランスなど の大陸諸国、ノルディック諸国 が念頭に置かれ

た モ デ ル で あ る 。 第 三 は 、 N et w o r k あ る い は N ew  P u b l i c  

G ov e rn a n c e  (N P G )モデルである。 N P G モデルは政府の有効

性を高める上で、政策形成と実施に関 わる幅広い社会的アク

ターとの関係を重視したモデルであ る。ステークホルダーと

のネットワーク、パートナーシップが活用される 。N P M モデ

ルのような競争や、N W S モデルのような専門家によるヒエラ

ルキーではなく、政府とステークホルダー との水平的な関係

による行政モデルが想定されている 5。  

P o l l i t t  a n d  B ou c ka e r t  ( 2 0 11 )は 3 つの行政モデルと、業績

測定、 P P P、エージェンシ ー化 など行政改 革の 個別領域と の

関 係 性 に つ い て も 言 及 し て い る 。 P o l l i t t  a n d  B ou c ka e r t  

( 2 0 11 )に よ れ ば 、 各 行 政 モ デ ル に と っ て 、 業 績 測 定 、 P P P、

エージェンシー化のような行政改革の個別領域は 、改革の「道

具 ( t o o l )」であるという。各行政モデルと各道具の関係は、「業

績測定＝ N P M モデル」というような 一対一の結合関係にある

                                                   

5 NPG モデルについては Pollitt  and Bouckaert (2011)は具体的な国名を挙

げていない。  
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のではなく、各道具は複数のモデルにおいて用いられる関係

にある。例えば、業績測定は主に N P M モデルで用いられる

手法であるが、政府の現代化のため N W S モデルで用いられ

る場合もある。また 、 P P P のアプローチも、 N P M モデルに

限らず N P G モデルでも活用される ( I b i d . ,  2 4 )。同じ名前の改

革道具 ( t oo l )であっても、異なる行政モデルにおいて活用され

ることで、多 様 なパターンが 生 まれるのであ る ( I b i d . ,  2 1 3 )。

さらに、 P o l l i t t  a n d  B o u c ka e r t  ( 2 0 11 )は現実の行政改革のパ

ッケージでは、複数のモデルの要素が含まれていることも指

摘している 6。例えば、ブレア政権期のイギリスは 、 N P G モ

デルの要素であるパートナーシップやネットワークを重視す

るのと同時に、トップダウンの業績測定システムを 設けてい

る ( I b i d . ,  2 1 0 ) 7。  

行政改革の方向性に関する 理論研究 が導き出す 行政モデル

は、行政改革の影響を検証する実証研究と密接な関係にある。

理論研究が導出した行政モデルの理念型は、 各行政モデルが

与える影響を検証する 実証研究にお いて、有用な分析視角と

なるのである。特に 、計量的手法を用いて、ウェーバー型、

N P M、ポスト N P M などの行政モデルが与える影響を検証す

る研究群においては、行政モデルを操作化する際の理論的基

                                                   

6 行政モデルの混在、複合性については Christensen and Laegreid (2011)

も同様の指摘をしている。ポスト NPM の行政改革は NPM の行政改革に取

って代わるものではなく、現実には両者が混在するという (Christensen and 

Laegreid 2011, 403)  

7 Pollitt  and Bouckaert  (2011)は明言していないが、業績測定システムは主

に NPM モデルの改革手法であろう。  
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盤となる。例えば、O y a m a  (2 0 1 5 )は政府の行政モデルが N P M

型であるか、ポスト N P M 型であるかが、市民が行政へ抱く

信頼性の高低とどのような関係にあるかを分析している。あ

るいは後述する公務員制度の領域であれば、D a hl s t r om  e t  a l .  

( 2 0 1 2 )、 Ch o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )、 Va n  d e  Wa l l e  e t  a l .  ( 2 0 1 5 )など

も、独立変数である 公務員制度 のモデルと、汚職、政府の業

績、公共部門の仕事の魅力などの従属変数との関係を計量的

に分析している。行政改革の方向性に関する研究群が提示す

る行政モデルは、計量分析における独立変数として操作化さ

れ、行政信頼や政府の業績などの従属変数との分析に活用さ

れるのである。  

 本節では 、主にマクロな行政改革全体を対象にした研究を

中心に、近年の先進諸国の行政改革の方向性、行政モデルの

類型がどのように変化してきたかを概観した。次節では 、行

政改革の個別領域であり、本論文の主たる研究対象 である公

務員制度の領域を対象に、公務員制度改革の方向性、モデル

の変遷を概観する。公務員制度の領域においてもマクロな行

政改革研究の流れと同様に、公務員制度における N P M モデ

ルの台頭、その後の公務員制度の多様化が議論されているこ

とを確認する。  

 

第 3節  公務員制度のモデルの変遷  

 本論文が主に分析の対象 とするのは公務員の任用であり、

それに 付随した専門性、職務遂行能力や、人事異動、昇進管
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理である。ただし、現代の大規模組織におい て職員の採用、

育成、昇進管理の各機能は、それぞれ が独立した制度として

成り立っているわけではない。 これらは評価、給与、退職管

理などを含む、その他の 人的資源管理 諸機能 と互いに深い関

連性があり、相互の関係性が考慮された、 1 つのシステム 8と

して制度設計がなされている。 行政学における先行研究は、

いずれも公務員の人的資源管理システムを任用 制度の差異を

軸に 2 つの理念型に整理してきた。こうした理念型は、現実

社会を分析する上で有用な道具 である が、公務員制度に関す

る既存の理念型は、近年の先進諸国の現状を十分に説明でき

ていないという課題を抱えている。 本論文の目的の 1 つは、

任用制度に着目した既存の理念型に代わる分析視角を提示 す

ることである。  

そこで 本節では、行政学の 領域 において公務員の人的資源

管理制度の体系である公務員制度がどのように整理されてき

たのかを概観する。N P M の流行以前から、公務員制度のモデ

ルは 2 つの理念型が提示されてきた。日本 、フランス、かつ

てのイギリスに代表される閉鎖型モデルと、アメリカを念頭

においた開放型モデルである。N P M の流行以前は、公務員制

度の類型論は、特殊な存在である開放型のアメリカ と、ウェ

ーバーの理念型に近い閉鎖型という構図で議論されてきた。

しかし、 N P M の流行する 1 9 9 0 年代以後、議論の舞台はヨー

ロッパ諸国の国際比較へと変わる。ウェーバー的な閉鎖型か

                                                   

8 村松はこうした制度全体のまとまりを「体系性 (system)」と表現している。

(村松 2008, 24-25) 



41 

 

ら N P M モデルである開放型への収斂論が登場し ( Au e r  e t  a l .  

1 9 9 6 ;  O EC D  2 0 0 5 )、現在はモデルの多様化が指摘されている

(D em m ke  e t  a l .  2 0 1 0 )。N P M 型への収斂論からモデルの多様

化という一連の流れは、行政全体を対象としたマクロな行政

改 革 研 究 と 同 じ 歴 史 的 経 緯 を 辿 っ て い る と 言 え る 。 以 下 、

N P M 以前の公務員制度の類型論から最近の研究動向 まで、順

を追って検討する。  

 

第 1項  N P M 以前の公務員制度モデル  

官僚制・公務員制度 9を人的資源管理の観点から整理した モ

デルとしては、 P et e r  Se l f の提示したオープン・クローズド

キャリアシステム ( o pe n  /  c l o s e d  c a r ee r  s y s t em )が、管見の限

りでは最も古い 議論である 1 0。 Se l f は官僚制を 2 つの理念型

に整理している。第一は、アメリカ型の オープンキャリアシ

ステムである。 S e l f によれば、アメリカの行政には、 公共部

門と民間部門の差を極力小さくし、官僚制は社会の代表であ

るべきという信念がある とされる。政府は社会の影響に対し

て完全に開かれ、可能な限り一般大衆の態 度と価値観を反映

                                                   

9 本論文は政府部門の組織を対象とすることから、政府の人的資源管理シス

テムを表す際は「公務員制度 (civil service system)」という言葉を用いてい

る。ただし先行研究や参考資料において元の文献が「 bureaucracy」を用い

ている場合は、元の文献の用法に従い「官僚制」としている。  

10 以下、Self の引用に関するページ数は、全て原著である Self (1977)のも

のである。訳書であるセルフ (1981)とはページ数および一部の訳語の表現が

異なる点に注意されたい。  
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する 「 サー ビ ス 国家 」 との 見 方 が支 配 的で あ る 1 1。 こ の よう

なサービス国家の信念を反映したオープンキャリアシステム

には、職階制 ( p o s i t i o n - c l a s s i f i ca t i on )  1 2が適している。オー

プンキャリアシステムでは 、全ての職位の職務内容が分類さ

れ、その職務に必要な技能を持つ人ならば誰でも公務員にな

ることができる。そして、公務員に必要な技能は行政サービ

スのための教育機関ではなく、一般的な教育システムを通じ

て習得することができる。 そのため 、年齢、職位のレベルを

問わず 、どの段階からでも公務員に任用することが可能であ

る。  

                                                   

11 一方で Self は、「サービス国家」の考え方は、外交政策、国防、司法とい

った伝統的な政府機能には完全に当てはめることはできないとも指摘して

いる。 (Self  1977, 228) 

12 Self は職階制の役割について「職階制の目的はよく誤解されているが、

主な用途は共通の等級表による給与の調整である。政府は社会に対して開か

れたものであるべきだというオープンキャリアシステムの信念に基づけば、

公務におけるそれぞれの職種の給与は、民間部門における類似の職種の給与

水準に準拠した、労働市場を反映したものであるべきである。職階制による

公務内部における職種間の給与調整はこうした信念に反しているが、職種に

よってはその大半を公務員が占めており (公務外の労働市場による給与決定

が難しい場合があるため：筆者補足 )職階制による調整が必要である (Ibid. , 

Ibid.,  231-232)」と指摘している。つまり、Self における職階制とは、職務

分類のための制度でもあるが、その主たる目的は、政府外に類似の仕事が存

在せず労働市場による給与水準の調整が働かない公務特有の職種に対して、

職員の不平不満が出ないよう、給与水準を各職位の間で公平に調整するため

の統合システムである。これは職階制を科学的・合理的な人事管理のために

職務を分類するものとして、職務のランク付けの機能のみで捉えている西尾、

すなわち日本の行政学における解釈と大きく見解が異なる点である。  
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表  2 -1  オープン／クローズドキャリアシステムの特徴  

 オ ー プ ン キ ャ リ ア シ ス テ ム  ク ロ ー ズ ド キ ャ リ ア シ ス テ ム  

官 僚 制 の あ り 方  
官 民 間 の 組 織 の 違 い は 小 さ く し 、  

官 僚 制 は 社 会 の 代 表 で あ る べ き  
特 有 の 権 利 、 特 権 を 持 つ 特 別 な 職 業  

職 員 に 求 め ら れ る

能 力 の 習 得 方 法  

各 職 務 に 必 要 な 技 能 は 一 般 的 な  

教 育 シ ス テ ム を 通 じ て 習 得  

一 定 期 間 の 訓 練 ま た は 不 可 解 な  

公 的 活 動 に 関 す る 手 ほ ど き が 必 要  

職 員 の 任 用  年 齢 、 レ ベ ル を 問 わ ず 任 用 が 生 じ 得 る  
若 年 期 に 何 ら か の 社 会 的 、  

教 育 的 な 狭 い 集 団 か ら 任 用  

職 員 の 昇 進  
職 員 の 体 系 的 な キ ャ リ ア 計 画 は  

ほ と ん ど な い  

個 人 に 対 す る ラ ン ク 付 け の  

体 系 的 な 昇 進 パ タ ー ン が あ る  

給 与 の 決 定 の 基 準  職 務 の 内 容 に よ る  ヒ エ ラ ル キ ー の 中 で 到 達 し た 地 位 に よ る  

(出 典 )  S e l f ,  P e t e r.  1 9 7 7 .  A d m i n i s t r a t i v e  T h e o r i e s  a n d  P o l i t i c s .  2 n d  e d .  L o n d o n :  G e o r g e  A l l e n  &  U n w i n ,  2 2 8 - 2 3 3 .  に

基 づ き 筆 者 作 成 。
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ただし、「行政機関は内部昇進を強く望む傾向がある」とも

Se l f は指摘している。また 、 S e l f はオープンキャリアシステ

ムの問題として、社会的な代表性を実現する一方で、公務員

としてのエートスを養うことが難しい点を挙げている ( S e l f  

1 9 7 7 ,  2 2 9 )。  

Se l f の類型論における第二の理念型は、ヨーロッパ型の ク

ローズドキャリアシステムである。ヨーロッパでは公務員は

特別な職業で、公務のための一定期間の訓練が必要と考えら

れている。このシステムでは、職員は限られた社会集団・教

育を受けた集団から若年期に採用され、閉鎖的なキャリアを

積む。個人の格に基づいた体系的な昇進のパターンがあり、

給与も職務の内容 ( d e f i n i t i on  o f  j ob  c on t e n t )ではなく、職位

( po s i t i on )に応じて決まるため、オープンキャリアシステムに

比べて職員のキャリアが明確である。クローズドキャリアシ

ステムの長所は、高い採用基準と強い公務員としてのエ ート

スにより職員を熱心に働かせる点にあるが、その反面社会を

代表していない エリートを生み 出す傾向がある ( I b i d . ,  2 3 0 )。 

 Se l f はアメリカ、イギリス、フランスの 官僚制の制度外形

を念頭に議論を展開した上で、 これらの類型は あくまでも理

念型 ( i d ea l  t y p e )であり、その運用状況はより複雑であると指

摘する。閉鎖的なイギリス 1 3であろうと科学・技術的な階級

                                                   

13 Self の議論を理解する上で、イギリスがクローズドキャリアシステムと

して扱われている点には注意が必要である。現在のイギリスは中途採用が可

能なオープンな制度をとっているが、Self の理念型は 1990 年代に上級公務

員の中途採用が増加する以前の 1977 年に提示されたものである。  
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に中途から加入する可能性はあり、行政官階級でもわずかな

比率で外部からの採用がある。一方、アメリカのシステムは

理論的には開放的であるが、多くの機関が内部出身者を好む

傾向にあり、組織間の異動も限られているため、実際には非

常に限定的な開放である という。そして、アメリカは理論上、

職務内容を分類することで身分や経験年数 にとらわれず最適

な人材を採用しやすくなるはずである が、実際には各組織に

職務要件を定める裁量があり、内部出身者が有利な要件が定

められるとも述べている 。また、職務要件が詳細になると、

要求さ れる資格が内部出身 者に非常に有利となる傾向があり、

職務の分類は必ずしも開放的な競争に適していない と Se l f は

指摘する ( I b i d . ,  2 3 1 )。本論文の文脈としては、オープンキャ

リアシステムが 制度上は開放的でありながらも、 実運用面で

は限定的な開放 、組織内部出身者が有利に なる可能性が、

1 9 7 7 年の時点で既に示唆されていることは重要である。  

 行政学の先行研究においては、公務員の人的資源管理体系

の違いに着目したモデルが S e l f 以降も数多く提示されている。

なかでも日本の行政学において最も著名な モデルは、任用制

度 の 観 点 か ら 各 国 の 公 務 員 制 度 を 整 理 し た 西 尾 ( 2 0 0 1 ) の 開

放・閉鎖型任用制である。西尾はその著書である「行政学」

において、 ヨーロッパ諸国および日本、そしてアメリカを議

論の念頭に置いた上で、 任用制度を基軸として 公務員制度を

開 放 型 任 用 制 ( o p en  ca r ee r  sy s t e m ) と 閉 鎖 型 任 用 制 ( c l o se d  

ca r ee r  sy s t em )の 2 つに整理している。  

西尾によれば、 2 つのモデルはそれぞれ資格・能力の捉え
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方が異なることから、制度の構成原理を全く異にしていたと

いう (西尾  2 0 0 1 ,  1 3 7 )。開放型任用制は「初めに職務ありき」

の制度であり 、組織を職務・職責の体系として捉えている。

各職位 には、それぞれの職務・職責に 必要な資格・能力を有

する人材が任用される。公務員の任用は欠員が生じる都度行

わ れ 、 終 身 雇 用 を 前 提 に し て お ら ず 中 途 採 用 も 稀 で は な い

( I b i d . ,  1 3 7 -1 3 8 )。官民間・政府間・各省間に類似の業務が存

在することを前提にし、またそれらの業務相互間の労働力の

移 動 を 容 易 に し よ う と す る 人 事 制 度 で あ る と い う ( I b i d . ,  

1 3 9 )。これに対し、閉鎖型任用制は「初めに職員ありき」の

考え方であ り、 職員はジェネラ リストとして 多様な職務への

対応が期待されている。 閉鎖型任用制は、組織ごとの終身雇

用と年功序列制を基本にしており、組織の壁を越えた労働力

移 動 、 こ と に 官 民 間 の 移 動 を あ ま り 想 定 し て い な い ( I b i d . ,  

1 3 9 )という。  

先 行 研 究 に お け る そ の 他 の モ デ ル と し て は 、 Si l b e rm a n  

(1 9 9 3 )は重 要な 研究 であ る 1 4。 Si l b e rm a n は官 僚制 のモ デ ル

を 専 門 志 向 ( p r o f e s s i o na l  o r i en t a t i o n ) と 組 織 指 向

( o r g a n i z a t i on a l  o r i e n t a t i on )の 2 つに整理している。 専門志

向の官僚制は 、 高い職位への任用にあたり、 専門訓練を主な

基準とする。 専門訓練を重視することで、官民双方の官僚制

の役割は互換性の高いものとなり、組織間の垂直・水平的流

                                                   

14 以下、Silberman の引用注に関するページ数は、全て原著である

Silberman (1993)のものである。訳書であるシルバーマン (1999)とはページ

数および一部の訳語の表現が異なる点に注意されたい。  
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動 性 を 奨 励 あ る い は 許 容 す る 帰 結 を 生 む と い う ( S i l b e rm a n 

1 9 9 3 ,  1 2 -1 4 )。 一方、組織 指向 の官僚制は高 い 職位への任用

にあたり、組織へのキャリア早期からの参加を求める。 キャ

リア早期にその他の職業の可能性を断念させるインセンティ

ブとして、キャリアに関して高い予測可能性が必要になると

いう ( I b i d . ,  1 0 -1 2 )。  

西尾 ( 2 0 0 1 )、Si l b e rm a n (1 9 9 3 )は両者とも、任用制度の開閉

を基軸として公務員の人的資源管理システムを整理しており、

その大枠は S e l f のモデルと大きく違うものではない。細部の

差異については議論が冗長となるため、 巻末の補論Ⅰ、補論

Ⅱを参照されたい。  

本項で概観したように、N P M 以前の公務員制度の類型論は、

ウェーバー型の理念型に近く多くの国に適用可能な閉鎖型と、

アメリカを念頭に置いた開放型という構図で展開されてきた。

数ある人的資源管理制度 の要素の中でも、任用制度の開閉を

軸にモデルが整理されてきたと言えよう。次節では、N P M の

流行により、こうした構図が N P M の先進国である開放型と、

後進国による閉鎖型という形に変化し、さらにはモデルが多

様化していく過程を明らかにする。  

 

第 2項  N P M 以後の公務員制度  

 N P M の流行に伴い、公務員制度 の類型論は行政改革の個別

領域として位置付けられるようになる。本項 では、まず 1 9 9 0

年代半ばから 2 0 0 0 年代半ばまでの研究動向を概観し、マク
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ロな行政改革研究と同様に、公務員制度改革の領域において

も N P M モデルへの収斂論的な見方が存在していたことを示

す。次に、近年の比較研究における公務員制度改革の多様化

に 関 す る 議 論 を 検 討 し 、 公 務 員 制 度 改 革 の 領 域 に お い て も

N P M モ デ ル へ の 収 斂 論 か ら 多 様 化 の 方 向 へ と 議 論 が 進 み つ

つあることを明らかにする。  

 開放型の公務員制度を N P M 改革の議論の中で捉え、モデ

ルを提示した研究としては A u e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )が挙げられる。 

Au e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )  は EU 加盟 1 5 か国  ( 1 9 9 6 年当時 )  の中央

政府における公務員制度を対象に 、各国の公務員関連法規 の

状況と 、採用・昇進・給与など 人的資源管理 に関する アンケ

ート調査を実施している。 その上で E U 加盟国の公務員制度

を比較し、1 5 か国をポジション／キャリアシステムの 2 つの

類型により整理している。  

キャリアシステムとは、公務員が特別なキャリアの下層で

採用され、その中で昇進し、法律の規定に従い昇給するシス

テムであるという。公務員になるためには法律で定められた

最低限の教育的な背景が必要とされる。これらのシステムは

強い階統制であり、 キャリアの高さの違いを尊重する。 公務

員は一定の期間の訓練あるいは試用期間を終えた後は 終身雇

用を楽しんで おり、 労働環境、給与、年金は法定化されてい

るという ( A u e r  e t  a l .  1 9 9 6 ,  3 1 )。  

Au e r ら は キ ャ リ ア シ ス テ ム に 対 す る も う 一 方 の モ デ ル を

ポジションシステムと名付けている。 ポジションシステムの

最も重要な原則は、公務員を特別なキャリアの中に雇 い入れ
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るのではなく、個別の職位に対して雇うことであるとされる 。

応募者は、当該 省が採用のために定めた要件に合致していな

ければ 、公務員になることができない。終身雇用は保障され

ず自 動 的な 昇 進 1 5も存 在 し な い 。 労働 環 境、 給 与 、年 金 は主

に労使の団体協約に基づいて決定され、個別の関係や 雇用側

の省と雇われる側の公務員双方の必要性に合わせるために、

雇用契約のあり方も柔軟である。こうしたポジションシステ

ム の 雇 用 の あ り 方 は 、 民 間 部 門 1 6 と 非 常 に 似 て い る と い う

( I b i d . ,  3 1 )。  

 

                                                   

15 原文では  ”a statutory career development system ”  と表現されており、

直訳すると「法定のキャリア発展システム」となるが、勤続期間、年齢等に

よる自動的な昇進を指していると考えられる。  

16 Auer らがどの国の民間部門あるいは労働市場の慣行を念頭に置いている

かは明示されていないが、Silberman の場合と同様に、ここではアメリカや

イギリスのような労働市場の流動性が高い「民間部門」が念頭に置かれてい

ると考えられる。  
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表  2 -2  Au e r らのポジション／キャリアシステムの特徴  

 ポ ジ シ ョ ン シ ス テ ム  キ ャ リ ア シ ス テ ム  

採 用 条 件  

1 .   キ ャ リ ア 途 中 か ら の 採 用 も あ り 得 る  

2 .   特 定 の 学 位・特 定 の キ ャ リ ア の た め の 教 育 は 必

要 と せ ず 、 そ の 職 位 に 求 め ら れ る 特 定 の 技 能 が

必 要 と さ れ る  

3 .   年 齢 の 上 限 は な い  

4 .   キ ャ リ ア 初 期 の 訓 練 は な い  

1 .   採 用 は 入 口 と し て 定 め ら れ た 最 低 位 の 職 位 限 定  

2 .   特 定 の 学 位・特 定 の キ ャ リ ア の た め の 教 育 が 必 要  

 

 

3 .   年 齢 の 上 限 が あ る  

4 .   キ ャ リ ア 初 期 に 訓 練 ・ 試 用 期 間 が あ る  

採 用 手 続 き  
5 .   定 式 化 さ れ た 手 続 き は な く 、民 間 部 門 と 同 じ 方

法 を と る  

5 .   定 式 化 さ れ た 手 続 き  

 

EU 加 盟  

国 民 の 採 用  

6 .   入 口 と し て 定 め ら れ た 最 低 位 の 職 位 と 同 様 に

キ ャ リ ア 途 中 か ら も 採 用  

7 .   (公 務 外 の )専 門 的 な 経 験 も 選 抜 基 準 の 1 つ で

あ り 最 初 の 給 与 に 影 響 を 与 え る  

6 .   入 口 と し て 定 め ら れ た 最 低 位 の 職 位 の み か  

非 常 に 限 ら れ た 中 途 採 用  

7 .   (公 務 員 外 の )専 門 的 な 経 験 は 評 価 し な い  

 

キ ャ リ ア  

開 発  

8 .   (自 動 的 な )昇 進 シ ス テ ム は な い  

9 .   公 共 部 門 の 外 で の 専 門 的 な 経 験 を 昇 進・昇 給 の

評 価 対 象 に す る  

10 .  幅 広 い (人 事 異 動 の )流 動 性 の 機 会  

8 .   (自 動 的 な )昇 進 シ ス テ ム が あ る  

9 .   公 共 部 門 の 外 で の 専 門 的 な 経 験 は 昇 進・昇 給 の 評

価 対 象 に し な い  

10 .  限 定 的 で 制 限 さ れ た (人 事 異 動 の )流 動 性  
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職 員 の 勤 務 中

の 訓 練  

11 .  義 務 的 な 訓 練 は な い  

 

11 .  特 に 昇 進 に 際 し 訓 練 が 義 務 付 け ら れ て い る  

 

行 政 の 透 明 性  12 .  空 位 の 告 知 方 法 は 定 め ら れ て い な い  12 .  公 報 に よ る 空 位 の 公 告 を 行 う  

権 利 と 義 務  
13 .  終 身 雇 用 は な く 、民 間 部 門 の よ う に 契 約 に 基 づ

く 雇 用  

13 .  終 身 雇 用  

 

給 与 制 度  

14 .  団 体 協 約 か 個 人 別 の 給 与  

15 .  交 渉 を 通 じ て の み 昇 給  

16 .  先 任 権 制 は な い  

17 .  業 績 給 が あ る  

14 .  法 定 の 枠 組 み に よ り 決 定  

15 .  一 定 の 期 間 が 経 つ と 昇 給 が あ る  

16 .  先 任 権 制 が あ る  

17 .  業 績 給 は な い  

年 金 制 度  
18 .  団 体 協 約 に よ り 決 定  

19 .  貢 献 (程 度 で 水 準 が 決 定 )  

18 .  法 定 の 枠 組 み に よ り 決 定  

19 .  (公 務 員 の た め の )特 別 な 枠 組 み が あ る  

懲 戒 法 規  20 .  公 務 員 の た め の 特 別 な 規 制 は な い  20 .  法 律 に よ り 定 め ら れ て い る  

労 働 法 規  

21 .  公 務 員 の 労 働 環 境 は 当 該 機 関 と 労 働 組 合 に よ

る 交 渉 と 労 使 協 約 を 通 じ て 決 ま り 、 組 合 へ の 参

加 は 民 間 部 門 と 同 様 で あ る  

21 .  労 働 環 境 な ど の 決 定 に 関 わ る 労 働 組 合 へ の  

参 加 を 規 制 す る 特 別 な 法 規 が あ る  

 

*括 弧 内 は 筆 者 補 足 。  

(出 典 )  A u e r,  A s t r i d ,  C h r i s t o p h  D e m m k e  a n d  R o b e r t  P o l e t .  1 9 9 6 .  C i v i l  S e r v i c e s  i n  t h e  E u r o p e  o f  F i f t e e n :  C u r r e n t  

S i t u a t i o n  a n d  P r o s p e c t s .  M a a s t r i c h t :  E u r o p e a n  I n s t i t u t e  o f  P u b l i c  A d m i n i s t r a t i o n ,  1 2 9 - 1 3 0 ,  t a b l e  1 5 .



52 

 

Au e r らは、ポジション／キャリアシステムを特徴付ける要

素として、表  2 - 2 で示したように 2 1 項目を提示している。

そして、A u e r らは E U 加盟国に実施したアンケート調査の結

果を基に、各国の制度配置が 2 1 項目のそれぞれにおいて、ポ

ジション／キャリアシステムのどちら の特徴に当てはまるか

判別し、それぞれに当てはまった項目数に応じて各国をポジ

ション／キャリアいずれかのシステムに分類 している。  

Au e r らは表  2 -2 の 2 1 項目のうち 1 0 項目において、シス

テムごとの 回答の傾向が極端に偏っていることを明らかにし

ている。表  2 -3 は A u e r らが当該 1 0 項目のみを抜き出して示

した表である。これら 1 0 項目は、他の 11 項目と比べて各シ

ステムを分ける重要な構成要素であり、ポジション／キャリ

アシステムはオープン／クローズシステムと呼ぶことも可能

であるとしている ( I b i d . ,  1 3 7 ) 1 7。 Au e r らは、 1 9 9 6 年当時の

重要な関心事項であった E U 加盟国内での民間部門の単一労

                                                   

17 Auer らは、同書冒頭から 132 ページまでの間、各国の公務員制度を常に

ポジション／キャリアシステムの呼称で区分し議論を展開している。しかし、

Auer らは各国の分析結果を踏まえた上で、結論部の 133 ページにおいて、

ポジション／キャリアシステムの呼称よりもオープン／クローズシステム

の呼称の方が適切であると主張し、そこから最終ページである 142 ページ

までは理念型の呼称を (中身はポジション／キャリアシステムと同じもので

あるが )全てオープン／クローズシステムに変えている。本論文では便宜的

に、Auer らの研究に言及する際は、本文、図表を含めて全て表記をポジシ

ョン／キャリアシステムの呼称に統一しているので注意が必要である。この

理由は 2 つであり、第一は、前述した Self のモデルと紛らわしい呼称であ

るためである。なお Auer らは同書の中で Self の研究には一切触れておらず、

偶然呼称が重なったのだと思われる。第二は、Auer らの研究を後に引用す

る研究者の多くが、Auer らの提示したモデルをポジション／キャリアシス

テムの呼称で引用しているためである。  
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働市場化、人の 移動の自由化を 念頭に置いた上 で、 EU 加盟

国は 公 共部 門 の 労働 者 であ ろ う とも 自 由な 移 動 1 8を可 能 にす

るプ ロ セス の 始 点に い ると 結 論 付け て いる 1 9。 さ らに 、 ほと

んどの加盟国の公務員制度改革は、公務員の労使関係の民間

化 ( p r i v a t i z i n g )、キャリ アシス テムの公 務員に より指定 席と

さ れ て い る 職 位 の 削 減 と い う 共 通 の 傾 向 が あ る ( I b i d . ,  1 4 2 )

としており、キャリアシステムからポジションシステムへの

移行を示唆している。  

 

                                                   

18 ここでの人の自由な移動とは国境・国籍を越えた公務員への採用を指し

ている。  

19 Auer らの研究背景については補論Ⅲ：Auer et al.  (1996)の研究背景を参

照されたい。  



54 

 

表 2-3 公務員制度の重要な構成要素に関する各国の概況 

 

※ポジションシステムの特徴が当てはまる場合は ”P”、キャリアシステムの特徴が当てはまる場合は ”C” と表記 

(出典) Auer, Astrid, Christoph Demmke and Robert Polet. 1996. Civil Services in the Europe of Fifteen: Current Situation and Prospects. Maastricht: European 

Institute of Public Administration, 139, table 20. ただし、一覧性を高めるため、各国の並び順がシステムごとになるように筆者が並べ替えている。

ポジションシステムの特徴

デ
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マ
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ク
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リ
ア

オ
ラ
ン
ダ

フ
ィ

ン
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー

デ
ン
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ギ
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ス

ベ
ル
ギ
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イ
ツ
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リ
シ
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ス
ペ
イ
ン

フ
ラ
ン
ス

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

オ
ー

ス
ト
リ
ア

ポ
ル
ト
ガ
ル

キャリアシステムの特徴

キャリア途中からの
採用もあり得る

P P P P P P C C C C C C C C C
採用は入口として定められた
最低位の職位からに限定

その職位に求められる
特定の技能が必要

P P P P P P C C C C C C C C C
特定の学位・特定のキャリアの

ための教育が必要

キャリア初期の訓練はない P P P P P P C C C P C C C C P キャリア初期に訓練・試用期間がある

定式化された採用手続きはない P P P P P P C C C C C C C C C 定式化された採用手続き

(公務員に応募するまでの)
専門的経験を評価する

P P P P P P C C C P C P C C P
(公務員に応募するまでの)
専門的経験は評価しない

終身雇用はない P P P P P P C C C C C C C C C 終身雇用

団体協約か個人別の給与 P P P P P P C C C C C C C C C 法定の枠組みにより給与決定

自動昇給がない P P P P P P C C C C C C C C C 一定の期間が経つと昇給がある

先任権制はない C P P P P P C C C C C C C C C 先任権制がある

労使交渉や労働組合への
参加は民間部門と同様

P P P C P P C C C C C P C C C
労働組合への参加を規制する

特別な法規がある

ポジションシステムの
特徴が当てはまる数

9 10 10 9 10 10 0 0 0 2 0 2 0 0 2

キャリアシステムの
特徴が当てはまる数

1 0 0 1 0 0 10 10 10 8 10 8 10 10 8

評価 P P P P P P C C C C C C C C C
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Au e r らの研究を 、行政改革研究の文脈から捉えるならば、

伝 統 的 な ウ ェ ー バ ー 型 の 公 務 員 制 度 か ら 、 民 間 部 門 に 近 い

N P M 型 の 公 務 員 制 度 へ の 収 斂 が 示 唆 さ れ て い る と 言 え る だ

ろう。実際、 1 9 9 0 年代から 2 0 0 0 年代にかけて先進諸国の間

で N P M を志向した公務員制度改革が進展し、多くの国が民

間部門の労働市場のように長期雇用よりも短期的な雇用、中

途 採 用 の 導 入 に 向 か う 傾 向 が 報 告 さ れ て い る (O E CD  2 0 0 4 a ,  

3 )。  

先進諸国の公務員制度改革については、 O E CD が数多くの

調査、報告書を出している。 O E CD の報告書は、学術的研究

として捉えるには課題が多い 2 0。 O E CD は各国の公務員の人

的 資 源 管 理 を 説 明 す る 上 で 、 ポ ジ シ ョ ン ベ ー ス シ ス テ ム

( po s i t i on -b a s e d  sy s t e m ) 、 キ ャ リ ア ベ ー ス シ ス テ ム

( ca r ee r -b a se d  sy s t em )という、 Au e r らに類似した呼称の類

型を用いている。前者は先行研究における開放型、専門志向

の公務員制度に相当するモデルであり、後者は閉鎖型、組織

指向の公務員制度に相当するモデルである。モデルの大枠は

先 行 研 究 と ほ ぼ 同 じ で あ る た め 、 詳 細 に つ い て は 補 論 Ⅳ ：

O E CD の公務員制度モデルの概要と変遷 を参照されたい。ま

た、 O EC D は加盟国の人的資源管理制度に関するアンケート

                                                   

20 実証データの裏付けのない記述、そうした無根拠の過去の OECD の報告

書を論拠として引用を重ねる例が散見される。また、中身は同じでも説明の

ないまま概念の名称が変更される例、定義があいまいな概念が継続して用い

られ時期により内容が異なっている例、新たに提示された類型・分類がその

後全く用いられていない例もある。OECD 関連資料における一貫性の欠如に

は、OECD 内の執筆担当者の変更、報告書の記述内容に関して関係各国から

の注文がつくことに起因しているものと思われる。  
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調査を実施し、加盟国の公務員制度を開放の程度に応じて分

類、指標化する試みを 2 回実施している。両者とも各国の回

答結果の詳細が公開されていないため、学術的な二次利用は

不可能である。 調査結果の詳細は補論Ⅴ：を参照されたい。  

ここまで見てきたように、N P M を志向した公務員制度改革

が流行する中で 、従来の開放／閉鎖を基軸とした公務員制度

のモデルは、N P M 志向の開放型、伝統的な官僚制である閉鎖

型という関係で理解されるようになる。A u e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )  や

O E CD  (2 0 0 4 a )  が主張したように、従来の閉鎖的で伝統的な

官僚制は、N P M モデルの開放型へと収斂するかに思われたが、

近年の研究はそれとは異なる分析結果を提示している。  

D em m k e と M oi l a ne n は、E U 加盟 2 7 か国 ( 2 0 0 8 - 2 0 0 9 年当

時 )の中央政府における公務員制度を対象に、各国の公務員関

連法規の状況と、採用・昇進・給与など人的資源管理の諸制

度、今後の公務員制度改革の方向性に関するアンケート調査

を実施している ( D em m ke  a n d  M o i l a n en  2 0 1 0 ,  p . 1 4 -1 5 )。そ

の上で、E U 2 7 か国を伝統的官僚制 ( t ra d i t i o na l  b u r ea u c r a cy )

とポスト官僚制 ( p os t -b u re a u c ra c y )の 2 つに整理し、各国の

公務員制度の各要素、今後の改革課題について比較分析を行

っている。 D em m ke は、上述した Au e r らの研究の共著者の

一人でもあり、この調査分析は A u e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )の後継的位

置を占める研究である。アンケートを用いた加盟国に対する

調査手法だけでなく、公務員制度改革の方向性に対する考え

方についても共通する部分がある。  

 D e m m k e と M o i l a n e n は伝統的官僚制からポスト官僚制へ
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の変化を、連続的な一直線上の関係の二項対立モデルとして

捉えており、その評価基準として 、マックス・ウェーバーの

官僚制の議論を基に 5 つの基準を設定している。表  2 -4 はそ

の基準を一覧にしたものである。 5 つの基準それぞれの内部

はさらに細かい基準が設定されており、各項目の重要性に応

じて重み付けがなされている。 D em m k e と M o i l a ne n はこの

基準 に 応じ て 各 国の 官 僚制 を ス コア 化 2 1し、 国 際 比較 を 試み

ている。  

D em m k e と M oi l a ne n は E U 加盟 2 7 か国に対するアンケー

ト調査の回答を、表  2 - 4 の基準に基づいてスコア化し、伝統

的官僚制とポスト官僚制の直線上に位置付けている。 図  2 - 1

は D e m m k e と M oi l a ne n が提示した各国のスコアを筆者がグ

ラフ化したものである。 D e m m k e と M oi l a n e n は表  2 -4 にお

いて伝統的官僚制の特徴の有無を評価基準として列挙してい

るものの、図  2 - 1 のスコア付けに際しては、伝統的官僚制 の

特徴を持たない 国に対して、スコアを与える方式で評価して

いる点に注意が必要である。すなわち、 スコア 0 が伝統的官

僚制の理念型であり 表  2 - 4 の特徴を全て有する場合のスコア

となる。逆に、スコア 1 0 0 はウェーバーの伝統的官僚制の特

徴を全く持たない、ポスト官僚制の理念型として位置付けら

れている。

                                                   

21 個別項目は重み付けの通りにスコアが付けられているものの、主な構成

要素の 5 つの区分は均等にスコアが加算されている。  
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表  2 -4  伝統的官僚制－ポスト官僚制の連続的モデル  

主 な 構 成 要 素  個 別 項 目 (構 成 要 素 内 の 比 重 )  

1)  法 律 上 の 地 位  公 法 上 の 地 位  ( 1 0 0 % )  

2)  キ ャ リ ア 構 造   

(career  s t ruc tur e)  

キ ャ リ ア 構 造 の 存 在  ( 5 0 % )  

中 央 で 統 制 さ れ た キ ャ リ ア 開 発  ( 2 0 % )  

組 織 下 部 か ら の 加 入  ( 1 5 % )  

中 ・ 上 位 レ ベ ル へ の 昇 進 不 可 能 性  ( 1 5 % )  

3)  採 用  

特 別 な 採 用 要 件  ( 5 0 % )  

中 央 で 統 制 さ れ た 採 用  ( 3 0 % )  

民 間 で の 経 験 を 考 慮 し な い  ( 2 0 % )  

4)  給 与 制 度  

法 律 に よ る 基 本 給 の 統 制  ( 5 0 % )  

シ ニ オ リ テ ィ に 基 づ く 給 与  ( 2 5 % )  

業 績 に 基 づ か な い 給 与  ( 2 5 % )  

5)  在 職 権 制 度  

終 身 雇 用 (高 い 雇 用 保 障 )  ( 4 0 % )  

雇 用 終 了 が 困 難  ( 4 0 % )  

民 間 と 異 な る 雇 用 保 障  2 0 % )  

(出 典 )  D e m m k e  a n d  M o i l a n e n  2 0 1 0 .  C i v i l  S e r v i c e s  i n  t h e  E U  o f  

2 7 :  R e f o r m  O u t c o m e s  a n d  t h e  F u t u r e  o f  t h e  C i v i l  S e r v i c e ,  11 ,  

Ta b l e  1  
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 D e m m k e と M o i l a n e n は図  2 -1 の結果に対して、キャリア

構造の有無 2 2 (表内ではキャリアシステムと表現 )に着目して

おり、キャリア構造を有する国々は 、キャリア構造を持たな

いいずれの国よりも伝統的官僚制に近い位置にある ( I b i d . ,  

1 8 7 )と指摘している。公務員制度を、採用、昇進、給与など

人的資源管理の諸制度を束ねた体系として捉えるならば、職

員を組織下部から内部育成するか外部から中途採用を行うか

というキャリア構造の違いは、キャリア構造のみならずその

他の人的資源管理制度のあり方を左右する中心的な要素であ

るといえよう。 S e l f、シルバーマン、西尾など先行研究の諸

モデルが、公務員制度を整理する上で任用制度の開閉を重視

してきたことの重要性がデータからもある程度裏付けられた

ともいえる 2 3。

                                                   

22 ただし、ここでいうキャリア構造の有無が何を意味するかは同書の中で

明記されていない。おそらくは、表  2-4 の主要構成要素における「キャリ

ア構造」の合計スコアを指しているものと思われるが、より文言を率直に解

釈するならば、キャリア構造のスコアの 50%を占める、キャリア構造の有

無に関する設問の回答内容である可能性もある。  

23 厳密な議論をするならばキャリア構造に限らず、採用など他の主要な構

成要素によっても同様の説明ができる可能性がある。残念ながら、Demmke

と Moilanen は各設問に対する各国の回答内容の内訳を公開していないため

追加的な分析は不可能である。  
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図  2 -1  E U 加盟国における伝統的官僚制：ポスト官僚制のスコア  

 

 

 

 

 

（ ＊ ） は キ ャ リ ア シ ス テ ム を 持 た な い 国  

(出 典 )  D e m m k e  a n d  M o i l a n e n  2 0 1 0 .  C i v i l  S e r v i c e s  i n  t h e  E U  o f  2 7 :  R e f o r m  O u t c o m e s  a n d  t h e  F u t u r e  o f  t h e  C i v i l  

S e r v i c e ,  1 8 8 ,  Ta b l e  4 1 .  出 典 元 の 表 に 記 載 さ れ た ス コ ア を 元 に 筆 者 が グ ラ フ を 作 成 し た 。  
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キャリア構造の有無という点で、各国の公務員制度の体系

性に明確な違いは観察されたものの、 D e m m k e と M oi l a n en

は調査の結果として、伝統的官僚制に代わる新たなモデルの

提起、あるいはポスト官僚制を N P M モデルや開放型モデル

として扱うこと には慎重な姿勢を見せている。各国の公務員

制度は、人的資源管理権限の管理職への分権化、採用および

キャリア開発政策の柔軟化、個人・組織の業績管理への強い

関心という点で脱官僚制化の傾向が共通していたが ( I b i d . ,  

2 4 3 )、各国の公務員制度には大きな多様性が存在し、同一の

方向へ向かう現象は確認できなかったと結論付けている

( I b i d . ,  2 4 6 )。  

D em m k e と M oi l a ne n の分析結果を、行政改革研究の文脈

から理解するならば、公務員制度改革に関する研究領域にお

いても、行政改革全体の研究 動向と同様に、N P M モデルへの

収斂論から行政モデルの多様化へと議論が展開していること

が示されている 。  

 筆頭著者の D e m m ke は前述した Au e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )  の共著

者の 1 人でもある。従って 1 9 9 6 年時点では、 D e m m k e もウ

ェーバー型の官僚制  (キャリアシステム )  から、各国の公務

員制度がポジションシステムへと向かっていく、いわばポジ

ションシステムへの収斂論を唱えていた。行政改革研究にお

ける N P M モデルへの収斂論の立場である。 本項で取り上げ

た D e m m k e  a n d  M o i l a ne n  (2 0 1 0 )  も同様に、採用の柔軟性と

官民間の流動性の向上、閉鎖的な官僚制から開放的な官僚制

への変化を強調しており ( I b i d . ,  1 6 0 - 1 7 0 )、引き続き開放型・
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ポジションシステム への移行を強く志向していることが随所

にうかがえる。  

しかし、 D em m k e と M oi l a n e n は、伝統的官僚制からポス

ト官僚制という直線的かつ発展段階論的な立場は維持しつつ

も、各国の歴史的伝統や文化が各国の公務員制度改革の経路

に影響を与える点を強 調している ( I b i d . , 2 4 3 ,  2 4 7 )。公務員制

度の収斂論から、多様化へと立場の歩み寄りが見られるので

ある。モデル自体の名称も伝統的官僚制／ポスト官僚制と名

付けられ、ウェーバー型の公務員制度と 、ウェーバー型の特

徴が当てはまらないその他 全ての公務員制度という形で概括

されており、伝統的 なウェーバー型の官僚制に代わる新たな

モデルの提示は断念している。  

D em m k e と M oi l a ne n が、ウェーバー型の公務員制度の対

極に位置する公務員制度を 、開放的な N P M モデルとして扱

うことができなかった背景には、一部のアンケー ト調査の結

果が影響していると考えられる。前述したように 、 D e m m k e

と M oi l a n e n は各国の制度状況に加え、公務員制度改革にお

いて今後重視する取り組み内容 2 4に関するアンケートも実施

している。その中で 、特に公務員制度のモデル構築に関連す

ると考えられる設問は 6 問設けられており、各設問に対して

その重要性を問うている ( 1 :  とても重要、 5 :  全く重要ではな

い  の 5 段階 )。  

                                                   

24 本論文に引用した設問以外にも 22 問の設問があり、品質管理、リーダー

シップ、公務員法の改革などの重要性を質問している。  
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表  2 -5 は各国の回答をまとめたものである。各国の各設問

に対する回答の平均値は、①公共部門間の流動性増進 ( 2 . 2 6 )、

②公共－民間部門間の流動性増進 ( 3 . 0 4 )、③国際的な流動性

増進 ( 2 . 7 0 )、④人的資源管理の規則緩和 ( 2 . 6 7 )、⑤人的資源管

理の分権化 ( 2 . 7 0 )、⑥キャリアシ ステムの改革 ( 2 . 6 7 )である。

本論文に引用した 6 問以外にも 2  2 問の設問があり、全体の

回答平均値は 2 . 1 7 である 2 5。特に官民間の流動性増進 ( 3 . 0 4 )

は、本論文に引用していない設問も含めた全 2 8 問のうち、最

も高い値、つまり最も重要視されていない改革であった 。一

方で、公共部門間での流動性増進は、キャリアシステムの有

無にかかわらず 、各国が比較的重視していることが分かる。

また、キャリアシステムの改革についても、キャリアシステ

ムを有する国においては重 視されている。  

D em m ke  a n d  M o i l a n en  (2 0 1 0 )  自身は同書の中で言明して

いないが、彼らの調査結果に対する二次分析から明らかなの

は、閉鎖型から開放型への改革 を志向する国が今もって存在

するものの、N P M モデルのような民間活力の導入、すなわち

官民間の流動性を高めようとする国はほとんどいないという

ことである。官民間の流動性よりも、どちらかといえば公共

部門間での流動性の増進が重視される傾向にあるだろう。  

 

                                                   

25 ただし、 22 問の設問には「品質管理」「汚職対策」「リーダーシップ」な

ど、ほとんどの国が重要であると回答することが自明な設問が多数含まれて

いる点は考慮する必要がある。  
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表  2 -5  E U 加盟国における改革の優先順位 (一部抜粋 )  

1  =  と て も 重 要 、 5  =  全 く 重 要 で は な い  

国 名  

(官 僚 制 ス コ ア 順 )  

図 
2

-
1

の 

官

僚

制

ス

コ

ア 

公

共

部

門

間

の 

流

動

化 

官

民

間

の 

流

動

化 

国

際

的

な 

流

動

化 

人

的

資

源 

規

則

の

緩

和 

人

的

資

源 

権

限

の

分

権 

キ

ャ

リ

ア 
シ

ス

テ

ム

改

革 
各

国

平

均 

ギ リ シ ャ  7 .2   2   5   3   3   3   3   3 .17  

ル ク セ ン ブ ル ク  7 .2   4   4   4   3   4   2   3 .50  

キ プ ロ ス  9 .8   3   4   3   3   3   4   3 .33  

ア イ ル ラ ン ド  13 .6   2   4   3   2   3   4   3 .00  

ポ ル ト ガ ル  16 .3   2   2   3   3   3   1   2 .33  

フ ラ ン ス  16 .3   1   2   2   3   1   2   1 .83  

ド イ ツ  16 .3   3   3   3   3   3   2   2 .83  

ベ ル ギ ー  18 .6   2   3   3   2   3   3   2 .67  

ス ペ イ ン  19 .1   2   5   2   3   2   1   2 .50  

ル ー マ ニ ア  19 .8   3   4   3   2   3   2   2 .83  

イ タ リ ア  20 .4   3   3   2   3   3   2   2 .67  

ハ ン ガ リ ー  22 .9   2   2   2   2   2   2   2 .00  

オ ー ス ト リ ア  23 .7   2   2   2   3   3   3   2 .50  

リ ト ア ニ ア  24 .3   2   3   2   3   2   2   2 .33  

ポ ー ラ ン ド  27 .7   2   4   2   3   5   2   3 .00  

ブ ル ガ リ ア  28 .9   2   2   2   3   1   2   2 .00  

マ ル タ  29 .3   2   3   2   1   1   3   2 .00  

ス ロ ベ ニ ア  29 .5   2   2   2   2   2   2   2 .00  

キ ャ リ ア シ ス テ ム 平 均  19 .5   2 .28   3 .17   2 .50   2 .61   2 .61   2 .33   2 .58  

エ ス ト ニ ア  38 .8   2   3   3   3   3   4   3 .00  

ラ ト ビ ア  40 .2   2   2   2   3   1   3   2 .17  

オ ラ ン ダ  47 .1   3   3   3   3   3   4   3 .17  

ス ロ バ キ ア  51 .0   2   3   4   3   3   3   3 .00  

フ ィ ン ラ ン ド  53 .4   2   2   2   3   3   5   2 .83  

イ ギ リ ス  64 .1   1   4   5   3   4   3   3 .33  

デ ン マ ー ク  68 .2   3   3   3   1   2   3   2 .50  

チ ェ コ  73 .0   2   2   2   2   3   2   2 .17  

ス ウ ェ ー デ ン  81 .4   3   3   4   3   3   4   3 .33  

非 キ ャ リ ア シ ス テ ム 平 均  57 .5   2 .22   2 .78   3 .11   2 .67   2 .78   3 .44   2 .83  

全 体 平 均  32 .2   2 .26   3 .04   2 .70   2 .63   2 .67   2 .70   2 .67  

(出 典 )  D e m m k e  a n d  M o i l a n e n  2 0 1 0 .  C i v i l  S e r v i c e s  i n  t h e  E U  o f  2 7 :  R e f o r m  

O u t c o m e s  a n d  t h e  F u t u r e  o f  t h e  C i v i l  S e r v i c e ,  11 4 ,  Ta b l e  1 5 .  

出 典 元 の 表 か ら 該 当 す る 設 問 部 分 を 抜 粋 し た 上 で 、図  2 - 1 の 伝 統 的 官 僚 制 ／ ポ ス ト

官 僚 制 の ス コ ア の 順 に 筆 者 が 国 順 の 並 べ 替 え を 行 い 各 国 の 平 均 値 を 算 出 し た 。
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第 3項  公務員制度の構成原理と運用の乖離  

D em m ke  a n d  M o i l a n en  (2 0 1 0 )  が指摘するような 、ポスト

官僚制の多様化、ポジションシステムの公務員制度 の多様化

は、必ずしも近年になって発見された問題というわけではな

い。ポジションシステムの公務員制度において、制度の構成

原理と運用実態が乖離することそのものは、本節の冒頭で取

り上げた S e l f  ( 1 9 7 7 )でも示唆されていた。  

川手 ( 2 0 1 2 )  も、米軍統治下の琉球政府 の水道公社の事例を

挙げて、ポジションシステムの制度と運用の乖離の可能性を

指摘している 。 川手によれば、米軍統治下の琉球政府水道公

社は職務分類制を有しており、制度外形上は中途採用が可能

な開放型任用制 であった。川手 ( 2 0 1 2 )は、琉球政 府の水道公

社の統一マニュアルの中に、空位の補充に際して組織内の候

補者を優先して任用する規定が設けられていることを示し、

制度上は開放型任用制でありながら 閉鎖的な任用慣行があっ

たしている。このことから川手は、アメリカ－職階制－開放

型 (的 )任 用 と いう 通 説 的 な観 念 連 合 に 対 し、 開 放 的 な 任 用 制

度でありながら運用慣行 は閉鎖的というような、多様な結合

関係があり得ることを指摘している (川手  2 0 1 2 ,  2 5 5 -2 5 8 )。  

Se l f  ( 1 9 7 7 )や川手 ( 2 0 1 2 )が指摘するように、ポジションシ

ステムの基軸である開放型の任用制度は、必ずしも開放的な

制度運用に確実につながるものではない。閉鎖型と比べて 、

開放型は人的資源管理に関する権限が各部門に分権化されて

おり、制度の運用におい て各部門の裁量が大きい。実際に 、

開放型の任用制度をどのように運用するかは個別部門次第、
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さらに言えば 、 同じ職位であってもその時々の組織環境次第

となる。ある職位が閉鎖的に運用され 、内部出身者で充当さ

れるか、中途採用が行われるかは、各部門、各職位、その時々

の組織環境により異なるのである。 また、どのような中途採

用者を採用するかという点においても、必ずしも民間部門出

身者が中途採用されるとは限らず、政府外の公共部門などか

らの中途採用もありうる制度である。  

このような性質を有する ポジションシステムの公務員制度

に対して、制度運用の実態に関する実証分析を欠いたまま、

制度の構成原理、制度の外形上の特徴をそのままモデルの本

質として扱うことは、実態とかけ離れたモデルを生む恐れが

ある。先行研究における従来の二項対立モデルは、ポジショ

ンシステムの多様な運用実態を捨象している。ポジション／

キャリアシステムのモデルは、制度の構成原理を示す規範的

なモデルとしては今なお有効性を保っているものの、実証分

析に用いるモデルとしては、運用実態を考慮できない不十分

なモデルである可能性がある。  

 

第 4項  小括  

行政学における、公務員の人的資源管理に関するモデルの

議論は、 N P M 以前から N P M を経た現在に至るまで、一貫し

て任用制度の開閉を軸に展開されてきた。人的資源管理の諸

制度はそれぞれに独立した存在ではなく、全体として 1 つの

体系性を有するものであり、公務員をどのように採用するか、
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採用した公務員をどのように育成するかが表れる任用制度の

あり方は、そのシステム体系の中核に位置している。  

N P M 以前は、任用制度が閉鎖的で ウェーバーが提起した官

僚制の理念型に近いモデルの国々と、任用制度が開放的で民

間部門に近い運用がなされるアメリカが 、比較の対象となっ

ていた。そして 、N P M の流行に伴い、特殊アメリカ的であっ

たポジションシステムの公務員制度は、N P M モデルの公務員

制度として公務員制度改革が目指すロールモデルとなった。  

しかし、近年の国際比較分析では、ポジションシステムの

ような N P M 志向のモデルへの収斂は観察されず、モデルの

多様化が観察されている。さらに、各国の今後の改革の方向

性に関する調査からは、N P M 志向の民間部門からの中途採用

よりも、政府外の公共部門からの中途採用が重視されている

ことも示されている。  

以上のような公務員制度のモデルに関する 議論の変遷は、

行政改革研究における 、N P M 収斂論からモデル多様化への一

連の議論と同じ経路をたどっていると言える。  

 

第 4節  モデルの説明力低下が実証分析にもたらす影響  

 N P M 以降のモデルの多様化は、単に各国の公務員制度改革

の傾向、流行の移り変わりに関する議論にとどまるものでは

ない。既存の理論モデルの説明力の低下は、計量的手法を用

いた実証研究において特に大きな問題を引き起こす。行政改
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革の方向性に関する理論研究が導き出す行政モデルは、計量

的手法を用いた実証研究において、変数の操作化の理論的基

盤となる。制度外形に基づく 開放／閉鎖モデルが、現実の制

度運用の実態を適切に反映していない、あるいは制度運用の

多様性を測定する基準として不適切であるとすれば、分析結

果そのものの信頼性が揺らぐことになる。  

公務員制度のモデルを独立変数として用いた計量的手法に

よる実証研究は多岐にわたる。例えば、 D a hl s t r om  e t  a l .  

( 2 0 1 2 )  は 4 0 -5 0 か国を対象に、ウェーバー型の官僚制の特徴

である採用の専門性と公務員制度の閉鎖性が、公務員の汚職

にどのような影響を与えるか検証している。あるいは、Va n  de  

Wa l l e  e t  a l .  ( 2 0 1 5 )は、 E U または O E C D 加盟国の 2 6 か国を

対象に、キャリアシステムの有無が就職先としての公共部門

の魅力にどのような影響を与えるか検証している。本論文と

同じく組織の業績に関連するものとしては、C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  

が、採用の専門性と公務員制度の閉鎖性が、政府の有効性・

政府の質を向上させるかどうか 、国際比較から検証している。 

詳細は第 8 章で述べるが、これらの研究はいずれも公務員

制度のモデルを表す独立変数の操作化に際して、 Q ua l i t y  o f  

G ov e rn m en t  (Q o G )の指標を用いている。近年の公務員制度に

関する計量分析の多くが、公務員の専門性、閉鎖性、キャリ

アシステムの有無といった制度的特徴を操作化する際の指標

として、 Q ua l i t y  o f  G ov e rn m e n t  I n s t i t u t e によるエキスパー

トサーベイのデ ータセット ( Te o r e l l  a n d  D a h l b e rg  2 0 11 )を用

いている。 Q o G のデータセットは、各国の公務員制度 を、ウ
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ェーバーの官僚制の特徴を有するか否か という基準 によって、

測定・指標化し ている。そのため、開放型・専門志向・ポジ

ションシステムと呼ばれてきた非ウェーバー型の公務員制度

が多様化していた場合、その違いを区別して測定することが

できない。既存の先行研究は D e m m ke  a n d  M o i l a ne n  (2 0 1 0 )

や、近年の行政改革研究で指摘されているような、N P M 改革

以降の非ウェーバー型の公務員制度の多 様化を十分に考慮し

ていないといえる。  

先行研究における類型論については、 Si l b e r m a n  (1 9 9 3 )の

議論が有用である。 Si l b e rm a n は、既存の研究が行政の官僚

組織 に 関す る 十 分な 分 類法 を 作 るの に 失敗 し た 原因 2 6は 、ウ

ェーバーの理念型を分析の基礎としている点だと指摘してい

る。ウェーバーは支配の類型としてカリスマ的、伝統的、合

法的支配の 3 つの類型を定義しているが、この 3 類型を論じ

る場合に、我々は直線関係の軸を想定して、ウェーバーの支

配 の 3 類 型 を 連 続 的 な 形 に 変 形 す る 誘 惑 に か ら れ る と

Si l b e rm a n は主張する。つまり、 3 つの類型を二次元の連続

的な直 線関 係と して理 解し 、そ の最後 尾 ( a n ch o r )に伝統 的支

配を、その反対の端に合理的支配を置き、カリスマ的支配を

過渡期のものとして理解する見方である。そこでは合理的支

配に当てはまるウェーバーの理念型に近い国々、フランス、

ドイツ、日本などが片方の端に置かれる。一方で、反対側の

端である最後尾には、発展途上国など伝統的支配の家産的な

                                                   

26 Silberman よりも 20 年以上前に Self が上述した分類法を提示している

ものの、Silberman は Self のモデルに関して言及していない。  
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組織構造の国々が置かれることになる。  

こうした分類を用いると、アメリカ、イギリスといった最

も伝統的支配と離れた国々がこの両極の間のどこか に位置す

る こ と に な り 、 こ れ は 我 々 の 直 観 的 な 感 覚 に 反 す る と

Si l b e rm a n は主張する ( I b i d . ,  6 -7 )。このような問題は我々が

ウェーバーの議論を連続的な階層構造として見ることにより

生じるのである。 Si l b e rm a n はウェーバーを基軸とし連続的

な 視 点 で 官 僚 制 の 類 型 を 観 察 す る 研 究 を 批 判 し た 上 で 、 採

用 ・ 昇 進 ・ キ ャ リ ア な ど 官 僚 制 の 特 徴 に 関 す る 集 ま り

( c o n s t e l l a t i on )、 す な わ ち 類 型 が 存 在 す る か ど う か が 重 要 だ

と論じている ( I b i d . ,  9 -1 0 )。  

S i l b e rm a n の議論は、官僚制が未発達な国と、合理的官僚

制が成立した国の段階を念頭においたものである 点に注意が

必要である。しかし 、 Q o G のデータセットのように、ウェー

バー型の特徴の有無を基準とした二項対立モデルが実証分析

に用いられていることを考えれば、 Si l b e rm a n の批判は現代

の公務員制度に対しても 有効な議論であろう。  

 

第 5節  先行研究の課題に対する本論文のアプローチ  

本節では先行研究における課題 を踏まえた上で、本論文が

それに対しどのような独自のアプローチ をとるかについて、

各章の構成との対応関係を示しながら説明する。  
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先行研究における公務員制度モデルは、 公務員の人的資源

管理システムを、任用制度を基軸とした二項対立の図式で捉

えている。公務員制度のモデルを一直線上の関係として扱っ

た上で、一方の極にウェーバー型の公務員制度を置き、もう

一方の極にそれ以外の公務員制度をまとめる整理法である。

こうした手法は 、公務員制度の外形、制度の構成原理を整理

する上ではある程度有効である。しかし 、現代の多様化した

公務員制度、特にポジションシステムの公務員制度の 運用実

態を測定するのには不十分なモデルである。  

元来、開放的なポジションシステムの公務員制度は、 S e l f  

( 1 9 7 7 )や川手 ( 2 0 1 2 )が指摘するように、制度外形上は開放的

でありながら、閉鎖的な運用の可能性を持つ制度である。既

存研究に見られる二項対立モデルは、任用制度が開放的な

国々のうち、閉鎖的な運用をしている国々と、開放的な運用

をしている国々を同値として扱う可能性がある。あるいは、

開放的な運用の中でも、民間部門から中途採用を行う場合と、

政府のステークホルダーである公共部門等から中途採用を行

う場合とが、混在して測定される恐れがある。  

そこで、本論文は現実の中途採用者の運用実態を反映した

モデルを構築するため、ポジションシステムの下 位類型を提

示する。下位類型の構築には公務員の知識・技能の観点から

のアプローチをとる。 ポジションシステムとキャリアシステ

ムの構成原理・理念の違いにより、両者の間に生じる 「実質

的な」差異は、前者が職員を中途採用するという点であ る。

本論文はこれを「職員の知識・技能の違い」として捉える。
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ポジションシステムにおいて任用された 職員が、どのような

知識・技能を有するかという観点から 分析することで、ポジ

ションシステムの多様な運用パターンの整理・測定を可能と

する。  

このような目的から、 第 3 章では労働経済学における知

識・技能の議論を踏まえた上で、ポジションシステムの下位

類型を提示する。ポジションシステムが多様な運用実態を有

するのだとすれば、その運用パターンに応じて組織の業績に

与える影響は異なる 可能性がある。従って、実証分析に際し

ても、政府外部の民間部門あるいは公共部門から中途採用を

行うことによる組織の業績への影響を、その運用パターン、

ポジションシステムの下位類型ごとに説明する、より精緻な

理論構築が必要となる。 本論文は、先行研究が想定する 、組

織内部からの任用を中心としたウェーバー型と民間部門から

の中途採用を行う N P M 型に加えて、政府のステークホルダ

ーからの中途採用を行うネットワーク型、政府内外に共通の

職種の専門家を中途採用する専門職型の下位類型を提示する。 

続く第 4 章、第 5 章では、韓国とイギリスのポジションシ

ステムの運用実態を取り上げる。ここでは 第 3 章で提示した

ポジションシステムの下位類型 を分析視角として用いつ つ、

本論文が主張するポジションシステムの多様性が実 際に存在

していることを 、韓国とイギリスの分析から明らかにする。

分析の結果、国ごと、職種ごとに同じポジションシステムの

制度であっても運用の類型が異なることを明らかにする。  
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第 6 章、第 7 章では、第 3 章で提示したポジションシステ

ムの下位類型の構築において想定した 理論が、現実の中途採

用の運用過程に 当てはまるのかどうか、事例分析を通じて確

認する。従来の行政改革研究 の議論では、ポジションシステ

ムが N P M 志向の公務員制度として捉えられてきた関係で、

ポジションシステムの中途採用は 民間部門からのものが念頭

に置かれる傾向にある。本論文はこれに加えて、政府のステ

ークホルダーからの中途採用を 、「ネットワーク型」の運用と

名付け新たな理論上の類型として提示している。これは 政府

のステークホルダーとなる組織において 、当該政策領域の知

識を修得した人物がその知識を評価され、 中央政府各省の政

策形成の職位に中途採用される運用を想定したものであ る。  

第 4 章、第 5 章のデータにより 、政府のステークホルダー

での職業経験を有する人物の中途採用が 存在することが示さ

れており、ネットワーク型の類型が現実に存在することはお

およそ確認できる。ただし、本論文がネットワーク型の類型

において想定するような「 政策領域の知識」が重視され中途

採用が行われたのかどうか は、外形的なデータでは 確認する

ことができないため、第 6 章、第 7 章において事例分析に取

り組んでいる。  

第 7 章までの分析結果を踏まえた上で、第 8 章、第 9 章で

は、ポジションシステムにおける中途採用の運用パターンと 、

組織の業績に関する計量分析を実施する。先行 研究の課題は、

計量分析において、公務員制度の閉鎖性をウェーバーの官僚

制の諸要素に基づいて測定している点である。 第 7 章までの
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分析が示すように、ポジションシステムの運用は単一の国内

ですら多様であり、民間部 門やステークホルダーなど様々な

職業経験を有する人物が中途採用されている。職業経験の違

いは職員の知識・技能の違いとなり、組織の業績への影響も、

中途採用の運用パターンに応じて異なる可能性があるだろう。 

このような課題を解決するには、 公務員制度を実際の運用

実態に基づいて測定する必要がある。 そこで本論文では、イ

ギリスを分析の対象とし、組織レベルでの計量分析を実施し

た。職員禄のデータに加え、インターネットを用いた独自の

職歴調査を実施することで、既存の研究ではデータが収集さ

れてこなかった 、中途採用者の詳細な職歴情報をデータ化し

た。これにより 、各組織の閉鎖性の程度を測定することが可

能となる。第 8 章では、政策形成部門の局長など各職位の中

途採用者の割合 を、第 9 章では、エージェンシー長官の個人

単位での職歴を 、それぞれの独立変数として投入した 計量分

析を行う。分析を通じて、組織ごとの職歴構成の違いや管理

職の職歴の違いからくる知識・技能の違いが、組織の業績に

どのような影響を与えているのかを明らかにする。  

 先行研究に対する本論文の独自性は次の 2 点に要約される。

第一は、先行研究のモデルが考慮していない 制度運用の実態

を、知識・技能の観点から捉えた修正モデルを提示する点で

ある。第二は、 中途採用の 運用実態を踏まえた 計量 分析を実

施した点である。これまで国 単位の分析が中心であった公務

員制度と組織の業績の研究において、 職員の知識・技能の観

点から 組織・職員レベルの分析を実施する 。先行研究は制度
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の外形や構成原理に基づいた、国単位での分析が中心であっ

たのに対し、制度の運用実態を捉えた、組織・職員単位での

分析を行うことが本論文の独自性である。  

 

  



76 

 

 

 

 

 

第3章  ポジションシステムの類型  
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第 1節  本章の概要  

本章では、ポジションシステムの公務員制度 の運用に関す

る理論構築を試みる。まず 、労働経済学・経営学の議論を援

用しつつ、ポジションシステムにおいて 、いかなる場合に外

部からの中途採用が行われるのか、職員の専門知識・技能の

観点から理論化する。その上で、ポジションシステムの下位

類型、運用のパターンには理論上どのようなものが存在しう

るのかを整理する。最終的に本章では、ポジションシステム

の運用実態に応じた下位類型として 4 つの類型を提示する。  

組織のライン部門の類型は、内部出身者を任用する ウェー

バー型、公共部門を中心とした政府のステークホルダー組織

の専門知識に期待するネットワーク型 、民間部門のマネジメ

ント技能に期待する N P M 型の 3 類型、スタッフ部門の類型

として、専門職の専門知識・技能に期待する専門職型の 1 類

型である。ポジションシステムの運用パターンに応じた 4 つ

の下位類型を設定すること で、ポジションシステムの多様な

運用パターンを整理・把握する有用な分析視角を提示する 。

本章で構築したポジションシステムの理論、下位類型は本論

文全体を通じ、分析の理論的基盤となる。  

 本論文は、公共部門の人的資源管理を対象とした研究であ

るが、民間部門を主な研究対象とする労働経済学、経営学に

おける人的資源管理論の領域でも、組織の人的資源管理モデ

ル、人的資源管理制度の体系性、労働者の専門知識・技能に

関する研究が存在する。 科学的管理法に代表される組織理論

は、初期アメリカ行政学に影響を与えた源流の 1 つであり (西
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尾  2 0 0 1 ,  2 7 )、組織論、経営学、 労働経済学・経営学 などの

諸学問は、研究対象とする組織の違いはあれ 、行政学と共通

する部分も少なくない。公務員制度論の領域において 、こう

した隣接諸領域の先行研究を 踏まえた議論がなされることは

少ないが 2 7、民間企業を対象とした労働経済学・経営学 の研

究は、行政学より進んでいる部分も 数多い。  

そこで本論文では、理論的基盤が弱いポジションシステム

の中途採用の理論化に際して、 労働経済学・経営学 の領域に

おけるモデル、知識・技能概念を活用する。隣接諸領域の理

論・概念を活用する目的は、単に本論文への有用性というだ

けではない。労働経済学・経営学 とはバラバラに発展してき

た行政学独自の専門性概念を、隣接諸領域の諸理論と接合し 、

行政学の理論的発展に寄与することを目的としたものである。 

 

第 2節  労働経済学、経営学における人的資源管理モデル  

 労働経済学・経営学 における労働者の専門知識・技能概念

を取り上げる前に、本節では同領域における組織の人的資源

管理モデルについて言及する。前章で示したように、公務員

制度のモデルは任用制度の開閉を基軸とした 2 つの類型とし

て議論されてきた。 民間部門の組織においても、いわゆるア

メリカ型経営／ 日本型経営と呼ばれる形で様式化された、人

的資源管理の 2 つのモデルに関する研究が存在する。 アメリ

                                                   

27 後述する稲継 (1996)のように、民間企業の人的資源管理モデルを行政組

織に適用した先行研究・教科書も少数であるが存在する。  
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カ型／日本型、 それぞれの経営スタイルにおける人的資源管

理については、 労働経済学・経営学の領域における多くの先

行研究が存在する。その全てを取り上げるのは容易ではなく、

本論文ではアメリカ型／日本型モデルに関する 平野 ( 2 0 0 6 )の

整理をベースに議論を進めていきたい。  

 

表  3 -1  アメリカ型／日本型の人的資源管理  

 アメリカ型  日本型  

雇用期間  短 期 間 、 転 職 多 い  長 期 間 、 終 身 雇 用  

技能タイプ  汎 用 的 な 専 門 技 能  企 業 特 殊 的 な 総 合 技 能  

キャリアパス  
単 一 職 種 で  

複 数 企 業 を 異 動  

複 数 職 種 で  

単 一 企 業 内 を 異 動  

職務区分  厳 格  曖 昧  

社員格付制度  職 務 給、職 務 等 級 制 度  職 能 給、職 能 資 格 制 度  

昇進選抜時期  早 い 選 抜  遅 い 選 抜  

人事権  
ラ イ ン 部 署 の  

分 権 的 管 理  
人 事 部 の 集 権 的 管 理  

(出 典 )  平 野 光 俊  ( 2 0 0 6 )『 日 本 型 人 事 管 理  進 化 型 の 発 生 プ ロ セ ス と

機 能 性 』 中 央 経 済 社 、 3 5 - 4 0 ペ ー ジ に 基 づ き 筆 者 作 成 。  
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平野は、アメリカ型と日本型の人事管理の違いを、①雇用

関係の継続期間、②技能タイプとキャ リアパス、③社員格付

制度、④昇進の実態、⑤人事権の所在、という 5 つの観点か

ら整理している。  

 両者の特徴であるが、①雇用関係の継続期間については 、

日本の企業はアメリカよりも長期 的な雇用関係が結ばれる傾

向にある。いわゆる長期雇用慣行である。日本の企業は職員

が若年時には、給与を抑えて実際の貢献よりも少ない賃金し

か支払わず、年を経てその従業員の生産性が落ちた 後に貢献

以上の賃金を支払う賃金構造をとっている。これにより職員

は若年時に投資した分の対価を受け取るためにその企業に留

まらざるを得ず、組織への積極的な関与・貢献を引き出すイ

ンセンティブが生まれる。これは民間企業だけでなく公務員

にも当てはまる構造であり、稲継  ( 1 9 9 6 )は長期雇用を前提と

した日本の公務員のこのような給与構造を「積み上げ型褒賞」

と呼んでいる。一方、アメリカのように転職が頻繁に発生す

る環境では、このような給与構造をとることは難しい。長期

雇用・終身雇用を企業や政府が単独に保障していたとしても、

外部労働市場の流動性が高く 、転職先の選択肢が豊富に存在

する状況では、 労働者を囲い込むことは難しいからである。  

 次に、長期雇用を前提とする日本企業と、 必ずしも長期雇

用を前提とするわけではない アメリカ企業では 、②技能タイ

プとキャリアパスが異なる。日本の企業では職員 は「企業特
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殊総合技能 2 8」を発展させる。「企業特殊総合技能」とは、転

職に役立つ汎用的な専門技能ではなく、企業内でのコミュニ

ケーション費用を節約する技能であり、その企業内でのみ通

用する技能を指している。長期雇用が保障されているため、

汎用的で転職しても通用する専門技能より、外部労働市場で

は価値が低い企業特殊的な技能を身に付けるインセンティブ

が従業員に生まれるのである。一方、アメリカは転職の機会

が多く、従業員も企業特殊的な技能よりは転職に有利な汎用

的な専門技能を身につけようとする傾向にある。このような

技能タイプの違いはキャリアパスの違いを生んでおり、日本

の企業では同一の企業内で営業、人事、購買など複数の職種

を異動するキャリアパスをとる。それに対してアメリカは同

一の職種で複数の企業を渡り歩く傾向が強く、企業内での職

種をまたがる異動は少ない。  

 ③社員格付制度の違いは、職務区分の厳格さの違いから生

じている。職務区分が曖昧な日本では、従業員の能力に応じ

て格付けが決まる職能給・職能資格制度をとるのに対して、

職務区分が厳格なアメリカは職務に応じて格付けが決まる職

務給・職務等級制度をとる。両者は従業員に対するインセン

ティブの与え方が異なる。当人が就いている職務ではなく、

能力を評価する職能給の制度は 、まさに行政学でいう  ra n k  

i n  p e r so n  の構造である。 D em m ke  a n d  Mo i l a n en  (2 0 1 0 )は、

                                                   

28 いわゆる企業特殊的な人的資本であり、ベッカー (1976)のいう特殊訓練

により形成される人的資本である。  
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開放型の公務員制度のモデルをポジションシステムと呼んで

いるが、それはこのような格付制度の違いの表れともいえる 。 

 ④昇進の実態については、日本企業は昇進選抜の時期がア

メリカよりも遅く、長期間の昇進競争が行われる 特徴がある。

これは入社後の一定期間、年功型の管理がされ るためで、稲

継 ( 1 9 9 6 )はこのような構造が公務員にも当てはまることを明

らかにし、その特徴を「遅い昇進」と表現している 2 9。アメ

リカの企業は昇進選抜の時期が早く、昇進が頭打ちになるグ

ループが生じる時期も早い。ただし 、昇進が頭打ちになりモ

チベーションが低い従業員がキャリア早期に発生しても 、従

業員が自ら組織から退出する可能性も高く、組織に与える悪

影響は小さい。日本企業に比べて育成の対象者を早期選抜す

ることで育成コストを抑えることができる という側面もある。 

 最後に、アメリカと日本では⑤人事権の所在が異なる。長

期雇用と内部昇進・異動が原則の日本では、外部からの中途

採用は例外的であり 、適材適所を実現するには企業が主体的

に人事異動を管理する必要がある。部門をまたがる異動はラ

イン部門に人事権を任せていては行うのが難しく、そのため

昇進・異動に関して人事部門の人事権が強い。また、部門を

越えた異動を行うには職務に応じた格付けよりも能力に応じ

た格付けの方が、異動が容易であるため職能資格制度が適し

ている。アメリカの場合、空きポストの補充は 、まず社内で

                                                   

29 稲継 (1996)はこうした日本の民間部門の人的資源管理モデルを、日本の

公務員制度に当てはめて議論を展開しており、この分野の先駆的かつ最も重

要な研究の 1 つであるといえる。  
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の公募によって行われる。社内に適切な 人材がいない場合、

社外も含めた公募によって補充を行うのが一般的である。  

 これら諸機能の関係をまとめると、次 のように説明するこ

とができる。まず、アメリカ型と日本型の違いは、 企業・政

府の外部労働市場が発達しているか企業・政府の内部労働市

場が発達しているかの違いである。外部労働市場が発達して

いて長期雇用を前提としていない 場合、従業員には外部でも

通用する汎用的な専門技能を獲得するインセンティブが生ま

れる。そのため 、単一の職種で複数の企業を異動するキャリ

アパスが中心的になる。外部労働市場が発 達しているので、

空位の補充も内部人材のみに頼る必要はなく、最適な 人材を

公募によって組織内外から補充する。一方で 、長期雇用が前

提となる場合、従業員は汎用的な専門技能だけでなく、企業

特殊的な総合技能も獲得するインセンティブが生まれる。将

来も同一の組織 にとどまっている予測可能性が高ければ、企

業特殊的な技能を身に付けるメリッ トがあるからである。外

部労働市場が発達していない場合、空位 の補充は内部から行

わざるを得ず、その結果として単一の企業内で複数の職種を

渡り歩くキャリアパスをとる。部門間をまたぐ異動を行うに

は人事権の集権的管理が必要であ り、人事部による計画的な

異動・昇進が行われる。  

 以上のように、労働経済学・経営学における組織の人的資

源管理モデルは、行政学における公務員制度のモデルと似通
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った構造を有している 3 0。ウェーバーの理論に依拠するとこ

ろが大きい行政学のモデルに比べ、 労働経済学・経営学 のモ

デルは組織の人的資源管理の諸制度・要素間のつながり、シ

ステム全体での体系性をよく説明している。  

なかでも本論文の文脈において着目したいのは、職員の 技

能形成に関する議論である。 労働経済学、人的資源管理のモ

デルによれば、組織外部との人的資源の流動性が高 く開放的

なアメリカ型と、流動性が低く閉鎖的な日本型では、職員の

習得する技能の中身に違いが出るとされる。 公務員制度の文

脈にこれを当てはめれば、任用制度を閉 鎖的に運用する場合

と、開放的に運用する場合とで 、職員の習得する知識・技能

には違いがあると考えられる。そして 、その知識・技能の違

いは、組織の業績に与える影響の違いを生む。  

閉鎖的なキャリアシステムの公務員制度では、政府特有の

特殊的技能を習得した職員が大半を占めることになる。一方、

開放的に運用されたポジションシステムであれば、組織の外

部から政府特有の特殊的技能を 持たない職員が中途採用によ

り組織に加わることとなる。 しかし、中途採用により加入す

る職員は政府特有の特殊的技能を持たない代わりに、政府内

では習得不可能な外部からの知識・技能を組織にもたらす可

                                                   

30 ただし、注意しておきたいのは、労働経済学・人的資源管理論における

アメリカ型／日本型モデルは、あくまでも日本と諸外国との比較を念頭に置

いたものである。民間部門の日本型雇用慣行が日本の公務員制度の説明にお

いても当てはまることは稲継 (1996)が示しているが、民間部門の日本型雇用

慣行が日本以外のキャリアシステムの公務員制度にも完全にあてはまるか

といえば必ずしもそうではない。  
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能性がある。公務員の中途採用には賛否両論があり得るが、

開放的な公務員制度に批判的な立場が着目するのは 、前者の

政府特有の特殊的技能の不足であり、N P M の効果を強調し開

放的な公務員制度を支持する立場が着目するのは 、後者の組

織外でしか習得できない外部の知 識・技能の影響であろう。  

公務員制度の閉鎖性の違いは職員の有する知識・技能の差

異を生み、その 知識・技能の違いを媒介して、組織の業績に

影響を与えるものと考えられる。そこで 、本論文は公務員制

度のモデルの違いは職員の知識・技能の違いを媒介して組織

の業績に影響を与えるとの立場をとり、中途採用により生じ

る職員の知識・技能の変化に着目する。  

 

第 3節  公務員の知識・技能  

第 1項  政治学・行政学における公務員の専門性概念  

本項では、公務員制度のモデル と組織の業績の関係におい

て、任用制度の違いと組織の業 績の間を媒介する公務員の 能

力について検討する。公務員の 能力とは何か。本論文ではこ

こまで知識・技能という表現 を中心に用いてきた。しかし 、

公務員が仕事を進める上で必要な 能力を表すには、その 他に

も公務員の「専門性」、「専門知識」、「専門知・現場知」など

様々な呼称がある。一方で、労働経済学・経営学の領域でも、

人間の知識や技能、能力に関する議論は古くから存在する。

「知識」、「技能」、「知的熟練」 といった言葉がそれである。

本論文において専門知識・技能、あるいは専門性、専門能力
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という言葉は「知識」と「技能」の両方を含む、 職員個人の

総合的な業務遂行能力を表す言葉として用いている。 まず、

次項では政治学・行政学・公共政策論における先行研究で、

公務員の専門性がどのように論じられてきたかを概観する。

その上で、主に 政策決定過程の分析に用いられ てきた既存の

専門性概念は、人的資源管理の分析に適用するには不十分で

あることを明らかにする。  

 行政学・政治学・公共政策論における議論では、公務員の

個別政策領域における専門能力は、主に政策パラダイムの変

化を説明する場合や、政策決定過程の分析をする場合の説明

変数として扱われてきた。  

田丸 ( 2 0 0 0 )は、法律事務官の専門性を、専門知識と執務知

識に区分している。専門知識とは特定の政策分野における知

識であり、執務知識とは「勤務上の交渉を通じて得られた・

あるいは『文書に通ずる』ことによって得られる・事実につ

いての知識」としている。田丸はこれら二つの知識を包括し

たものを専門的執務知識と呼んでいる (田丸 2 0 0 0 ,  4 )。田丸は、

中央省庁の法案作成過程におけ る官僚制の活動の仕組み、意

思決定方式に関する実証分析を行っており、法律事務官が持

つ専門的執務知識が 法案作成に重要な役割を果たすことを指

摘している。  

藤田 ( 2 0 0 8 )は、日英における技官の専門性と自律性の違い

に着目し、行政における専門性確保の方法、専門性を担う公

務員集団の行動様式、そして 、それらが政策決 定のあり方に

与える影響を明らかにしている。藤田は、専門性の高い行政
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組織に必要とされる知識や能力を、①先端の科学的・専門的

知見、②専門的リテラシー、③職務遂行上の管理的側面にお

ける能力の 3 つに整理している (藤田  2 0 0 8 ,  2 7 8 -2 8 0 )。①先

端の科学的・専門的知見とは基本的には行政の外部に存在す

る、当該領域の最先端の知見である。②専門的リテラシーと

は①の知見を理解す るために行政職員に求められるリテラシ

ー 3 1である。③職務遂行上の管理的側面における能力とは、

行政実務の中で習得される能力であり、例として法案や文書

の作成、進行管理、組織管理、資源調達、関係部局との調整

などが挙げられている。藤田はこうした専門性をどのように

して確保するかを論じており、②③は行政職員により確保さ

れるものであるが、①の最先端の知見は基本的に行政の外部

からしか調達できないものであるとしている。  

木寺 ( 2 0 1 2 )は、地方制度改革を題材に、専門家のアイディ

アが実現するか否かの成否を分ける要因として、官僚制の専

門性を取り上げている。木寺によれば、9 0 年代の地方分権改

革では、自治省の協力が得られたことにより機関委任事務制

度の廃止が実現したものの、小泉政権期の改革では 、官僚の

協力が限定的であったため抜本的な制度改革が実現しなかっ

たとされる。木寺は 、外部専門家のアイディアが有効に反映

され実現するためには、公務員の執務的知識が必要であり、

両者が揃わなければ意図した通りの政策形成は成功しないと

指摘している (木寺  2 0 1 2 ,  1 8 1 -1 8 3 , 1 8 9 -1 9 0 )。  

                                                   

31 藤田は専門分化の進む今日では行政職員の専門性とは所詮リテラシーの

範囲を超えるものではないと主張している (藤田  2008, 280)。  
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河野 ( 2 0 0 9 )は、政策過程や政治的決定における、説明変数

としての知識の影響を分析する上で、専門的知識概念の整理

と類型化を行っている。河野によれば、「知識」はまず「一般

的知識」と「専門的知識」に区分できる。政策に影響を及ぼ

すのはそのうちの専門的知識であり、専門的知識はさらに「専

門知」と「現場知」に区分されるという (河野  2 0 0 9 ,  1 6 - 1 7 )。

専門知とは「専門的状況の中で見出される個別の事象を、そ

の外部効果まで含めて総体的にとらえることのできる知識

( I b i d . ,  2 0 )」であり、様々な因果関係を相互関連的に捉える

知識であるとされる。専門知は科学的なものであり、外部に

開かれたものでもあることから、時として既存の利害と相反

する形で政策に影響を与える ( I b i d . ,  2 4 )。一方、「現場知」は

「専門家集団がその職業を遂行するにあたって独占的にもっ

ている知識 ( I b i d . ,  1 9 )」とされ、その定義上、特定の利害と

不可分の関係にある。河野は例として医者、農家、弁護士な

どを挙げている。現場知は一定のメンバーシップの中でのみ

影響力をもつ知識であり、メンバーの利害と関わる形でしか

政策に影響を与える ことができないという ( I b i d . ,  2 0 )。  

 政治学・行政学・公共政策論における専門性概念の共通点

は、次の 2 つに整理できる。公務員の専門性を主に政策形成

に関わるものとして限定している点、そして 、専門能力を「知

識」として捉えている点である。 この 2 つの特徴は、既存研

究における専門性概念を人的資源管理の分野に適用する際に

いくつかの問題を引き起こす。  
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第一に、専門知にせよ現場知にせよ、 既存研究の議論の範

疇は「政策」に関連するところに限られている。ここでは財

務、人的資源管理、 I T、調達などのバックオフィス部門の専

門能力や、マネジメント能力のような組織管理能力は 含まれ

ていない。これは従来の研究がこのような専門性を見落とし

てきたというよりも、先行研究の関心が行政の能率や人的資

源管理ではなく、政策形成過程や政策変化・結果の分析に置

かれていたことに起因している。必然的に、政策 形成・政策

変化に直接的な影響のないバックオフィス部 門の専門知識は

議論の範囲外となる。しかし 、財務や人的資源管理のような

専門能力は、民間部門との共通性 が高いそれぞれの職種で要

求されるものであり、外部からの中途採用が行われやすい職

種であることが想定される。 従って、これらの専門能力を含

めた公務員の知識・技能 概念を新たに定義する必要がある。  

 第二に、先行研究は公務員の能力を「知識」として捉えて

おり、労働経済学で言うところの「知識」と「技能」の違い

に無関心である。詳細は次項で述べるが、「知識」に対して「技

能」は経験を通じて習得するものであり、習得方法もその内

実も異なっている。先行研究がこうした表現上の違いに無頓

着なのは、これまでの研究の関心 は、専門知識の保有者に集

まっているからである。政策変化を説明する上で重要な問題

は、説明変数となる知識を「どのアクターが保有しているか 」、

そのことにより影響力を発揮する 「重要なアクターが誰なの

か」であり、その知識がどのようにして習得されるのかは二

次的な問題である。 しかし、公務員の中途採用、政府の人的
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資源管理を議論する場合、ある専門能力が行政組織の内部で

習得できるものなのかどうか 、という点は重要な関心事とな

る。そこで、本論文では公務員の専門性や職務遂行能力を議

論する際には、労働経済学・経営学 の研究成果を基に、知識・

技能概念を区別して議論する。  

 

第 2項  労働経済学・経営学 における知識・技能概念  

 本項では労働経済学・経営学 の領域で、働く人間の知識と

技能がどのように議論されてきたかを検討する。松本 ( 2 0 0 3 )

は、認知心理学における議論を踏まえた上で、 知識と技能の

違いを次のように説明している。人間の知っていること

( kn ow i ng )は、知識 ( k no w l e d g e )と技能 ( s k i l l )に区分できる。

知識とは内容を知ること ( k n ow i n g  w h a t )であり、技能とは方

法を知ること ( k n ow i ng  h ow )である。知っていることと、実

際にやってみることの違いともいえる。  

松本は技能概念の特徴として、①練習や経 験の産物である

こと、②意図する成果を生み出す「能力」であること (手先の

器用さのような作業能力だけではない )、③自動化された能力

であること、④具体的な能力としての技能とそれを用いるメ

タ能力の階層構造があることを示している (松本  2 0 0 3 ,  

2 9 - 3 3 )。①技能は経験の産物であるということは、知識と異

なり技能は実践を経て習得されることを意味している。②技

能は成果を生み出す能力であるとは、知識それ自体が成果を

生み出すものではないのに対して、技能は何らかの成果を意
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図した能力であるということである。③自動化された能力 と

は、技能はそれを用いるのに大きな注意を払わなくともよい

能力ということである。技能を用いて何かをするのに、大き

な注意を払わなくてもよいため、技能には言葉では表現が難

しい部分が含まれていることもある。④技能とメタ技能とは、

技能には個別具体的な能力と、状況に応じてそれらの個別能

力を使い分けるメタ能力があるということである。  

例えば 3 2、ある法案を実現させるために利害関係者の説得

が必要になった場合、説得に用いられる技能には、会話の技

能、資料を作成する技能など様々な技能があるだろう。しか

し、ただ単にそれぞれの技能を用 いるだけでは、良い成果を

得ることは難しい。置かれた環境や説得の相手に応じて、ど

の技能を用いるかを判断しなければならない。政治家を説得

する場合でも、分かりやすい資料による簡潔な説明が有効な

場合もあれば、詳細で論理的な資料が有効な場合、理屈より

も熱心さや人間関係を前面に押し出す方が有効な場合、交渉

の時期を遅らせる方が有効な場合など、状況により有効な技

能は千差万別である。こうした状況判断に応じた技能の選択

を行うのがメタ能力であるという 3 3。  

                                                   

32 以下の法案の例については筆者が具体例として補足したものであり、松

本 (2003)が政治における事例を取り上げていたわけではない。  

33 松本はこのようなメタ能力をインテリジェンスと呼び、インテリジェン

スと個別具体的な技能を合わせたものをコンピタンスとしている (松本  

2003, 101-105)。ただし、本論文ではあくまでもポジションシステムにおけ

る職員の知識・技能と組織の業績の関係、下位類型の理論構築が目的であり、

技能概念の精緻化が目的ではない。そのため松本の議論を援用しつつもイン

テリジェンス、コンピタンスの概念に関する部分は簡略化し全て技能と表記
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 以上の松本の整理に、政治学・行政学・公共政策論におけ

る専門性の議論を当て はめる。田丸の専門知識、藤田の先端

の専門的知見、河野の専門知は、経営学で言う所の「知識」

である。一方で、田丸の執務知識、藤田の専門的リテラシー

と職務遂行上の能力、河野の現場知は、「知識」というよりも

「技能」と呼ぶべきであろう。両者を知識と呼んでしまうと、

実務経験を通じてのみ習得可能な「技能」の特徴が言葉の上

から消失しがちである。  

人的資源管理の分析において、ある能力 がどこでどのよう

に習得されるかは重要な問題である。その専門性が政府内部

の経験を通じて十分に習得できる、あるいは書籍や座学の研

修で習得できるのであ れば、あえて中途採用を行う必要はな

い。中途採用により外部の専門性、すなわち知識と技能を導

入し業績が向上するかを論じる場合、これまでの研究は大雑

把に全ての領域、職種を一括して議論してきた。当然ながら、

公共部門の方が優れた知識・技能を有する領域もあれば、内

部では育成が難しい知識・技能が外部に存在する領域もある

はずである。公共部門に特殊的な知識・技能とはいかなるも

ので、外部から導入のできる知識・技能とはどのようなもの

であろうか。労働経済学の議論はこうした問題を整理するの

にも有用である。  

 技能の研究は主にブルーカ ラーを対象に労働経済学の領域

で盛んに行われてきた。ベッカー ( 1 9 7 6 )は、人的資本の形成

                                                                                                                                                     

している。  
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に関して、その訓練のあり方を一般訓練と特殊訓練に区別し

ている。人的資本の形成とは労働者の能力開発であり、ここ

では便宜上、技能と置き換えて考えて問題ないだろう。一般

訓練とは、その企業に限らず他の企業でも有効な技能の訓練

を指す。一般的技能は転職をした場合でも、有効性は失われ

ないため労働者は自発的に訓練に励むという。特殊訓練とは

ある企業内でのみ通用する技能の訓練である。転職をした場

合、このような技能は有効性を失うため、労働者は 自発的に

訓練しようとせず、企業が費用を負担して特殊訓練を行う必

要がある。  

 久本 ( 1 9 9 9 )は、技能の通用性に関するベッカーの整理をさ

らに細分化している。久本によれば、技能は①汎用技能、②

職種専用技能、③業界専用技能、④企業専用技能の四つに区

分できるという。①汎用技能、④企業専用技能についてはそ

の名が示すとおりベッカーの議論と同様である。②職種専用

技能とは、ある職種専用の技能であり、③業界専用技能とは、

ある業界でのみ通用する技能である。ベッカーにおいては汎

用か企業専用かの両極端で議論されてきたが、実際には特定

の職種、業界に限定すれば他企業でも通用する技能は数多い。

久本は、ベッカー以来の二分法では①と④ が強調されてきた

が、むしろ現実には②と③の比重の方が高いと指摘している。

汎用技能、職種専用技能の側面が強い仕事であれば、業界や

企業が異なっていても、その技能が通用する部分は多いだろ

う。一方、業界専用技能、企業専用技能の側面が強い仕事の
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場合、技能が通用する範囲は同じ業界、同じ企業内に限定的

となる。  

 次節では、松本、ベッカー、久本らの議論を念頭に、 ポジ

ションシステムの公務員制度において、 どのような場合に、

どのような知識・技能を求めて 、中途採用が生じうる のかを

検討する。  

 

第 4節  ポジションシステムにおける任用の類型  

 本節では、ポジションシステムにおいて生じる公務員の中

途採用を、知識・技能の 観点から議論する。中央政府におけ

る各省の公務員には、どのような知識・技能が要求されるの

であろうか。中央政府の上級公務員を念頭に置いて、議論を

進めたい 3 4。  

 まず、中央政府の公務員において最も重要な役割を担う各

省のライン部門の職位に必要な知識・技能を考察する。各省

組織においてライン部門を構成する局長・課長などの職位で

は、政策形成が主な 職務となるであろう。いわば政策形成の

職種である。政策形成の職種では、政策形成過程に関する知

識と技能が要求される。知識の中には、予算・法律を実現す

                                                   

34 組織の下位レベルの場合、キャリアシステムもポジションシステムも公

務員の未経験者を採用する可能性がある。キャリアシステムとポジションシ

ステムの差を分けるのは、組織の上位レベルにおいても外部からの中途採用

の可能性があるかどうかである。従って、本論文の議論の対象も上級公務員

の中途採用が中心となる。  
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るための政府・議会の手続きに関するルールなど 、比較的明

示化されていて座学の研修等で習得しやすい ものから、政府

内・省内の慣行・暗黙の ルールのように明示化されていない

ものまであるだろう。しかし 、明示化の有無にかかわらず、

知識としての形があるものは比較的短期間に習得が可能であ

り、深く長い実務経験を要する部類のものではない。より 習

得が困難であるのは 、政治学・行政学・公共政策論の先行研

究において「執務知識」「現場知」と呼ばれ 重要視されてきた、

政策形成の職種特有の技能である。 政治家との折衝、政治的

環境における公務員としての中立性を保った振る舞いなど、

実務経験を積む中でしか習得できない能力が政策形成の職種

には要求される。習得に 一定期間の実務経験を要する政府特

有の技能は、政府内部出身の公務員のみが有するものであり、

外部から中途採用で加入する人材には備わっていない 。政府

内部で経験を積んだ内部育成の公務員が中途採用者に勝る部

分であり、理論上このような技能を求めて中途採用が生じる

ことはない。  

政策形成の職位におい て、職種特有の技能に加えて要求さ

れるもう 1 つの能力は、当該政策領域に対する知識である。

教育政策、医療政策、農業政策、外交政策などの各政策領域

に関する法制度、現在の政策体系、政策実施の実態に関する

専門的な知識は、政策の形成に欠かせないものである。 政策

領域に関する知識も、基本的には政府内で習得可能なものが

ほとんどであると考えられる 。政府内で習得可能な政策知識

が要求される場合は、職種特有の技能の場合と同様に 、政府
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内部出身の公務員を任用すれば事足りるため、中途採用を行

う必要性は低い。ただし 、政策領域の知識の中には、 政府内

での習得が困難なものも存在する。例え ば、政府が政策の実

施を自治体や N G O、 N P O など政府外の公共部門に任せてい

る政策領域であれば、中央政府よりも実施を担う公共部門の

組織の方が、政策実施の現場レベルの実態を 熟知している。

あるいは、政府が補助金 などの資金提供により 、企業や公共

部門の活動を支援している政策領域の場合、中央政府よりも

補助金の受け手となる企業や公共部門側の方が、最も補助の

有効性が高い領域や、補助金が必要とされている領域に関す

る情報を多く有している可能性がある。  

政府内では習得が難しく、世間一般に広く明示化・体系化

されて公開されていないこ の種の知識を入手しようとした場

合、当該政策領域のステークホルダーからの中途採用が 起こ

り得る。ただし 、現実にはこのような場合でも、 中途採用以

外の代替手段が存在している。非常勤の外部委員、アドバイ

ザーなどはその代表的な手段である。非常勤の外部委員と中

途採用の違いがどこにあるかといえば、前者は利害関係者で

あるステークホルダー組織の立場から政策形成に参加するの

に対し、後者の中途採用の場合は完全に政府側の一員となる

点である。外部委員の場合、利益集団であるステークホルダ

ーの代表者としての性格が強まるが、中途採用で政府の一員
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になれば、ステークホルダーへの利益誘導を懸念する必要性

は低下するであろう 3 5。  

最後に、政策形成の職位に対して要求される可能性のある

能力として、組織のマネジメントに関する技能を考慮する必

要がある。いわゆる N P M 的な発想であるが、伝統的な官僚

制は、民間部門と比べ組織のマネジメントに関する意識・能

力が低いと考えられてきた。このような考え方に立てば、マ

ネジメント技能が高いと考えられる民間部門から、中途採用

を行う可能性が存在する。  

以上の議論から、ライン部門の政策形成 職位における運用

パターンの可能性を考察する。まず 、ポジションシステムに

おいて空位を補充する際には、当該職位が公募にかけられる。

国・組織により政府内限定の公募が可能な場合と、原則とし

て政府内外に公開して募集を行うことが義務付けられている

場合がある。中途採用が起こり得るのは後 者の場合であり、

前者の政府内限定の公募の場合は 、内部出身の公務員で空位

が充当されるため職員の知識・技能の観点から見ればポジシ

ョンシステムの制度外形であろうと 、キャリアシステムと変

わりはない。また、組織内外に向けた公募を実施したとして

                                                   

35 中途採用者と出身組織の利害関係が問題になる程度は、各国の労働市場

環境によるところが大きい。イギリスのように労働市場の流動性が高く、中

途採用した職員が公務退職後に、以前に勤務していた組織に戻る可能性が非

常に低い場合、中途採用者と出身組織の利害関係に配慮する必要性は低い。

ただし、公務退職後に、出身組織とは別の民間企業に採用される可能性は存

在するため、退職後の就職先との関係には配慮が必要となる。  
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も、内部出身者が任用される場合は、政府特有の技能 を重視

した運用であり 、キャリアシステムと同じ であるといえる。  

ライン部門の政策形成の職種で 中途採用が行われるとすれ

ば、考えられるのは次の 2 パターンである。第一は、政府内

では習得が困難な政策領域の知識が必要とされ、ステークホ

ルダー組織の経験者を中途採用するパターンである。政策実

施に関わるステークホルダーは地方自治体や非営利組織が多

いことから、政府外の公共部門からの中途採用が中心になる

と考えられる。ステークホルダーが持つ知識を重視する、ネ

ットワーク重視の政策が必要とされた場合にこのような中途

採用が行われると考えられる。第二は、N P M の考え方に基づ

き、マネジメント技能に期待して、 政策形成の技能も政策領

域の知識を持たない 民間部門の経験者を中途採用するパター

ンである。  

政策実施の職位に関しても、政策形成の職位と基本的には

同様であると考えられる。政策実施の職位に要求されるのは、

政策実施の職種に特有の技能、当該政策領域の知識、N P M の

考え方に基づくならばマネジメントの技能が、理論上は要求

されうるであろう。 ただし、政策実施の職位の場合、各省と

政策実施部門のあり方の違いにより、国ごとの差が大きいと

考えられる。各省組織の一部として実施部門が備わっている

場合と、エージェンシーのような形で各省から距離を置いて

いる場合では任用される職員に要求される能力の比重も異な

る。政策実施の職種に特 有の技能が重視される場合は、当該

組織内部あるいは政府内の同じ政策実施部門から内部出身者
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が任用されるであろう。ライン部門の政策実施の職位におい

て中途採用が起こり得るのは 、政策形成の職位と同様に 、次

の 2 パターンである。政策実施部門内で習得不可能な知識が

求められる場合にはステークホルダーからの中途採用が、マ

ネジメント技能が求められる場合に は民間部門からの中途採

用が起こり得る。  

 次に、スタッフ部門の職位について検討する。中央政府各

省の中心部である政策形成・実施部門に対し、スタッフ機能

を担う組織・職 位には、財務 ( f i n a n c e )、 人 的 資 源 管 理 、 I T、

広報、購買、業績管理など多種多様な職種が存在する。スタ

ッフ部門の職位の場合、ライン部門の政府特有の職務と違い、

民間部門、政府外の公共部門と多くの職種が共通している。

多少は当該政策領域、政府特有の知識が必要になると考えら

れるが、その程度は 、政策形成・実施部門と比べると低いだ

ろう。むしろ重視されるのは、財務、人的資源管理、I T など、

それぞれの職種のプロフェッショナルとしての職種専用の知

識・技能である。政府内で政策形成・実施の職位を経験して

きた内部出身者が、財務の職位に就くより も、複数の民間部

門や公共部門で財務の職種を経験してきた、当該職種のプロ

フェッショナルの方が財務の知識・技能が豊富であろう。ス

タッフ部門の職種の多くは政府外の組織にも共通するもので

あり、民間・公共部門を問わずその職種の専門家の方が知識・

技能に優れていると判断され中途採用される可能性がある。  

また、一部の職種については、 スタッフ部門でありながら

政府のカウンターパートが存在しており、政府外でしか習得
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できない知識を求めてステークホルダーからの中途採用が起

こり得る。例えば、軍隊の装備等の調達を担当する職位のよ

うに、購入先として特定の軍需品メーカー数社のみが想定さ

れる場合、購買 ( b uy e r )のプロフェッショナルを中途採用する

よりも、購入先企業の商品知識に長けた人物を引き抜いた方

が効果的と判断される可能性もある。あるいは 、次章で取り

上げる韓国では 、政府の広報担当として広報 ( P u b l i c  

Re l a t i o ns )の専門家ではなく、ステークホルダーである新聞

などのマスメディアから中途採用が行われている事例も存在

する。これらの中途採用は、スタッフ部門における官民共通

の職種に対して職業的な専 門性を要求するのではなく、政府

のステークホルダー側の知識を要求していると考えられる。

I T や財務、業績管理、人的資源管理などのスタッフ部門の職

種には、こうした政府のカウンターパート、ステークホルダ

ーとなる組織が存在しないためこのような運用は起こり得な

いが、一部の職種ではスタッフ部門といえどもライン部門と

同様にステークホルダーからの中途採用が起こり得る だろう。 

  

第 5節  ポジションシステムの 運用可能性  

 本節では、前節までの議論を踏まえた上で、ポジションシ

ステムにおける任用制度の運用 可能性を 4 つのパターンに整

理する。キャリアシステムの任用が 、キャリア初期のエント

リーレベルにおいて一括して行われるのに対し、ポジション

システムの任用は、各職位に空位が生じた際に各部門がその

都度公募を実施するのが基本である。公募に際しては当該職
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位に必要な能力が定められた職務明細 ( j ob  de s c r i p t i o n )など

が活用される。職務明細なり職階制なり、何らかの形で定め

られた当該職位に必要な能力に基づいて、応募者の中から適

格者を選定することにより 成績主義が担保されている。入口

時点で資格試験に合格すれば 、キャリア全般にわたりその人

物の能力を認定するキャリアシステムに対し、ポジションシ

ステムは、任用対象の特定職位に対する能力の有無だけを認

定する点で、両者の成績主義の捉え方には違いがある。 この

ような任用方式をとるポジションシステムにおいて、中途採

用の有無、中途採用の類型にはどのようなパターンが生じ得

るであろうか。  

 理論上、中途採用が起こり得るのは、当該職位に必要とさ

れた能力において、政府の外部から応募してきた候補者が、

政府の内部から応募してきた候補者を上回る場合である。 あ

るいは、政府内からの応募者がおらず、外部出身の候補者の

中から任用する場合である 3 6。前節で議論したように、政府

内部出身の候補者と、政府外部出身の候補者を比較した場合、

政府外部出身の候補者の知識・技能が 、内部出身者の能力を

上回るパターンは限定的である。  

以下、職種ごとの運用パターンを整理する。まずライン部

門の政策形成・実施の職位の場合、政策形成・実施の職種に

                                                   

36 このような場合、外部からの候補者の能力が十分であれば中途採用を行

うであろう。外部からの候補者の能力が不十分であれば、再公募を行うとい

う選択肢もありうる。本論文の調査の過程でも、適格な応募者がなく再公募

に至る例はイギリス、韓国の両国で散見された。  
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特有な技能が要求される場合は、政府内、当該組織内の職歴

を有する候補者が内部から任用されるであろう。 また、政府

内で習得可能な政策領域の知識が要求される場合も、中途採

用の必要性は低く、内部出身の候補者が任用されるであろう。 

中途採用が起こり得るのは次の 2 パターンである。第一は、

当該政策領域に関する政府内では習得できない知識が必要と

された場合である。政策実施の最前線を担う現場レベルの知

識、補助金等の政策の受け手側の知識など、政策領域のステ

ークホルダーが有する知識が必要となる場合に、ステークホ

ルダーの職歴を有する候補者が外部から中途採用される。第

二は、N P M の考え方に基づけば公共部門よりも優れていると

される、民間部門のマネジメント技能が必要とされた場合で

ある。  

次にスタッフ部門の職位の場合 であるが、政府内部出身の

候補者は必ずしもスタッフ部門の職種 の専門家であるとは限

らず、外部出身の候補者で当該職種の専門家がいれば、そち

らの方が高い評価を受け任用される可能性がある。 スタッフ

部門の場合、政策領域に関する知識よりも 、当該職種の専門

性の方が重視されることを考えれば、候補者の政府内外の出

身は、任用に際して重要な要因とはならないだろう。当該職

種に対する専門化の程度、すなわち当該職種に特化した職歴

を積んでいるか否かが重視されると考えられる。 ただし、広

報や購買など政府のカウンターパート、ステークホルダーが

存在する一部の職位では、政府外でしか習得できない知識を

期待した中途採用の可能性がある。  
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表  3 -2 は、職種と必要能力に応じたポジションシステムの

任用制度の運用パターンを表したものである。政策形成・政

策実施を担うライン部門における運用のパターンは 3 つの類

型に整理できる。第一は、公募を実施しつつも、伝統的官僚

制特有の政策形成・実施の技能と 、政府内で習得可能な政策

知識を重視し、 組織内部から任用する「ウェーバー型」の運

用である。  

第二は、政府の政策知識に頼った従来型の政策形成・実施

に対し、政府外に点在する政策領域の知識、ステークホルダ

ーとの関係を重視し、当該政策領域のステークホルダーから

の中途採用を行う「ネットワーク型」の運用である。  

第三は、N P M の考え方に則り、伝 統的官僚制特有 の知識・

技能よりも、民間部門のマネジメント技能などを重視し、民

間部門からの中途採用を行う「 N P M 型」の運用である。ライ

ン部門における任用制度の 3 つの運用類型は、 第 2 章で紹介

した P o l l i t t  a n d  Bo u c ka e r t  ( 2 0 11 )の 3 つの行政モデルとほぼ

一致する。P o l l i t t と B ou c ka e r t 自身は、公務員制度の領域を

自身のモデル 3 7を用いて評価することを断念しているが

(P o l l i t t  a n d  B o u c ka e r t  2 0 11 ,  9 5 )、彼らの提起する 3 つの行

                                                   

37 Pollitt と Bouckaert は、公務員制度の領域における Neo Weberian States

の例としてドイツ・フランスやノルディック諸国を、NPM モデルの例とし

てイギリスのような NPM の中心的国々を挙げている。New Public 

Governance (Network)モデルについては公務員制度の領域では説明が難し

いとしている。これは Pollitt と Bouckaert が、運用の実態ではなく、公務

員制度の制度外形を基に国単位での各モデルへの当てはめを試みているた

めである。  
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政モデルは行政改革を経たポジションシステムの運用パター

ンを理解する上で、当てはまりの良いモデルである。  

スタッフ部門については、当該職種の専門家が政府内にい

れば、あえて中途採 用を行う必要はないが、優れた当該職種

の専門家が政府外の候補者としていれば、中途採用が起こり

得る。当該職種の専門家としての知識・技能に期待した「専

門職型」の運用である。スタッフ部門の職種はライン部門と

は異なり官民の共通性が高い職種であるため、中途採用が必

要となるかどうかは、政府が当該職位に対してどのような知

識・能力を求めるかどうかよりも、その時々の政府内外から

の候補者の優劣次第となるであろう。また、少数ではあるが、

政府のカウンターパート、ステークホルダーが存在する一部

の職種では「ネットワーク型」の運用が行われ る可能性もあ

る。  
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表  3 -2  職種と必要能力に応じた任用制度の運用パターン  

 
当 該 職 種 特 有 の  

「 技 能 」 が 必 要  

政 府 内 で 習 得 可 能 な

「 知 識 」 が 必 要  

政 府 外 で し か  

習 得 で き な い  

「 知 識 」 が 必 要  

マ ネ ジ メ ン ト な ど  

民 間 部 門 の  

「 技 能 」 が 必 要  

ラ イ ン 部 門  
内 部 か ら 任 用  

(ウ ェ ー バ ー 型 )  

内 部 か ら 任 用  

(ウ ェ ー バ ー 型 )  

ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら

中 途 採 用  

(ネ ッ ト ワ ー ク 型 )  

民 間 部 門 か ら  

中 途 採 用  

( N P M 型 )  

ス タ ッ フ 部 門  

政 府 内 外 か ら 当 該 職 種

の 専 門 家 を 任 用  

(専 門 職 型 )  

 

ス テ ー ク ホ ル ダ ー か ら

中 途 採 用  

(ネ ッ ト ワ ー ク 型 )  

 

(出 典 )  筆 者 作 成 。  
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 以上、ポジションシステムの任用制度における運用パター

ンは、ライン部門の「ウェーバー型」「ネットワーク型」「 N P M

型」の 3 つの運用類型に加え、スタッフ部門の「専門職型」

の 1 類型を加えた 4 つの類型に整理することができる。 4 つ

の類型を分析視角として 、各職位の職種、任用者の職歴を基

に、各職位がどの運用類型に当てはまるかを類推することが

可能となる。ただし、これら 4 つの類型のうち、ライン部門

の 3 つの類型は必ずしも排他的な関係ではない。民間部門と

政府部門の双方を経験している場合、民間部門とステークホ

ルダー組織の双方を経験している人物が任用されている場合

など、労働市場の流動性が高い環境では 、外観上、複数の類

型に相当する例が存在し うる点は注意が必要である。  

ポジションシステムの任用は 、 個別の職位ごとに行われる

ものであり、各職位の類型を政府全体で総計すれば各省の運

用傾向、政府全体の運用傾向を、運用実態の違いを踏まえた

上で観察することができる。 次章以降で、韓国、イギリスを

分析対象とし、本章で構築した 4 つの類型を分析視角として

用いつつ、ポジションシステムの多様性を明らかにする。  
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第 1節  本章の概要  

本章では、韓国を分析の対象に、ポジションシステムの運

用の実態を明らかにする。韓国は日本同様の伝統的な官僚制、

キャリアシステムの公務員制度を有していたが、1 9 9 9 年に開

放型職位制度と呼ばれる 、上級公務員の中途採用を可能とす

る制度を導入した。公務員制度の一部にポジションシステム

を取り入れる改革を実施したといえ る。  

はじめに、開放型職位制度導入の背景、韓国の置かれた労

働市場の環境などに触れた上で、開放型職位制度の概要につ

いて説明する。その上で、開放型職位制度の運用実態を、公

募対象職位の任用者の職歴データに基づき分析する。分析の

結果、韓国は制度外形とは異なり、政府内部出身者を任用す

るウェーバー型の制度運用を行っており、キャリアシステム

の公務員制度と実質的には大きな違い がないことを示す。  

韓国を分析の対象として選択した理由は 、韓国の公務員制

度が歴史的経緯から日本に類似した公務員制度であった こと

に加え、政府を取り巻く外部労働市場の流動性が比較的低く、

外部環境も日本とよく似ているから である。ポジションシス

テムは政府外の労働市場から中途採用を行う仕組みである。

そのため、政府の外部労働市場の流動性はシステムの運用を

左右する重要な要因の 1 つである。日本と同様に、公務員の

中途採用の人材供給源となる大企業ホワイトカラー労働者の

流動性が低い韓国は、日本における公務員の中途採用を議論

する際に参考となる事例であ ろう。  
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また、次章で取り上げるイギリスとの比較の観点で言えば、

韓国、イギリスは、いずれも日本と同様の閉鎖的なキャリア

システムから、N P M の影響を受けポジションシステムの公務

員制度を導入した事例である 。ただし、韓国とイギリスの制

度運用は対照的である。イギリスが制度外形と同様に開放的

な中途採用を行うのに対し、韓国は内部出身者を重視した閉

鎖的な運用を行っている。 同じキャリアシステムからポジシ

ョンシステムへの改革を行いながらも、運用実態の異なる両

国は、近年ポジションシステ ムの導入が議論されてきた日 本

の文脈において、比較対象として参考となる 事例である。  

 

第 2節  改革以前の韓国の公務員制度  

 本節では、まず開放型職位制度導入以前の韓国の中央政府

における人事管理体系について説明する。加えて、民間部門

における人事管理体系がどのような構造であるのかを確認す

る。そして次節 で、開放型職位制度の構造を概観し、その上

で開放型職位制度の運用実態を分析していきたい。  

韓国の中央政府における終戦直後の官僚制は、形式上は任

用におけるメリットシステムが存在していたものの、実質的

にはスポイルズシステムであった。日本の高等文官試験制度

を引き継いだ「 高等考試」は行われていたものの、高級官僚

として「高試 (高等考試：筆者補足 )合格者で 1 9 5 9 年 11 月現

在で官庁で勤務している者の総数はたった 1 4 9 人で、残りの

者約 5 , 0 0 0 有余の役人は銓衡方式によって採用された (田中
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誠一  1 9 9 7 ,  11 2 ) 3 8」状況にあった。1 9 6 3 年に国家公務員法が

改正され、現在まで続く 試験制度が整備され、メリットシス

テムによる任用制度が確立する。その一方で、第三共和国以

降、軍人が行政組織のトップレベルのポストに任用されるケ

ースが増加し、「ある韓国の行政学者の推計によると、 1 9 6 4

年 2 月時点で、その数は 2 2 8 人で、政府および公社のトップ

の管理層の総数の約 2 8 %であった ( I b i d . ,  11 4 )」とされる。そ

の後も、盧泰愚大統領によって民主化宣言がなされ 、軍人の

特別採用制度が廃止されるまで、現役・退役軍人が行政組織

のトップに転入する傾向は続くこととなる。  

軍部からの転入という特徴はあるものの、日本の公務員制

度の影響もあり 、韓国の公務員制度は日本と非常に良く似た

キャリアシステムの典型であった。公務員の階級は 9 段階に

区分されており ( 1 級が最上位 )、考試と呼ばれ る 5 級・ 7 級・

9 級の採用試験が実施されている。日本のキャリア組に該当

する大卒の幹部候補採用は 5 級試験である (田中秀明  2 0 0 8 ,  

3 0 )。詳細は後述するが、 5 級試験に合格し公務員となった職

員は監査院など一部の例外を除き、そのほとんどが 1 つの部

処 3 9の中で異動を繰り返してキャリアを積む。各職位での在

任期間はおおよそ 1 年程度であり、非常に短期間で複数の職

位をこなし経験を積む人事 管理体系である。開放型職位制度

の導入以前は、公務員集団への加入は考試での新卒一括採用

                                                   

38 原典は朴東緒 (1961)『韓国官僚制度の歴史的展開』韓国研究図書館。  

39 韓国の行政機関における部・処は日本の省に相当。  
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が基本であり 4 0、かつての韓国の公務員制度はキャリアシス

テムの特徴を体現してい たといえよう。  

ポジションシステムの事例として韓国を取り上げるに際し

て、考慮すべき要因の 1 つに公務員制度を取り巻く外部労働

市場の環境がある。 韓国の労働市場の環境は日本と同様に、

中央政府が中途採用を行う際に人材の供給源となる大企業ホ

ワイトカラーの流動性が低く、ポジションシステムの運用に

間接的に影響を与えているものと考えられる。日本との比較

の観点から、本 節では韓国の労働市場の環境について簡単に

触れておく。  

韓国における民間部門の閉鎖的な人事管理体系は、8 0 年代

中頃から内部労働市場 4 1の形成が進み全国的に拡散したとさ

れる (黄  2 0 0 6 )。韓国民間企業の賃金決定は年功的で、日本以

上に年齢と勤続 年数を 重 視 し た 制 度 で あ っ た (安  1 9 9 3 ,  3 6 )。

日本の年功型賃金は「年」 (年齢・勤続年数 )と「功」 (能力 )

の複合によって賃金を定めるのに対して、韓国は「功」の査

定が少なく、より年の比重が高い年功型賃金が一般的であっ

た (朴  1 9 9 2 )。年功型賃金の拡大の結果、 9 0 年代中頃になる

と年功型賃金による人件費の増加が指摘されるようになり

(李  1 9 9 9 )、日本の民間部門と同様に様々な人事管理制度の改

                                                   

40 開放型職位制度の導入以前にも、政府内外からの例外的な中途採用の制

度として「開放型専門職位制度」が運営されていたがその範囲が制限されて

いることからほとんど利用されなかったという (申  2003, 25)。  

41 企業外部の労働市場に対して、企業内の労働者に限られた異動・昇進の

労働市場を内部労働市場と呼ぶ。  
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革が取り組まれることとなる。こうした問題に、韓国の民間

部門は内部労働市場の規模を縮小する形で対応する。 I M F 危

機以降、これまで正規雇用で賄われていた領域が非正規雇用

に置き換えられる傾向が強まり (黄  2 0 0 6 ,  4 )、正規雇用と非

正規雇用で労働市場が二極分化する現象が生じている。労働

組合や法律に守られた大企業・公共部門は、その規模を縮小

させつつも正規雇用の内部労働市場を維持している一方で

( I b i d . ,  2 )、非正規雇用の労働者は流動性の高い外部労働市場

で転職を繰り返す構造化が進んでいると見られる。  

 本論文の文脈で重要な点は、 中央政府の公務員の中途採用

において、主要な人材供給源となる 大企業ホワイトカラーの

正規雇用者に対しては、正規雇用の規 模を縮小したり業績志

向を強めたりしつつも、なお閉鎖的な人的資源管理 が維持さ

れているという点である。 中途採用の対象となる 外部労働市

場の流動性が低く、日本と同様の特徴を有していることが分

かる。外部労働市場の流動性が低い場合、優秀な人材が企業

内部に留め置かれ、政 府の中途採用に際しても良い候補者が

集まりにくいことが想定される。韓国の制度運用が閉鎖的と

なる背景には、単純に政府がウェーバー型の伝統的官僚制を

重視しているというだけではなく、こうした外的環境の要因

にも留意する必要がある。  
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第 3節  開放型職位制度の概要 4 2  

第 1項  対象職位の指定  

 1 9 9 9 年に導入された開放型職位制度とは、韓国の上級公務

員制度である高位公務員団に該当する、従来の 1 -3 級の一部

職位を、政府内外からの公募によって任用する制度である。

行政安全部によると 、開放型職位制度は「公職社会の競争力

向上のために専門性が特に要 求される、または効率的な政策

樹立のために必要だと判断される職位に、公職内外を問わず

公開募集による選抜試験を経て職務遂行要件を取り揃えた最

適格者を選抜して任用する制度 (行政安全部  2 0 0 9 ,  3 )」とさ

れている。このような制度が必要とされた背景には、能率性

や効率性が求められる行政を取り巻く環境の変化、政府内外

に対する競争的選考による優秀な人材の確保、閉鎖的な公職

社会に対して民間専門家の流入による革新の要求があったと

指摘されている ( Ch o i  2 0 0 6 ,  9 )。高位公務員団に該当する約

1 , 5 0 0 の局・室長級職位 4 3のうち、2 0 %までを開放型職位とし

て指定することができる 。また、公募職位と呼ばれる政府内

に限定した公募任用を行う制度が存在し、 3 0 %までの職位を

公募職位に指定できる。残りの 5 0 %は各部処が自立的に任命

する職位となる。  

                                                   

42 本節の記述は特に断り書きのない限り、行政安全部 (2009)に依拠してい

る。制度概要の説明は、本論文の調査時点に最も近い 2009 年 12 月時点の

制度に基づくものである。  

43 高位公務員団の職位数は田中秀明 (2008, 14)。  
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公募の対象となる職位の指定は、任用権者または任用提案

権者が行うとされており、通常は各部処の長官と開放型職位

運営委員会 4 4との審議を経て行われる。開放型職位の指定基

準は、専門性、重要性、民主性、変化必要性が求められる職

位を優先すべきであるとされている。ただし、これらに該当

する職位であっても、政府部 門内部の部署間の調整が求めら

れる職位に対しての指定は行わない。職位指定の解除・変更

は随時行われており、対象の職位は頻繁に変化している。  

 

第 2項  職務遂行要件  

開放型職位に指定される各職位には、職務遂行要件が定め

られており、政府のホームページで公開されている。職務遂

行要件は、該当部処の長官が要件を定め、職位指定と同様に

開放型職位運営委員会の審議を経て設定・変更が行われる。

職務遂行要件は、①任用資格要件 (必須要件、経歴要件または

実績要件 )と、②能力要件、③特別要件で構成されている。  

任用資格要件は、①必須要件、②経歴 要件または実績要件

で構成される。必須要件は必ず設定しなければならないわけ

ではなく、当該職務を遂行するのに必要な 学歴、資格がある

場合に設定される。必須要件がない場合は、経歴要件または

実績要件のいずれかを満たす必要がある。経歴要件は、学歴、

                                                   

44 委員会は委員長を含んだ 5 人以上の委員で構成される。委員は所属室・

局・課長級の公務員、または関連分野の専門知識と経験が豊富な者を任命す

るが、必ず 1 人は民間委員が含まれていなければならない。  
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資格、公務員経歴、民間経歴で構成され、設定された要件の

うちのいずれか 1 つを満たせばよいものである。実績要件は、

関連分野での卓越した実績がある場合に 、経歴要件を代替す

るものとして定められている。  

能力要件は、業務を遂行するのに基本的に要求される能力

を定めた要件であり、全ての職位に必ず設定しなければなら

ない。能力要件は一般的に、①専門家的能力、②戦略的リー

ダーシップ、③変化管理能力、④組織管理能力、⑤交渉能力

の 5 つの基準で構成されるものであるが、職位特性などを考

慮して設定することができる。  

特別要件は、職務遂行に直接的な役に立つ資格、外国語、

情報化能力、特殊分野の専門知識、卓越した研究実績等、そ

の他に必要な要件を特別要件として設定することができる。  

 

第 3項  任用の手続き  

開放型職位制度においては、職位の充員を効果的に行うた

め、募集段階において細かい規定がある。開放型職位の任期

満了者が出る 2 か月前までに、1 0 日以上の公告を出さねばな

らず、最低限政府の ホームページへの掲載が義務付けられて

いる。また、募集公告の実効性を高めるために 、行政安全部

の副長官は今後の募集計 画を新聞、官報などに定期的に公告

することが定められている。実際、政府 のホームページにア

クセスすると、今後 1 年間の募集予定職位が 募集時期と共に

掲載されている。各部処の長官も 、毎年開放型職位充員のた
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めの試験施行計画を樹立して 、当該年度の 1 月末と 7 月末に

行政安全部の長官に報告することが必要とされている。公告

の結果、受験者がいない場合、または選抜試験 (審査 )委員会 4 5

の審査の結果、適格者がいない場合は再公告を行うことがで

きる。なお、再公告の末に適格者がいなかった場合は一番適

格と判断される公務員を任用することができる。  

受験者の審査は、①形式要件審査、②適格性審査の 2 段階

で行われる。形式要件審査とは、任用資格要件の審査である。

提出された書類によって審査を行い、資格要件を取り揃えた

受験者は全て合格に処理される。ただし、応募倍率が 8 倍以

上の場合は任用予定職務に相応しい基準によって合格者を制

限することができる。  

適格性審査は、形式要件審査の合格者を対象に、①書類審

査、②面接試験によって能力要件と特別要件に対する適格性

を審査するものである。必要な場合には筆記試験や実技試験

を行うこともできる。書類審査では 、願書、経歴証拠書類、

実績証拠書類、自己紹介書、推薦書等の受験者提出書類と、

あらかじめ収集した資料 4 6によって、能力要件と特別要件に

対する適格性を審査する。面接試験では 、職務遂行計画の発

表、特定テーマに対する意見の発表、過去の業務遂行におけ
                                                   

45 委員会は委員長を含んだ 5 人以上の委員で構成される。委員長は委員の

うち民間委員の中から選ばれる。委員会の構成は、民間委員が 2 分の 1 以上

でなければならず、民間委員の 3 分の 1 以上がなるべく女性委員であること

が求められる。  

46 受験者の前・現職上司、同僚、部下、顧客などにも調査して適格性審査

に反映することができる。  
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る成功実績の発表、集団討論等の多様な方法を用いる。短期

的な質問よりは、中長期的な事業計画と個人の潜在能力、品

性などを重視する方向で質問がなされる。各評価要素間、筆

記試験等の配点比重は所属長官が決定し受験者の評価を行う。

選抜試験 (審査 )委員会は適格性審査の結果を総合し、2 - 3 人の

任用候補者を選定して成績別順位とともに所属長官に推薦す

る。  

候補者が民間人または新たに高位公務員に昇進する課長級

の公務員である場合、さらに力量評価と呼ばれるコンピテン

シー評価を受けなければならない。力量評価は高位公務員団

への加入に当た って課されているものであり、開放型職位制

度によって任用される場合にも力量評価を受け合格すること

が求められる。力量評価は実際の職務状況と類似の実行課題

を評価対象者に提示し、この時に現れる評価対象者の行動特

性を多数の評価委員が評価する形で行われるが、詳細な説明

は本稿では省略する。力量評価における民間人の合格率は約

8 0 %である 4 7。これらの手続きを経た上で、所属長官は選抜

試験 (審査 )委員会の推薦した候補者の中で優先順位をつけ、

行政安全部の高位公務員任用審査委員会 4 8に提出する。高位

公務員任用審査委員会の審査後、最終的 には大統領によって

任用が行われる。なお、既に高位公務員の職位に就いている

                                                   

47 数字は田中秀明 (2009)を参照。  

48 高位公務員任用審査委員会は委員長を含む 5-7 名の委員で構成され、委

員長は行政安全部次官、同部人事室長、民間有識者で構成される (田中  2009)。 
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候補者を推薦する場合は、高位公務員任用審査委員会の審査

は不要である。  

開放型職位に職業公務員が任用された場合は、そのまま一

般職公務員の身分を維持することができる。民間人が任用さ

れる場合は、任用期限付きの契約職公務員の身分で任用され、

任期終了後は公務員の身分は失われる。任用期間は 2 -5 年の

範囲内で所属長官が決定し、勤務実績が優秀な場合等は総任

用期間が 5 年を過ぎない範囲で、公募等の手続無しに任期の

延長を行うことができる。開放型職位制度の任用 手続きによ

って、公募に応募し選抜され再任用される場合には回数の制

限無しに続いて任用することができる。勤務成績評定の結果、

中程度よりも低い評価を受けた場合は契約の解除または転任

させることも可能である。しかし、安定的な職務遂行を通じ

て専門性を高めようとする開放型職位制度の主旨から、軽微

な失敗の場合には、契約解除より懲戒を通じて責任を追及す

ることが推奨されている 。  

 

第 4項  給与と評価  

民間人が任用された場合は、政府部門の職務に適応するた

めの様々な支援が行われている。人事、予算、組織管理に関

する資料・情報の提供、研修プロ グラムに加えて、メンター

の配置、個別に前任者からの業務継承期間の提供が行われて

いる。また、年俸額は基準給 ( 4 , 8 2 5 万 5 千ウォン～ 7 , 7 6 0 万

7 千ウォン )  と職務給 (職務等級 )によって構成されるが、具体
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的な年俸額は公務員報酬関連規定の能力資格経歴などを考慮

して決定される。政府部門に対して報酬の高い民間部門から

の優秀な人材を確保するために、民間人 (契約職 )に関しては

基準給の上限額は設定されていない。また、公募手続きを経

て開放型職位に任用された職業公務員 (一般職 )に対しては、

月 3 0 万ウォンの補填手当が支給される 。他部処から任用され

た職業公務員 (一般職 )に対しては、更に月 5 0 万ウォンの加算

金も支給され、部処間の交流を促進する効果が期待されてい

る。開放型職位制度によって任用された高位公務員も、勤務

成績の評定は他の高位公務員と同様の形式で実施される。  

 

第 5項  小括  

ここまで開放型職位制度の概要を確認してきたが、実際に

どの程度の開放型職位が指定されているのであろうか。 政府

のホームページによれば、 2 0 1 0 年 4 月 1 日時点で 1 6 1 職位

が開放型職位に指定されている。同日時点での高位公務員の

正確な全職位数は不明だが、 全職位数を約 1 , 5 0 0 として計算

すると高位公務員のおよそ 1 0 %強が開放型職位として指定さ

れていることになる。 開放型職位の運用状況については、行

政安全部が一般職・契約職の区分によるそれぞれの任用数や、

他部処からの異動数 を公表している。しかし、政府公表の契

約職、すなわち中途採用者の数には、国立の政府機関での職

歴が長い職員など、事実上組織内からの内部昇進により任用

された職員が含まれていると考えられ、運用実態の詳細を検

証するには行政安全部のデータは不十分である 。そこで本論
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文では、開放型職位制度による任用者の職歴に関して独自の

調査を実施した。次節では、この調査結果に基づき、韓国の

ポジションシステムともいえる 開放型職位制度が、実際にど

のように運用されているかを 分析する。  

 

第 4節  運用実態の分析  

第 1項  職歴の調査方法  

 本節では開放型職位制度の運用実態についての分析を行う。

その上で、本項では職歴の調査方法について説明する。本論

文では、開放型職位にどのような職歴の人材が任用されてい

るのかを明らかにするため、開放型職位に指定されている全

1 6 1 職位について、充足状況、現職の公務員の職歴の調査を

行った。調査は高位公務員団ホームページで公開されている

開放型職位の指定リストを元に実施した。  

 はじめに調査 対象職位の充員状況を確認し、充員されてい

る場合には公募実施の有無を調査した。開放型職位の指定・

解除は組織改変や職位の新設に応じて随時行われており、現

在開放型職位に 指定されている職位の現職の公務員が 、必ず

しも公募により任用されたとは限らない。そのため、現職の

公務員の任用時に公募が行われたかどうかを確認する必要性

がある。公募実施の有無は、行政安全部のホームページを元

に確認を行った。開放型職位の公募を実施する際には、ホー

ムページ上の公告が最低限求められるからである。現職の公

務員が当該の公募公告による試験で選考されたか否かは、公
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募公告に近接した日時の官報および新聞記事による人事情報

から判断している。現職の公務員の名称、公募公告の確認、

人事情報の確認の、 3 つの情報の一致によって、開放型職位

制度の公募手続きを経て任用されたことを確認している。こ

れに加えて、次に述べる方法で経歴を調査し、どちらかの情

報が欠けている職位は集計から除外した 4 9。最終的に 1 6 1 職

位中の 1 3 1 職位 (全体の 8 1 . 4 % )の情報を集めることができた。

分析結果から除外した 3 0 職位のほとんどは、開放型職位に指

定されながらも公募が実施されていなかったものである 5 0。  

 任用者の職歴は、主に前職、前々職の情報から判断してい

る。一般職公務員や、政府機関の出身である場合は、主に官

報や人材情報データベースから職歴についての情報を調査し

ている。職業公務員に関しては比較的追跡が容易であり、過

去の職位は可能な限り前々職まで追跡している 5 1。一方、契

約職、すなわち公務員の資格を持たない者に関しては経歴が

                                                   

49 除外された 30 件のうち、 24 件は公募情報が確認できなかったものであ

る。残り 6 件は職歴が確認できなかったもので、その内訳は一般職 2 名、契

約職 3 名、任用資格不明 1 名である。公募情報が確認できない要因としては、

諸事情により公募未実施の場合、任用の時期が古くデータが見つからない場

合等が考えられる。  

50 開放型職位に指定されたものの、指定以前に任用された現職が在任中の

ため初回の公募が実施されていない例が多い。  

51 前々職よりも前にまで遡ると、いずれの内部出身の公務員も開放型職位

の指定対象よりも下級の職位の役職に就いている。韓国の公務員制度は開放

型公務員制度を除くと、公務員になるための経路は学卒後のエントリーレベ

ルに限られているため、開放型職位の対象にならない下級の職位に就いてい

ることが確認できた時点で、大学卒業後から公務員として勤務する内部出身

者であると判断することが可能である。  
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多種多様なため情報収集が困難であり、一様な手 法では調査

できない。結果的にいえば、一般民間企業出身者の場合は 、

任用時に必ずといっていいほど新聞等のインタビューが組ま

れており、その記事等から情報を収集した。研究者、医者、

大学教授に関しては、研究者データベース、過去に執筆した

論文等から情報を収集している。  

 

第 2項  運用の実態  

 まず、全体的な運用傾向について分析する。表  4 - 1 は開放

型職位に指定され、政府内外の公募を通じて任用される職位

のタイプを示したものである。  

 

表  4 -1  開放型職位に指定された職位のタイプ  

 ラ イ ン 部 門  ス タ ッ フ 部 門  合 計  

 政 策 形 成  政 策 実 施    

職 位 数  40  68  23  131  

比 率  30.5%  51.9%  17.6%  100%  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

 

政策形成の職位は、いずれも中央政府の各部処本体に設置

された職位である。政策実施の職位には、地方の出先機関、
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エージェンシー、国立の研究機関・医療機関 5 2、研修所など

が含まれており、いずれも 中央政府の各部処から切り離され

た組織の職位である。スタッフ部門の職位は、監査、広報、

人事、法務などの職位が含まれている。全体の傾向で見ると、

中央政府の各部処本体よりも、政策実施を担う部処外部の機

関が多く開放型職位に指定されていることが分かる。  

 

表  4 -2  出身組織別に整理した開放型職位在職者の職歴  

 
当 該  

部 処 内  

政 府 内  

他 部 処  政 府 外  軍  空 位  合 計  

人 数  81  18  18  7  7  131  

比 率  61.8%  13.7%  13.7%  5.3%  5.3%  100%  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

 

表  4 -2 は 2 0 1 0 年 4 月 1 日時点で開放型職位に在職してい

る公務員の、職歴別人数を出身組織別に示したものである。

前職、前々職等の情報を元に職歴を判別しており、 当該部処

内 5 3、政府内他部処 5 4、政府外 5 5、軍の 4 分類である。全体 の

                                                   

52 研究機関、医療機関を政策実施部門として扱うかどうかは議論の余地が

ある。次章で取り上げるイギリスとの比較の観点でいえば、イギリスは日本

の独立行政法人と同様に、国立の研究機関を執行エージェンシーとして取り

扱っている。一方で、国立の医療機関は中央政府の政策実施機関というより

も National Health Services (NHS)に区分される。  

53 部処内に該当するのは、当該職位を所管する部処と、本人が主要なキャ
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6 1 . 8 %が当該部処の内部出身者で占められており、他部処 出

身者、軍出身者を加え ると全体の 8 0 . 9 %が中央政府の内部出

身者である。政府外部の出身者はわずか 1 3 . 7 %である。高位

公務員団の職位数を約 1 5 0 0 として計算すると、高位公務員

のうち民間部門出身者の占める割合はわずか 1 . 2 %である。  

 次に、表  4 - 3 は 開 放 型 職 位 在 職 者 の 職 歴 の 内 訳 で あ る 。

一般公務員 5 6、政府系研究職 5 7、軍人、政治家、民間企業、民

間研究職、医者、大学教授、弁護士の 9 分類である。一般公

務員 ( 8 5 人 )、政府系研究職 ( 6 人 )の合計 ( 9 1 人 )が、表  4 - 2 の

当該部処内出身者 ( 8 1 人 )と政府内他部処出身者 ( 1 8 人 )の合計

( 9 9 人 )と一致しないのは、医者 9 人中の 8 人が、保健福祉家

                                                                                                                                                     

リアを積んだ部処が同一であるケースである。韓国の場合、部処本体の公務

員の異動パターンの一部に出先機関、研究機関、研修所などの部処本体から

離れた政策実施部門が組み込まれているため、所管する部処に基づいて出身

の内部・外部の判断を行った。  

54 政府内他部処に該当するのは、当該職位を所管する部処と、本人が主要

なキャリアを積んだ部処が異なるケースである。前職が他部処であっても、

出向から戻っているケースなどは他部処扱いとしていない。例えば監査院の

開放型職位に対して、現職の公務員本人の前職が知識経済部で、前々職以前

のキャリアがいずれも監査院である場合 (他部処へ出向後に復帰した場合な

ど )は、他部処出身に計上せず部処内出身として計上している。  

55 外部出身に該当するのは、本人が主要なキャリアを積んだ組織が、中央

政府外の組織の場合である。  

56 一般公務員に該当するのは、内部または他部処出身者のうち、政府系研

究職に該当しない者である。いわゆる政策形成を担う行政職員を想定してい

る。技術系の職員も、研究機関における研究者でない限りはこちらに含まれ

る。  

57 政府系研究職に該当するのは、内部または他部処出身者のうち、本人が

主要なキャリアを積んだ組織が国立の研究機関である者である。  
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族部と法務部の国立医療機関に勤務しており部処内 出身者に

該当するからである。  

調査の過程で観察した限りでは、 一般公務員の開放型職位

に任用される以前の職歴を見ると、 その多くは 1 年前後の間

隔で該当する部処内の課長級・局長級職位を異動していた 。

時折他部処への異動 (一時的派遣 )があることを除いて、その

キャリアの大部分を同一部処内で過ごすものと思われる。開

放型職位のほとんどは 2 年の任期で任用されるため、その他

の高位公務員と比較すると長い任期で業務に取り組めること

がわかる。  

政府系研究職、医者の場合は、専門化した内部昇進の傾向

がより強くなる。表  4 - 4 は政府内出身の政府系研究職・医者

の詳細である。政府系研究職の 5 人中 3 人が現職と同一の研

究機関内で長期間働いており、組織内部からの昇進である。

医者の場合、 7 人全員が開放型職位に就く直前に同じ国立病

院で何らかの役職に就き勤務している。 また、政府内他部処

から任用される職員の職位についても、特定の職位に偏って

おり注意が必要である。表  4 -5 は他部処出身者の詳細な職歴

を示したものであり、監査官と海外駐在の文化院長が多い事

がわかる。まず、監査官は 6 名中 5 名が監査院の出身者であ

る。海外駐在の文化院長は、全員が文化体育観光部の出身者

である。開放型職位の導入以前からこのような慣行があった

のか、それとも専門性が評価されて任用されるようになった

のかは不明だが、他部処へ異動する際にも元々の専門分野を

活かす形で異動が行われている事がわかる。  
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表  4 -3  開放型職位在職者の職歴  

 
一 般  

公 務 員  

政 府 系

研 究 職  
軍 人  政 治 家  

民 間  

企 業  

民 間  

研 究 職  
医 者  

大 学  

教 授  
弁 護 士  空 位  合 計  

人 数  85  6  7  1  7  1  9  6  2  7  131  

比 率

(%)  
64.9  4.6  5.3  0.8  5.3  0.8  6.9  4.6  1.5  5.3  100  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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表  4 -4  政府内出身の政府系研究職・医者の職歴  

部 処 名  職 位 名  出 身  前 職 ・ 職 歴  

教 育 科 学  

技 術 部  

国 史 編 纂 委 員 会  

 編 史 部 長  

政 府 系  

研 究 職  
国 史 編 纂 委 員 会 研 究 員  

国 土  

海 洋 部  

国 土 海 洋  

人 材 開 発 院 長  

政 府 系  

研 究 職  

国 土 研 究 院 専 任 研 究 委 員 、国 土

研 究 院 都 市 革 新 支 援 セ ン タ ー

所 長  

文 化 体 育  

観 光 部  
国 立 国 楽 院 長  

政 府 系  

研 究 職  

文 化 体 育 観 光 部 国 楽 研 究 室 長 、

韓 国 国 楽 院 に 2 9 年 勤 務  

法 務 部  
治 療 監 護 所  

医 療 部 長  
医 者  国 立 病 院 、 治 療 監 護 所 に 勤 務  

知 識  

経 済 部  

研 究 開 発 特 区  

企 画 団 長  

政 府 系  

研 究 職  

K I S T ナ ノ 科 学 研 究 本 部 長 (国

立 研 究 学 校 )、 情 報 通 信 部 出 身  

行 政  

安 全 部  

国 立 科 学 捜 査  

研 究 所 長  

政 府 系  

研 究 職  

国 立 科 学 捜 査 研 究 所 法 科 学 部

長 、国 立 科 学 捜 査 研 究 所 に 長 年

勤 務  

保 健 福 祉  

家 族 部  

国 立 木 浦 医 院 長  医 者  
木 浦 医 院 胸 部 外 科 に 1 0 年 勤 務

後 、 院 長 に 就 任  

国 立 馬 山 医 院 長  医 者  
保 健 福 祉 部 国 立 馬 山 結 核 病 院

胸 部 外 科 課 長  

国 立 ソ ウ ル 医 院 長  医 者  国 立 ソ ウ ル 医 院 診 療 部 長  

国 立 羅 州 医 院 長  医 者  
羅 州 医 院 精 神 リ ハ ビ リ 治 療 課

長 7 年 後 、 医 療 部 長 2 年  

国 立 医 療 院 長  医 者  
国 立 医 療 院 小 児 神 経 外 科 セ ン

タ ー 所 長  

国 立 公 州 医 院 長  医 者  公 州 医 院 に 7 年 勤 務  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  
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表  4 -5  政府内他部処出身者の職歴  

部 処 名  職 位 名  前 職 ・ 職 歴  

教 育 科 学  

技 術 部  
国 立 国 際 教 育 院 長  外 交 通 商 部 サ ン フ ラ ン シ ス コ 総 領 事 、 外 交 官  

国 税 庁  監 査 官  
監 査 院 審 議 室 法 務 支 援 担 当 官 、監 査 院 で 2 0 年

以 上 勤 務  

国 土 海 洋 部  監 査 官  監 査 院 職 員  

農 林 水 産  

食 品 部  

監 査 官  
監 査 院 特 別 調 査 局 監 察 情 報 企 画 官 、自 治 行 政 監

査 局 第 二 課 長 な ど  

水 産 政 策 室  

遠 洋 協 力 官  
国 務 総 理 室 規 制 改 革 室 規 制 総 括 課 長  

保 健 福 祉  

家 族 部  

国 立 釜 谷 医 院 長  法 務 部 治 療 監 護 所 一 般 精 神 課 長  

監 査 官  監 査 院 特 別 調 査 本 部 監 察 情 報 チ ー ム 長  

文 化 体 育  

観 光 部  

ア ジ ア 文 化  

中 心 都 市 推 進 団 長  

国 家 均 等 発 展 委 員 会 評 価 局 長 派 遣、行 政 自 治 部

職 員  

防 衛 事 業 庁  防 産 振 興 局 長  国 防 部 国 防 科 学 研 究 所 第 一 本 部 長  

外 交 通 商 部  

監 査 官  
監 査 院 監 査 請 求 調 査 局 総 括 課 長、自 治 行 政 監 査

局 総 括 課 長  

駐 ド イ ツ  

文 化 院 長  

文 化 体 育 観 光 部 国 際 文 化 課 長 書 記 官 、教 育 文 化

チ ー ム 長  

駐 日 本  

文 化 院 長  
文 化 観 光 部 国 立 中 央 図 書 館 政 策 資 料 課 長  

駐 ニ ュ ー ヨ ー ク  

文 化 院 長  
文 化 観 光 部 文 化 メ デ ィ ア 局 長 、 韓 国 文 化 院  

駐 ロ サ ン ゼ ル ス  

文 化 院 長  

文 化 観 光 部 文 化 コ ン テ ン ツ 産 業 室 コ ン テ ン ツ

政 策 官 、 文 化 産 業 本 部 文 化 メ デ ィ ア 団 長  

駐 イ ギ リ ス  

文 化 院 長  

文 化 体 育 観 光 部 国 立 中 央 図 書 館 デ ジ タ ル 資 料

運 用 部 長  

知 識 経 済 部  
郵 政 事 業 本 部 知 識  

経 済 公 務 員 教 育 院 長  

行 政 安 全 部 制 度 政 策 官 室 制 度 総 括 課 長、地 方 成

果 管 理 課 長  

環 境 部  

企 画 調 整 室  

国 際 協 力 官  

外 交 通 商 部 環 境 科 学 協 力 官、O E C D 代 表 部 参 事

官 、 環 境 協 力 課 長  

監 査 官  
企 画 財 政 部 副 理 事 官 (真 実 和 解 委 員 会 派 遣 )、財

政 経 済 部 政 策 広 報 管 理 室 な ど  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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表  4 -6  政府外出身者の職歴  

部 処 名  職 位 名  出 身  前 職 ・ 職 歴  運 用 類 型  

警 察 庁  警 察 病 院 長  医 者  
仁 済 大 学 校 医 科 大 学 外 来 教

授 、 医 者  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

公 正 取 引  

委 員 会  
審 判 管 理 官  弁 護 士  

成 均 館 大 学 法 学 部 教 授 、弁 護

士  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

関 税 庁  監 査 官  民 間 企 業  
㈱ i T V M G  C E O、L G グ ル ー プ

役 員 (監 査 業 務 等 担 当 )  
専 門 職 型  

教 育 科 学  

技 術 部  

国 立 果 川  

科 学 館 長  
政 治 家  

東 亜 製 薬 常 務 、国 会 議 員 と し

て 科 学 技 術 処 長 官 (政 治 任 用 )  
N P M 型  

国 税 庁  

納 税 者 保 護 官  弁 護 士  
法 律 事 務 所 弁 護 士 、ソ ウ ル 家

庭 法 院 判 事 、 弁 護 士 歴 1 3 年  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

電 算 情 報  

管 理 官  
民 間 企 業  

L G  C N S  U エ ン ジ ニ ア リ ン グ

事 業 開 発 部 門 部 門 長 (常 務 )  
専 門 職 型  

中 部 地 方 国 税 庁  

納 税 支 援 局 長  
大 学 教 授  

啓 明 大 学 税 務 学 科 教 授 な ど

教 授 歴 1 6 年 、 会 計 法 人 ・ 会

計 事 務 所 1 2 年  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

文 化 体 育  

観 光 部  

国 立 現 代  

美 術 館 長  
民 間 企 業  

韓 国 科 学 技 術 院 副 総 長、情 報

通 信 部 長 官 (政 治 任 用 )、 大 宇

電 子 社 長  

N P M 型  

国 立 国 語 院 長  大 学 教 授  
ソ ウ ル 大 学 教 授 、言 語 学 研 究

家  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

国 立 国 楽 院  

国 楽 研 究 室 長  
大 学 教 授  竜 仁 大 学 教 授 、民 俗 学 研 究 家  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

広 報 支 援 局  

広 報 政 策 官  
民 間 企 業  

国 会 議 長 広 報 秘 書 官、韓 国 日

報 記 者  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

韓 国 政 策  

放 送 院 長  
民 間 企 業  

プ ロ デ ュ ー サ ー 、報 道 製 作 チ

ー ム 長 、 対 外 協 力 室 長  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

国 立 中 央 劇 場 長  民 間 企 業  
東 亜 日 報 事 業 局 長 、 論 説 委

員 、 編 集 局 副 局 長  
N P M 型  

放 送 通 信  

委 員 会  

代 弁 人  

(ス ポ ー ク ス マ ン )  
民 間 企 業  韓 国 日 報 政 治 部 次 長  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

保 健 福 祉  

家 族 部  

疾 病 管 理 本 部  

国 立 保 健  

研 究 院 長  

大 学 教 授  

疾 病 管 理 本 部 誘 電 体 セ ン タ

ー 長 、梨 花 女 大 医 大 教 授 、本

職 は 学 者 、 前 職 か ら 公 務 員  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

消 防 防 災 庁  

国 立 防 災  

教 育 研 究 院  

防 災 研 究 所 長  

大 学 教 授  光 云 大 学 建 築 工 学 科 教 授  
ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

外 交 通 商 部  
駐 フ ラ ン ス  

文 化 院 長  
大 学 教 授  

韓 国 芸 術 総 合 学 校 演 劇 院 教

授 、フ ラ ン ス 留 学 後 に 教 授 就

任  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

中 小 企 業 庁  技 術 革 新 局 長  
民 間  

研 究 職  

パ イ コ ム 研 究 所 長 、韓 国 光 技

術 院 院 長 、三 星 電 子 情 報 通 信

総 括 チ ー ム 長  

ネ ッ ト  

ワ ー ク 型  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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 表  4 - 6 は政府外出身者の詳細を示したものである。中途採

用者のタイプを、第 3 章で提示した中途採用の運用類型を用

いて整理すると、技術革新局長や納税者保護官のように当該

政策領域と関連性のある職歴を有する「ネットワーク型」が

多い。任用者の職歴と現職との関連性が低く、民間部門の経

験に期待したと考えられる「 N P M 型」の中途採用は、国立現

代美術館長、国立果川科学館長の 2 例である。ただし、国立

果川科学館長の場合は、科学技術処長官の経験がある人物が

任用されており、完全に職歴 と現職の職務との関連性がない

わけではない。  

中途採用者の経歴は多種多様であり、表だけでは示しきれ

ないため一部説明を加えたい。国税庁の電算情報管理官は

2 0 0 0 年まで公務員として国防研究院、韓国電算院などの政府

機関で働いていた人物である。退官して民間企業に出た後に、

民間企業で電子政府関連事業に関わる業務を行っていた。文

化体育観光部の国立現代美術館長は、大宇グループで大宇電

子の社長などに就いていた人物である。政治任用によ り情報

通信部長官などを歴任し、その後に開放型職位制度に応募し

現職に任用された。文化体育観光部の 広報政策官、韓国政策

放送院長、国立中央劇場長に任用された 3 名は、一説による

と選挙に際して李明博大統領に協力し、その結果ポストを得

ることができたとも言われている。真相は定かではないが、

制度上、開放型職位制度の任用を行うのは大統領であり、候

補者の推薦を行う所属長官も政治任用の 職位であるため、場

合によっては猟官的な運用をされる危険性も孕んでいる 。  
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また、中途採用者の職歴の傾向として、民間企業経験者と

並んで、学者、医者、弁護士などの専門職出身者が多い傾向

がある。前述したように韓国の労働市場の流動性は低く、特

に上級公務員の人材供給源となるような大企業は日本と似た

閉鎖型の人事慣行にある。 公務員になるために 民間企業を転

出すると、任期終了後に以前と同水準の仕事を探すの は困難

であろう。学者、医者、弁護士のような専門職は民間企業に

比べると比較的労働市場の流動性が高く、 人材が集まりやす

いのではないかと考えられる。  

 

第 3項  小括  

表  4 -7 は開放型職位のタイプと中途採用の運用類型の関係

をクロス表にしたものである。 軍出身者と防衛関連の職位に

は明確な関連性があることから 、ここではデータを分割して

いる。まず政策形成の職位だが、明確に政府内出身者を重視

するウェーバー型の運用をとっていることが分かる。中途採

用は 8 . 6 %であり、中途採用を行う場合も政策領域と関連性の

ある職歴を有するネットワーク型の中途採用である。次に政

策実施の職位だが、政府外からの中途採用も 1 7 . 7 %存在し、

政策形成の職位に比べると中途採用が活用されている。最後

に、スタッフ部門の職位であるが、開放型職位に指定された

スタッフ部門の職位のうち 2 0 %は政府外から任用されており、

政策形成、政策実施、スタッフ部門の 3 タイプの中では最も

中途採用が活用されているといえるだろう。  
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表  4 -7  職位のタイプと中途採用の運用類型  

(出 典 )  筆 者 作 成 。

                                                   

58 省 (政策形成 )、出先機関等 (政策実施 )で主なキャリア積んだ人物が任用されていた場合、ウェーバー型の運用として分類している。  

59 政府外で主な職歴を積んでいるものの、任用先職位と同一の政策領域での職業経験を有する人物が任用されていた場合、ネットワー

ク型の運用として分類している。  

60 政府外で主な職歴を積んでおり、任用先職位と同一の政策領域に関する職業経験もないが、民間企業で主なキャリアを積んでいる人

物が任用されていた場合、NPM 型の運用として分類している。  

61 財務、 IT、人事、広報などのスタッフ部門の職種に加え、学者・研究者のような官民組織に共通の職種に専門化したキャリアを積ん

だ人物が、政府内でもその職種に任用されていた場合、専門職型の運用として分類している。  

 

政 府 内  政 府 外  

軍  空 位  合 計  

ウ ェ ー バ ー 型 5 8  ネ ッ ト ワ ー ク 型 5 9  Ｎ Ｐ Ｍ 型 6 0  専 門 職 型 6 1  

ラ イ ン 部 門  

政 策 形 成  32  3  0  0  0  2  37  

政 策 実 施  51  9  2  0  0  5  67  

ス タ ッ フ 部 門  16  2  0  2  0  0  20  

防 衛 関 連 部 門  0  0  0  0  7  0  7  

合 計  99  14  2  2  7  7  131  
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本論文の理論的関心からは、スタッフ部門においてネット

ワーク型の中途採用が 2 例確認された点に着目したい。前章

で議論したように、スタッフ部門の中途採用は理論上、当該

職種の専門職を中心に中途採用が行われることを想定してい

た。しかし、韓国の場合、広報やスポークスマンという広報

(P ub l i c  R e l a t i o n s )の専門職が就任 すると考えられ た職位に、

政府広報のカウンターパートとなるマスメディアからの中途

採用が行われていた。これは専門職型というよりも、ステー

クホルダーのマスメディアに関する知識の活用を期待した中

途採用であり、ネットワーク型に当てはまるものである。  

 以上の開放型職位における運用状況を踏まえた上で、韓国

におけるポジションシステムの運用実態を総括する。まず韓

国の上級公務員制度のうち、 5 0 %の職位は初めから公募全般

の対象外とされており、伝統的な官僚制、ウェーバー型の運

用がなされている。残りの 5 0 %のうち、政府内限定の公募 (公

募職位 )を最大 3 0 %まで指定するこ とが可能とされ ているが、

公募の有無に関係なく 、政府内限定の公募であることから運

用実態としては政府内出身者重視のウェーバー型であるとい

える。従って、制度上開放される可能性があるのは残りの 2 0 %

であるが、実際に開放型職位に指定されているのは上級公務

員約 1 5 0 0 職位のうち 1 6 1 職位であり全体の 11 %である。さ

らに本論文の職歴調査の結果である 表  4 - 7 の結果に基づけば、

そのほとんどは政府内の出身者で充足されていることが明ら

かである。運用実態として外部からの中途採用が行われてい

るのは上級公務員約 1 5 0 0 職位のうち、わずか 1 8 職位であり、
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全体の 1 -2 %程度の比率に過ぎない。そしてそのわずかな中途

採用者も、一般的に想起されるような民間企業出身者ではな

く、学者や医者などの専門職が半分を占めている。運用の面

でも、マネジメント技能に期待した N P M 型ではなく、政府

外でしか習得できない 何らかの知識の導入を期待したネット

ワーク型の中途採用が大半である ことが明らかとなった 。  

 

第 5節  開放型職位制度と組織の業績  

第 1項  先行研究における議論  

 開放型職位制度の運用実態を踏まえた上で、本節では開放

型職位制度の影響に関する先行研究について概観し、その課

題と限界について議論する。  

N a m ko o ng  ( 2 0 0 2 )  は 1 9 9 9 年に開始された直後の開放型職

位制度の執行過程と結果の評価を行っている。 N a m ko on g は

開放型職位制度の導入目的を、①任用過程における競争、②

長期間のポスト在任の 2 つに整理し、それぞれの目的を達成

できているか検証している。①任用過程における競争は、開

放型職位の公募には平均して 4 . 3 2 人  の応募があり、内訳は

政府外から 2 . 5 4 人、政府内から 1 . 7 8 人であった。 2 0 0 2 年 4

月の段階で民間からの任用は 11 7 人中、 1 5 人であり、

N a m ko o ng はこの数字に対し少なすぎると指摘している。②

長期間のポスト在任効果については、開放型職位の導入前の
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平均在任期間が 11 か月 6 2であったのに対し、開放型職位の導

入後は 2 4 . 2 か月 6 3となり効果があったとしている。さらに

N a m ko o ng は、開放型職位の運用面での効果を確認するため、

公務員を中心とした アンケート調査を実施している。調査は

事前と事後の 2 度実施され、制度導入前の回答者の期待水準

と、導入後 1 年が経過した後の回答者の感想を比較している。

調査では様々な質問がなされているが、その中に生産性・競

争力の向上効果を問う質問がある。表  4 -8、表  4 - 9 はその結

果を示したものである。表  4 -8 で示した通り、制度導入前の

調査 6 4において、 制度に対する期待水準の 回答者全体の平均

は 5 段階中 (数字が大きいほど効果に期待 )の 3 . 4 4、公務員の

平均は 3 . 2 7、公務員以外の平均は 4 . 0 2 であった 6 5。制度導入

に対する公務員以外の期待の高さが伺える一方で、公務員は

やや冷めた見方をしていることがわかる。そして 、表  4 - 9 で

示した、制度導入 1 年後に制度の効果を問うた調査 6 6の結果

                                                   

62 韓国の公務員制度は日本と同様に、終身雇用の過程で人事部門による頻

繁な人事異動がある。  

63 開放型職位は公募の時点で平均 2-3 年、最大で 5 年の任期が設定されて

おり、任期終了まで異動が行われないためである。  

64 回答者は公務員が 690 人、市民団体の活動家が 41 人、行政学者が 72 人、

ジャーナリストが 25 人、開放型職位の選抜委員会委員が 69 人の計 897 人

である。  

65 値は論文中のデータを元に筆者が算出。そのため小数点第二位以下の数

字に若干の誤差がある。  

66 2 回目の調査は回答者が 1 回目の調査より減少し 881 人となっている。

内訳は、公務員 682 人、市民団体の活動家が 40 人、行政学者が 71 人、ジ

ャーナリストが 26 人、開放型職位の選抜委員会委員が 62 人である。  
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は、回答者全体の平均が 5 段階中 (数字が大きいほど制度に肯

定的 )の 2 . 9 6、公務員の平均は 2 . 9 5、公務員以外の平均は 2 . 9 9

であった。調査の結果、回答者の多くが制度導入による生産

性の向上効果を期待していたよりも実感していないことが 示

されている。 N a m k o on g はこうした結果から、外部からの任

用をもっと増やすべきであると結論付け ている。  

P a r k  e t  a l .  ( 2 0 0 2 )  も、開放型職位制度導入直後の 2 0 0 1 年

にアンケート調査を実施 ・分析している。調査は開放型職位

の任用を行った全部署における、任用者本人、上司、同僚、

部下、人事担当者、 (開放型職位の )選抜試験委員、受験者な

ど約 1 2 0 0 人を対象に行われた。調査に対して 7 5 0 の回答が

得られたとしており、回答者の 5 8 . 4 %は開放型職位任用者の

部下が占めている。調査は開放型職位の募集、選抜、任用・

人事管理、運用成果の各段階にわたっており、その中に生産

性に関する質問項目が設けられている。 表  4 -1 0 はその結果

をまとめたものである。任用者による生産性向上効果につい

ては、5 段階の基準で (数字が大きいほど効果を肯定 )回答の平

均値が 3 . 1 2 であり、若干肯定的な評価 が出ている。同様に業

務遂行能力についての 平均値は 3 . 5 0 であり、調査の中では最

も効果が実感されている設問である 。一方、組織文化の変化

については、平均値が 3 . 0 1 でありほとんど変化がないことが

示されている。 さらに、表  4 -11 が示すように回答者の属性

別の評価では任用者本人の自己評価が高いものの、周囲の職

員はさほど効果を感じていないことも明らかになっている。
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表  4 -8  制度導入主旨に対する期待水準  

質 問 項 目  全 体  

（n=897)  

公 務 員  

(n=690)  

市 民 団 体  

活 動 家  

(n=41)  

行 政 学 者  

(n=72)  

報 道 人  

(n=25)  

選 抜 審 査  

委 員  

(n=69)  

公 務 員 以 外  

の 平 均  

(n=207)  

F 値  

(有 意 水 準 )  

公 職 内 外 公 開  

競 争 任 用 の 効 果  
3 .21  3 .04  4 .15  3 .71  3 .48  3 .74  3 .78  23 .91( .000)  

生 産 性 と 競 争 力  

向 上 効 果  
3 .44  3 .27  4 .32  4 .06  3 .96  3 .81  4 .02  29 .63( .000)  

(出 典 )  N a m k o o n g  2 0 0 2 .  “ E f f e c t s  o f  a  R e f o r m  t o w a r d s  a n  O p e n  G o v e r n m e n t  i n  K o r e a :  a n  A p p r a i s a l  o f  t h e  O p e n  P o s i t i o n  

S y s t e m . ”  1 7 2 ,  Ta b l e  1 0 を 元 に 筆 者 作 成 。 公 務 員 以 外 の 平 均 値 は 筆 者 が 算 出 。  

 

表  4 -9  制度施行一年後の成果に対する認識  

質 問 項 目  全 体  

（ n=881)  

公 務 員  

(n=682)  

市 民 団 体  

活 動 家  

(n=40)  

行 政 学 者  

(n=71)  

報 道 人  

(n=26)  

選 抜 審 査

委 員  

(n=62)  

公 務 員 以 外  

の 平 均  

(n=199)  

F 値  

(有 意 水 準 )  

行 政 の 専 門 性 向 上  2 .96   2 .94   3 .13   3 .10   2 .96   2 .90   3 .03   1 .01( .40)  

政 府 の 生 産 性 と  

競 争 力 向 上  
2 .96   2 .95   3 .03   3 .10   2 .73   2 .94   2 .99   . 990( .41)  

総 合 的 評 価  2 .98   2 .97   3 .10   3 .10   2 .77   3 .02   3 .03   . 974( .421)  

(出 典 )  N a m k o o n g  2 0 0 2 .  “ E f f e c t s  o f  a  R e f o r m  t o w a r d s  a n  O p e n  G o v e r n m e n t  i n  K o r e a :  a n  A p p r a i s a l  o f  t h e  O p e n  P o s i t i o n  

S y s t e m . ”  1 7 3 ,  Ta b l e  11 を 元 に 筆 者 作 成 。 公 務 員 以 外 の 平 均 値 は 筆 者 が 算 出 。  
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表  4 -1 0  制度運用効果に対する回答結果  

調 査 項 目  
回 答 (%) 

平 均 値  
1:強 く 否 定  2 :否 定  3 :普 通  4 :肯 定  5 :強 く 肯 定  

任 用 者 に よ る  

生 産 性 向 上 効 果  
6.0% 14.9% 43.0% 33.7% 2.4% 3.12  

業 務 遂 行 能 力  2.7% 7.5% 33.6% 49.3% 6.8% 3.50  

組 織 文 化 の 変 化  6.6% 15.8% 51.1% 23.3% 3.2% 3.01  

(出 典 )  P a r k  e t  a l .  2 0 0 2 .  “ A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o f  t h e  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m  i n  K o r e a . ”  K o r e a n  P u b l i c  A d m i n i s t r a t i o n  

R e v i e w ,  N o .  3 6 ( 3 ) ,  11 3 ,  Ta b l e  1 2 を 元 に 筆 者 作 成 。  

 

表  4 - 11  回答者の属性による制度運用効果の評価の差異  

調 査 項 目  
全 体  

(n=732)  

本 人  

(n=73)  

上 司  

(n=83)  

同 僚  

(n=97)  

部 下  

(n=423)  

そ の 他  

(n=56)  

本 人 以 外  

(n=659)  

F 値  

(有 意 水 準 )  

生 産 性 向 上 効 果  3 .12   3 .53   3 .04   3 .16   3 .13   3 .00   3 .11   2 .04( .087)  

業 務 遂 行 能 力  3 .50   4 .07   3 .49   3 .48   3 .50   3 .36   3 .48   3 .95( .004)  

組 織 文 化 の 変 化  3 .01   3 .53   3 .00   2 .91   3 .02   2 .91   2 .99   3 .19( .013)  

(出 典 )  P a r k  e t  a l .  2 0 0 2 .  “ A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o f  t h e  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m  i n  K o r e a . ”  K o r e a n  P u b l i c  A d m i n i s t r a t i o n  

R e v i e w ,  N o .  3 6 ( 3 ) ,  11 4 ,  Ta b l e  1 3 を 元 に 筆 者 作 成 。 右 か ら 2 列 目 の 本 人 以 外 の 平 均 値 は 筆 者 が 算 出 。
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 C ho i  ( 2 0 0 6 )も、開放型職位の効果についてアンケート調査

を実施し分析しており、 制度導入による専門性や政策立案能

力、生産性の向上効果について 質問している。調査対象は

2 0 0 6 年 4 月時点で開放型職位に指定されている 1 5 8 職位のう

ち、空位の 1 2 職位をのぞいた 1 4 6 職位で、 1 4 6 名の任用者、

その同僚と上司 1 5 0 名、部下 1 5 0 名の計 4 4 6 名に対してアン

ケートを送付している。ただし 、回答の回収件数、回収率 は

任用者本人が 3 1 件 ( 2 1 . 2 3 % )、 同 僚 ・ 上 司 が 5 5 件 ( 3 6 . 6 6 % )、

部下が 8 6 件 ( 5 7 . 3 3 % )で、N a m k o on g や P a r k らの研究と比較

するとサンプル数が少な い。表  4 -1 2 は調査の全体的な傾向

をまとめたものである。調査の結果、 5 段階評価 (数字が大き

いほど効果に肯定的 )の測定で、制度の専門性向上効果につい

ては平均値が 3 . 2 2、政策立案能力の向上効果は 3 . 1 7、生産性

の向上効果は 3 . 0 7 と若干ではあるが肯定的な評価がなされ

ている。これを 表  4 -1 3 の回答者の属性別に見てみると 、任

用者のみが高い評価を する傾向が示されており、 本人と周囲

の認識差が大きいことが分かる。
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表  4 -1 2  専門性、政策立案能力、生産性の向上効果  

調査項目  
回 答 (%) 回 答 の  

平 均 値  1:強 く 否 定  2 :否 定  3 :普 通  4 :肯 定  5 :強 く 肯 定  

専 門 性 向 上 効 果  3.0% 14.1% 44.7% 34.1% 4.1% 3.22  

政 策 立 案 能 力 向 上 効 果  4.1% 16.5% 40.6% 35.9% 2.9% 3.17  

生 産 性 向 上 効 果  4.7% 14.7%  51.8% 26.5% 2.3% 3.07  

(出 典 )  C h o i  2 0 0 6 .  A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o n  t h e  E f f e c t i v e n e s s  o f  t h e  K o r e a ' s  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m .  P h D  D i s s . ,  

C h u n g - a n g  U n i v e r s i t y,  1 6 4 - 1 6 7 を 元 に 筆 者 作 成 。  

 

表  4 -1 3  開放型職位任用者との関係別にみた評価の差異  

調査項目  本 人  上 司  同 僚  部 下  F 値 (有 意 確 率 )  

専 門 性 向 上 効 果  3.17   3 .16   3 .00   3 .03   .35( .7893)  

政 策 立 案 能 力 向 上 効 果  3.58   3 .12   3 .16   3 .04   2 .81( .0411)  

生 産 性 向 上 効 果  3.41   3 .16   3 .00   2 .95   2 .45( .0652)  

(出 典 )  C h o i  2 0 0 6 .  A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o n  t h e  E f f e c t i v e n e s s  o f  t h e  K o r e a ' s  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m .  P h D  D i s s . ,  

C h u n g - a n g  U n i v e r s i t y,  1 6 4 - 1 6 7 を 元 に 筆 者 作 成 。
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表  4 -1 4、表  4 - 1 5 は制度の全般的な評価を属性別、勤続期

間別にまとめたものである。本人と周囲の差に加えて、特に

勤続年数が 3 年未満の回答者 1 2 人の評価が高いことが示さ

れている。勤続年数が 3 年未満の回答者は、キャリア初期の

若手職員か、中途採用者のいずれかであると推測できるが、

Ch o i  ( 2 0 0 6 )が示した回答者の年齢構成によると、 2 0 代の回

答者は 1 人しか含まれていない。従って、ここでいう勤続年

数 3 年未満の回答者は、そのほとんどが中途採用者であると

推測される。制度導入後 6 年が経過した C h o i の調査結果も、

N a m k o o ng や P a r k らと同じく職員が制度導入の効果に若干

肯定的であることを示しているが、任用者本人の自己評価が

高いことも共通している。 特に C ho i の調査結果からは、任

用者本人の中でも中途採用者自身の自己評価が高い傾向が見

て取れる。  
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表  4 -1 4  制度導入の成果に対する評価 (勤続期間別 )  

勤 続 期 間  3 年 未 満  3～ 5 年 未 満  5～ 10 年 未 満  10～ 20 年 未 満  20 年 以 上  
F 値  

(有 意 水 準 )  

評 価  3.91   3 .20   2 .93   3 .12   3 .11   
4 .33  

( .0024)  回 答 者 数  12 8  33  33  84  

(出 典 )  C h o i  2 0 0 6 .  A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o n  t h e  E f f e c t i v e n e s s  o f  t h e  K o r e a ' s  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m .  P h D  D i s s . ,  

C h u n g - a n g  U n i v e r s i t y,  1 7 0 を 元 に 筆 者 作 成 。  

 

表  4 -1 5  制度導入の成果に対する評価 (任用者との関係別 )  

区分  本人  上司  同僚  部下  F 値 (有意水準 )  

評価  3.47  3 .19  3 .14  3 .01  

3 .01( .0319)  

回答者数  29 24  31  86  

(出 典 )  C h o i  2 0 0 6 .  A n  E m p i r i c a l  S t u d y  o n  t h e  E f f e c t i v e n e s s  o f  t h e  K o r e a ' s  O p e n  P o s i t i o n  S y s t e m .  P h D  D i s s . ,  

C h u n g - a n g  U n i v e r s i t y,  1 7 0 を 元 に 筆 者 作 成 。
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第 2項  先行研究の課題  

 韓国の開放型職位制度は 、中途採用が極端に少なく、制度

導入の効果をアンケート調査により測定しても、本来我々が

関心のある中途採用者による組織への影響を十分に測定する

ことができない。前節で取り上げた本論文の調査結果によれ

ば 2 0 1 0 年 4 月時点の中途採用者は 1 8 人であった。また、前

項で述べた C h o i のアンケート調査の対象者においても、 表  

4 -1 4 で示されるように中途採用者と思われる勤続期間 3 年未

満の回答者はわずか 1 2 人である。これらのことから、

N a m ko o ng、P a r k ら、C h o i の先行研究における アンケート調

査の回答者のうち、中途採用された開放型職位任用者、ある

いは実際に身近に中途採用者がいる 職員の回答者数は、極め

て少ないことが推測される。そして 、その少数の中途採用者

は、政府の中枢部門である政策形成の職位ではなく、部処本

体から切り離された外部機関に多く、肝心の政策形成部門へ

の影響はほとんど測定できていない。  

 ポジションシステム と組織の業績の関係を考える際、開放

型の任用制度による業績への効果は次の 2 つに区分すること

ができる。①任用過程の競争効果 と②専門能力の導入効果で

ある。  

①任用過程の競争効果とは、 職業公務員と外部からの応募

者の任用過程における競争の結果、より 優れた応募者が任用

されることによる業績向上効果である。政府内外へ向けた 公

募を行うことで、人事部門が閉鎖的に内部昇 進を決めている

場合、あるいは政府 内からの応募者に限定 した公募を行う場
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合に比べて、激しい競争が生じる。競争を勝ち抜いてきた応

募者、競争を勝ち抜くために動機付けられ自己研鑽に励んだ

応募者が任用されることで業績が向上すると一般的に考えら

れている。従って、この効果は最終的な任用者が内部出身か

外部出身かによらず、政府内外への公募を行うことそのもの

で生じるものである。  

ただし、期待された競争効果を生み出すには、政府外部か

らもある程度の数の応募者があり、なおかつ外部からの応募

者が内部出身の公務員と匹敵する魅力的な応募者である必要

がある。韓国の場合は 応募者数の上では競争が 生じているも

のの、前節における本論文の調査結果が 示すように実際に任

用されるのは内部からの公務員がほとんどである。 実質的に

は内部出身者 1 - 2 人の間での競争であることは応募者自身も

自覚していると考えられ、競争効果がほとんどない事例もあ

るだろう。  

次に、②専門能力の導入効 果とは、第 2 章で議論したよう

な、ネットワーク型の中途採用における政府外特有の知識や、

N P M 型の中途採用にみられる高 いマネジメント 技能などが、

中途採用者により組織に導入されることで業績を向上させる

効果である。この効果は中途採用が生じた 場合にのみ生じる

効果である。専門能力の導入効果は、さらに 2 つの下位効果

に区分することができる。①個人レベルの 効果と、②組織レ

ベルの効果である。①個人レベルの効果とは、その名の通り

任用者の高い /低い能力が任用者個人の業績 を高める /低める

効果である。②組織レベルの効果とは、任用者が持ち込む知
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識・技能、価値観、文化などが 、個人のレベルを越えて、上

司、同僚、部下に影響を与え、業績を向上させる効果である。

ただし、これらの効果は必ずしも業績に正の影響を与えるも

のになるとは限らない。中途採用者は政府 内からの任用者に

比べて、政府特有の知識や技能に欠ける部分があり、新たな

知識・技能の導入による業績に対する正の影響を、負の影響

が上回る可能性がある。 また、任用者本人の知識・技能が欠

けている部分を周囲 が補い、優れている部分の効果が発揮さ

れる可能性もあり、分析のレベルをどこに置くかにより結果

も異なるであろう。  

以上のように 、中途採用と組織の業績の関係を整理すると、

韓国における先行研 究が測定してきた開放型職位制度の導入

効果とは、中途採用による知識・技能の導入による効果では

なく (中途採用者はほとんどいない )、実質的には任用過程で

生じた競争効果のみを測定した分析であるといえる。 実際、

P a r k  e t  a l .  ( 2 0 0 2 )や C ho i  ( 2 0 0 6 )の調査結果は、任用者本人、

特に中途採用された当人以外はほとんど制度の影響を感じて

いないことを示している。競争を通じて任用された本人自身

は違いを自覚しているものの、周囲の職員からすれば従来通

り政府内部の人材が任用されたにすぎ ず、大きな変化は存在

しないのである。韓国の一連の先行研究群は、政府内外への

公募を行うことによる 、任用過程での「競争効果」が組織に

与える影響力は非常に小さいことを示している。 我々が本来

知りたいのは、こうした競争効果に加え、中途採用者の加入

に伴う専門能力の導入効果を含めた総体としての影響である。 
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さらに韓国の先行研究に共通しているのが、いずれもアン

ケート調査により職員の主観的な認識レベルでの 制度導入効

果を測定している点である。このため、各組織レベルの実質

的な業績がどの程度向上したかは明らかでない。キャリアシ

ステムで育成されてきた内部出身の公務員にとっては、開放

型職位制度の導入は自動的に昇進できるポストの削減、昇進

機会の減少を意味しており、 組織内部の職員にとっては不利

益もある制度である。そのため、建前では制度の必要性を肯

定的に捉えていても、その効果を問う質問に対しては回答者

が予め否定的な傾向のバイアスを持っている可能性もある。

アンケート結果が論文になり、制度導入の効果を肯定する結

果が出た場合、その論文が制度推進の後押しになることは回

答者も容易に想定できる。より根本的な問題として、 中途採

用と組織業績の関係を扱う場合に論点となるのは 、職員が良

いと思う制度が 実現されているかどうかではなく、実質的な

組織の業績が向上する のかどうかという点である。韓国を対

象とした一連の先行研究群のような、 アンケート調査を用い

た手法には限界があるだろう。  

 

第 6節  本論文に対する韓国の事例分析からの知見  

韓国の開放型職位制度は、制度外形 はポジションシステム

の典型であり、制度導入時の目的も含め 明確な N P M 志向の

制度である。しかし 、実際の運用においては、 中途採用は上

級公務員職位の 1 %程度であり、政府内出身者を優先したウェ

ーバー型の運用がなされている。  
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ごくわずかな中途採用 者の中で 、マネジメント技能が期待

されたとみられる N P M 型の事例はさらに少数である。中途

採用者の多数は当該政策領域を専門とする学者、政策領域に

関連するステークホルダーの出身者で占められて おり、当該

政策領域の知識を政府外から取り入れるネットワーク型の運

用がなされている。中途採用が活用される職位は政策実施・

スタッフ部門に多く、政策形成の職位で活用される比率は低

い傾向にある。政策形成の職位の方が、政府特有の職務が多

く内部出身者が競争上有利になるものと考えられる。 開放型

職位制度の効果を分析した先行研究群において、開放型職位

の任用者本人しか効果を実感していないのも、内部出身者を

重視した運用がなされて いることを踏まえれば当然の帰結で

ある。  

韓国の事例は、開放的なポジションシステムの制度外形に

反して制度運用が閉鎖的であり、制度外形と運用が乖離して

いる。 S e l f  ( 1 9 7 7 )や川手 ( 2 0 1 2 )が、かつてのアメリカや琉球

政府の公務員制度を引き合いに指摘していた、ポジションシ

ステムの公務員制度における制度外形と運用の乖離が、N P M

の影響が色濃い現代の韓国においても観察されたといえる。

第 2 章で取り上げた P o l l i t t  a n d  B o u c ka e r t  ( 2 0 11 )などの行政

改革研究の文脈から韓国の事例を捉えるならば、韓国の開放

型職位制度は伝統的官僚制の影響が色濃い N eo - Web e r i a n  

S t a t e s の典型であり、 N P M を志向した改革を実施しながら

も改革の結果としては N P M モデルには至らなかった一例で

ある。  
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本論文全体の構成の中での本章の役割は、韓国の事 例分析

を通じて、ポジションシステムの 制度外形と運用の乖離、 運

用実態の多様性を示すことにある。 現代のポジションシステ

ムは N P M 志向の強い公務員制度改革の産物であるが、使い

方次第でキャリアシステムとほとんど変わらない運用も可能

であることが韓国の事例から見て取れる。 このようなポジシ

ョンシステムの運用上の柔軟性、自由度の高さは、 各国・各

組織レベルでの 公務員制度のモデルを指標化する際に厄介な

問題となる。  

第 2 章で議論したように、公務員制度のモデルと組織の業

績を分析するためには、各国・組織単位の公務員制度の測定・

指標化が必要となる。 D e m m k e  a n d  M o i l a ne n  (2 0 1 0 )や

Q ua l i t y  o f  G o v e r nm en t のデータなど、近年の 先行研究にお

いて主流の手法 は、ウェーバー型であるか否かを判定するこ

とにより各国の公務員制度 モデルの違いを測定する手法だが、

このような手法を用いた場合、韓国はどのように扱われるの

であろうか。  

制度外形に基づく指標化では、 韓国はポジションシステム

の公務員制度を有する国として扱われるかもしれないが、ア

ンケート調査を用いた場合、回答者により制度外形と運用実

態のいずれを念頭に置いたかによって、回答内容は大きく異

なることになる。あるいは、運用実態は ほとんどウェーバー

型のキャリアシステム と同様でありながら、非ウェーバー型

の公務員制度として測定される 可能性もある。 これらの問題

を回避するには、制度外形に基づいた測定・指標化ではなく、
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実際の運用実態を測定 する必要性がある。制度外形上、中途

採用が可能な制度になっているかどうかではなく、実際に中

途採用者がどの程度存在するかを測定しなければ、 中身の違

いを測定することは困難である。  

加えて、韓国では中途採用はわずかな割合しか観察されな

かったが、そのごくわずかな中途採用の中にも一定の傾向が

存在した。中途採用者 は当該政策領域に関連する職歴を有す

る人物が多く、N P M の理論が想定するような民間企業のマネ

ジメント技能を期待されての任用はほとんど観察されなかっ

た。本論文の整理に当てはめるならば 、N P M 型よりもネット

ワーク型の中途 採用が多く観察されたのである。つまり、政

府内部出身者が任用されておらずウェーバー型の公務員制度

ではないからといって、民間部門出身者が任用される N P M

型の運用がなされているとは限らないのである。  

この点は、公務員制度のモデルと組織の業績の関係を計量

的に分析する際に重要な問題となる。 仮にウェーバー型の公

務員制度の特徴を有する場合のダミー変数を ” 1 ”とし、特徴が

ない場合を ” 0 ”としよう。非ウェーバー型の公務員制度＝ N P M

型の公務員制度であるならば、この場合の ” 0 ”は N P M 型の公

務員制度を意味することになる。しかし 、韓国の事例から明

らかなように、政府外からの中途採用を行っている場合でも、

必ずしも N P M が想定する民間部門からの採用 が行われてい

るわけではない。非ウェーバー型のポジションシステムの運

用実態に多様性があるとすれば、 C ho  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )のような

先行研究はウェーバー型の効果を分析しているに過ぎず、
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N P M 型、あるいはネットワーク型 などポジションシステム特

有の効果は分析上考慮されていない。  

また、韓国の事例では中途採用者の任用先の職種にも一定

の傾向が存在した。開放型職位に指定された職位の中でも、

外部出身者が任用されやすいのはスタッフ部門＞政策実施＞

政策形成の順であり、中途採用者の活用の程度は、組織ごと、

職種ごとに濃淡が存在している可能性がある。韓国は中途採

用者そのものの母数が少ないため 、明確な傾向はわからない

が、次章では韓国とは対照的に、ポジションシステムの公務

員制度を有し、制度外形と同様に運用面でも開放的で中途採

用を多く活用しているイギリスの事例分析を行う。イギリス

の分析から、ポジションシステムの公務員制度が、制度外形

と運用実態の多様性のみならず、組織間、職種間においても

運用の多様性が存在することを明ら かにする。  
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第5章  イギリスのポジションシステム  
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第 1節  本章の概要  

本章ではイギリスを分析の対象に、ポジションシステムの

運用の実態を明らかにする。かつてのイギリスは 他の先進諸

国同様に、キャリアシステムを有する伝統的な官僚制 を採っ

ていた。しかし 、 1 9 8 0 年代以降の N P M の流行に伴い、イギ

リスの公務員制度は徐々にポジションシステムへと改革され

ていく。まず、 イギリスの公務員制度改革の経緯に簡単に触

れた上で、現在のイギリスの公務員制度の概要について説明

する。その上で、N P M の先進国ともいえるイギリスにおいて、

ポジションシステムの公務員制度がどのように運用されてい

るか、韓国同様に任用者の職歴データに基づいて分析する。  

職歴データの分析から、イギリスは 政策形成部門と政策実

施部門で中途採用の運用実態が異なること、政府の中枢であ

る政策形成の職位ではウェーバー型の運用が中心的であるこ

とを明らかにする。加えて、イギリス は政策形成部門ではウ

ェーバー型とネットワーク型、政策実施 部門はウェーバー型、

ネットワーク型、N P M 型が混在した運用がなされていること

が、職歴データの分析により示される。同じ 国の中でも組織・

職種により運用の類型は大きく異なるのである 。  

イギリスを事例分析の対象として選択したのは、 イギリス

が N P M の先進国として目される国であること、それにより

ポジションシステムを導入した先進諸国の中でも 、最も積極

的な中途採用を行っていると考えられるからである。最も

N P M の理念型に近いと考えられるイギリスにおいても、ウェ

ーバー型、ネットワーク型など N P M 型以外の運用が多数を
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占めていたり、組織・職種ごとに運用の多様性が存在したり

するのであれば、ポジションシステムの国々全体においても

ある程度同様の傾向が存在するのではないかという考えから、

N P M の理念型に近い国を選択した。  

また、国際比較の観点で言えば、 イギリスは日本と同様の

閉鎖的なキャリアシステムの公務員制度から、 韓国とは対照

的に、運用実態においても開放的な ポジションシステムへと

変化した事例である 。近年、ポジションシステムの導入が議

論される日本の文脈を踏まえ、韓国とイギリスの両国を事例

として選択している。  

 

第 2節  イギリスの公務員制度 の変遷  

 かつてのイギリスの 公務員制度は、伝統的な官僚制の典型

であった。 職員には 法律や経済などの個別分野の専門性より

も、一般的な教養が求められ、上位の職位 はオックスフォー

ド・ケンブリッジ大学で教養を学び、 大学卒業後にファース

トストリーム試験に合格した人材が占めていた。  

しかし、1 9 6 8 年のフルトン報告で従来の公務員制度の問題

が指摘され て以降、現在に至るまで継続的に 公務員 制度改革

が取り組まれてきた。フルトン報告 では公務員制度の主な問

題点として、①ジェネラリスト、アマチュア偏重の人材育成、

②職種区分の複雑さ、③科学者・エンジニア等の専門家に対

する責任と権限の不足、④マネージャーとしての管理技能を

有する人材の不足、⑤政府外との人材交流、配慮の不足、⑥
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人事管理・人事計画の概念の不足を指摘している。 フルトン

報告で指摘された問題点 の大部分は実現に至らず頓挫してい

るが (バーナム、パイパー  2 0 1 0 ,  1 3 )、報告で指摘された公務

員制度の課題は その後の制度改革においても中心的な議題と

して扱われることになる。  

1 9 7 9 年以降、サッチャー、メージャーと続く保守党政権下

の行政改革に より公務員制度も大きく変化する。保守党政権

は効果的・効率的な行政サービスの提供による支出の削減を

目標としており、公務におけるマネジメントの改善は他の政

策 と 比 べ て も 高 い 優 先 順 位 が 置 か れ て い た ( R i c h a r d s  1 9 8 7 ,  

2 3 )。その基本原理は真新しいものではなく、フルトン報告で

指摘されたものと同一である (君村  1 9 8 8 ,  6 8 )。  

1 9 8 2 年の F i na n c i a l  Ma na g em en t  I n i t i a t i v e では、①行政

サービスのコストに関する情報の把握、②管理職に対する財

務管理責任の委譲が掲げられた ( R i c h a r d s  1 9 8 7 ,  2 6 -2 7 )。現場

に近い実務レベルの管理職に財務管理の責任を移すことで、

効果的な資源の利用が行われることが期待されていた のであ

る。1 9 8 3 年には書記その他の下級職員の採用権限が各省に委

譲された (バーナム、パイパー  2 0 1 0 ,  2 0 5 )。そして、 1 9 8 9 年

の執行エージェンシー ( E x e c ut i v e  Ag en c y )創設と共に、エー

ジェンシーの長官 ( C h i e f  Ex ec u t i v e )に対する政府内外を通じ

た公募任用が導入される (総務省人事恩給局  2 0 11 ,  1 7 )。エー

ジェンシー長官の中途採用導 入以降、9 0 年代に入ると上級公

務員の中途採用が活発に行われるようになる ( I b i d . ,  4 2 )。  

その後の労働党政権期に、上級公務員の人数が拡大した影
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響も相まって、 現在は上級公務員全体の 2 2 % (2 0 1 2 年 4 月時

点 )、上級公務員の新規任用者の 3 -4 割は、前職が中央政府外

の中途採用者で占められている ( N a t i o na l  A u d i t  O f f i c e  2 0 1 3 ,  

1 6 - 1 7 )。  

 

第 3節  イギリスの公務員制度 6 7  

 本節では 上級公務員の任用関係を中心に、イギリスの公務

員制度の概要について説明する。 前章で取り上げた韓国は、

開放型職位制度により政府内外に開放する職位を指定し てお

り、それを除くと公務員になるルート は公務員試験による一

括採用に限定されていた。 イギリスの場合、 組織の中・下位

レベルにおいても中途採用が可能 なため、必ずしも議論を上

級公務員に限定する必要はない が、近年の先進諸国の行政改

革において 、中途採用の対象として議論の俎上に上がるのは

上級公務員が中心であること、韓国との比較上 、同じ上級公

務員の方が適していること、上級公務員は中・下位レベルの

公務員よりも組織への影響が大きいことから、上級公務員を

分析の対象とする。  

上級公務員の任用は 、各職位に空位が生じた際に、その都

度政府内外への 公募を通じて行われる (稲継他  2 0 0 8 ,  1 0 7 )。

                                                   

67 本節におけるイギリスの公務員制度の概要は、筆者が外部有識者として

参加した政府の人的資源管理等に関する検討会の 2010 年度の報告書を基に

執筆した。本文中で複数回引用している総務省人事恩給局 (2010)は、筆者が

共著者として、検討会の報告を基に報告書原案を執筆したものである。  
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特にトップ 2 0 0 と呼ばれる事務次官級とペイバント 3 (主に局

長級 )の職位は、原則として競争的かつ政府外も含めた公募と

することが定められている (総務省人事恩給局  2 0 11 ,  1 7 )。任

用に際しては、まず職務明細書と応募資格書が作成される。

職務明細書には 職務内容、勤務地、欠格条項等が記載される。

応募資格書には応募に当たって評価される経歴、職務上の資

格等が記載される。空位の情報はウェブサイト上に公表され、

職務明細、応募資格など任用に関する詳細な情報が掲載され

る ( I b i d . ,  2 2 )。総務省人事恩給局 がイギリスの実務家、専門

家、学者を対象に実施した インタビュー調査によれば、職務

明細書は採用後の職務内容を強く規定することに加え、職務

明細が定める当該職位の役割・必要な資格内容を基に採用者

の評価基準、人事評価の基準としても活用されているという。 

( I b i d . ,  4 2 -4 3 )。  

選考は省庁の幹部、公共機関またはその他の利益団体の代

表、独立審査人 ( I n de p e n de nt  P ub l i c  A p po i n t m en t  

A s se s so r s ) 6 8、当該職位に関連する専門家で構成された選抜

グループが担当する。 候補者の選定段階では、面接の実施が

義務付けられており、少なくとも 2 名以上の任用候補者を大

臣に提出する必要がある ( I b i d . ,  2 2 )。任用者の決定に際して、

大臣は候補者と面談することも可能であるが、独立審査人が

                                                   

68 独立審査人とは、公職任命コミッショナー事務局 (Office of 

Commissioner for Public Appointments)または省庁により採用され、同事

務局によって訓練・認証された者である。独立審査人は成績主義に基づく、

公正、公開、透明な任用過程の確保などの役割を担う (総務省人事恩給局  

2010, 22)。  
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同席し記録を残すことが 義務付けられている ( I b i d . ,  2 3 )。ま

た上位層の任用につい ては報道発表も必要とされている とい

う ( I b i d . ,  2 3 )。任用時の報道発表は本論文の職歴調査におい

て重要な情報源の 1 つであり、本論文の調査過程で確認した

限りでは、各省 ライン部門の局長級 ( D i re c t o r - G e ne ra l )の任

用に際しては各省のホームページで任用者の職歴、任用者に

対してのコメント (期待される役割などを含む )が掲載されて

いる場合が多い。  

韓国と同様に、イギリスも外部からの中途採用を行う場合、

内閣府の同意を得た上で同じ等級の中でも高い給与を支給す

ることが可能である (稲継他  2 0 0 8 ,  1 3 2 )。イギリスも民間部

門の給与水準が政府部門よりも高く、中途採用で人材を確保

するには内部出身者を任用する場合よりも給与を高く設定す

る必要があるためである (総務省人事恩給局  2 0 1 0 ,  2 6 )。中途

採用者と内部出身者の給与格差は上位の職位ほど大きく、最

大で 3 0 %以上となることもあり、職員間の摩擦が生じること

もあるという ( I b i d . ,  2 6 , 4 3 )。こうした中途採用の拡大により

生じた問題は近年問題視されており、給与格差の縮小、民間

部門よりも地方自治体やその他の公共部門からの中途採用を

増加すべきとの意見も出ている ( Ho u s e  o f  Co m m o n s  P ub l i c  

A dm i n i s t ra t i o n  Se l e c t  C o m m i t t e e  2 0 1 0 ,  3 )。  

政府の組織に外部から知識・技能を取り入れるには、中途

採用以外の手法も存在する。公務員の身分を有したままの政

府外への出向、あるいはその逆に政府外から政府への受け入

れを行う官民交流の募集を内閣府が実施している (稲継他  
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2 0 1 0 ,  1 2 0 )。しかしながら、公務員にマネジメントなど新し

く求められる能力を習得させるには時間と費用が掛かること

に加え、政府外でも活用できる能力を習得させることは人 材

流出の危険も伴うという ( I b i d . ,  1 3 2 )。  

 

第 4節  運用実態の分析  

第 1項  政府資料に基づく分析  

イギリスの場合、韓国と異なり中途採用の規模が大きいこ

ともあり、中途採用の運用実態に関する政府全体のマクロな

データが存在する。はじめに 既存の政府公表資料に基づきイ

ギリスにおける中途採用の運用実態を概観する。  

図  5 -1 は、イギリスの中央政府で新たに上級公務員として

任用された職員の出身別人数である。棒グラフは新規任用者

の出身部門別の比率を示しており、黄色の折れ線グラフは任

用数を示している。2 0 1 0 年の政権交代後は上級公務員の新規

任用数そのものが減少しているが、継続して外部出身者を 3 -4

割任用している。外部出身者は非営利・公共部門と民間部門

の 2 つに区分されており、年によるばらつきがあるものの、

非営利・公共部門と民間部門から同程度の中途採用があるこ

とが見て取れる。  

イギリス政府が公表している資料は 現在在職中の公務員の

前職が中央政府の各省であれば「内部 ( i n t e r na l )」、それ以外

であれば「外部 ( e x t e r na l )」という区分になっている。自治
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体や民間企業でキャリアの大半を積んだ人物であっても、一

度各省の上級公務員として任用された後に、政府内で別の職

位に異動した者は「内部」に含まれる。同様に、長らく公務

員として各省でキャリアを積んだ後に離職し、外部組織で就

業した後に再び公務員に戻った者も「外部」に含まれ ている。

なお後述する本論文独自の上級公務員の職歴調査では、こう

した出戻り型の公務員は稀であった。出戻り型の公務員より

も、自治体や民間企業など外部から各省の上級公務員となり、

その後 2 つ目の職位に異動して「内部」扱いとなっている職

員の方が多い傾向にある。従って 、政府外部の職歴が長い職

員の割合は政府公表資料の 2 0 . 7 %よりも、もう少し高い値で

あると推定される。イギリス政府が公表している資料のうち、

内部／外部でデータが区分されている資料は、キャリアを積

んだ期間の長短ではなく、前職の組織が政府内外のどちらか

であるかによってデータが区分・集計されている点に注意が

必要である。  
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図  5 -1  新規任用した上級公務員の出身別人数  

 

(出 典 )  N a t i o n a l  A u d i t  O f f i c e ,  2 0 1 3 .  B u i l d i n g  c a p a b i l i t y  i n  t h e  S e n i o r  C i v i l  S e r v i c e  t o  m e e t  t o d a y ’s  c h a l l e n g e s ,  1 6 ,  

F i g u r e  4 .  

ボ ラ ン テ ィ ア お よ び

広 義 の 公 共 部 門  
 

 

民 間 部 門  
 

政 府 各 省  

( % )  新 規 任 用 者 数  

新 規 任 用 者 総 数  
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 図  5 - 2 は、各職種における内部／外部比率を示したもの

である。棒グラフは 内部／外部出身者が占める割合を示し

ており、棒グラフエリア内の白抜き数字は実際の任用数を

示している。全体の平均として 2 2 %の外部出身者がおり、

特に I T、 財 務 等 の ス タ ッ フ 部 門 の 職 種 に 多 い 傾 向 が あ る 。

外部出身者の比率が高い職種は政府外の組織にも存在する

ものが多い傾向が見て取れる。  

逆に政策、法律、統計など中央政府特有の職種は 、内部

出身者の比率が高い。政府特有の職種 において、外部出身

者が少なくなる傾向は、公開競争を通じて当該職位に必要

な専門性が問われる任用方式の性質を考慮すれば妥当な結

果である。  

注意すべき点は、職種内に占める比率は低いものの政策

形成を担う職位において、 1 6 0 人もの外部出身者が上級公

務員として任用されていることである。表  5 - 1 は図  5 - 2 の

グラフを外部出身者の採用数順に並べ替えたものである。

人数ベースで比較すると、政策形成 と政策実施の職種でも、

多くの外部出身者が中途採用 されていることが分かる。こ

れらの職種は、 政府特有の知識・技能が必要とされ、外部

出身者は内部出身者よりも基本的に公開競争で不利となる

が、それでもイギリスでは多くの任用実績が存在する こと

が分かる。  

  



162 

 

図  5 -2  職種における内部・外部比率 ( 2 0 1 2 年 4 月時点 )  

 

(出 典 )  N a t i o n a l  A u d i t  O f f i c e ,  2 0 1 3 .  B u i l d i n g  c a p a b i l i t y  i n  t h e  S e n i o r  C i v i l  

S e r v i c e  t o  m e e t  t o d a y ’s  c h a l l e n g e s ,  1 7 ,  F i g u r e  5 .  

  

IT  
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政 策 実 施  
 

プ ロ ジ ェ ク ト 実 施  

 

経 済  
 

政 策 形 成  
 

法 律  

 

統 計  

 

税 務  
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外 部 出 身 者 率 の 平 均 値 2 2 %ラ イ ン  

( % )  外 部 出 身  棒 グ ラ フ 内 の 数 字 は 任 用 者 数  
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表  5 -1  各職種における内部・外 部比率 (外部出身者数順 )  

職 種  外 部 出 身  内 部 出 身  

政 策 形 成  160  895  

政 策 実 施  152  342  

財 務  92  112  

IT  53  47  

人 的 資 源 管 理  39  84  

プ ロ ジ ェ ク ト 実 施  33  127  

医 療  30  42  

広 報 ・ マ ー ケ テ ィ ン グ  28  43  

調 達 ・ 契 約 管 理  23  30  

科 学 ・ 工 学  22  47  

法 律  17  290  

経 済  13  67  

計 画  9  17  

不 動 産 資 産 管 理  7  7  

知 識 情 報 管 理  5  10  

統 計  2  41  

税 務  0  103  

(出 典 )  N a t i o n a l  A u d i t  O f f i c e ,  2 0 1 3 .  B u i l d i n g  c a p a b i l i t y  i n  t h e  

S e n i o r  C i v i l  S e r v i c e  t o  m e e t  t o d a y ’s  c h a l l e n g e s ,  1 7 ,  F i g u r e  5 に

基 づ き 筆 者 作 成 。  

 

 ここまでの政府資料により、イギリスの上級公務員には相

当数の非営利・公共部門あるいは民間部門からの 中途採用者

が存在すること 、政府特有の職種である政策形成・実施部門

でも政府外からの中途採用を行っていることが 示された。し
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かし、イギリス政府の資料からでは、政府全体の運用傾向は

分かるものの、 どのような職種にどのような職歴・出身部門

の任用者が活用されているのかという 、運用パターンの詳細

は分析することができない。 非営利・公共部門と民間部門の

双方から中途採用があること、スタッフ部門の外部出身者率

が高いことから、ネットワーク型、N P M 型、専門職型のいず

れかの運用類型が活用されている ことはうかがえるが、個別

類型の活用の程度を類推するには 、政府資料は不十分である。 

そこで本論文は 、韓国の事例と同様に、イギリスの上級公

務員を対象に独自の職歴調査を実施した。韓国との比較の観

点に加え、N P M の先進国と目され、実際に中途採用者も多い

イギリスにおいて、N P M 志向の強い公務員制度であるポジシ

ョンシステムがどのように運用されているのか を検証する。  

 

第 2項  職歴調査に基づく分析  

 本節では、イギリスの上級公務員における中途採用の運用

実態を、任用者の職歴データを用いて分析する。本論文では、

イギリスの上級公務員のキャリア構造を分析する上で、数次

にわたり分析目的に応じた職歴調査を実施している。 第一次

職歴調査は、「トップ 2 0 0」と呼ばれる事務次官級・局長級職

位の任用者を対象に実施した。トップ 2 0 0 に該当する職位の

任用は公務委員会 ( C i v i l  S e rv i c e  Co m m i s s i o n ) 6 9の承認が必

                                                   

69 2010 年に設置。2010 年以前は Civil Service Commissioners が役割を担

っており、本論文が調査に用いたのも Civil Service Commissioners 時代に
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要とされているため (総務省人事恩給局  2 0 1 0 ,  1 7 )、公務委員

会の年次報告書には当該年度 中に任用されたトップ 2 0 0 職員

の一覧が掲載されている。第一次職歴調査では 、公務委員会

の 2 0 0 5 -2 0 0 6 年度から 2 0 0 9 - 2 0 1 0 年度までの 5 年分の年次報

告書を基に、同期間にトップ 2 0 0 の職位に任用された上級公

務員の職歴を調査した 7 0。ウェールズ、スコットランド政府

の上級公務員は運用 傾向が異なるため調査対象から除外した。 

調査対象者の職歴は、その人物の任用／離職時の政府広報

資料、業界紙のインタビュー記事 などを利用して調査してい

る。職歴に関する情報は、調査対象となる当該 職位の任用／

離職時だけでなく、離職直後の転職先、 さらにその次の転職

先と、異動す るたびに何らかの媒体に掲載されることが多く、

特に政府外から中途採用され た人物については 、こうした異

動時の報道を元に過去の職歴を確認している 。また、近年は

インターネットを活用した 求職活動が活発化していることも

あり、L i n ke d I n と呼ばれるソー シャル・ネッ トワ ーキング・

サービス上で自らの職歴を公開している ケースも多い。中途

                                                                                                                                                     

出版された年次報告書である。  

70 本来であれば、組織図や職員名簿を基に、公開競争の対象となる職位を

リストアップするのが望ましい。しかし、事務次官 (Parmanent Secretary)、

局長 (Director-General)、エージェンシーの長官 (Chief Executive)等は役職

名から職位のグレードが判別できるものの、スタッフ機能を担う職位は役職

名が多様であり、グレードの高低を判別することが困難である。ライン／ス

タッフ部門の別を問わず、上級公務員全体の運用傾向を概観するためには若

干の偏りはあるものの公務委員会の年次報告書を用いる方が望ましいと判

断し第一次調査はこのような手法をとっている。  
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採用者は公務退職後も転職を繰り返す傾向にあり、こうした

サービスを積極的に活用しているものと思われる。  

一方、大卒後すぐに公務員となった政府内出身の上級公務

員は、こうしたサービスを活用している人物が少ない。その

ため、内部出身者の職歴はインターネットを通じた調査に加

えて、イギリス の D o d ’s 社が毎年秋に発行している D o d ’s  

C i v i l  S e rv i c e  C o m pa n i o n というイギリス版の政官要覧を利

用して調査している。D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n には各

部署の組織図、管理職の名前に加えて、上級公務員の職歴が

記載されている。ただし、情報の細かさには個人差があり、1

年単位で詳細な職位名が記載されている人物もいれば、担当

期間が不明瞭なまま 、過去に経験した主な職位だけが記載さ

れている人物もいる。 上記の調査方法により、最終的に調査

対象者 11 0 人のうち、 1 0 1 人の職歴情報を収集することがで

きた。  

 表  5 -2 は第一次職歴調査で調査の対象となった 1 0 1 職位を

タイプ別、職歴別に整理したものである。 調査対象が新規任

用者に限られるため、表  5 - 1 の上級公務員全体の傾向と比べ

るとスタッフ部門の職位の比率が高いデータ構成となってい

る。これは政府外出身者の方が内部出身者よりも 在職年数が

短い 7 1ことに起因していると考えられる。 表  5 -1 に示されて

いる通りスタッフ部門の職位は政府外出身者の比率が高いた

                                                   

71 内部出身者の在職年数の中央値は 5.3 年であるが、政府外出身者の在職

年数の中央値は 3 年である (House of Commons Public Administration 

Select Committee 2010,  68)。  
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め、在職年数も短く、頻繁に新規任用が生じるため新規任用

者に占める比率が高くなる。 政策形成のカテゴリは、主に各

省の事務次官、局長の職位が含まれている。政策実施のカテ

ゴリは、主に執行エージェンシーの長官であるが、歳入関税

庁 ( H M R ev en u e  a n d  C u st om s )のように政策実施を担う一部

組織の職位も含まれている。ス タッフ部門の職位は、財務、

I T、人事などの職位に加えて、科学顧問の職位が含まれてい

る。  

 職歴の区分は整理の都合上、調査対象者のキャリアの中で、

最も経験年数が長い職歴カテゴリに分類している 7 2。イギリ

スの公務員のキャリアは 、日本や韓国と比べると多様性に富

んでおり、公共部門から中央政府に中途採用され、1 0 年以上

の経験がある職員や、民間企業の経験を数年積んだ後に公務

員試験を受け、 エントリーレベルから中央政府の各省公務員

となった職員、教員から地方自治体を経て中央政府に中途採

用された職員など、韓国のように出身組織別に 整理する手法

が通用しない部分も数多い。本章での整理法はあくまでも全

体を概観するための便宜的なものであり、8 章、9 章の計量分

析では、より精緻な指標化を行っている。  

表  5 -2 の政府内公務員のカテゴリは、主に各省の公務員で

占められているが、エージェンシー出身の公務員も含まれて

                                                   

72 民間部門から各省の上級公務員に中途採用され、政府内の別の職位の公

募に応募し任用されたようなケースは、民間部門扱いで分類している。この

ようなケースは政府の公式資料では、直近の所属が政府内のため内部

(internal)扱いとなっているため注意が必要である。  
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いる。公共部門 カテゴリの中身は多様であり、学校教員、地

方自治体職員、非営利組織など、中央政府以外の公共部門は

全てこのカテゴリに分類される。 公共部門出身者は複合的な

キャリアを積んでいる者が多く、学校教員から地方自治体へ

転職し、上級公務員になるケースや、地方自治体から非営利

組織を経て上級 公務員になるケースなど多種多様である。  

学者・研究者のカテゴリには、大学に所属する学者、研究

機関に所属する研究者が含まれている。韓国の場合には民間

企業の技術者的性格の強い研究者が任用者に含まれていたが、

イギリスの場合はそうした任用者は調査対象者の範囲には含

まれておらず、大学所属の研究者が中心である。学者・研究

者がスタッフ部門に多いのは、各省の科学顧問がスタッフ部

門の職位に含まれているためである。スタッフ部門の半数以

上は民間企業出身者であり、調査対象の職位と同 一の職種を

複数の民間企業で経験してきた人物が多い。
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表  5 -2  任用先職位のタイプと任用者の主な職歴  

 

任 用 者 の 主 な 職 歴  

合 計  

政 府 内 公 務 員  民 間 企 業  そ の 他 公 共 部 門  学 者 ・ 研 究 者  

任 用 先  

政 策 形 成  23  4  9  3  39  

政 策 実 施  9  8  2  0  19  

ス タ ッ フ 部 門  5  26  5  7  43  

合 計  37  38  16  10  101  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

表  5 -3  職位のタイプと中途採用の運用類型  

 

 

政 府 内  政 府 外  
合 計  

ウ ェ ー バ ー 型  ネ ッ ト ワ ー ク 型  Ｎ Ｐ Ｍ 型  専 門 職 型  分 類 不 可 能  

政 策 形 成  23  14  1  0  1  39  

政 策 実 施  9  3  5  1  1  19  

ス タ ッ フ 部 門  5  1  1  35  1  43  

合 計  37  18  7  36  3  101  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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 表  5 - 3 は、職位のタイプと中途採用者の運用類型を整理し

たものである。政策形成の職位は内部出身者を重視したウェ

ーバー型の運用が多いことが分かる。 ポジションシステムの

イギリスといえど、政府の中枢である政策形成の職位は、政

府内部で育成された公務員が重視されていることが見て取れ

る。しかしながら、当該職位と関連するステークホルダー や、

同一政策領域での職業経験を重視したネットワーク型の運用

も一定程度存在する。当該政策領域に関して全く知識・技能

を持たない民間企業経験者が中途採用された N P M 型の運用

は 1 例だけであった 7 3。  

政策実施の職位は他と比べて N P M 型の運用が多い。エー

ジェンシーの長官などは、政策領域の知識よりも組織管理の

マネジメント技能が期待されているものと思われる。  

スタッフ部門の職位は専門職型の運用が多い。官民組織に

共通の財務、人事、 I T などの職種でキャリアを積んできた人

物が政府外から採用されてい る。分類不可能な 3 例は、本論

文が想定していた 4 つの類型のいずれにも当てはまらない例

である。いずれも過去の職歴と現職の関連性が低いことに加

えて、公共部門 出身でマネジメント技能に期待されたとも考

えにくいため、どのような知識・技能に期待した中途採用か

判別が困難であった 7 4。  

                                                   

73 唯一の例は、映画等の CG 制作会社を起業した経営者が、規制改善局長

に任用されたケースである。  

74 3 人のうち 1 人目は、内務省の移民・国籍管理局長に任用された人物で、

法律家としての職歴が長く、その後に 2 つの地方自治体で事務総長 (Chief 
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 第一次職歴調査の結果 、政策形成の職位が政府内出身のウ

ェーバー型の比率が最も高く、スタッフ部門の職位は政府外

から当該職種の専門家が中途採用される専門職型の比率が高

いことが明らかとなった。スタッフ部門の職位は、財務、人

事、 I T など政府内外を問わず共通の職種が多いことから、当

該職種の専門家としてキャリアを積んだ人物が中途採用され

る比率が高いのも妥当な結果である。政策形成の職位は政府

特有の職務が多く、当該政策領域の知識や政策形成の技能が

求められると考えられる。そのいずれも持たない民間企業出

身者を中途採用する N P M 型はほとんど観察されなかった。

一方、政府のステークホルダーや当該政策領域における政府

外の組織で職歴を積んだ人物が数多く中途採用されており、

ネットワーク型の運用が一定割合観察された。  

 第一次職歴調査は、各年度の新規任用者のリ ストを用いて

調査対象を選択したため、職位名で上級公務員かどうかを判

別できない職位も含めて万遍なく調査できる反面、在職年数

が短い職位ほど調査対象に多く含まれる問題点がある。その

                                                                                                                                                     

Executive)を務めた人物である。2 人目は、教員から地方自治体の教育部門、

財務省に中途採用され公共サービス担当を務めた後に、首相付きの供給ユニ

ット長 (Prime Minister ’s Delivery Unit )に任用された人物である。同組織

は政府の行政サービス供給を監視・報告する組織であり、具体的には業績測

定の制度である Public Service Agreements の目標達成の手助けを担う。 3

人目は、学校の教員として 3 年勤めた後に、NHS 関係機関や貿易産業省

(Department for Trade and Industry)、保健省 (Department of Health)な

どで、主に広報の職位を経験し、大卒後 21 年 (推定 43 歳前後 )で内閣府の事

務次官に任用された人物である。3 人とも過去の職歴と現職との間に明確な

関係が見いだせず、どのような知識・技能が期待されたのか、特定の運用類

型に当てはめることが困難であった。  
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ため調査対象の職位の中で、政策形成・政策実施の職位の割

合が相対的に少ない。  

そこで、政府内の役割としてはスタッフ部門よりも重要な 、

政策形成・政策実施の職位の運用傾向について 、さらに詳細

な分析を行うために、第二次職歴調査を実施した。 第二次職

歴調査の対象はイギリス中央政府 7 省 7 5の、事務次官

(P e rm a n en t  Se c r e t a r y )、政策形成 に関わる職位の局長

(D i r e c t o r -G e ne ra l )、課長 ( D i re c t o r )、当該省が管轄し政策の

実施を担う執行 エージェンシーの長官 ( C h i e f  Ex e c ut i v e )に在

職する上級公務員である。 この他にも公募を通じて任用され

る上級公務員は存在するが、外形的な職位名から上級公務員

であるかどうかを判断できないため調査の対象に含まれてい

ない。  

調査対象者は、前述の D o d ’s 社が毎年秋に発行している

D o d ’s  C i v i l  Se r v i c e  Co m pa n i o n を参考に抽出している。調査

                                                   

75 調査対象としたのは副首相府 (Office of the Deputy Prime Minister、

2006 年よりコミュニティ・地方自治省 :  Department for Communities and 

Local Government に省名変更 )、文化・メディア・スポーツ省 (Department 

for Culture, Media and Sport )、環境・食糧・農村地域省 (Department for 

Environment, Food and Rural Affairs)、保健省 (Department of Health)、

貿易産業省 (Department of Trade and Industry)、運輸省 (Department for 

Transport)、雇用年金省 (Department for Work and Pensions )の 7 省とそれ

らが管轄するエージェンシーである。省の名称は 2003 年秋時点のものであ

る。これらの 7 省はいずれも国内向けの行政サービスを提供している省であ

り、業界紙等の情報が豊富であり職歴の捕捉が比較的容易であることから選

択した。本来であれば全ての省を対象にすべきところであるが、書籍から詳

細なデータが入手できない人物の調査には膨大な時間が掛かるため、比較的

調査が容易な一部の省のみを調査対象としている。  
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対象の選択に使用したのは 2 0 0 3 年、2 0 0 5 年、2 0 0 6 年秋 7 6に

発行されたものである 7 7。対象となる職員の職歴を調査し、

過去に現職と同一の政策領域の職業経験があるか、現職と同

一の省あるいはエージェンシー 7 8／中央政府の他省 7 9／地方

自治体／その他のエージェンシー／非省庁型公共機関

(N on -D e pa r t m e n t a l  P ub l i c  B o dy )／ N H S 関連組織  ・病院 8 0／

その他の公共団体 8 1／大学教授・医師／小中学校教員／民間

企業等の勤務経験があるかどうかを集計した。 第一次職歴調

査と異なり、第二次職歴調査の対象者は政府内出身者が多か

ったため、ほとんどの職歴情報はこちらから入手している。

ただし、同書には公務員経験が長い人物は詳しい職歴が記載

されているものの、外部出身者の情報は薄い傾向がある。不

足する職歴情報は第一次職歴調査と同様に、任用／離職時の

報道等を利用して補っている。 調査対象期間が 2 0 0 3 年秋

- 2 0 0 6 年秋と若干古い時期を対象にしているのは、こうした

                                                   

76 Dod ’s Civil Service Companion は 2003 年版から刊行されており、 2004

年版は刊行されていないものの、 2005 年以降は現在まで毎年刊行されてい

る。  

77 そのため、Dod ’s Civil Service Companion の各バージョンの間の期間に

就任し、短期間で離職した職員が存在した場合は調査対象に含まれない。  

78 当該機関がエージェンシー化される以前の勤務経験もエージェンシーの

経験として集計している。  

79 Regional Office を含む。  

80 NHS Executive, District Health Authority, Regional Health Authority, 

NHS Trust など。  

81 政府から補助金を受けて社会住宅を建設する住宅協会、NGO などの公的

性格の強い組織。  
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調査方法上の制約が一因である。 公務員を離職後に転職した

回数が多いほど 、職歴が報道される機会が多いため、離職か

ら時間が経過した職員の方が多くの情報源から情報を集める

ことが可能となる。  

調査対象者数は のべ 2 2 2 人で、そのうち任用者の職歴情報

が十分に集まったのはのべ 1 8 8 人 ( 8 4 . 6 % )である。1 8 8 人のう

ち 1 3 人は調査対象期間中に異動があった関係で、調査対象に

2 度選ばれている。そのため調査対象者の実数は 1 7 5 人であ

る 8 2。  

 表  5 - 4 は政策形成を担う各省の事務次官・局長・課長、政

策実施を担うエージェンシーの長官の各職位における、任用

者の主な職歴を示したものである。政策形成の職位は各省公

務員として長いキャリアを積んだ人物が任用される傾向にあ

り、特に上位の職位になるほどその傾向が強くなることが分

かる。政府外から任用される場合は、民間部門よりも 公共部

門で長くキャリアを積んだ人物が任用されている。  

一方、エージェンシー 長官になると 、運用の傾向が大きく

異なることが分かる。政府内出身者が重視される政策形成の

職位に対し、政策実施を担うエージェンシー長官の職位は、

政策実施の経験が長いエージェンシー出身者をほとんど任用
                                                   

82 本論文の調査目的は、どのような職歴の人物が政策形成・政策実施を担

う上級公務員に任用されているのか明らかにすることであり、異動により 2

度目の調査対象となった場合は同一の人物を 2 度調査対象としている。ただ

し同一の人物であっても、 2 度目の調査対象となる場合は、 1 度目の調査対

象となった職位の職歴を加えた上でデータを作成しており、1 度目と 2 度目

のデータは中身が異なっている。  
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していない。エージェンシー長官の多くは政府外からの任用

であり、特に民間部門で長くキャリアを積んだ人物が多い傾

向にある。  

表  5 -5 は各省の政府内・政府外出身者数を示したものであ

る。エージェンシー長官は含まれていない。省により運用の

傾向が異なることが分かる。副首相府は地方自治を担う関係

で公共部門の出身者が多い。目を引くのは保健省の外部出身

者率で、政策形成を担うライン部門の事務次官・局長・課長

の 8 7 %が 外 部 出 身 者 で あ る 。 公 共 部 門 の 割 合 が 高 い の は 、

N a t i o na l  H ea l t h  Se rv i c e s  (N HS )でキャリアを積んだ人物が

多く含まれているためである。貿易産業省、運輸省は民間部

門と比較的関係が深い省であり、民間企業出身者が存在する。



176 

 

表  5 -4  各職位と任用者の主な職歴  

 

任 用 者 の 主 な 職 歴  

合 計  

(人 数 )  

政 府 内  政 府 外  

各 省 公 務 員  エ ー ジ ェ ン シ ー  民 間 企 業  公 共 部 門  学 者・研 究 者  

任 用 先  

事 務 次 官  11  0  0  2  0  13  

局 長  20  1  1  5  1  28  

課 長  78  0  4  20  0  102  

エ ー ジ ェ ン シ ー 長 官  10  6  14  11  4  45  

合 計 (人 数 )  119  7  19  38  5  188  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  
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表  5 -5  各省の政府内・政府外出身者数  

 

任 用 者 の 主 な 職 歴   

政 府 内  政 府 外   

各 省 公 務 員  エ ー ジ ェ ン シ ー  民 間 企 業  公 共 部 門  学 者 ・ 研 究 者  外 部 出 身 者 率  

副 首 相 府  23/32  -  -  9/32  -  28%  

文 化 ・ メ デ ィ ア ・ ス ポ ー ツ 省  7/8  -  -  1/8  -  13%  

環 境 ・ 食 糧 ・ 農 村 地 域 省  22/24  1/24  -  1/24  -  4%  

保 健 省  2/15  -  1/15  11/15  1/15  87%  

貿 易 産 業 省  28/32  -  2/32  2/32  -  18%  

運 輸 省  17/22  -  2/22  3/22  -  23%  

雇 用 年 金 省  10/10  -  -  -  -  0%  

*省 名 は 全 て 2 0 0 3 年 秋 時 点 。  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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 表  5 - 6 は、当該政策領域の職業経験がある任 用者の割合を

示したものである。例えば、事務次官に任用された各省公務

員の場合、「 5 / 11」という表記は任用された 11 人のうち 5 人

が当該政策領域の職業経験を有していること を示している。  

政策形成の職位である事務次官・局長・課長の職位は、各

省公務員が任用される場合と、政府外出身者が任用される場

合とで傾向が異なる。政府内出身の各省公務員が任用される

場合、当該政策領域に関連する職業経験がない人物が半数程

度任用されている。しかし 、政府外出身者が任用される場合

は、ほぼ 1 0 0 %に近い割 合で当 該政策領 域の職 業経験が ある

人物が任用されている。政府内出身の各省公務員は、当該政

策領域の素人であろうとも、政策形成の技能が評価され任用

されているものと考えられる。政府外出身の人物は、政府特

有の政策形成の技能がないた め、当該政策領域の知識がなけ

れば任用されないのであろう。ポジションシステムの中でも、

政府の中枢を担う政策形成の職位においては、キャリアシス

テムの国々と同様に、当該政策領域の素人かつ政策形成職位

の専門家である内部育成の公務員が今なお存在していること

を示す結果である。  
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表  5 -6  当該政策領域の職業経験がある任用者の割合  

 

任 用 者 の 主 な 職 歴   

政 府 内  政 府 外  
合 計  

(人 数 )  各 省 公 務 員  エ ー ジ ェ ン シ ー  民 間 企 業  公 共 部 門  学 者 ・ 研 究 者  

任 用 先  

事 務 次 官  5/11  -  -  2/2  -  7/13  

局 長  9/20  1/1  1/1  5/5  1/1  17/28  

課 長  48/78  -  4/4  19/20  -  71/102  

エ ー ジ ェ ン シ ー 長 官  4/10  6/6  6/14  7/11  4/4  27/45  

合 計 (人 数 )  66/119  7/7  11/19  33/38  5/5  
122/18

8  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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表  5 - 7 は、各職位とその運用類型の関係を示したものである。

まず、ウェーバー型の運用類型は、政府内出身者が任用され

た場合に該当するので、表  5 -4 の各省公務員・エージェンシ

ーの人数を合算したものとなっている。 全体の多数を占めて

いるのが、ネットワーク型の運用である。政府外からの任用

は、ウェーバー型以外の類型を合計した 6 2 人であるが、3 分

の 2 を占める 4 3 人は、任用先の職位の 政策領域に関する何

らかの職歴を有しており、ネットワーク型の運用に該当する。

政策形成・政策実施の経験が少ない 政府外出身者といえども

全くの素人ではなく、何かしら政 府外で当該政策領域に関す

る職業を経験した人物が多いのである。  

一方、当該政策領域に関係する職業経験がない人物も少数

であるが任用されている。エージェンシーの長官には、当該

政策領域の職業経験がなく、民間企業で主なキャリアを積ん

だ人物が任用されており、N P M 型の運用が確認できる。専門

職型に分類される人物は、いずれも学者・研究者で研究機関

のエージェンシー長官に任用されている。分類不可能な 5 例

は、任用先の職位と職歴の間に明確な関係がないことに加え、

民間企業で主なキャリアを 積んだわけでもなく ( N P M 型には

該当しない )、公共部門から中途採用されている。 5 例の一部

は、類型の妥当性ではなく職歴の測定方法が原因で分類不可

能となっている 8 3。

                                                   

83 政府外でのキャリアが長く、本論文の分析カテゴリ上は政府外出身者に

分類されるものの、各省の公務員になってから 10 年程度経過しており、実

際には内部出身者と同等に扱われていると思われる事例などである。  
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表  5 - 7  各 職 位 と 任 用 者 の 運 用 類 型  

 

 政 府 内  政 府 外  合 計  

(人 数 )  
ウ ェ ー バ ー 型  ネ ッ ト ワ ー ク 型  Ｎ Ｐ Ｍ 型  専 門 職 型  分 類 不 可 能  

任 用 先  

事 務 次 官  11  2  0  0  0  13  

局 長  21  7  0  0  0  28  

課 長  78  23  0  0  1  102  

エ ー ジ ェ ン シ ー 長 官  16  13  8  4  4  45  

合 計 (人 数 )  126  43  8  4  5  188  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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第 3項  小括  

本節では、イギリスのポジションシステムの運用実態を 、

職歴データから 分析してきた。 イギリスの制度 運用は、政

策形成、政策実施、スタッフ部門ごとに大きく異なる。  

政策形成の職 位 では、政府内 出 身者の比率が 高 く、政策

形成の技能を重 視し たウェーバ ー型の運用が中 心である。

ポジションシス テムの国といえ ども政策形成の 職位では、

閉鎖的なキャリ アシステムの国 々と同様に政府 内で育成さ

れた公務員が重視されているのである。  

とはいえ、政 策 形成の職位に お いても 、一定 程 度中途採

用が存在する。 政府外からの任 用は 、当該政策 領域の知識

を重視して行わ れており、政府 外のステークホ ルダーや公

共部門の経験者 が任用される 、 ネットワーク型 の運用が観

察された。また 、省レベルで見 ると保健省のよ うに極端に

ネットワーク型 の割合が高い省 があり、組織ご とに運用の

傾向に差異があ る。政府外出身 者には当該政策 領域の知識

が要求される反 面、政府内出身 者には必ずしも 当該政策領

域の経験が要求 されるわけでは なく、政策形成 の技能を有

する政府内出身 者と 、それを持 たない政府外出 身者で期待

される役割・能 力が異なると考 えられる。 任用 制度そのも

のは同じポジションシステムであっても、組織、職位ごと、

あるいは同じ職 位でもその時々 の事情に応じて 、多様な運

用が行われているものと思われる。  

政策実施の職 位 では、様々な 運 用類型が混在 し ている。

他職位と比べて 相対的に、任用 先の職位とこれ までの職歴
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との間に全く関 係がないケース が目立つ。この うち民間企

業出身者は、組織の マネジメント技能に期待した N P M 型

の運用である。 執行エージェン シーの長官には 政策実施の

現場レベルの知 識 よりも、与え られた目標達成 に向けた組

織のマネジメントが期待されているものと考えられる。  

スタッフ部門 の 職位では、当 該 職種の専門家 が 任用され

る傾向が明確に 表れている。官 民組織に共通の 職種が多い

スタッフ部門の 職位は、最も政 府外からの中途 採用になじ

むものと考えられる。  

イギリスの事 例 から、ポジシ ョ ンシステムの 公 務員制度

は、 キャリアシ ステムのように 政府全体で統一 された運用

実態が存在する ものではなく、 職務内容、組織 が 置かれた

環境によって運用に幅のある制度であることが分かる。  

 

第 5節  イギリスのポジションシステムと組織の業績  

 管見の限りで は、イギリスを 対象に公務員の 職歴と組織

の業績の関係を 取り扱った研究 は存在しない。 ただし 、個

人レベルの業績 と職歴との関係 について言及し ている政府

資料が存在する 。イギリス では 、 政府外部出身 者と業績の

関係が近年問題となっており、下院の行政委員会 ( Ho u s e  o f  

Co m m o n s  P ub l i c  A dm i n i s t ra t i o n  Se l e c t  C om m i t t ee )が外

部出身者の任用 と 個人レベルで の 業績の関係を 取り上げて

いる。その背景には、2 0 0 7 年の経済危機以降の厳しい財政

事情があり、上 級公務員の人件 費も支出削減の 対象にあげ
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られている。イ ギリスは優秀な 上級公務員を外 部から 任用

するために、政 府外 出身者には 政府内 出身の公 務員よりも

高い給与を支払 っている。支出 削減の圧力が高 まる中、高

給取りの政府外 出身者がその報 酬に見合った働 きをしてい

るかが問題視されているのである。  

表  5 -8 は、政府内出身の公務員と 、政府外出身の公務員

の個人レベルの 業績を比較した ものである。任 用されてか

らの期間が長く なるほど 、業績 も良くなる傾向 があ る。個

人レベルの業績 でいえば、政府 外出身者の方が 業績の分散

が大きく当たり 外れの個人差が あること、内部 ・外部の出

身の違いによる 業績の大きな差 は存在しないこ とが分かる。 

個人レベルの 業 績につい ては 政 府資料で各任 用 者の成績

が公表されてい るものの、肝心 の組織レベルで の業績につ

いては政府資料 、学術研究とも に不足している 。前章でも

言及したが、政 府外からの任用 者が与える影響 は任用者当

人の個人レベル にとどまらず、 組織レベルの業 績に影響を

与えることが想定される。我々が本来明らかにしたいのも 、

ポジションシス テムの公務員制 度による政府外 からの任用

が、組織レベル の業績に与える 影響である。こ うした先行

研究の課題を踏まえた上で、本論文では 第 8 章、第 9 章に

おいてイギリス を対象に、上級 公務員の職業経 験と組織の

業績に関する計量分析に取り組んでいる。
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表  5 -8  上級公務員の出身・勤続年数別の業績  

勤 続  

年 数  
1 年 未 満  1～ 2 年  2～ 3 年  勤 続 年 数 3 年 未 満 の 平 均  

業 績  

評 価  
1  2  3  4  平 均  1  2  3  4  平 均  1  2  3  4  平 均  1  2  3  4  平 均  

内 部  

出 身  
1 0 . 4  3 9 . 8  4 5 . 4  4 . 4  2 . 4 4  2 2 . 4  4 4 . 3  3 0 . 2  3 . 2  2 . 1 4  3 3 . 7  4 1 . 5  2 2 . 3  2 . 5  1 . 9 4  2 2 . 6  4 2 . 1  3 2 . 0  3 . 3  2 . 1 6  

外 部  

出 身  
1 0 . 2  4 2 . 0  3 9 . 8  8 . 0  2 . 4 6  2 3 . 0  4 7 . 0  2 5 . 0  5 . 0  2 . 1 2  2 9 . 5  4 8 . 4  2 0 . 0  2 . 1  1 . 9 5  2 1 . 2  4 5 . 9  2 7 . 0  4 . 9  2 . 1 4  

合 計  1 0 . 4  4 0 . 5  4 3 . 8  5 . 4  2 . 4 4  2 2 . 5  4 4 . 9  2 9 . 0  3 . 6  2 . 1 4  3 2 . 6  4 3 . 2  2 1 . 8  2 . 4  1 . 9 4  2 2 . 3  4 3 . 1  3 0 . 9  3 . 7  2 . 1 6  

(出 典 )  C a b i n e t  O f f i c e ,  2 0 11 .  S e n i o r  C i v i l  S e r v i c e :  A n n e x e s ,  3 1 ,  Ta b l e  E 1 を 元 に 筆 者 作 成 。  
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第 6節  イギリスと韓国の比較  

前章と本章で は 、ポジション シ ステムの運用 実 態を明ら

かにするため、 韓国とイギリス の事例を分析対 象として取

り上げた。前章で取り上げた韓国との比較の観点でいえば、

イギリスは制度 外形のみならず 運用面でも政府 外から数多

くの上級公務員 を任用している 。ウェ ーバー型 の運用が多

く、 実質的には キャリアシステ ムに近い韓国に 比べて 、イ

ギリスはポジシ ョンシステムの 理念型に近い公 務員制度で

あるといえる。韓国はポジションシステムの国々の中でも 、

閉鎖的なキャリ アシステム寄り の運用、イギリ スはポジシ

ョンシステムの 理念型に近い運 用をしており、 同じポジシ

ョンシステムの 中でも 、運用次 第で相当な多様 性が存在す

ることが示され た。 また、イギ リスの事例から は、 同じ制

度下にあるイギ リス中央政府内 でも、職務内容 、組織ごと

に制度運用に多様性があることが明らかになった。  

韓国とイギリ ス は対照的、両 極 端な事例では あ るが、政

府外からの任用 者に対する運用 に は、重要な共 通点が観察

された。いくつ かの職種の中で も、政策形成の 職位におい

ては特にウェー バー型の運用が 重視されている 点である。

韓国、イギリス 共に、政策形成 の職位では、政 策実施やス

タッフ部門の職 位に比べて、政 府内出身者が多 く任用され

る傾向にある。 中途採用の多い イギリスでさえ 、一部の省

の例外を除き、政策形成の職位の 8 割程度がウェーバー型

の運用である。 政策形成の職位 の任用者のうち 、政府内出

身者には当該政 策領域の知識が 要求されていな いことから、

政策の知識より も政策形成の技 能そのものが期 待されてい
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ることも示されている。  

また、政策形 成 ・政策実施の 職 位に対して主 な キャリア

を政府外で積ん だ人物を任用す る場合、当該政 策領域に関

する知識を重視 するネットワー ク型の運用が多 い点 も両国

に共通する特徴 である 。行政改 革研究の領域に おいて、キ

ャ リ ア シ ス テ ム か ら ポ ジ シ ョ ン シ ス テ ム へ の 改 革 は N P M

志 向 の 行 政 改 革 の 一 環 と し て 捉 え ら れ て き た ( A u e r  e t  a l .  

1 9 9 6 ;  O E CD  2 0 0 4 a )。しかしながら、イギリスと韓国の事

例分析からは、N P M において重視される民間企業のマネジ

メント技能等よ り も政策領域と の関連性が重視 される 傾向

が観察された。 特に政府の中枢 部ともいえる政 策形成の職

位においてその傾向は顕著である。 一般的に N P M のイメ

ージとして想起 される、民間経 験が豊富かつ政 策・政治の

素人を中途採用 するようなタイ プの 任用は一部 の職位 に限

られている。  

ネットワーク型が多くなる 原因の 1 つは、ポジションシ

ステム特有の任 用方式、 さらに 言えば メリット システムの

捉え方に起因す ると考えられる 。キャリアシス テムの公務

員制度が、キャ リアの入り口段 階で厳格な資格 要件や試験

を課して能力主 義を担保するの に対し、ポジシ ョンシステ

ムの公務員制度 は、各職位に対 し職務明細を定 め、 任用者

が当該職務に必 要な能力を有し ているかを 、職 務明細に基

づいて確認する ことで 、能力主 義を担保する。 ポジション

システムの公務 員制度 では各職 位に必要な能力 が明文化さ

れ、任用に際し ての基準として も活用されるた め、当該職

位との結びつき が想起しにくい 漠然としたマネ ジメントの
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技能や、汎用的 な事務処理能力 などは 、その任 用方式上考

慮しにくい可能 性がある 。その 点、当該政策領 域に関する

知識・職業経験 は、履歴書や口 頭試問での 確認 が容易 で評

価もしやすく、評者により評価が分かれることは少ない 。  

こうしたポジ シ ョンシステム の 任用方式 に起 因 する特徴

が、韓国・イギ リスに共通した ネットワーク型 の運用比率

が高い傾向を生 む一因と考えら れる。ポジショ ンシステム

の導入経緯が、N P M 志向の改革からくるものであったとし

ても、ポジショ ンシステムとい う公務員制度 自 体は、制度

構造上ネットワ ーク型の運用を 生みやすい性質 がある。 ポ

ジション／キャ リアシステムの 構成原理に基づ く既存のモ

デルは、運用実 態を捉える分析 視角としては有 効性が低い

ものの、制度そ のも のの性質に 対する分析視角 としては有

用なモデルであ 。  

第 3 章で論じたように、ネットワーク型の運用は、政府

外でしか習得で きない当該政策 領域に関する 知 識の導入を

目的として行わ れているものと 想定される。政 府外出身者

は、 中央政府特 有の政策形成の 技能を有してお らず、その

デメリットを上 回る希少性の高 い知識がなけれ ば任用に至

らないはずである。ただし、これらは理論上の議論であり、

推測の域を出る ものではない。 実際に「 政府外 でしか習得

できない知識」 を求めて政府 外 からの任用が行 われている

かどうかは別途 検証する必要がある。そこで第 6 章、第 7

章ではネットワーク型の運用に関する事例分析を行う 。  
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第6章  民間部門からの任用事例  
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第 1節  本章の概要  

 本章では、第 4 章、第 5 章の職歴調査で浮かび上がって

きた、政策形成の職位におけるネットワーク型の運用につ

いて事例分析を行う。N P M の文脈で議論されることの多い

ポジションシステムであるが、本論文の調査からは、政府

外からの任用は、当該政策領域の知識を重視した運用が主

であることが明らかになった。その傾向は政府特有の職務

である政策形成の領域ほど顕著であり、理論的には当該政

策領域における政府内では習得が難しい何らかの知識を求

めて政府外から の任用が生じる のではないかと 考えられる。 

しかしながら、こうした任用者と政策領域の知識の関係

は、理論的推論の域を出るものではない。前章で取り上げ

たように、イギリスは政策形成の職位に対して当該政策領

域の職業経験を要求していることが データ上は明確に示さ

れている。しかし 、実際に何の知識が要求されているの か、

本当に当該政策領域における 政府内では習得が困難な知識

が求められているのかどうかまで は、データから推測する

には限界がある。  

そこで、本章と次章ではイギリスを対象に、政策形成の

職位に政府外から任用された事例を 2 つ取り上げて事例分

析を行う。韓国ではなくイギリスを選んだのは、同 じ政策

形成の職位でも 、イギリスの方がより重要な職位に政府外

からの任用を行っているからである。政府において非常に

重要な、各省の中枢部にある職位にもかかわらず、政府外

からの任用が選択された事例を分析してこそ、専門職型の
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ように官民共通の職位に対する政府外からの任用とは異な

る、ネットワーク型の運用の特徴が表れるだろう。  

 

第 2節  事例の分析視角  

 本章および次章における事例分析 の目的は、イギリスが

政策形成の職位において政府外出身者に期待する役割、能

力、知識を明らかにすることである。政策形成の職位に任

用された政府外出身 の職員は、どのような職歴と専門性を

持ち、どのような役割を果たすことが期待されて任用され

たのかを調査する。 それにより、本論文が提示するネット

ワーク型の運用類型において想定する理論的関係が 、現実

に存在するかどうかを確認する。  

具体的な分析手順としては、まず政府外出身者の任用直

前から任期終了までの期間中に、当該部局の担当する政策

課題・優先順位がどのように変化したのかを各省の年次報

告書の情報を中心に分析する。各省が 政府外出身者を任用

した時期に当該部局が抱えていた政策課題を知ることで、

間接的に政府外 出身者が期待されていた役割・ 能力を推定

する。また、任期中から任期終盤前後にかけて、何らかの

政策課題・優先順位の変化があるかどうかについても調査

する。調査対象の政府外出身者の離職・再任用と、政策課

題・優先順位の変化に関連性がある場合は、政府 外出身者

に求められていた役割を間接的に知ることができる。  

 分析対象とする事例は 2 つである。外部出身者の出身部
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門は大きく分けて、民間部門、公共部門の 2 つであるため、

それぞれから事例を 1 つずつ選択した。本章で取り上げる

第一の事例は、民間部門出身で貿易産業省 ( D e pa r t m en t  o f  

Tra d e  a n d  I n d u st ry、以下 D T I )のイノベーション局長に任

用されたデイビッド・ヒューズ ( D a v i d  Hu g h e s )である。民

間の自動車・電気機械メーカーを中心にキャリアを積み

2 0 0 2 年から 2 0 0 6 年まで局長 ( D i r e c t o r  G e ne ra l )を務めた。 

次章で取り上げる第二の事例は、公共部門出身で副首相

府 (O f f i c e  o f  t he  D e p ut y  P r i m e  Mi n i s t e r、以下 O D P M )  と

コミュニティ・地方自治省 ( D e pa r t m en t  f o r  Co m m u ni t i e s  

a n d  L o ca l  G ov e r nm en t、以下 D C L G )の住宅担当局長に任

用されたリチャード・マッカーシー ( R i c ha r d  M c Ca rt hy )で

ある。複数の住宅協会 ( H o us i n g  A s so c i a t i on )でキャリアを

積み、 2 0 0 3 年から 2 0 11 年まで住宅関連部門の局長を務め

た。  

分析対象の事例は、 2 0 0 2 -2 0 0 7 年度にイギリス中央政府

の 1 府 7 省 8 4において、政策形成を担うと考えられるライ

                                                   

84 対象としたのは文化・メディア・スポーツ省 (Department for Culture 

Media and Sport)、環境・食料・農村地域省 (Department for Environment,  

Food and Rural Affairs )、教育・技能省 (Department for Education and 

Skills)、運輸省 (Department for Transport)、保健省 (Department of 

Health)、貿易産業省、雇用・年金省 (Department for Work and Pensions )、

副首相府の 8 つである。政府特有の機能を担う防衛、外交、政策実施機

能の比重が高い司法などを管轄する省は、外部出身者を政策形成に関わ

る職位へ任用していない可能性もあるため、作業効率上の理由で調査対

象から除外した。また、政治との距離が近く特殊な仕事の多い内閣府、

財務省も、事例研究の成果を他省にも援用することが難しい特殊性があ

ることから調査対象から除外した。  



194 

 

ン部門の局長に就任していた公務員の中から選択した。対

象をライン部門の局長としたのは、政策への影響を確認す

るためにも可能な限り上位の重要な政策形成に関する職位

であることが望ましいからである 8 5。  

いくつかある候補の中から 、この 2 人を対象としたのは、

この 2 人はそれぞれが民間企業のみ、 公共部門のみでキャ

リアを積んでおり、それぞれのキャリアと彼らが外部出身

者として期待されていた役割との関係を明確に把握するこ

とができるからである。イギリスは一般的に日本よりも労

働市場の流動性が高く 、政府外出身者のキャリアパターン

も様々であり、民間部門と 公共部門両方の経験を持つ人物

も多く、そうしたサンプルを選んだ場合、任用に際して民

間部門と公共部門のどちらの職歴が評価されたのか判断が

つかない。本論文では民間部門での経験と、 公共部門での

経験の影響を切り離した分析を行うため 2 つの事例を選択

しており、民間部門、 公共部門それぞれの部門のみで職歴

を積んだ人物の方が、政府が 任用者の職歴の何を重視して

いたのかが明確となる。  

                                                   

85 分析対象の候補となる公募任用により外部出身者が任用される職位と

しては他に課長 (Director)、事務次官 (Permanent Secretary)がある。イ

ギリスの中央政府における各省の組織編制は、ある 1 つの政策領域がお

およそ局単位の組織範囲に相当している場合が多い。そのため、ある政

策領域における方向性の変化、政策の成果などを確認する上で、分析レ

ベルを局単位に設定するのが適当である。課長は当該政策領域全体に対

して所掌事務の範囲が狭く、事例選択の候補から除外した。また同様に、

事務次官は省全体の幅広い領域、複数の政策領域にまたがる責任を持つ

ため、任用者の職歴と職務との関連性が見えにくくなることから事例選

択の候補から除外している。  
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第 3節  民間部門出身者の事例分析  

第 1項  職歴  

 デイビッド・ヒューズ は 1 9 4 7 年 5 月 5 日に生まれ、1 9 7 0

年にアストン大学 (工学修士 )を出て大手自動車メーカーの

フォード・モーターに就職した。公務員になるまでの ヒュ

ーズの経歴は表  6 - 1 の通りである 8 6。フォードのエレクト

ロニクス部門の後、 4 4 歳で自動車部品・航空宇宙産業のル

ーカス・インダストリーズへ転職している。 ” a d v a n c e d  

v e h i c l e  s y s t em ”の詳細は分からないが、車両制御など最先

端の技術開発に関わる部門であると考えられる。1 9 9 7 年か

らは、ゼネラル・エレクトリック・カンパニーへ転職し技

術計画を担当している。これは企業が今後どのような技術

開発を進めるべきか、経営戦略等も考慮して計画を立てる

部門である。また、マルコーニへと組織が変わった後も技

術経営 8 7の職位に就いている。これらのキャリアから、ヒ

ューズは設計・開発に特化した典型的な技術屋タイプでは

                                                   

86 職歴情報は第 5 章の職歴調査の際に用いた Dod ’s Civil Service 

Companion と、デブレッツ (Debrett ’s)のデータベースを参考にした。デ

ブレッツはイギリスの紳士録などを発行している出版社で、ホームペー

ジで公開されているデータベースにヒューズが掲載されていたことから

それを参照した。  

http:/ /www.debretts.com/people -of-today/profile/36247/David-John-H

UGHES (accessed December 17, 2015) 

87 技術経営とは、組織の技術資産を組織経営と結びつける経営学の一領

域である。企業レベルでの具体的な活動としては、技術に対する資源投

資の戦略を立てる、技術開発のロードマップの策定などが挙げられる。  
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なく、企業の経営戦略部門で 、事務方としてのキャリアも

積んでいることがわかる。詳細は後述するが、こうした技

術計画・技術経営の仕事が、イノベーション局長への任用

にあたり高く評価されたと考えられる。  

 

第 2項  貿易産業省の政策目標  

 本節ではヒューズが任用された当時の貿易産業省の政策

目標について概観する。イギリス政府各省は 1 9 9 8 年以降、

後述する P ub l i c  Se rv i c e  Ag r ee m e nt s と呼ばれる予算と連

動した業績測定制度により、政策に関する具体的な数値目

標が課されていた。その政策目標の達成状況を概観するこ

とで、ヒューズが任用された当時の貿易産業省の状況を示

す。本節および次節以降で、貿易産業省の政策目標、政策

課題を概観し、ヒューズの任用に至るまでの イノベーショ

ン政策を取り巻く状況について 検証することで、貿易産業

省がどのような背景から政府外 出身者を任用したのかを明

らかにする。  
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表  6 -1  デイビッド・ヒューズの職歴  

 組 織 名  役 職  

1970 -91 年  フ ォ ー ド ・ モ ー タ ー  (自 動 車 )  Head o f  e le c t ron i c  sys tems  

1991 -97 年  
ル ー カ ス ・ イ ン ダ ス ト リ ー ズ

8 8 (自 動 車 部 品 ・ 航 空 宇 宙 )  

Direc tor  o f  advanced  veh i c le  

sys tems  

1997 -99 年  
ゼ ネ ラ ル ・ エ レ ク ト リ ッ ク ・

カ ン パ ニ ー 8 9 (通 信・防 衛 機 器 )  

Direc tor  o f  te chno logy  

p lann ing  

1999 -01 年  マ ル コ ー ニ 9 0 (通 信 )  
Execut i ve  V i ce  Pres ident  o f  

te chno logy  management  

2001 -02 年  
BAE シ ス テ ム ズ 9 1  

(防 衛 ・ 航 空 宇 宙 )  

Spec ia l  Pro jec ts  d i rec tor  o f  

av ion i cs 9 2  

2002 -06 年  貿 易 産 業 省  

Direc tor -Genera l  o f  

Innovat ion Group,  Ch ie f  

Sc ien t i f i c  Adv isor 9 3  

(出 典 )  D o d ' s  P a r l i a m e n t a r y  C o m m u n i c a t i o n s ,  2 0 0 5 .  D o d ’s  C i v i l  S e r v i c e  

C o m p a n i o n  2 0 0 6 .  L o n d o n :  D o d ' s  P a r l i a m e n t a r y  C o m m u n i c a t i o n s .  に 掲 載 さ れ た

プ ロ フ ィ ー ル お よ び デ ブ レ ッ ツ 社 の デ ー タ を 元 に 筆 者 作 成 。

                                                   

88 イギリスの大手自動車部品・航空宇宙メーカーで、1996 年に自動車部品メーカーのバリテ

ィコーポレーションを合併しルーカス・バリティとなる。ヒューズの転職と合併に何らかの

関係があるか調査したが、情報を得ることはできなかった。  

89 通信・防衛機器などを扱うイギリスの大手総合電気機械メーカーである。同じ社名でアメ

リカのコングロマリット、ゼネラル・エレクトリック社とは無関係である。  

90 ゼネラル・エレクトリック・カンパニーが通信部門に特化し、マルコーニへと社名変更が

なされた。同時に防衛機器部門はブリティッシュ・エアロスペースと合併し BAE システムズ

となる。転職といえる異動かは不明であり、Dod ’s Civil Service Companion では、あえて記

述を分けて職位も異なるものが掲載されていたため本稿もそれに準じた表記とした。デブレ

ッツのデータベースでは ”GEC-Marconi”という表記がなされており勤務期間も 1997-2001 と

なっていることから、企業をまたぐ転職ではなく社内での異動と思われる。  

91 ゼネラル・エレクトリック・カンパニーの防衛部門がその一部を構成する企業であり、防

衛機器・航空宇宙分野の大手企業である。書籍の経歴上で区別されて掲載されているためそ

れに準じた表記とした。デブレッツのデータベースでは、勤務期間が ”GEC-Marconi”と区別

されており、企業をまたぐ転職であったと思われる。  

92 アビオニクスとは航空機のエレクトロニクスのことである。  

93 貿易産業省の主席科学顧問を局長と兼任する形で就任している。  
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 ヒューズは 2 0 0 2 年 1 0 月 3 日 (D T I  2 0 0 3 b ,  3 6 )にイノベー

ション局長に 4 年間の任期 9 4で任用されている。イノベーシ

ョン局は 2 0 0 1 年 6 月の貿易産業省に対するレビュー ( D T I  

2 0 0 3 a ,  9 )を踏まえた上で、それまでの企業・イノベーション

局 ( E nt e r p r i se  a n d  I n n ov a t i o n  G ro u p )から分離され、 2 0 0 2

年 3 月 (D T I  2 0 0 3 c ,  7 5 )に新たに設置された局である。前身の

企業・イノベーション局は大卒後から中央政府の公務員とし

てキャリアを積んだ マーク・ギブソン ( M a rk  G i b so n )が局長

に就いており、イノベーション局の設置後も 、分離されたも

う一方の企業局長を引き続き 務めている。これまでの企業・

イノベーション局からイノベーション部門だけが分離独立し

た格好である。ヒューズが 1 0 月に就任するまでの間は、政府

内出身の公務員 アリスター・ケディ ( A l i s t a i r  K e d d i e 9 5 )が局

長代理を務めている。イノベーション局の主な役割は、政府

全体のイノベーション政策の統合、営利目的での科学技術の

開発促進である ( D T I  2 0 0 2 ,  1 2 , 6 4 )。  

 まず、貿易産業省に課されていた目標を踏まえた上で、そ

の中でイノベーション局に期待されていた役割を明らかにす

る。2 0 0 2 年当時、労働党政権は S p en d i ng  R ev i ew (以下、SR )

                                                   

94 wiredgov、 2002 年 9 月 23 日付の記事を参照。

http:/ /www.wired-gov.net/wg/wg-news-1.nsf/0/007290BC7B4265D380257

2AB004B65B7?OpenDocument (accessed December 17, 2015) 

95 経歴に関してはホームページを参照。元のホームページは閲覧不可能な

ため、 Internet Archive を経由した URL を記載している。

https:/ /web.archive.org/web/20111124113435/http:/ /www.green -alliance.

org.uk/Trustees/Alistair-Keddie/ (accessed December 17, 2015) 
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と呼ばれる歳出見直しと合わせて、 P u b l i c  Se rv i c e  

Ag r ee m e n t s  (以下、 P S A s )と呼ばれる各省の業績評価制度を

導入していた 9 6。P SA s は、各省が歳出見直しで定められた歳

出枠組みの範囲内で、公共サービスに関する政策目標を立て、

財務省との間で合意する形で定められる。 2 0 0 2 年は 2 0 0 0 年

度に策定された S R2 0 0 0 (2 0 0 1 -2 0 0 3 年度分の歳出計画 )の実

質的な最終年度であり、 S R2 0 0 2 ( 2 0 0 3 -2 0 0 5 年度分の歳出計

画 )が公表された年である 9 7。  

 ここではイノベーション局が所管する領域における P SA s

達成状況を確認しておく。参考とする資料は 2 0 0 2 年の年次

報告書で、同年 1 0 月のヒューズ任用直前の 6 月に公表され

たものである。S R2 0 0 0 において貿易産業省には 1 2 個の目標

が課されており、イノベーション局に関係する目標は、P S A1

「アメリカ・フランス・ドイツ・日本との生産性の差を縮め、

イギリスの競争力を景気循環分以上に高める」、 P S A5「国際

的な品質・費用対効果・有用性の測定基準によって測定した、

イギリスの科学・工学基盤 ( S c i en c e  a n d  E n g i n ee r i ng  Ba s e ) 9 8

                                                   

96 Public Service Agreements については稲継 (2001)、南島和久 (2009)が詳

しい。  

97 PSAs は 1998 年から SR とセットで実施されており、今後 3 年間の計画

として策定される。ただし、実際には 2 年度ごと (2005-2007 年度のみ 3 年

度 )に次の SR が実施され、それに伴い目標の見直しが行われ新たな PSAs

が結ばれる。そのため、前計画の最終年度には次の計画の 1 年度目が始まる

仕組みになっている。  

98 貿易産業省の報告書にたびたび出てくる独特な表現で、アカデミックな

世界の研究成果の集合体 (あるいは研究主体そのもの )を指すような文脈で

使われている。  
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の国際ランキングを全体的に高める」、 P S A6「科学・工学基

盤を基にしたイノベーションビジネスの割合を大きく増やす

ことにより、科学・工学基盤からの技術的知識の営利目的で

の開発の水準を高める」の 3 つである。目標ごとの番号は 、

貿易産業省の 1 2 の目標に割り振られた番号を示している。目

標の達成程度は可能な限り客観的な指標により測定されてい

る。目標 1 の達成状況は表  6 -2 の通りである。このデータは

あくまでもヒューズ任用直前の 2 0 0 2 年 6 月時点でイギリス

政府が利用可能であった統計 情報に基づいたものである。 目

標 1 に関しては生産性の差を縮めるどころか、アメリカ・フ

ランスからは僅かながら差を広げられていることが分かる。  

 

表  6 -2  P S A の目標 1 の達成状況  

(全てイギリスを 1 0 0 とした場合 )  

 
労 働 者 1 人 当 た り の GDP  1 時 間 当 た り の GDP  

1997 年  2000 年  1997 年  2000 年  

イ ギ リ ス  100  100  100  100  

ア メ リ カ  132  138  124  125  

フ ラ ン ス  116  118  126   127*  

ド イ ツ  109  109  126  125  

日 本  102   97   95    91*  

*印 の 箇 所 は 1 9 9 9 年 が 最 新 の デ ー タ  

(出 典 )  D e p a r t m e n t  o f  Tr a d e  a n d  I n d u s t r y.  2 0 0 2 .  T h e  

G o v e r n m e n t ’ s  E x p e n d i t u r e  P l a n s  2 0 0 2 - 0 3  t o  2 0 0 3 - 0 4 ,  1 6 を 元 に 筆

者 作 成 。  
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次に目標 5 の達成状況だが、こちらは品質・費用対効果・

有用性の 3 つの方向から業績を測定している ( D T I  2 0 0 2 ,  

1 7 - 1 8 )。品質については論文の被引用件数のシェア率を指標

としており、基準年である 1 9 9 8 年時点の 9 . 1 %に対して、任

用直前の最新データである 2 0 0 0 年時点でも 9 . 1 %となってお

り変化がないことが示されている。費用対効果については 、

科学・工学基盤に対する予算額 1 0 0 万ポンド当たりの論文数

で測定されている。イギリスは 1 9 9 0、 1 9 9 3、 1 9 9 6 年の直近

3 回とも G 7 各国の中で最も費用対効果が良い国であり、2 0 0 0

年の評価でも引き続き G 7 の中で一番であることが示されて

いる。なお有用性については 、この時点では 1 9 9 7 年のデー

タしかなく評価ができない状況であった。最後に目標 6 の達

成状況だが、こちらも調査データの都合でこの時点では評価

不能とされている ( I b i d . ,  2 6 )。なお、この目標と類似した内

容である S R 1 9 9 8 における目標 6「大学からスピンアウト (独

立 )する企業の数を増やす」については、基準年である 1 9 9 7

年度の 2 6 社に対して、 1 9 9 9 年度は 1 9 9 社であり目標を達成

している ( I b i d . ,  1 8 )。  

 貿易産業省に課されたこれらの目標内容は 、 S R1 9 9 8 から

ほとんど変わっておらず、 1 9 9 9 年から 2 0 0 2 年までの実質 4

年間、貿易産業省は同一の目標に取り組んでいる。目標 1 , 5 , 6

の達成状況を見ると、イギリスは学術的には世界でもトップ

レベルの科学・工学基盤を有しているものの、その科学・工

学的知見は企業の生産活動に活かされておらず、イギリス企
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業は競争力で遅れを取っていることが示されている。  

 

第 3項  任用当時のイノベーション政策を取り巻く状況  

 貿易産業省は 、 P S A s における業績測定とは別に、外部の

関係者からも組織・政策の問題点を指摘されている。貿易産

業省は 2 0 0 1 年 6 月に、省の企業支援政策、省の優先順位・

構造に対する 2 つの大掛かりなレビューを実施している。こ

れらのレビューでは、公務員・コンサルタント・出向職員に

よる合同チームが広範囲な実情調査を実施し、貿易産業省の

主要なステークホルダー (他省、企業など )から意見を集めて

いる。レビューでは貿易産業省の問題点として、戦略性の欠

如、科学予算の投資効率の低さ、省内での関連部署間の連携

の弱さ、サイロのようで混乱 を招く組織構造、政府内の産業

分野における貿易産業省の効果的なリーダーシップの欠如な

どが指摘されている。また 、企業支援政策の面でも、低価値・

低インパクトの支援スキームが多い、プログラムが多すぎて

混乱を招く、戦略的な全体像がないなどの厳しい指摘がなさ

れている ( I b i d . ,  3 4 )。  

これらの課題に対応するため、貿易産業省は「イノベーシ

ョン」「企業」「公平な市場」の順に戦略的優先順位を定めて

いる。そして、貿易産業省は具体的な改革の指針として、「真

に顧客 9 9志向となる」「可能な限りベストなサービスを提供す

                                                   

99 ここでの顧客は市民ではなく、貿易産業省のサービスの直接の受け手で

ある企業、大学などを指す。  
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る」「イノベ ーションの推進へ集中する」「透明で公平な市場

の発展・維持」の 4 つを掲げた。  

この中でも、イノベーションの推進を実現するために、貿

易産業省が新たに設置したのが 、ヒューズの任用されるイノ

ベーション局である。イノベーション局は 、政府内の関連各

部署と政府外のアクターを 、貿易産業省が牽引するために設

置され、省全体のイノベーション戦略の策定・実施をリード

するとされる。注目すべきは、このイノベーション戦略の策

定・実施にあたっては、 企業・大学・研究機関など主要なア

クターとの対話を行うという点である ( I b i d . ,  3 5 )。詳細は後

述するが、これは後にイノベーション戦略策定の場に企業・

労組の代表を呼ぶという形で実施される。また 、新しいイノ

ベーション戦略は、最も投資のインパクトを大きくする方法

で、省の資源を利用するものになるとされており、従来に比

べ費用対効果が強く意識されている ( I b i d . ,  3 7 )。具体的には、

科学・工学基盤からの営利目的での開発、知識移転

( kn ow l e dg e  t ra n s fe r ) 1 0 0を推進することが示されており

( I b i d . ,  6 6 )、「知識移転の推進」は「戦略の策定・実施」と並

ぶイノベーション局の役割とされる ( I b i d . ,  6 4 )。  

 ここまでのイノベーション局の設置と 、ヒューズの任用に

至るまでの経緯について小括しておく。 ヒューズが任用され

た 2 0 0 2 年当時、イギリスはアカデミックな領域では一定の

                                                   

100 貿易産業省の使う「知識移転」という単語は、主に大学・研究機関など

から産業界へ最先端の科学・工学的知識を移転し、それを営利目的での開発

へと繋げるという文脈で用いられている。  
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業績を上げ、科学・工学基盤は世界的に見ても非常に高い水

準を維持していた。しかし、 貿易産業省の最大の目標である

イギリス企業の生産性に関しては、平行線の状況にあり、高

水準な科学・工学基盤が企業の生産活動に繋がらないことが

問題視されていた。加えて 、貿易産業省の課題として、統合

的な戦略の欠如、企業支援政策の費用対効果の悪さなどが 外

部のステークホルダーからも指摘され、これまでの政策を変

革する必要に迫られていた。  

そこで掲げられたのが 、「イノベーション」「知識移転」な

どのキーワードである。科学・工学基盤への投資効率を上げ

るため、営利目的での技術開発や、大学・研究機関から民間

企業への知識移転に重点を置いた、省全体としての統合的な

イノベーション戦略を策定・実施することが決定された。そ

して、イノベーション戦略の策定・実施、知識移転の推進の

中心的な役割を担う部門として、イノベーション局が設置さ

れた。イノベーション戦略の策定・実施においては 、顧客志

向であることが重視され、戦略の策定段階から企業などのス

テークホルダーが関与することとなった。  

 こうした経緯を踏まえれば、なぜ民間企業において技術戦

略・計画のキャリアを持つ ヒューズが外部から任用されたの

かは明らかである。新たなイノベーション局長は、イギリス

企業のイノベーション戦略の策定にあたり、省内、政府内、

さらには外部のステークホルダーをリードし、戦略の取りま

とめを行う立場である。これまで中央政府には存在しなかっ

た、科学・工学の技術開発に関する戦略を策定する職務であ
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り、政府内出身の公務員でこのような知 識を持つ職員はいな

いだろう。戦略の策定過程においては顧客志向が重視され、

政府外のステークホルダー、特に民間企業も参加することが

決まっており、民間企業における技術開発部門、戦略部門の

経験が豊富なヒューズはその舵取り役として適任である。ま

た、企業支援の費用対効果を向上させるという面でも、行政

からの支援を受ける民間企業側のニーズや技術開発環境に関

する知識は、行政サービスの向上に役立つだろう。貿易産業

省は民間部門出身のヒューズに対し、政府内では習得が難し

い当該政策領域の知識、特に民間部門の技術開発・技術戦略

の知識に期待し任用したものと考えられる。  

 

第 4項  デイビッド・ヒューズ任用後のイノベーション政策  

 前項では、任用に至るまでの経緯、イノベーション政策を

取り巻く状況を整理し、 ヒューズにどのような能力が期待さ

れていたのかを明らかにした。本 項では、ヒューズの任用後

にイノベーション政策にどのような 変化があったのか、ある

いは変化がなかったのかについて、イノベーションレポート

の内容を中心に分析する。具体的には、イノベーションレポ

ート、年次報告書におけるイノベーション政策の変化の有無

を、ヒューズの任用前後で比較し影響の大きさを観察する 1 0 1。 

                                                   

101 分析手法の都合上、大きな政策変化は観察できるものの、日常的な組織

管理など小さなレベルの変化の観察は難しい。しかし、政府外出身者が省の

政策方針にどの程度影響を与えているかを判断しようとする本論文の目的

には十分な精度の分析であると考えている。  
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 貿易産業省は 、ヒューズの任用直後の 2 0 0 2 年 11 月頃から、

のちにイノベーションレポートと呼ばれる 、イノベーション

戦略の策定を始め、最終的に 2 0 0 3 年 1 2 月にレポートを公表

している。イノベーションレポートの策定にあたっては 、運

営委員会が組織され、 ヒューズもメンバーの 1 人として参加

している。ヒューズは退職後の自身の経歴に、職歴に加えて

イノベーションレポート策定の責任を負っていたことを書き

加えており 1 0 2、レポートの取りまとめはイノベーション局長

の重要な職務であったこと がうかがえる。運営委員会のメン

バーには、教育技能省など政府内関連部署の職員に加えて、

ベンチャーキャピタルの C E O、民間最大労組 A M I CU S の書

記長、イギリス産業連盟 1 0 3 (C o n fe d e ra t i o n  o f  B r i t i s h  

I n d u st ry )からも代表 1 0 4が参加しており、外部のステークホル

ダーを政策形成の協議に参加させる方針が現れている。以下、

イノベーションレポートの内容について分析を行う。  

 イノベーションレポートは 、イノベーション 戦略の策定に

あたり「イノベーション」の定義を定めている。それによれ

ば、イノベーションとは「新しいアイデアの営利目的での開

発の成功 ( D T I  2 0 0 3 d ,  1 8 )」であるという。そして 、このよう

                                                   

102 ヒューズ本人が退職後に執筆した論評に掲載されたプロフィールを参照。

http:/ /exquisitelife.researchresearch.com/exquisite_life/davidh.html  

(accessed December 17, 2015) 

103 イギリスの経営者団体。  

104 Deputy Director-General の John Cridland が参加。職位名からは分か

りにくいが、イギリス産業連盟の President、Deputy-President、

Director-General に次ぐ 4 番手に位置する職位である。  
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な「イノベーション」が求められる理由として、高い教育水

準で安い労働力が手に入る国々との競争などが挙げられてい

る。  

イノベーションレポートでは、貿易産業省や関係する政府

部門の活動の背景にある、イノベーション戦略を定めている。

イノベーション戦略は貿易産業省の今後 5 年間の戦略とされ

ており、その優先順位として 、第一に知識移転の強化が掲げ

られている ( I b i d . ,  2 8 )。また、政府が最もイノベーションの

割合を効果的に向上させられる 7 つの領域が示されており、

そこでも第一の領域として、イギリスが高い競争力を有する

科学・工学・技術基盤からの知識移転、営利目的での開発が

挙げられている ( I b i d . ,  1 3 )。イギリスは高い科学・工学・技

術基盤を持ちながら、それが企業のイノベーションにつなが

らないという問題が、レポート内でもたびたび指摘されてお

り、もっと企業側へ接近した活動が必要であることが強調さ

れている ( I b i d . ,  1 3 , 2 5 , 5 2 )。  

 イノベーションレポートは 、戦略の策定とい う意味でも重

要なレポートであるが、最も大きな影響を与えたのは技術戦

略委員会 ( Te c h no l og y  S t ra t eg y  B oa r d )の設置に伴う、政策決

定過程の変更である。技術戦略委員会は、より企業志向の技

術戦略を策定するために 2 0 0 4 年 1 0 月に設置された。ヒュー

ズら貿易産業省を中心とした事務方に加え、委員会のメンバ

ーは企業の代表で主に構成されている。参考までに 2 0 0 6 年

11 月の年次報告書に記載されたメンバーを確認すると、 I B M、

ロールスロイス、ファイザー、ボーダフォンなど大企業のほ
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か、ベンチャーキャピタル、バ イオテクノロジーなどの関連

企業からもメンバーが選ばれている。大学・研究機関から選

ばれたメンバーはただ 1 人、インペリアル・カレッジ・ロン

ドンの工学部長のみであり、企業を重視する姿勢がメンバー

構成に現れている。  

技術戦略委員会の役割は、貿易産業省の技術戦略・プログ

ラムの策定である  (D T I  2 0 0 5 ,  7 4 )。技術戦略とは、イギリス

経済の成長に必要な技術に戦略的な優先順位をつけたもので

ある。貿易産業省や各政府機関は、研究開発プログラムへの

投資を行う上で技術戦略を利用し、投資の対象を絞ることで

効果の向上が期待されていた ( D T I  2 0 0 4 ,  4 5 )。  

 こうした知識移転と民間部門の重視を柱にしたイノベーシ

ョン戦略は、前節で取り上げた 、2 0 0 1 年 6 月に実施された貿

易産業省に対する 2 つのレビューの結果をそのまま踏襲した

ものであり、ヒューズ任用以前の方針が引き続き推進されて

いることが分かる。年次報告書の記述から判断できる 範囲で

は、 2 0 0 5 年 6 月に公表された報 告書まではイノ ベーション、

知識移転、企業重視、戦略的な投資対象の選択という基本路

線は維持されており、大きな政策方針の変更は見られない。  

 

第 5項  デイビッド・ヒューズの退職とその後  

 ヒューズの周辺に変化が現れるのは 2 0 0 5 年末からである。

貿易産業省は 2 0 0 5 年末に組織と業務遂行のあり方について

見直しを行い、イノベーション局を科学技術庁 ( O f f i c e  o f  
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S c i e n ce  a n d  Te ch no l og y )の中へと統合し、新しく科学イノベ

ーション庁 ( O f f i c e  o f  S c i e n c e  a n d  I n no v a t i o n )を設置した。

新しい科学イノベーション庁は 2 0 0 6 年 4 月に新設され、そ

れに伴いヒューズは 4 年の任期を待たずして退職することと

なる。そして、科学イノベーション庁に新設された局長には、

科学技術庁のリサーチ・カウンシルズ ( R e sea r c h  Co u n c i l s )担

当局長であった 、キース・オニオンズ ( K ei t h  O ’N i o n s )が任用

された。リサーチ・カウンシルズ とは、政府に中立的な立場

で政府の研究予算を配分する非省庁型公共機関

(N on - d e pa r t m en t a l  p ub l i c  b o dy :  N D P B )で、各学問領域に対

応した 7 つのリサーチ・カウンシル で構成されている。 オニ

オンズの本業は学者であり、オックスフォード大学で地球化

学の教授であった。2 0 0 0 年に防衛省の主席科学顧問に任用さ

れ初めて公務員となり、2 0 0 4 年からはリサーチ・カウンシル

ズの局長を務めている。  

旧科学技術庁は、科学・工学基盤の維持向上、政府各省が

科学技術を利用する際の業績向上などを目標 ( D T I  2 0 0 5 ,  8 )と

して活動する組織であり、企業寄りのイノベーション局とは

対照的に学術・研究志向の組織である。新しい科学イノベー

ション庁の組織目標が、第一に科学・工学基盤の向上、第二

に知識移転という順番で示されている点 ( D T I  2 0 0 6 ,  11 )、新

任の科学イノベーション局長が学者である点から、これまで

よりも学術・研究志向が強まったことが表れている。  

 2 0 0 6 年 11 月には、技術戦略委員会が省から切り離され非

省庁機関になることが公表される (D T I  2 0 0 7 ,  1 8 6 )。さらに



210 

 

2 0 0 7 年 6 月 2 8 日の省庁再編により、貿易産業省はビジネス・

企業・規制改革省 (D e pa r t m en t  f o r  Bu s i n e ss ,  E nt e r p r i s e  a n d  

Re g u l a t o ry  R e fo r m、以下 B E R R)となる。科学イノベーショ

ン庁は科学イノベーション局 ( S c i en c e  a n d  I n n ov a t i o n  

G r o u p )と名称が変わり、教育・技能省 ( D e p a r t m e nt  f o r  

E du c a t i o n  a n d  S k i l l s )に置かれていた大学、技能部門 1 0 5とま

とめられ、イノベーション・大学・技能省 ( D e pa r t m en t  f o r  

I n no v a t i o n ,  U n i v e r s i t i e s  a n d  S k i l l s )の中に位置づけられた。

技術戦略委員会も、新しいイノベーション・大学・技能省の

管轄へと移され、民間企業を扱うビジネス・企業・規制改革

省からイノベーション政策を所管する部門が完全に分離され

たのである。そして 、省庁再編直後の 2 0 0 7 年 7 月、技術戦

略委員会は非省庁型公共機関へと組織形態が変わり、省から

分離する ( D T I  2 0 0 7 ,  4 0 )。組織形態の変更と同時にオフィス

もロンドンから西へ 1 2 0 k m ほど離れたスウィンドンへと移

転 1 0 6され、組織形態も物理的にも省から離れた存在となるの

である。  

 本項ではヒューズの退職時から退職後にかけてのイノベー

ション政策の変遷を確認してきた。ここで注目すべき点は、

ヒューズが当初の任期よりも半年早く退職している点である。

                                                   

105 高等教育や職業・技能訓練など、大人への教育に関する部門が分離され

た。  

106 移転の理由については示されていない。推論であるが、当時実施されて

いた人件費削減の一貫であると思われる。オフィスをロンドンに置く場合、

職員へ手当を上乗せして支払う必要があるため、人件費削減を目的としたオ

フィスの郊外移転がしばしば行われていた。  
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ヒューズの退職と同時に新設された科学イノベーション庁は、

科学・イノベーション政策の指揮系統を単一にすることを目

的として ( H M  Tre a s u ry  2 0 0 6 ,  4 5 )、科学技術庁がイノベーシ

ョン局を吸収する形で 2 0 0 6 年 4 月にできた組織である。 ヒ

ューズの任期は 2 0 0 6 年 9 月末までであるが、他のイノベー

ション局職員にも大幅な人事異動があることを考えれば 、ヒ

ューズ自身の退職が任期と 関係のないものであることは明ら

かである。 2 0 0 5 年 1 0 月と 2 0 0 6 年 9 月に出版されたイギリ

ス政府の組織図・名簿 1 0 7を利用し、ヒューズ以外のイノベー

ション局の職員の人事異動を調べると、多くのイノベーショ

ン局職員が新設された科学イノベーション庁ではなく、科学

技術政策とも無関係な別組織へと異動している。形式上は科

学イノベーション庁に吸収された形であるが、実質的にはイ

ノベーション局の大半の部署がその役目を終え解体 1 0 8され

たといえる組織 再編であった。  

イノベーション局の中心的役割であったイノベーションに

関する戦略・計画の策定は、既に技術戦略委員会に委ねられ

ており、2 0 0 5 年 11 月に最初の年次報告書も公表されている。

ヒューズは元々民間企業での技術計画などの経験を買われて

                                                   

107 Dod ’s Civil  Service Companion 2006  (2005 年 10 月出版 )と、Dod ’s Civil  

Service Companion 2007 (2006 年 9 月出版 )を利用した。  

108 ヒューズ本人が退職後に自社のウェブサイトに寄稿した論評によると、

科学技術庁への統合はわずか 1 回の科学技術に関する内閣委員会 (Cabinet 

Committee on Science and Innovation)で決定されたという。  

http:/ /www.thebusinessinnovationgroup.com/uploads/Lost%20years%20f

or%20UK%20innovation_RF_19oct2008.pdf  (accessed December 17, 

2015) 



212 

 

任用されていたが、 ヒューズの専門性が活かせる職務は技術

戦略委員会が軌道に乗った時点で 省内から喪失した。ヒュー

ズがイノベーション局長の退職後に 、政府内で次の仕事を探

したかどうかは明らかでないが、その専門性に適した職位が

政府内で見つかる可能性は低いものと思われる。なお 、ヒュ

ーズは 2 0 0 6 年に貿易産業省を退職した後、イノベーション

を専門とするコンサルタントとして活動しつつ、政府のイノ

ベーション政策を批評している。  

 

第 6項  小括  

 本章では民間部門出身者の運用実態について、任用者を取

り巻く政策の変化を検証することで、 政府外出身者にどのよ

うな能力が期待され、制度の運用がどのように行われてきた

かを分析してきた。 本章の事例から観察できたことは次の 3

つである。  

第一に、本章で取り上げた事例では、組織内部では習得が

難しい政策領域に関する知識を期待され、民間部門出身者が

任用されていた 。ヒューズの場合は、貿易産業省内にこれま

で存在しなかった、民間部門の技術開発 、技術計画・戦略の

職業経験があり、政府内 出身の公務員よりもイノベーション

局長にふさわしい能力を有していた。民間部門からの中途採

用であっても、N P M 型の運用で民間部門出身者に期待される

ような組織マネジメント能力の高さ、業績志向の強さ、コス

ト意識などの一般技能 を求めての任用ではなく、当該職位に
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関連する政策領域の知識 が求められている点が特徴的である。

本論文が想定するネットワーク型運用の理論に当てはまる実

例を確認することができた。  

第二に、ヒューズ任用の直前に大きな政策変化が起きてお

り、任期中には政策の変化がない点である。 ヒューズが任用

される直前に、 これまでのイノベーション政策の費用対効果

の低さが問題となり、民間企業のニーズに応じた補助金や戦

略的な優先順位をつけた資源配分が必要とされた。こうした

政策変化によって、民間企業における技術開発の専門性と技

術開発戦略立案の専門性という、これまで政府内には存在せ

ず組織内部では習得できない専門性を必要とする新たな職務

が生まれた。その結果として、民間部門でこれらの専門性を

習得したヒューズが、政府内の公務員よりも適していると 判

断され任用された。  

任用前に政策の変化が生じていた一方で、 ヒューズの任期

中には政策の大きな変化はなかった。任期中の活動を見る限

りでは、ヒューズは任用時点での政策方針を推進する役割を

果たしている。 政府外出身者は、任用時点での政策を実施す

る上で最適な能力を持つ候補者として公開競争の末に任用さ

れており、政府外出身者の政策選好や専門性が省の政策方針

と大きくずれることは 、任用制度の性質上起こらない。その

ような候補者は 、初めから公開競争の過程でふるい落とされ

て任用に至らないからである。何らかの組織改革や変化を起

こすために政府外出身者が活用されているのではなく、既に

何らかの変化が起き 、新たな方針が定まったことにより、こ
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れまで政府内には存在しなかった能力が必要とされ、 新たな

政策を推進するために 政府外出身者が任用されていた。本章

の事例に関して言えば、ネットワーク型の運用により任用さ

れた政府外出身者は 、現行の政策を推進する目的で任用され

るのであり、組織外の新鮮な目線や、組織文化の革新など、

漠然とした変化を求めて任用されるのではない。  

第三に、政府外出身者の専門性と当該職務に求められる能

力が最も合致するのは任用された直後であり、時間の経過と

共に政策方針が変化する可能性が高くなり 、専門性が劣化す

る可能性を秘めている点である。 ヒューズの場合、任用当初

は最も評価されていたはずの、民間企業の技術開発に関する

知識や技術戦略を立案する技能が、政策の変化によって役に

立たなくなっている。イノベーション局の職員でも 政府内出

身の公務員は他の組織へ異動したが、 知識が活かせる仕事が

なくなったヒューズは公務から退出することになる。大卒直

後から中央政府各省でキャリアを積んだ公務員ならば、政府

特有の知識・技能に長けており、組織内の様々な部署で通用

する技能を有しているが、政府外出身者は任用先の職位に特

有な能力を期待されて任用されたのであり、 潰しが利かない

ことを示す一例であるといえる。  

以上、本章では民間部門出身者の運用実態を分析した。次

章では公共部門 (住宅協会 )から任用されたリチャード・マッ

カーシーの事例を分析する。  

  



215 

 

 

 

 

 

第7章  公共部門からの任用事例  
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第 1節  本章の概要  

前章に引き続き、本章では 公共部門から政策形成の職位に

任用された、リチャード・マッカーシー ( R i c ha r d  M c Ca r t h y )

の事例を分析する。本章の目的・分析手法は前章と同様で、

中途採用者の任用時の各省の状況・課題などから、任用者に

求められた能力を類推する。 本章の事例分析を通じて、 公共

部門からの任用が、政府外でしか習得できない当該政策領域

の知識を求めて行われたものかどうかを確認し、ネットワー

ク型の運用類型の妥当性を検証する。また 、前章との比較の

観点でいえば、民間部門からの任用と 公共部門からの任用に

何らかの運用上の違いがあるかについても 、合わせて比較分

析する。  

 

第 2節  公共部門出身者の事例分析  

第 1項  職歴  

 リチャード・ マッカーシー は 1 9 5 8 年 4 月 2 4 日 に 生 ま れ 、

サウサンプトン大学 (地理学 )を学士で卒業後、 1 9 7 9 年にハイ

ド住宅協会 ( H y d e  H o us i ng  A s so c i a t i o n )に就職した。公務員

になるまでのマッカーシーの職歴は図表 4 0 の通りである。大

学を卒業後はハイド住宅協会、南ロンドン家族住宅協会

(S o ut h  L on d o n  F a m i l y  Ho u s i ng  A s so c i a t i on )、ピーボディ・

トラスト ( P e a b o d y  Tru s t )と 3 つの住宅協会でキャリアを積み、

2 0 0 3 年に副首相府の住宅関連部門の局長として上級公務員

になる。  



217 

 

 

表  7 -1  リチャード・マッカーシーの経歴  

 組 織 名  役 職  

1979 -94 年  ハ イ ド 住 宅 協 会  

Hous ing  o f f i c e r  

(1979 -87 年 )  

Ope ra t i ons  d i r ec t o r  

(1987 -94 年 )  

1994 -99 年  
南 ロ ン ド ン  

家 族 住 宅 協 会  
Group  Ch i e f  Execu t i ve  

1999 -03 年  
ピ ー ボ デ ィ・ト ラ ス ト  

(住 宅 協 会 )  
Ch i e f  Execu t i ve  

2003 -06 年  副 首 相 府  

D i r ec t o r -Gene ra l ,  

Sus t a i nab l e  

Commun i t i e s  De l i ve r y  

Un i t  

(2003 -04 年 )  

D i r ec t o r -Gene ra l ,  

Sus t a i nab l e  

Commun i t i e s  G roup  

(2004 -06 年 )  

2006 -11 年  
コ ミ ュ ニ テ ィ ・  

地 方 自 治 省  

D i r ec t o r -Gene ra l ,  

P l a c es ,  P l ann ing  and  

Commun i t i e s  

(出 典 )  D o d ' s  P a r l i a m e n t a r y  C o m m u n i c a t i o n s .  2 0 0 5 .  D o d ’s  C i v i l  

S e r v i c e  C o m p a n i o n  2 0 0 6 .  を 元 に 筆 者 作 成 。  

 

また、 2 0 0 0 年から 2 0 0 3 年には全国住宅連盟 ( N a t i ona l  
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Ho u s i ng  F e d e ra t i on ) 1 0 9の委員長 ( C h a i r )も務めている。住宅

協会とは社会住宅の供給や地域再生を行う非営利組織であり、

9 0 年代以降イギリスの社会住宅の供給において大きな役割

を担っている組織である。こうした社会住宅の専門家として

の経験が、持続可能なコミュニティ提供ユニット

(S u s t a i n a b l e  C o m m uni t i e s  D e l i v e ry  U ni t )の局長への任用に

あたり高く評価されたものと思われる。  

 

第 2項  副首相府の政策目標  

 マッカーシー は 2 0 0 3 年 11 月 1 日 (O D P M  2 0 0 4 b ,  3 )に、持

続可能なコミュニティ提供ユニットの局長として任用された。

任期は当初の 5 年に加えて、 3 年間の延長オプションが付け

られている 1 1 0。持続可能なコミュニティ提供ユニットは、後

述する持続可能なコミュニティプラン ( S u s t a i na b l e  

Co m m u ni t i e s  P l a n )を受けて設置された組織である。本節で

はマッカーシー の任用に至るまでの、住宅 政策を取り巻く状

況について検証し、副首相府がどのような背景から政府外 出

身者を任用したのかを明らかにする。  

                                                   

109 住宅協会の業界団体。所属会員の保有する社会住宅はイギリス全体の

90%以上を占める。詳細は全国住宅連盟のホームページを参照。

http:/ /www.housing.org.uk/about -us/about-our-members/ (accessed 

December 17, 2015) 

110 Building.co.uk、 2003 年 7 月 18 日付の記事を参照。

http:/ /www.building.co.uk/nhf-and-peabody-start-hunt-for-mccarthys-re

placements-8230/1029886.article  (accessed December 17, 2015) 
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 副首相府は、2 0 0 2 年 5 月の省庁再編で地方自治部門を所管

するようになった 1 1 1。前身の運輸・地方自治・地域省からは、

運輸を除く組織目標を引き継いでおり、地方自治、地域開発

と並んで、住宅政策を含む住環境 (都市計画、緑地保全、コミ

ュニティなど )に関連する目標が課されている。マッカーシー

が任用された 2 0 0 3 年は、 SR 2 0 0 2  (2 0 0 3 -2 0 0 5 年度分の歳出

計画 )の実施初年度である。  

SR 2 0 0 2 では、副首相府に 7 個の目標が P SA s として課さ

れており ( O D P M  2 0 0 3 b ,  5 )、住環境に関連する目標は、 P S A5

「全てのイギリスの地域において、我々の町・都市・緑地帯

における田園を保護しつつ、入手可能な住宅と住宅需要の良

いバランスを達成する」、 P S A6「全ての地方計画当局は地方

開発フレームワーク ( L o ca l  D ev e l o pm en t  F ra m ew o r k )を

2 0 0 6 年までに策定し、開発を管理する上で定められた目標を

上回る活動をする」、P S A7「 2 0 1 0 年までに、主に貧困地域の

住宅を改善し全ての社会住宅をまともな状態にし、そして貧

困層が住むまともな状態の民間住宅の割合を上昇させる」の

3 つである。  

P S A5 は、主に住宅市場についての目標であり、具体的な

                                                   

111 労働党政権が 1997 年に誕生した際に環境・運輸・地域省 (Department for 

the Environment, Transport and the Regions )が設置され、 2001 年に運

輸・地方自治・地域省 (Department for  Transport, Local  Government and 

the Regions)へと名称変更する。さらに 2002 年 5 月に運輸・地方自治・地

域省から、運輸部門が切り離されて運輸省 (Department for Transport)が設

置される。残りの地方自治・地域部門は既存の副首相府に吸収されたことか

ら、副首相府に地方自治や住宅政策関連の組織が置かれていた。  
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数値目標としては、住宅需要の低い地域における長期間の空

き家率、高需要の地域では住宅価格や住宅ストックの数、住

環境の面では緑地帯の広さなどが評価の対象とされている

( I b i d . ,  1 4 -1 8 )。  

P S A6 は、地方政府の都市計画に関する目標である。地方

の計画当局は 2 0 0 4 年の計画・強制収用法 ( P l a nn i ng  a n d  

Co m p ul so ry  P u r c ha se  A c t )で導入された地方開発フレームワ

ークを策定することと、そのインパクトを測定するために 、

計画の申請にかかった時間が、目標の達成 を判断する評価の

対象となっている ( I b i d . ,  1 8 -1 9 )。  

P S A7 は、修繕が必要な住宅に関する目標である。 1 9 8 0 年

代に公営住宅の持家化が進められた結果、良質な公営住宅ほ

ど持家化が進み、公営・社会住宅には劣悪なストックが多く

残った (堀田  2 0 0 3 ,  7 4 )。そのため 、社会住宅の修繕は住宅政

策における重要な課題であった。社会住宅の領域においては、

修繕が必要な住宅の数が、民間住宅の領域ではまともな状態

の民間住宅に住む貧困層の比率が評価の対象とされている。  

以上のように、2 0 0 3 年当時の副首相府には 、住宅と 地域コ

ミュニティに関わる複数の目標が課されている ( O D P M  

2 0 0 3 b ,  1 9 -2 1 )。S R2 0 0 2 における、これらの住宅関連目標は、

2 0 0 3 年 2 月に公表された ” Su s t a i na b l e  C om m u ni t i e s :  

b u i l d i ng  f o r  t h e  f u t u re ”という報告書の内容を踏まえて設定

されている。マッカーシーが任用された持続可能なコミュニ

ティ提供ユニットは、この報告書により示された持続可能な

コミュニティプランを実施するために新設された組織である。 
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第 3項  イギリスの住宅政策の歴史と住宅協会の役割  

本項では、ブレア政権に至るまでのイギリスにおける 、住

宅政策の変遷と、住宅協会が社会住宅供給の担い手となる歴

史的過程について堀田 ( 2 0 0 3 )を元に確認する。住宅政策の変

遷と共に、住宅協会がどのような業務を担ってきたかを分析

することで、マッカーシーが住宅協会でのキャリアにおいて 、

どのような専門性を習得したかを類推することが本 項の目的

である。  

 イギリスの住宅建設のピークは 1 9 6 0 年代 (O D P M  2 0 0 3 b ,  

9 )で、図  7 -1 に示されているように 、住宅の新規建設数は右

肩下がりの傾向であった。かつてのイギリスは公営住宅を地

方自治体が供給・管理していたため、図中の地方自治体分が

公共住宅の新規竣工数に相当する。7 0 年代には多くの公営住

宅が自治体により建設されていたものの、8 0 年代になると保

守党のサッチャー政権による公共支出の削減で 、新規竣工数

は大幅に減少する。さらに 、サッチャー政権は公営住宅建設

の削減にとどまらず、住宅の 購入権という概念を導入し 8 0

年代前半に多くの公営住宅を払い下げている (堀田  2 0 0 3 ,  6 4 )。 

住宅予算の削減と公営住宅の払い下げの結果を 、堀田

( 2 0 0 3 )は次のように説明している。  

「 公 営 住 宅 ス ト ッ ク と し て 残 っ た の は 、荒 廃 し た 地 域 の ス ト

ッ ク や 老 朽 化 し た フ ラ ッ ト 、人 々 が 好 ま な い 高 層 住 宅 で あ っ

た 。空 家 が 大 量 発 生 し 、バ ン ダ リ ズ ム や 犯 罪 の 温 床 と な っ た 。
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た だ で さ え 、維 持 管 理 費 用 を 捻 出 す る の に 窮 し て い る 自 治 体

は 、荒 廃 し て い く 公 営 住 宅 に 積 極 的 な 改 善 策 を 施 す 余 裕 が な

か っ た 。 ( I b i d . ,  7 4 )」  

このような公営住宅の問題に加え、当時のイギリスは民間

賃貸住宅が貧弱で満足できる住宅の選択肢ではなくなってお

り、持てる者は持家・持たざる者は公営住宅という二極化

( I b i d . ,  6 8 -6 9 , 7 5 )が進展した。  

公営住宅の建設削減・払い下げを進める一方で、サッチャ

ー政権は民間賃貸住宅政策の振興にも取り組んだものの 、十

分な成果には至らなかった ( I b i d . ,  8 3 )。そして、民間賃貸住

宅市場の活性化に失敗し、払い下げも難しい低品質な公営住

宅が残る中で、サッチャー政権は公営住宅の住宅協会への払

い下げという方向に舵を切る 。  
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図  7 -1  所有形態別の新規住宅竣工数 (イングランド、 1 9 7 1 -2 0 0 1 )  

 

(出 典 )  O f f i c e  o f  t h e  D e p u t y  P r i m e  M i n i s t e r.  2 0 0 3 b .  S u s t a i n a b l e  c o m m u n i t i e s :  b u i l d i n g  f o r  t h e  f u t u r e ,  9 .

住 宅 数 (千 戸 ) 
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イギリスにおける住宅協会は非営利の組織で、その発祥は

1 9 世紀まで遡る。非営利で住宅の供給をしていた救貧院や慈

善事業トラストなどが、1 9 3 5 年の住居法で住宅協会 ( H ou s i ng  

A s so c i a t i on )という総称を与えられ ( I b i d . ,  2 5 )、現在の住宅協

会という組織の元となった。 マッカーシーが勤めていたピー

ボディ・トラストも 1 8 6 2 年に作られた古い歴史を持つ住宅

協会の一つである。住宅協会は 、長らく政府から独立した活

動を続けていたが、1 9 6 0 年台半ばに政府からの積極的な支援

を受けるようになり ( I b i d . ,  5 9 )、 1 9 7 4 年住居法により政府の

住宅政策に組み込まれる。住居法の改正に伴い補助金制度が

改正され、住宅協会の住宅公社 ( H o u s i n g  Co r p o ra t i o n )への登

録が義務付けられたのである。住宅協会は 、補助金と引き換

えに政府から一定のコントロールを受けるようになり、その

組織的な性格が大きく転換する ( I b i d . ,  5 7 )。  

こうして、1 9 7 0 年代に住宅供給の担い手として一時的に住

宅供給戸数を伸ばした住宅協会だが、1 9 8 0 年代にはサッチャ

ー政権の支出削減によりその活動は後退する ( I b i d . ,  7 0 )。図  

7 - 1 の新規住宅竣工数にもその傾向は顕著に表れている。  

住宅協会が現在のように本格的な社会住宅供給の担い手と

なるのは、サッチャー政権後半の制度改革以降である 1 1 2。

                                                   

112 堀田 (2003)は、サッチャー政権が公営住宅を持家でも民間賃貸住宅でも

ない、税金の投入を必要とする社会住宅へ転換させた背景を、次の 4 つの要

因から説明している。第一に、誰も購入したがらない低質な公営住宅が残っ

たことである。良質な住宅から払い下げが進んだ結果、自治体の手元に残っ

たのは古く低質な住宅であった。第二に、民間賃貸住宅を再興するための政

策が、成果をあげることができなかったことである。低所得者層を対象とし

た賃貸住宅経営は魅力的なビジネスではなく、民間からの賃貸住宅投資はな
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1 9 8 8 年住居法により制度が変わり、 1 9 7 4 年以降公共セクタ

ーとしての扱いを受けてきた住宅協会は、再び民間セクター

として扱われ活動の自立性が求められるようになった。加え

て、民間からの融資が可能となる混合融資制度の導入、補助

金および家賃制度の改正が行われ、住宅協会は政府への財政

依存度を弱め一定の自由を得た ( I b i d . ,  8 7 - 9 0 )。なかでも、自

治体が公営住宅を自主処分する権限が拡大された影響は大き

く、多くの公営住宅が住宅協会に移管され社会住宅となった

1 1 3。  

9 0 年代に入ると 、住宅協会の活動範囲は多様化する。本業

の住宅供給・管理においては、単に物理的な住宅管理だけを

行うのではなく、コミュニティ育成を図る取り組みや、居住

者のニーズに対応したサービスの提供に力を入れるようにな

る ( I b i d . ,  9 7 ) 1 1 4。そして、この時期の住宅協会は、本来の業

務である住宅供給・管理に加えて 、地域経済対策、雇用対策、

                                                                                                                                                     

かなか進まなかった。第三に、一定の所得がある層は持家へ流れ、公営住宅

に十分な支払い能力のない層が集積していったことである。こうした低所得

者層を市場に委ねることは不可能であり、市場を補完するものとして公営住

宅の社会住宅化が必要とされた。第四に、政府がこれまで進めてきた住宅供

給の市場化の限界を認識したことである。政府は住宅への補助を建設費補助

金から個人への住宅給付へと切り替え、住宅供給を市場に委ねようとしたが、

1980 年代半ばから住宅給付が増大し国家財政を逼迫させた。また個人への

直接的な住宅給付は受給者を貧困状態から抜け出そうとするインセンティ

ブを奪うことも問題となった。 (堀田  2003, 91-93) 

113 住宅移管事業の詳細は小玉 (1999)が詳しい。  

114 その他に、地方自治体の公営住宅や民間賃貸住宅、他の住宅協会が所有

する住宅を家主に代わって管理する活動や、都市部で空き家になっている民

間賃貸住宅の再生などがある (堀田  2003, 98)。  
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コミュニティの構築、家計相談・貧困対策、犯罪撲滅、環境

活動など、住宅周辺の様々な領域に活動の幅を広げている

( I b i d . ,  9 9 -1 0 2 )。住宅協会の活動多様化の背景として、堀田

( 2 0 0 3 )は、直接的には住宅協会が財政難を克服するためであ

るが、社会的に新しい住環境整備へのアプローチを必要とす

る時代の要請であったと指摘している ( I b i d . ,  1 0 3 )。  

上述したように 、 8 0 年代に進ん だ公営住宅移 管 の 影 響 で 、

住宅協会が管理する社会住宅には以前よりも低所得者層が増

加していた。そのため、単に住宅を供給・管理するだけでな

く、近隣への迷惑行為や反社会的行為、バンダリズムの増加、

住宅や共有地に対する管理放棄、犯罪率の上昇、入居者に対

する介護や支援、入居者への経済的問題等への対応が 、以前

にも増して必要となった。このような活動の多様化の結果、

住宅協会が都市再生・地域再生に関わる機会も増加した ( I b i d . ,  

1 0 3 -1 0 6 )。  

また、自治体から住宅協会へ公営住宅を移管するにあたり、

当該地域のほぼ全ての公営住宅が移管されることが 多く、自

治体に代わって地域の社会住宅の供給・管理を一手に引き受

ける住宅協会も出現した。住宅協会は 、自治体に代わり低品

質で低家賃の社会住宅を修繕し維持・管理する 、多様な役割

を担うことになったのである ( I b i d . ,  1 0 4 -1 0 5 )。住宅協会の業

務が 9 0 年代に多様化する一方で、住宅政策そのものはその独

自性を失っていた。大多数の人々がそれなりの水準の住宅を

得たことで、住宅不足という古典的な住宅問題は収束してお

り、住宅政策は低所得層への社会住宅の供給・管理や住宅給
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付、ホームレス対策といった限定的な階層へのアプローチ へ

と変化し、都市政策へと包含される傾向を強めていった ( I b i d . ,  

1 9 0 )。  

ここまで本項では、堀田 ( 2 0 0 3 )を元にイギリスの住宅政策

の変遷と、住宅協会が役割を拡大させてきた歴史的経緯を検

討した。マッカーシーが住宅協会での勤務を始めたのはちょ

うどサッチャー政権が誕生した 1 9 7 9 年である。そのキャリ

アの 3 分の 2 以上は、1 9 8 8 年住居法改正以降の住宅協会がそ

の役割を拡大させた時期に相当しており、 マッカーシーは住

宅の供給・管理だけでなく、それに付随した多様な業務を経

験していたものと考えられる。  

 

第 4項  任用当時の住宅政策を取り巻く状況  

本項では、2 0 0 0 年代に起きたブレア政権の住宅政策の変化

を、年次報告書、持続的なコミュニティプランなどの内容を

元に分析し、マッカーシーが任用された 2 0 0 3 年当時の住宅

政策を取り巻く状況を明らかにする。任用時の住宅政策がど

のようなものであるか、任用の直前に政策内容がどのように

変化したのかを分析することで、 マッカーシーのどのような

能力が評価され、どのような役割を期待されていたかを間接

的に明らかにすることが本 項の目的である。  

住宅政策が都市政策へと包含される傾向は 、1 9 9 7 年の総選

挙で勝利したブレア政権でも引き継がれている。就任当初の

ブレア政権では、荒廃した地域における社会的排除の問題解
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決が中心課題に据えられており、住宅供給・管理の位置づけ

は低く、住宅政策は社会的排除の問題解決の一環として扱わ

れた (堀田  2 0 0 3 ,  1 9 2 , 1 9 6 , 1 9 9 )。  

その傾向は、2 0 0 2 年 6 月 1 1 5に公表された運輸・地方自 治・

地域省 ( D e p a r t m e nt  f o r  Tr a n s p o r t ,  L o ca l  G ov e rn m e nt  a n d  

t h e  R eg i o n s、以下 D T L R )の最後の年次報告書 ( D T L R  2 0 0 2 )

からも見て取れる。 2 0 0 2 年の年次報告書は、全 1 2 章の構成

になっている。そのうち 1 , 2 章は、全体の概要および組織の

説明などにあてられており、具体的な政策が語られているの

は 3～ 1 2 章である。年次報告書では 、省の重要な課題ほど報

告書の掲載順が前になる傾向があるが、 2 0 0 2 年の場合、 3 章

に運輸に関する議論 1 1 6が割り当てられている。住宅・コミュ

ニティ関連の内容は 4 -7 章で、4 章は効果的な都市計画制度、

5 章は地域経済と土地開発、 6 章は貧困地域の近隣再生

(N e i g hb o u r ho o d  Re n ew a l ) 1 1 7、 7 章は適切な住宅 ( D e c en t  

Ho m es )とホームレス対策という章立てである。  

4 - 6 章は住宅政策と関連する諸領域の議論であり、住宅に

                                                   

115 運輸・地方自治・地域省は 2002 年 5 月に運輸部門が切り離され副首相

府へ再編されたものの、年次報告書は旧省名のまま公表されている。報告書

の内容も分離した運輸部門の章が含まれたものとなっている。  

116 イギリス国鉄は 1994 年に民営化したものの、 1990 年代末から 2000 年

にかけて 3 度の事故を起こしており、 2002 年当時の運輸部門は政治的に重

要な領域であった。  

117 ブレア政権は貧困地域の再生を重視しており、政府各省がそれぞれの領

域で行う活動に加えて、 2001 年 4 月に副首相府に近隣再生ユニットを設置

している。  
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関する議論は 7 章以外ではほとんど議論されていない。また

住宅について議論されている 7 章の内容も、社会住宅の「建

設」ではなく「修繕」が中心である。 7 章の冒頭では省の目

標について「我々の目的は全ての人々に適切な住宅に住む機

会を保証し、社会的包摂 ( s o c i a l  c oh e s i o n )、幸福、独立独行

( s e l f - d e pe n d en c e )を促進することである 1 1 8」と述べられてお

り、住宅の修繕が 6 章で議論されている近隣再生や社会的排

除、貧困地域の都市再生 (高い犯罪発生率、低い教育水準、雇

用などへの対処 )の一環であることが明確に表れている。住宅

の建設・供給に関しては、重要な労働者 ( k ey  w o r ke r )と呼ば

れる教師、警察官、看護師などの保健医療従事者の支援策に

ついて少量の記述が見られる程度である。ロンドン周辺、イ

ギリス南東部 ( S o ut h  Ea s t )は住宅価格が高騰しており、こう

した行政サービスの重要な担い手となる労働者の居住が困難

となる問題が生じていた。  

ところが、2 0 0 3 年 2 月に公表された持続可能なコミュニテ

ィプランでは、住宅政策の扱いが大きく変化する。「持続可能

なコミュニティ」という包括的な概念を計画の名称に掲げて

おり、大枠はこれまでと同様に都市政策の中に住宅政策が包

摂した構成になっているが、全体の約 3 分の 1 が住宅の需給・

建設についての記述であり、貧困地域における住宅の修繕の

項と合わせるとプランの半分は住宅に関する内容である。  

                                                   

118 DTLR(2002),  Internet Archive を経由し 2004 年 8 月 15 日時点での情報

を基にしている。

https:/ /web.archive.org/web/20040815234259/http:/ /www.dtlr.gov.uk/ann

ual02/09.htm (accessed December 17, 2015) 
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持続可能なコミュニティプランは、 2 0 0 3 -0 4 年度から向こ

う 3 年間の資源投資の優先順位を定めたものである ( O D P M  

2 0 0 3 b ,  9 )。報告書は冒頭に全体の概要部があり、続いて具体

的な政策内容が 6 部構成で説明されている。第 1 部は「適切

な住宅・場所」という題目で、社会住宅の修繕と社会的弱者

や貧困地域の住環境への対策が取り上げられている。これは

2 0 0 2 年の年次報告書の第 7 章とほぼ同じものであり、近隣再

生、貧困地域への対策の一環として引き続き住宅の修繕が行

われることを示している。  

持続可能なコミュニティプランにおいて新たに登場した議

論は、次の第 2 部と第 3 部である。第 2 部は「低需要と放棄」

という題目で、住宅需要が低い地域、放棄されてしまった地

域の再生が取り上げられている。イングランド北部・中部

(N o r t h  a n d  t he  Mi d l a n d s )における、低需要・放棄により住

宅市場が成り立たない地域の古い住宅を一掃・改装・新築し、

持続可能なコミュニティを構築する計画が掲げられている

( I b i d . ,  2 5 )。住宅需要が低く放棄された地域は貧困地域と重

なっている部分もあり、政府全体のプロジェクトである近隣

再生対策の一環として、新たに住宅需要の面から貧困地域の

再生に取り組むことが示されている ( I b i d . ,  2 6 )。  

第 3 部は「住宅供給の変化」という題目で、主にロ ンドン

周辺、イギリス南東部の住宅不足に対する対応が取り上げら

れている。第 2 部では北部・ミッドランド ( M i d l a n d s )の低需

要地域が問題とされたが、その一方で 、ロンドン周辺や南東

部では住宅需要に対して住宅供給が追いつかない、あるいは
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需要に適応した住宅 (個人向けの小規模住宅など )が供給され

ず、手ごろな価格での住宅購入が困難な状況が生じている。

そこで、住宅公社に対する社会住宅建設の追加予算や、都市

計画制度の変更などが示されている。また 、教師、警察官な

どの重要な労働者やホームレスへの支援も 2 0 0 2 年の年次報

告書に引き続き取り上げられている ( I b i d . ,  3 5 )。  

以上が住宅の供給に関する問題を主に取り上げている部分

である。なお、第 4 部は住宅不足による新規開発に際しての

田園地帯の保護を、第 5 部はテムズゲートウェイ (T ha m e s  

G a t ew a y )など政府が指定した 4 つの成長地域 ( G r ow t h  

A re a s )における経済成長と住宅供給の問題を、第 6 部は行政

サービス供給の改革、特に地域への都市計画権限の委譲につ

いて取り上げている。  

持続可能なコミュニティプランは、持続的なコミュニティ

という包括的な概念を題目として掲げながらも 、内容面では

住宅供給を中心とした計画である。2 0 0 2 年の年次報告書では、

貧困対策の一部としてわずかに住宅の修繕が取り上げられて

いるに過ぎなかったが、持続可能なコミュニティプランでは

住宅供給の問題が重要な課題として認識されている。プラン

の内容は 2 0 0 3 年の年次報告書にも反映されており、 2 0 0 2 年

の年次報告書にはなかった 、住宅の供給、低需要地域と都市

部の住宅不足への対策などの項目が増えている ( O D P M 

2 0 0 3 b ) 1 1 9。  

                                                   

119 4 章を中心に持続可能なコミュニティプランの内容が取り上げられてい
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持続可能なコミュニティプランにおいて 、住宅供給が重要

視された背景を、堀田 ( 2 0 0 3 )は「都市再生への積極的な取り

組みにもかかわらず地域的不均衡発展が進み、それに伴い、

住宅需給の地域的不均衡も著しくなってきたこと、そして何

よりもそれが影響して、人々の生活に大きな支障を来たし始

めたという現実がある (堀田 2 0 0 3 ,  1 9 9 )」と分析している。な

ぜこのような政策変化が 2 0 0 3 年のコミュニティプランにお

いて生じたかについては 、本論文の主要な関心事項ではない

ため、これ以上の深入りは避けるが、 マッカーシーの就任直

前のこの時期に、住宅供給を中心とした方向へ住宅政策の中

身が変化したことは、彼の任用に際して重要な要因 になった

と考えられる。  

 マッカーシー が 2 0 0 3 年 11 月 に 任 用 さ れ た 当 初 の 職 位 は 、

新設された持続可能なコミュニティ提供ユニット

(S u s t a i n a b l e  C o m m uni t i e s  D e l i v e ry  U ni t )の局長である。そ

の職位名が示しているように、上述した持続可能なコミュニ

ティプランの実施を監視、推進する役割を担っている。そし

て、持続可能なコミュニティ提供ユニットの主要な役割とし

て、政府全体との関係を強化、リーダーシップ、調整機能が

挙げられている。持続可能なコミュニティプランは、特に住

宅需要の低い地域の再生 や、貧困地域の住宅修繕などの領域

において、各省横断的な対策 (住宅のみならず犯罪、健康、雇

用などへの対策 )が求められており、その中で持続可能なコミ

                                                                                                                                                     

る。  
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ュニティユニットがリーダーシップや調整機能を発揮するこ

とが期待されている ( O D P M  2 0 0 3 a ) 1 2 0。  

また報道によれば、 マッカーシーは住宅・再生

( r e g e n e ra t i o n )・コミュニティに対する新しいアプローチの

提供と、テムズゲートウェイを含む 4 つの成長地域、住宅市

場の再生など持続的なコミュニティプランの全体の責任を負

うとされている 1 2 1。これらの責任範囲は、持続可能なコミュ

ニティプランにおいて新たに増加した政策内容とおおよそ一

致している。  

 こうした持続可能なコミュニティユニットの役割と、前 項

で検討したイギリスにおける住宅協会の業務範囲を踏まえれ

ば、マッカーシーが外部から任用された背景が 推測できる。

持続可能なコミュニティプランで強調された、住宅の供給、

ロンドン周辺の住宅不足への対応、成長地域での住宅供給、

低需要・放棄された地域での住宅市場の再生という政策領域

は、いずれも住宅協会がそのサービス提供の最前線を担う領

域である。プランの実施状況を監 視・推進するためには、現

場レベルのサービス提供に関する知識が重要であり、住宅協

会で長いキャリアを積んでいた マッカーシーは十分な能力を

                                                   

120 イントロダクション部分における持続可能なコミュニティユニットの記

述を参照。  

http:/ /webarchive.nationalarchives.gov.uk/20060324193017/http://odpm.

gov.uk/index.asp?id=1123146#P47_5801  (accessed December 17, 2015)  

121 local government chronicle、 2003 年 7 月 11 日付の記事を参照。

http:/ /www.lgcplus.com/new-director-general-of-sustainable-communitie

s-at-odpm/1260800.article  (accessed December 17, 2015)  
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有していた。  

また、他省との連携という面でも住宅協会の勤務経験は任

用に際して有利に働いたと考えられる。前 項で述べたとおり、

住宅協会は 9 0 年代以降その業務範囲を拡大し、住宅供給・管

理のみならず居住者の雇用対策、家計相談・貧困対策、犯罪

撲滅などの活動にも取り組んでいた。これらの業務は副首相

府ではなく、政府内他省の所管する領域である。特に省横断

的な性格の強い貧困地域への対策において、副首相府の所管

する住宅供給・管理のみならず、それに付随した多様な業務

に関する専門知識を習得していることは、各省間のリーダー

シップ・調整を担う上で重要である。  

こうした現場レベルの知識や、住宅周辺の幅広い政策領域

の知識を習得した候補者を中央政府の内部から見つけ出すこ

とは困難であろう。副首相府は、政府内では習得が難しい行

政サービス提供の最前線の知識に期待して、 政府外からマッ

カーシーを任用したものと考えられる。  

 

第 5項  リチャード・マッカーシー 任用後の住宅政策  

 前項では、マッカーシー任用前後の住宅政策について検討

し、マッカーシーにどのような役割が期待されていたかを明

らかにした。本項では副首相府の年次報告書を中心に、 マッ

カーシーの役割の変遷、任期中の住宅政策の変化を確認する。

特に住宅政策の変化の有無を分析することで、 マッカーシー

の任用による住宅政策への影響、政策変化の有無を明らかに
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することが本項 の目的である。  

 マッカーシー が持続可能なコミュニティプランの監視・推

進を主たる役割とする 、持続可能なコミュニティ「ユニット」

の局長として任用されたのは 2 0 0 3 年 11 月である。任用当時

の持続可能なコミュニティユニットには、持続可能なコミュ

ニティ課、都市政策課の 2 課が置かれていた 1 2 2。そして、半

年後の 2 0 0 4 年 4 月に公表され た 2 0 0 4 年の年次報告 書では、

持続可能なコミュニティ「局 ( G ro u p )」の局長として組織図に

記載されている。  

持続可能なコミュニティ局は、これまでの持続可能なコミ

ュニティユニッ トに住宅課 ( H o u s i ng  D i r e c t o ra t e )と都市計画

課 (P l a n n i ng  D i re c t o ra t e )が加わり、組織名称が変更されたも

のである。住宅課と都市計画課はこれまで ジェニー・タート

ン (G e n i e  Tu r t on )という人物が局長を務める住宅・ホームレ

ス・都市計画局 ( Ho u s ng ,  Ho m e l e s sn e s s ,  U rb a n  P o l i cy  a n d  

P l a n n i ng  G r o u p )の管轄に置かれていたが、 タートンが 2 0 0 4

年 5 月に 5 8 歳で早期退職 1 2 3したことにより同局は解体され、

持続可能なコミュニティプラン と関わりの深い、住宅と都市

                                                   

122 Dod's Parliamentary Communications  (2003)の組織図を参照。なお同

書発行時点では持続可能なコミュニティユニットの局長ポストは公募の最

中のため空位となっている。  

123 Inside Housing.co.uk、 2003 年 11 月 7 日付の記事を参照。

http:/ /www.insidehousing.co.uk/tributes -as-senior-civil -servant-retires/

443360.article  (accessed December 17, 2015)  
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計画の 2 課 は マ ッ カ ー シ ー の 管 理 下 に 移 る こ と と な っ た 1 2 4。 

タートンの早期退職が発表されたのは 、マッカーシーが任

用された直後の 2 0 0 3 年 11 月初旬であり、当初から タートン

の退職を見越してマッカーシーが住宅供給・都市計画の全権

を担う前提で任用されていた可能性は高いものの、それを明

確に示す資料は見つけることができなかった。一部報道では

タ ー ト ン が 「 早 期 退 職 パ ッ ケ ー ジ を 選 ぶ こ と に 合 意 し た 1 2 5」

という表現もなされており、組織再編のための退職勧奨が行

われていた可能性もある。いずれにせよ 、マッカーシーは任

用の半年後には、持続可能なコミュニティプランに直接関わ

る新設組織だけでなく、従来から存在したライン部門の住

宅・都市計画課も含めた、住宅供給に関わる全ての責任を担

う一大部門の局長となる。  

 マッカーシー の任用後最初の年次報告書となる 2 0 0 4 年の

報告書では、持続可能なコミュニティの構築が強調されてお

り、2 0 0 3 年の年次報告書に引き続き持続可能なコミュニティ

プランの内容を踏まえた政策方針となっている。省の戦略的

                                                   

124 Dod's Parliamentary Communications  (2005)の組織図を参照。Genie 

Turton が担当していた 3 課のうち残りのホームレス課 (Homelessness 

Directorate)は、近隣再生ユニットに組み込まれ、こちらも組織名称が社会

的不利対策局 (Tackling Disadvantage Group)に変更されている。この事例

に見られるように、イギリスの「局 (Group)」は組織再編や人の異動によっ

て管轄下にある課の構成が変わると、それに伴い組織名称が頻繁に変化する

傾向がある。  

125 Building.co.uk、 2003 年 11 月 7 日付の記事を参照。

http:/ /www.building.co.uk/turton -perry-redman-to-go-as-change-hits-sec

tor/1031867.article (accessed December 17, 2015)  
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優先順位の第一には 、「成長エリアの支援、住宅 市場の復活、

放棄地への対策 (を通じた住宅供給の増加 ：筆者補足 )によっ

て、より良い住宅需給バランスを提供すること ( O D P M  2 0 0 4 a ,  

6 )」が掲げられており、住宅供給の増加が最優先課題として

取り上げられている。持続可能なコミュニティ局の役割につ

いても、第一に住宅需給のバランスが挙げられており ( I b i d . ,  

1 5 )、引き続き住宅供給の増加による需給バランスの改善が マ

ッカーシーに求められる最優先の課題であったことが示され

ている。  

2 0 0 5 年の年次報告書においても、持続可能なコミュニティ

局の役割は変わらず ( O D P M  2 0 0 5 ,  11 )、また省の業務の優先

順位も前年と同じ内容が掲げられており ( I b i d . ,  1 5 )、政策方

針の大きな変化は見られない。2 0 0 5 年秋時点の組織図では持

続可能なコミュニティ局には住宅課、都市計画課、持続可能

なコミュニティ 課 ( S u s t a i n a b l e  C o m m u n i t i e s  D i r e c t o r a t e )、

テムズゲートウェイ課 ( T h a m e s  G a t e w a y  D i r e c t o ra t e )、都市

政策課 ( U r b a n  P o l i cy  D i r e c t o r a t e )の 5 課が設置さ れている。 

 翌 2 0 0 6 年 5 月に副首相府はコミュニティ・地方自治省へ

と名称が変わり、省内各局の組織も 再編された。マッカーシ

ーの「持続可能なコミュニティ局」も「場所・都市計画・コ

ミュニティ局 ( P l a c es ,  P l a n n i ng  a n d  C om m u ni t i e s  G r o u p )」

へ組織名が変わっている。また 、管轄する 5 課のうち持続可

能なコミュニティ課だけは課名が変更され「新規住宅・コミ

ュニティ課 ( N e w  Ho u s i ng  a n d  Co m m uni t i e s  D i r e c t o ra t e )」

となった。過去 2 年間、省の戦略的優先順位の中で住宅需給
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バランスの問題は第一に掲げられていたが、2 0 0 6 年の年次報

告書からは、社会的不利への対 策、地域の発展、良い公共サ

ービスの提供に次いで、 4 番目の扱いへと変わっている

(D CL G  2 0 0 6 ,  1 2 )。住宅政策そのものの省内での優先順位は

低下しているが、住宅の修繕は優先順位の 5 番目に掲げられ

ており、住宅政策の中では引き続き住宅供給が最優先の課題

であり、テムズゲートウェイ地区や社会住宅へ更なる投資が

必要であることが示されている ( I b i d . ,  1 8 )。  

2 0 0 7 年の年次報告書も 2 0 0 6 年と同じく、住宅供給の優先

順位は 4 番目であるものの ( D CL G  2 0 0 7 a ,  6 )、引き続き供給

を重視する方向性は継続して いる ( I b i d . ,  2 1 )。また、 2 0 0 7 年

7 月には住宅緑書が発表され、2 0 1 6 年までの住宅供給戸数の

目標値が、持続可能なコミュニティプランで掲げられた 2 0

万戸 ( O D P M  2 0 0 3 b ,  4 7 )から、2 0 0 7 年の住宅緑書では 2 4 万戸

(D CL G  2 0 0 7 b ,  7 )へと上方修正されている。  

こうした住宅供給重視の方向性は 、2 0 0 8 年の年次報告書で

も同様であり、省内の優先順位こそ継続して 4 番目に置かれ

ているものの、住宅供給は政府内でも最も優先順位が高い事

項の 1 つであるとされている  ( D CL G  2 0 0 8 ,  2 4 )。  

住宅供給を重視する傾向は、 2 0 0 8 年 1 0 月の世界的な金融

危機によりさらに強まることとなる。経済危機の影響で新規

住宅の建設は落ち込み ( D CL G  2 0 0 9 ,  5 7 )、住宅を失うリスク

が高い人の保護などが緊急の課題として浮上した。政府によ

る住宅の供給は単に新規住宅の建設を補う目的だけでなく、

失業対策としても位置づけられており ( I b i d . ,  3 ,  2 5 )、これま
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で以上に住宅供給の重要性・役割が増したのである。こうし

た供給重視の住宅政策の方針は 、2 0 1 0 年の政権交代まで継続

する。  

 組織編制の点では、2 0 0 7 年以降、マッカーシーの管轄する

領域は小規模な変更が頻繁に加えられている。2 0 0 7 年の年次

報告書では、マッカーシーの局名が、場所・都市計画・コミ

ュニティ局からプログラム・政策・イノベーション局

(P r og ra m m e s ,  P o l i cy  a n d  I n no v a t i on  G r ou p )へと変更され

ている ( D CL G  2 0 0 7 a ,  1 4 )。年次報告書とほぼ同時期の 2 0 0 7

年秋の組織図を確認すると 、管轄課数の増加、住宅関連部門

の局内再編が行われている 1 2 6。  

まず、管轄課数の増加であるが、省戦略・資源局 ( C o r p o ra t e  

S t ra t e g y  a n d  R e so u r c e s  G r o u p )から住宅関連の調査分析部

門である分析サービス課 ( A na l y t i c a l  S e r v i c e s  D i r e c t o r a t e )、

戦略・業績課 ( S t r a t e g y  a n d  P e r f o r m a n c e  D i re c t o ra t e )がマッ

カーシーの下に移管されている。これに加えて 、住宅情報パ

ック実施課 ( H o m e  I n fo r m a t i o n  P a c k  I m pl em en t a t i on )が新

設されている。住宅情報パックとは 、住宅売買に際して物件

情報に関する書類の提出を義務付けたもので、住宅取引の透

明性を高めるために導入された ( D CL G  2 0 0 8 ,  8 0 )。そして、

これまでの住宅課は住宅戦略・支援課 ( H ou s i ng  S t r a t e g y  a n d  

Su p p o r t  D i r e c t o r a t e )と名称が変わり、課内の係も既存の係

が統合されたり、ホームレス支援部門が他局より移管された

                                                   

126 Dod's Parliamentary Communications  (2007)の組織図を参照。  
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りと大幅な組織変更が行われている。また 、新規住宅・コミ

ュニティ課も新規住宅・持続可能な成長課 ( N e w  Ho m es  a n d  

Su s t a i na b l e  D ev e l o p m e n t  D i r e c t o ra t e )と組織名の変更があ

り、旧住宅課の建築物係 ( B u i l d i ng s  D i v i s i on )が名称を持続可

能な建築物係 ( S u s t a i n a b l e  B u i l d i ng s  D i v i s i o n )へと変更した

上で移管されてきている。  

このような組織再編の結果、2 0 0 7 年秋時点でのマッカーシ

ーのプラグラム・政策・イノベーション局は、 2 0 0 6 年までの

5 課 (住宅戦略・支援課、新規住宅・持続可能な成長課、都市

計画課、地域・都市政策課 1 2 7、テムズゲートウェイ・オリン

ピック課 1 2 8 )に 3 課 (分析サービス課、戦略・業績課、住宅情

報パック実施課 )を加えた、 8 課から成る大規模組織となって

いる。  

しかし、明確な要因は分からないものの、 あまりにも 1 人

の局長に負担が集中したためか、 翌 2 0 0 8 年秋の組織図 1 2 9で

は地域・都市政策課、テムズゲートウェイ・オリンピック課、

分析サービス課の 3 課が他局へと移管され、再び 5 課体制と

なり局の名称も住宅・都市計画局 ( H ou s i ng  a n d  P l a n n i ng  

                                                   

127 住宅部門と同様に組織再編があり、前年までの都市政策課から地域・都

市政策課 (Regional and Urban Policy Directorate)へ名称変更、係構成も一

部変化している。  

128 2005 年 7 月にロンドンオリンピックの招致が決定した影響で、テムズゲ

ートウェイの再開発政策はオリンピックに向けた整備と合わせて取り組ま

れるようになった。  

129 Dod's Parliamentary Communications  (2008)の組織図を参照。  
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G r o u p )へと変更されている。また、都市計画課が大規模イン

フラのための都市計画課 ( P l a n n i ng  f o r  Ma j o r  I n f r a s t ru c t u r e  

D i r e c t o ra t e )へと 、係の構成は同じまま名称変更されている。 

さらに、翌 2 0 0 9 年秋の組織図 1 3 0では住宅情報パック実施

課がなくなるとともに、これまでの新規住宅・持続可能な成

長課が、持続可能な建築物・気候変動課 ( S u s t a i na b l e  

Bu i l d i n g s  a n d  C l i m a t e  C ha ng e  D i r e c t o ra t e )、住宅管理・支

援課 ( H ou s i ng  M a na g em e nt  a n d  Su p p o r t  D i re c t o ra t e )、都市

計画課 ( P l a nn i ng  D i r e c t o ra t e ) 1 3 1の 3 課に分割されている。  

このように、2 0 1 0 年の政権交代までのマッカーシーの管轄

する組織の変遷を見ていくと、相当な頻度で管轄部門の変化

があることが分かる。任用当初は 、持続可能なコミュニティ

プランの監視・推進という限られた領域を担当していたもの

の、半年後には住宅関連部門を全て担うようになり、さらに

キャリアの後半期である 2 0 0 7 年以降は、省全体の戦略・業

績課も担当するようになった。  

任用当初は限られた領域の専門性が期待されていたものの、

                                                   

130 Dod's Parliamentary Communications  (2009)の組織図を参照。  

131 名称は以前の都市計画課と同じであるが管轄する係の構成は、手ごろな

住宅係 (Affordable Housing Division)、住宅・成長プログラム係 (Housing 

and Growth Programs Division)、住宅供給戦略係 (Housing Supply 

Strategy Division)、持続可能な再生・デザイン・不動産係 (Sustainable 

Regeneration, Design and Property Division )の 4 係になっており、住宅に

軸足を置いた部門である。 2007 年まで存在した都市計画課は、本文中で述

べたとおり 2008 年に大規模インフラのための都市計画課へ名称が変更され

ており、従来の都市計画課の業務はそちらに引き継がれている。  
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キャリア後半になると専門外の領域も担当していることから、

時間の経過と共に内部出身の公務員と近い、ジェネラリスト

としての扱いを受けていた可能性もある。 ただし、これだけ

の組織編制の変化がありながらも、住宅供給に関連する部門

は任用直後から退職時まで一貫して担当し続けており、 マッ

カーシーに最も期待されていたのは 住宅供給の領域であるこ

とは間違いない。  

 

第 6項  政権交代による予算削減と住宅政策の変化  

住宅政策とマッカーシーを取り巻く環境は、2 0 1 0 年 5 月の

政権交代により激変する。新たな連立政権は財政赤字の削減

を第一の目標としつつ、優先課題として地方自治体への分権

化、アカウンタビリティ・民主主義・参加の再活性化、透明

性の向上、人々の住宅購入意欲への対応、コミュニティへ都

市計画の権限委譲などを掲げていた ( D C L G  2 0 11 ,  1 3 )。中で

も連立政権は、地方自治体への権限委譲を重視しており ( I b i d . ,  

5 )、コミュニティ・地方自治省は、小さくて強い省になるた

めに、サービス供給の方法を変革するとされた ( I b i d . ,  6 )。住

宅分野においても、都市計画や社会住宅に関する権限が地方

に移され、省の関与は縮小することとなった ( I b i d . ,  2 1 )。持

続可能なコミュニティプランにより開始された 、放棄された

土地や低需要地域における住宅市場再生の取り組みも 2 0 1 0

年で打ち切られている 1 3 2。  

                                                   

132 BBC、 2010 年 10 月 27 日付の記事を参照。
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まず、政権交代から 5 ヵ月後の 2 0 1 0 年 1 0 月に政府全体の

中長期的な歳出計画である 、 S p e n d i n g  R ev i e w  2 0 1 0 が発表

された。コミュニティ・地方自治省のコミュニティ部門 (住宅

や都市計画など マッカーシーの担当部門 )は、 2 0 1 4 年度まで

に、経常的支出に充てられる資源予算 ( r e so u r c e  b u dg e t )にお

いて 2 0 1 0 年度比 3 3 %の予算削減、地方自治体への資源委譲

分も含めると 5 1 %が削減されている ( H M Tre a su r y  2 0 1 0 ,  1 0 )。

また、資本的支出に充てられる資本予算 ( c a p i t a l  b u dg e t )では、

2 0 1 4 年度までに 2 0 1 0 年度比 7 4 %の予算削減が計画されてお

り ( I b i d . ,  11 )、資本予算の中に含まれている社会住宅予算も 、

5 0 %前後削減されることが明らかになった 1 3 3。  

資源予算は政府 全体で 8 . 3 %削減されているが 、部門により

濃淡がある。内閣府など資源予算が増加した部門もある中で、

コミュニティ部門は地方自治体への資源委譲分も含めると、

全部門中で最も大きい 5 1 %の予算が削減されている 1 3 4。資本

予算においても、政府の資本予算全体で 2 9 %が削減されたの

に対して、コミュニティ部門は 7 4 %削減と全部門中で最も大

きな削減率である 1 3 5。  

                                                                                                                                                     

http:/ /www.bbc.com/news/uk-england-11634490 (accessed December 17, 

2015) 

133 Inside Housing.co.uk、 2010 年 10 月 20 日付の記事を参照。

http:/ /www.insidehousing.co.uk/clg -budget-to-be-cut-by-51-per-cent/651

2142.article  (accessed December 17, 2015)  

134 コミュニティ部門の次に削減率が大きいのは財務省の 33%減。  

135 コミュニティ部門の次に削減率が大きいのは教育部門の 60%減であり、

労働党と連立政権の政策選好の差が表れている。  
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図  7 -2 は、住宅に対する公的支出と、公営・社会住宅竣工

数の推移を重ねたものである。社会住宅への資本投資は 2 0 0 9

年度をピークにして、政権交代が起きた 2 0 1 0 年度から急激

に支出が削減されているのが見て取れる。その一方で、公営・

社会住宅の竣工数はそれほど減少していない。これは 2 0 0 8

年の金融危機以降、住宅給付 ( h o u s i n g  b en e f i t )の受給者が増

加したことが要因である。 住宅給付に関わる支出額は労働党

政権末期の 2 0 0 9 年から右肩上がりで上昇している。住宅給

付の受給者層は 、社会住宅の入居者層と重なる部分が大きく、

社会住宅の供給は労働年金省 ( D e pa r t m en t  f o r  Wo r k  a n d  

P e ns i o n s )が支給する住宅給付の量に影響を受けるため

(K eo ha n e  a n d  B r ou g h t o n  2 0 1 3 ,  5 1 )、政府の補助金が削減さ

れても一定の社会住宅が建設され るのである。  

一方、社会住宅への資本投資となる補助金の削減によって 、

中央政府は住宅供給を押し上げるための 、直接的な手段を喪

失した ( I b i d . ,  5 1 )。 2 0 0 3 年の持続可能なコミュニティプラン

以降、中央政府の補助金を通じた 積極的な住宅供給政策が推

進されてきたが、2 0 1 0 年の政権交代によって住宅政策の方針

は大きく変化したのである。  
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図  7 -2 住宅への公的支出と公営・社会住宅着工数の推移  

 

(出 典 )  Wi l c o x ,  S t e v e  a n d  J o h n  P e r r y  ( 2 0 1 4 )に 掲 載 さ れ た H o u s i n g  R e v i e w  2 0 1 4 の 統 計 デ ー タ を 元 に 筆 者 作 成 。
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第 7項  リチャード・マッカーシーの退職  

 予算削減と政策の変化を受けて、2 0 1 0 年夏にコミュニテ

ィ・地方自治省が管轄する 、エージェンシーなどの公的機

関に対する見直しが行われた。見直しの結果、 2 6 ある公的

機関が最大 9 つにまで再編され、多くの機関が廃止・統合、

あるいは機能が地方自治体へと移されることとなった

(D CL G  2 0 11 ,  1 3 )。再編された機関には 、マッカーシーの管

轄する住宅関連の機関 も多く含まれている。さらに 、経常

的支出である資源予算の大幅な削減により、本省の組織も

人員削減と組織縮小を迫られた。省全体で人員削減が行わ

れ、 2 0 1 0 年度末までに 2 8 8 人が自発的離職に応じている

( I b i d . ,  6 )。  

そして、組織縮小のため 6 つあった局長ポストも 3 つに

絞り込まれ、マッカーシーとコミュニティ局の局長だった

デイビッド・プラウト ( D a v i d  P r o ut )が、引き続き局長とし

て留任すること、残り 1 つの局長ポストは新たに公募を行

うことが 2 0 1 0 年 11 月に公表された。これに伴い 、ジョー・

モントゴメリー ( J oe  Mo nt g o m e r y )とイレーネ・ルーカス

( I r en e  L u ca s )の 2 人の局長が、2 0 11 年 1 月に離職している

1 3 6。一部報道は、この局長再編を 6 つのポストを巡る争い

                                                   

136 Inside Housing、 2010 年 11 月 19 日付の記事を参照。

http:/ /m.insidehousing.co.uk/clg-reveals-stripped-back-structure/6512

596.article  (accessed December 17, 2015)  
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と表現しており 1 3 7、マッカーシー は結果として争いに勝利

した格好となった。  

2 0 11 年 2 月より省内の組織は、マッカーシーが局長を務

める近隣局 ( N e i g hb o u r ho o d s  G r o u p )、プラウトが局長を務

めるローカリズム局 ( L o ca l i s m  G r ou p )、そして、局長を新

たに公募した財務・省内サービス局 ( F i na n c e  a n d  

Co r p o ra t e  S e rv i c e  G r o u p )の 3 つに集約された。再編によ

り省の組織規模は縮小したものの、 マッカーシーの担当領

域は拡大した。近隣局の役割は住宅供給、ホームレス対策、

建築物の基準・規制、都市計画、地域経済など非常に広い

範囲に及んでおり、地方自治体以外のほぼ全てのライン部

門の業務を担うこととなった。  

 ところが、 組 織 再 編 か ら 8 ヶ 月 後 の 2 0 11 年 9 月 2 8 日 、

マッカーシーが 民間企業のキャピタ・シモンズ 社 ( Ca p i t a  

Sy m o n d s ) 1 3 8のヘッドハンティングに応じ、 11 月でコミュ

ニティ・地方自治省を離職することが報道された 1 3 9。  

                                                   

137 Local Government Chronicle、 2010 年 11 月 18 日付の記事を参照。  

http:/ /www.lgcplus.com/briefings/people/dclg -appoints-two-new-direct

ors/5022064.article  (accessed December 17, 2015)  

138 2013 年 10 月に社名の変更があり現在の社名はキャピタプロパティ・

アンド・インフラストラクチャー (Capita Property and Infrastructure 

Ltd)であるが、ここでは当時の社名であるキャピタ・シモンズを用いる。 

139 キャピタ・シモンズウェブサイト、2011 年 9 月 28 日付の記事を参照。

http:/ /www.capitasymonds.co.uk/news__opinion/latest_news/capita_sy

monds_appoints_rich-1.aspx (accessed December 17, 2015)  Inside 

Housing.co.uk、 2011 年 9 月 28 日付の記事を参照。

http:/ /www.insidehousing.co.uk/head-of-housing-to-leave-clg/6518026.

article (accessed December 17, 2015)  
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転職後のマッカーシーには執行役員 ( Ex e c ut i v e  

D i r e c t o r )のポストが与えられており、現在よりも (ボーナス

を含めると 1 8 万 9 千ポンド )高い給与を得るのではないか

と報道されている 1 4 0。キャピタ・シモンズは、不動産、住

宅、建築デザイン、インフラなど多様な領域のコンサルテ

ィングを行う民間企業である。政府や自治体向けのコンサ

ルティングサービスも多く、同社のウェブサイトには 、マ

ッカーシーが担当してきた都市計画や都市再生なども 、コ

ンサルティング事業の例として挙げられている。  

現職と利害関係のある業界からのヘッドハンティングと

いうこともあり、マッカーシーの転職に対しては批判的な

報道も見受けられる。当時の近隣局は連立政権による都市

計画制度の改革において中心的役割を担っており、 N ew  

P l a n n i ng  P o l i cy  F ra m ew or k (N P P F )と呼ばれる、新たな都

市計画枠組みの草案を 2 0 11 年 7 月に公表したばかりであっ

た。テレグラフ紙によれば、 N P P F の草案は、労働党政権

期の規制を減らし権限を委譲する内容であったため、ナシ

ョナルトラストや田園地域の保護を求める団体 ( Ca m pa i g n  

t o  P ro t e c t  R u ra l  En g l a n d )などから、改革の内容が建設業

界寄りとの批判も受けていた 1 4 1。  

省の記録によれば、 マッカーシーは N P P F 草案の公表に

                                                   

140 The Telegraph、 2011 年 9 月 29 日付の記事を参照。

http:/ /www.telegraph.co.uk/earth/hands -off-our-land/8795758/Hands-

Off-Our-Land-top-civil-servant-lands-planning-job.html (accessed 

December 17, 2015)  

141 Ibid.  
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先立つ 2 0 11 年 1 月に、主要な住宅建設業者とのワーキング

ディナーに参加し、 2 月にはイギリス住宅不動産業界大手

のグレインジャー社 ( G ra i ng e r  p l c )との朝食、3 月には不動

産業大手ジョーンズ・ラング・ラ・サール社 ( J o ne s  L a ng  

L a Sa l l e )と朝食をとっているという 1 4 2。テレグラフは明言

を避けているものの、 N P P F 草案の策定にあたり業界に有

利な内容を盛り込むことで転職先を確保したのではないか

ということであろう。真偽のほどは分からないが、政府側

はこの件について問題なしとしており、 マッカーシーは公

務を離職して 3 ヶ月の期間を空けた後に C a pi t a  Sy m o n d s

社へ転職している。  

マッカーシーは離職に際して、  

「 今 回 は 私 が 民 間 部 門 で 通 用 す る か ど う か を 確 認 す る 素

晴 ら し い 機 会 だ 。 私 は こ こ 最 近 (現 在 の 仕 事 か ら ： 筆 者 補

足 )移 る こ と を 考 え 続 け て い て 、 今 年 の 初 め に ヘ ッ ド ハ ン

テ ィ ン グ さ れ た 。 し か し こ れ は 全 て 私 自 身 の 選 択 で あ り 、

も し オ フ ァ ー が な け れ ば 私 は 引 き 続 き 現 職 に 留 ま っ て い

た だ ろ う 1 4 3。」  

とコメントしている。  

そして、後に公開された情報によると、 マッカーシーは

2 0 11 年 2 月の段階で、上司である事務次官の ボブ・カース

                                                   

142 Ibid.  

143 Building.co.uk、 2011 年 9 月 28 日付の記事を参照。

http:/ /www.building.co.uk/richard-mccarthy-quits-government-to-join

-capita-symonds/5025233.article  (accessed December 17, 2015)  
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レイク ( B ob  K e r s l a k e )に対して新しい仕事を探しているこ

とを伝えており、その後キャピタ・サイモンズ のオファー

を受諾したのは 6 月だとされている 1 4 4。  

こうした状況から察するに 、マッカーシーが N P P F の草

案を取りまとめている最中に、利害関係のある業者に対し

て就職活動をしていたことは間違いない。しかし 、本論文

の問題関心は、マッカーシーの転職が公正であるかどうか

を明らかにすることではない。 本論文の関心は、政府外か

ら中途採用されたマッカーシーが、解雇・離職することと

なった要因を明らかにすることである。 マッカーシーの場

合も、前章で取り上げたヒューズと同様に、解雇・離職に

前後して政策変化が生じたことにより 、任用段階で高く評

価されていた能力 (マッカーシーの場合であれば住宅供給

に関連する知識 )の価値がなくなってしまうという現象が

起きている。こうした政策変化による専門性の喪失と、 政

府外出身者の解雇・離職との関連性の有無は ポジションシ

ステムの公務員制度のメカニズムを知る上で重要である。  

まず、マッカーシーの離職が、実質的な解雇であったの

か、あるいは自発的な離職であったのかを考察する。上述

したように政権交代後の新政権は 2 0 1 0 年 11 月にコミュニ

ティ・地方自治省は局長を 6 人から 3 人へと削減している。

新政権はマッカーシーの政策選好が気に入らなければ、こ

                                                   

144 The Telegraph、 2012 年 9 月 3 日付の記事を参照。

http:/ /www.telegraph.co.uk/earth/hands -off-our-land/9518275/Plannin

g-civil-servant-paid-45000-to-sit-at-home.html (accessed December 17,  

2015) 
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の段階で解雇して新たな局長を公募し、連立政権の都市計

画制度改革の方向性に合致する新たな局長を任用すること

も可能であった。  

マッカーシーの給与は他の政府内出身の公務員と比べて

も高く 1 4 5、彼の後任として任用された内部出身の P et e r  

S ch o f i e l d 1 4 6の約 1 . 3 5 倍である。給与が高い マッカーシー

を、歳出削減を重視する連立政権が あえて留任させたのは、

マッカーシーの政治的中立性を信用していたことはもちろ

ん、重要課題である都市計画制度の改革に取り組む上で、

マッカーシーの 7 年間の局長経験とその間に身につけた都

市計画制度に対する専門性が評価されたのではないかと考

えられる。  

さらに、キャピタ・サイモンズ からオファーを受けたの

が 2 0 11 年の年初であり、新しい仕事を探していることを事

務次官に報告したのが 2 月であるという経緯を考えるなら

ば、マッカーシーの離職は何らかの政策的・予算上の理由

による解雇ではなく、本人の意思による自発的な離職で間

違いないと思われる。 マッカーシーが採用時に一番評価さ

                                                   

145 ボーナスを除く基本給部分の Pay Band が 17 万 5 千～ 17 万 9 千ポン

ド (DCLG 2012, 78)。2011 年度は途中で退職しているため結果的に 16 万

5 千～ 16 万 9 千ポンドとなったが、事務次官を除く省内の上級公務員の

中では最も高い給与水準である (Ibid.,  60)。Richard McCarthy の次に高

い Pay Band に属する上級公務員が 13 万 5 千～ 13 万 9 千ポンドであり、

1 人だけ飛び抜けて高い給与水準である。  

146 ボーナスを除く基本給部分の Pay Band が 13 万～ 13 万 4 千ポンド

(DCLG 2013, 91)。業務範囲は前任者である Richard McCarthy と変わら

ないが、政府内出身の公務員であるため給与水準が低い。  
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れていた住宅供給に関する 知識は、政権交代の政策変化に

より価値が低下したものの、 7 年間もの長期にわたる豊富

な局長経験により習得した住宅・コミュニティ全般に対す

る専門性、政府内での豊富な経験が連立政権にも評価され

て留任したのではなかろうか。  

次に問題となるのは、なぜ マッカーシーは自発的に離職

するに至ったのか、とりわけ政権交代によ る政策変化が離

職の原因になっていたのかという点である。 マッカーシー

は局長ポストの削減以降も省に残り、さらには前政権期に

作り上げられた都市計画制度を自らの手で改革する草案の

策定にも関わっている。こうした彼の仕事ぶりからは、連

立政権の方針に対して政策選好の違いによる不満を表面上

は感じていなかったようにも見受けられる。  

しかし、ここで注目すべきは マッカーシーの離職時のコ

メントである。離職に際しての彼自身のコメントの中で、

ヘッドハンティングを受けたのが「 2 0 11 年の年初」であり

「ここ最近離職を考え続けていた」という 部分は興味深い。

この発言の通り 2 0 11 年の年初にオファーが来て、その時点

で既に離職を考え続けていたのだとするならば、2 0 1 0 年 11

月に局長ポストへの留任が報じられた時点で既に離職を考

えていた可能性もある。1 0 月には住宅供給の大幅な削減を

含む歳出レビューの結果が公表されており、こうした今後

の政策方針に従って仕事を続けることに疑問を感じていた

としても不思議はない。  

住宅政策の転換による住宅供給の激減に加えて、住宅関
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連機関の廃止・統合、これまで築いてきた都市計画制度を

自らの手で改革しなければならないことなど、離職 の遠因

となる要素は非常に多い。これまでの 7 年間で積み上げて

きた自らの仕事を大きく覆される改革に対して、何ら不満

を抱かない方が不思議である。  

それではなぜマッカーシーは離職を考えていながらも省

の組織再編に従い、新たな組織の局長として留任したので

あろうか。マッカーシーは離職時のコメントで「もしオフ

ァーがなければ現職に留まっていた」とも述べており、 キ

ャピタ・サイモンズ のオファーがなければ引き続き公務員

の仕事を続ける意思があったことを示している。彼は離職

時にまだ 5 2 歳で、職業人生からリタイアするにはまだ早い

年齢であり、何かしら仕事を続ける必要性はあるだろう 。  

ところが、マッカーシーは現職の上級公務員を除くと住

宅協会でしか職業経験がなく、給与水準を維持しながら他

業種へ転職するには選択肢が限られている。長らく職業経

験を積んだ住宅 協会の仕事は公 務員よりも給与 水準が低く、

加えて連立政権の予算削減で 、今後仕事が増加する見込み

は低い業界であり、転職先としての魅力が低い業種である。

政策方針に不満があり離職を考え続けていたものの、潰し

が利かず転職先が限られている マッカーシーにとって、キ

ャピタ・サイモンズ からのオファーは魅力的なものだ った

と考えられる。  

しかし、これらの解釈は推測の域を出 るものではない。

マッカーシーがなぜ離職を考えるようになったのか、それ
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が政権交代と住宅政策によるものなのかを明確に説明する

証拠はない 1 4 7。本論文の調査において、確実性が高いと言

い切れるのは、 マッカーシーは住宅予算や局長ポストの削

減が公表された 2 0 1 0 年秋頃から離職を検討し始め、年初に

はキャピタ・サイモンズ のオファーを受け、 2 月には転職

活動をする意思を事務次官に報告し、 6 月にオファーを受

諾したという経緯についてであり、それ以上のことを断言

するのは困難である。  

 

 

第 8項  小括  

 本章では、公共部門出身者の運用実態について、任用者

を取り巻く政策の変化を検証することで、 任用者にどのよ

うな役割・能力 が期待され、制度運用がどのように行われ

てきたかを分析してきた。 本章の事例分析から発見された

知見は次の 5 つである。  

第一に、公共部門から政府外出身者が任用されるのは、

                                                   

147 あくまでも本論文の職歴調査で確認した範囲であるが、上級公務員の

離職時の報道では似たような円満離職を示すコメントが出る場合がほと

んどであり、本人の口から本当の離職理由が語られることは稀である。

新聞等のメディアは解雇として報じている場合でも、当事者である公務

員は円満離職のコメントを残している事例がよく見られた。公務員に限

った話ではないが、離職者が本音の離職理由を語ると、その後も組織に

残る同僚、上司、部下に迷惑をかけたり、勤労意欲を削いでしまう可能

性もある。離職の真因はなかなか表には出てこない部分であろう。当人

の口から明確な理由が語られない以上、外的環境からの推測に頼らざる

を得ない部分がある。  
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組織内部では習得が難しい、政策領域に関する 知識が必要

とされた場合である。マッカーシーの場合は、住宅協会で

の長い経験により、社会住宅の供給について政策実施の知

識を有していた。 8 0 年代から 9 0 年代にかけて、政府・自

治体による公営住宅の直接的な供給は減少し、住宅協会へ

の補助金を通じた社会住宅供給へと住宅政策は変化してい

た。そこへ 、2 0 0 3 年の持続可能なコミュニティプランで大

規模な住宅供給目標が打ち立てられ、プランの監視・推進

を担う役割が求められた。住宅供給計画を監視・推進する

上で必要な、住宅供給の 政策実施に関する知識 を習得して

いる人材は政府内にはおらず、 マッカーシーは政府内出身

の公務員よりも 持続可能なコミュニティプラン提供ユニッ

トの局長にふさわしい能力 を有していた。  

第二に、マッカーシーの場合もヒューズの事例と同様に、

任用の直前に政策変化が生じて おり、任期中は大きな政策

変化が生じていなかった 。むしろ、持続可能なコミュニテ

ィプランにより住宅供給計画が打ち立てられた後、経済危

機によって任期中にその方針はさらに強化されることとな

る。任期終盤に住宅政策は大きく変化するが、これは政権

交代によるものでマッカーシーが何らかの影響を与えたも

のではない。  

第三に、任用当初に高く評価された 政府外出身者特有の

知識の価値が政策変化によって低下しても、 マッカーシー

のように長期間公務員としての経験を積んでいた場合、任

用当初とは別の 能力が評価され、仕事を与えられる可能性

があるという点である。政権交代による住宅政策の変化で
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住宅供給の専門性は価値を失ったが、マッカーシーは 2 0 1 0

年秋の局長ポスト削減に際して、今後の都市計画制度の改

革を担う局長として留任している。つまり 、マッカーシー

の住宅供給以外の専門性が評価されたことを示している。

彼が 7 年間の局長経験で身 につけた何らかの新たな専門性

か、これまで示した働きぶりの良さ が、政府内出身の公務

員よりも 1 . 3 5 倍の給与を払うに値すると評価されたのだ

ろう。ただし、ここで評価されたのが都市計画制度に関す

る専門性なのか、あるいは局長としての組織管理能力など

の一般的技能なのか、どのような 能力が高く評価されたの

かを明確に判別することは 困難である。  

第四に、政府外出身者は特定の職務内容に対する政策領

域の知識を評価されて任用されるため、特定の政策に対す

る選好を強く有している点である。 マッカーシーの場合、

住宅協会における社会住宅の供給に関する 知識が評価され

任用されたわけだが、それと同時に 、彼の専門性は公的な

住宅供給の増加という政策選好と強く結びついている。政

権交代や政策変化によって、本人の政策選好と政府の政策

方針が合致しなくなると、 マッカーシーのように組織の側

は留任を求めていても離職してしまう事態が起こりうるの

である。  

第五に、政府外 出身者が現職と利害関係のある組織へと

転出してしまう点である。特に マッカーシーの場合、公務

員になるまでは住宅協会でしか仕事の経験がなく、公務員

を離職した後の就職先は限られてくる。住宅供給の 知識や

公務員在職中に経験した都市再生・コミュニティに関する
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知識を活かせる仕事といえば、 住宅協会、住宅建設業、自

治体の住宅部門など、利害関係のある組織となるのは必然

である。こうした事情に給与水準の問題まで加味すると、

マッカーシーが連立政権の政策に不満を抱きながらも、良

い転職先が見つかるまで我慢して公務員にしがみ付いたと

しても不思議ではない。利害関係のある組織への転出は深

刻な問題を引き起こす恐れがあるが、 マッカーシーのよう

に転職先が限られている 場合、厳格な転出規制をしても 、

政策に不満がある職員を組織内部に抱え込む恐れがある。  

マッカーシーはたとえ本人が明確な政策選好を有してい

なくとも、社会住宅の 供給を増やす政策選好を持つ 政権の

方が、様々な面で有利となるキャリアを積んでいる。政府

内を異動してジェネラリストとしてのキャリアを積んだ公

務員とは異なり、マッカーシーの場合は、政府が社会住宅

の供給をやめてしまうと住宅協会で身につけた専門性の価

値が低下し、それに伴い政府の内部労働市場における 自ら

の価値も低下する。ただし、これは必ずしも政府外 からの

中途採用者に限った話ではなく、特定の職務に 過度に特化

したキャリアを積んだ公務員 全般に当てはまる問題でもあ

る。  

 

第 3節  2 つの事例分析からの知見  

 前章および本章では、 2 つの事例からポジションシステ

ムの公務員制度における 、政策形成職位における政府外出

身者の運用実態を検証してきた。最後に 、事例研究から示
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唆されるポジシ ョンシステム の 運用面での特徴 を総括する。 

第一に、政府外出身者は政府内では習得が困難な政策領

域の知識を期待されて任用されている。 本論文が提示する

ネットワーク型の運用であり、 2 章で論じたような理論的

関係が現実に存在することを確認することができた。  

第二に、政府外 出身者が中途採用されたのは、これまで

行政組織に専門性が蓄積されてこなかった 、新たな職務が

生じたためである。既に行政組織に存在する職務であれば、

組織内にその職 務に関連する 能 力を習得した公 務員がおり、

任用時の公開競争で政府外 出身者が勝つのは難しい。何ら

かの政策変化により 、これまでと違う専門性が求められる

職務が生まれた場合に、 政府外出身者が政府内出身の公務

員に勝り任用される可能性が生まれるのであろう。  

第三に、外部出身者は現状の政策方針において必要な職

務、必要な専門性に適した人物が任用されるため、外部出

身者の任用によって 、政策に何らかの大きな変化が生じる

わけではない。 政策形成の職位では、 組織のマネジメント

能力のような一般的技能や、民間活力の導入といった、漠

然とした能力、組織にもたらす変革が期待されているわけ

ではない。政府外出身者に期待される役割、 能力は任用前

の段階で明確化されており、 むしろ政府外出身者の在任中

は任用時の政策方針が継続され る傾向にある。本論文で扱

った 2 事例では、ともに在任中は大きな政策変化はなく、

政府外出身者が離職する前後に政策 変化が生じていた。政

府外出身者の任用は政策に変化をもたらすことよりも、既
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存の政策路線を強化する目的で行われている。  

第四に、政府外 出身者は政治的中立性 を保った手続きで

任用されているものの、職務内容を通じて政策変化の影響

を受けており、政府内 出身の公務員よりも政治変動の影響

によって解雇・離職とな りやすい性質がある。政府外 出身

者が元々政府に存在しなかった新たな仕事を担当している

とするならば、伝統的・継続的に政府内に存在する仕事を

担っている政府内出身の公務員よりも、不安定な領域の仕

事を担っているのであろう。さらに 、新規に中途採用され

た政府外出身者の場合、政府内で長くキャリアを積んだ 公

務員とは異なり、公募対象 職位の職務内容に特化した専門

性を有しており、潰しが利かな いことも政治変動による職

務内容の変化に弱い一因であろう。 また、そうした特定の

職務内容に専門化した能力は、たとえ任用者自身が意識し

ていなくとも、特定の職務の存続、特定の政策路線の存続

に強い利害関係を持つこととなり、政治的中立性を損ねる

可能性もあるだろう。  

第五に、政府外出身者であっても、政府内での勤務期間

が長くなるにつれ、政府内出身の公務員と同様に、政府特

有の政策形成の職位に関する知識・技能を習得していく点

である。マッカーシーの場合、離職直前期になると任用時

の住宅供給の領域ではなく、多少専門が異なる都市計画の

領域で重要な職務を担っていた。任用者の資質や、公務と

の相性、個人差があるものと思われるが、一定程度経験を

積んだ政府外出身者は、次第に政府内出身の公務員に近い

取り扱いを受ける可能性を示唆している。このことが組織
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の業績にどのような影響を与えるかという点では、いくつ

かの見方があるだろう。まず、 政府内の慣習に慣れたこと

で、中途採用された初期よりも円滑に職務を遂行できるよ

うになり、組織の業績を高める可能性である。一方で、長

年政府内で働くことにより徐々に組織の色に染まり、自ら

が携わった過去 の仕事も増えて いくことでしが らみが増え、

中途採用された初期のように組織外からの目線や革新的な

行動がとれなくなり、組織の業績に特段影響をあたえなく

なってしまう可能性もある。  

 前章と本章では、ポジションシステムの公務員制度にお

けるネットワーク型の運用 について、2 つの事例分析から、

その運用の特徴、モデルの妥当性を検証 してきた。これま

での行政学の先行研究におけるポジションシステムの扱い

は、西尾勝の開放型／閉鎖型の類型論に代表されるように、

開放型モデルの公務員制 度が政府外出身者を任用する要因

を明確にしてこなかった。 それに加えて行政改革研究の側

からは、ポジションシステムの公務員制度改革が N P M の

一環として位置付けられてきたことにより、ポジションシ

ステムの公務員制度は民間部門の経営管理能力などに期待

する N P M 型の運用が想起される場合もあった。  

しかし、前章、本章の事例研究から浮かび上がる政策形

成の職位におけるポジションシステム は、意欲的に官民の

流動性を高めて中途採用を行う積極的な開放型というより

も、その時々の政策の都合で政府内に存在しない専門性が

必要になった場合に限り 、政府外から中途採用を行う、限

定的で控えめな公務員制 度像であるといえる。   
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第8章  政策形成の職位と組織の業績  
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第 1節  本章の概要  

 本章と次章で は 、ポジション システムと組織 の業績に関

する計量分析を 行う。まず本章 では、 ポジショ ンシステム

と組織の業績に 関する先行研究 とその課題を概 観する。そ

の上で、政策形 成を担う組織の 分析として、イ ギリス中央

政府各省を対象にした分析を行う。  

次章では、政 策 実施を担う組 織 の分析として 、 イギリス

の執行エージェ ンシーを対象に した分析を行う 。公務員の

職歴を、その職 員の知識・技能 を表す代替指標 として測定

し、各部門の組 織目標の達成／ 未達成と、公務 員の職歴と

の関係を計量的に分析する。  

ポジションシ ス テムにおける 政 府外からの任 用 者がもた

らす新たな知識 ・技能、あるい は政府特有の知 識・技能の

不足が、組織レ ベルの業績にど のような影響を 与えるかを

明らかにすることが本章、次章の目的である。  

 

第 2節  先行研究における計量 分析の課題  

第 1項  公務員制度指標の問題点  

 公務員制度と組織の業 績の関係を、計量的手法により分

析する際には、公務員制度の態様を独立変数とするため 、

何らかの操作化を行う 必要がある。本論文で議論してきた

公務員の人的資源管理に関するモデルは、 計量分析におけ

る操作化の基準として活用される。 本項では、近年よく活
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用されている Q u a l i t y  o f  G o v e r nm en t  (Q oG )の指標を例に

その問題点を検討したい。  

D a h l s t ro m  e t  a l .  ( 2 0 1 2 )、Va n  d e  Wa l l e  e t  a l .  ( 2 0 1 5 ) 1 4 8、

Ch o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )など、近年の公務員制度に関する計量分

析の多くが、公務員の専門性、閉鎖性、キャリアシステム

の有無といった制度的特徴を操作化する際の指標として、

Q ua l i t y  o f  G ov e r nm en t  I n s t i t u t e によるエキスパートサー

ベイのデータセット (Te or e l l  a n d  D a h l b e r g  2 0 11 )を用いて

いる。 Q o G のシリーズにはいくつかのデータセットが存在

するが、エキスパートサーベイはその名の通り、その国に

関する専門家への、アンケート調査によるデータセットで

ある。2 0 1 5 年現在のデータセットは、1 3 5 か国を対象とし、

その国に関する行政の専門家 1 0 5 3 人の回答で構成されて

いる ( D a h l b e r g  e t  a l .  2 0 1 3 ,  11 )。  

アンケート調査の設問のうち、公務員制度のモデルに関

連するものは公務員の「職業化 ( p r o f e s s i o na l i za t i on )」と「閉

鎖性 ( c l o se d n es s )」に関する設問である。職業化に関する設

問は、「技能と成績に基づく採用 (質問番号 q 2 _a )」、「政治的

な縁故採用 ( q 2 _b )」、「政治的リーダーシップによる上級公

務員採用・解雇 ( q 2 _ d )」、「内部からの上級公務員の採用

( q 2 _ e )」の 4 つで構成されている。職業化という指標の名

                                                   

148 ただし、Van de Walle et al.  (2015)は Quality of Government (以下、

QoG) のデータに加え、前述した OECD (2008)の合成指標など複数のデ

ータを元に独自の指標化を行っている。  
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称からは分かりにくいが、各国の公務員が非政治的に採用

されているかどうかを確認する内容となっている。  

閉鎖性に関する設問は、「定式化された試験システム

( q 2 _ c )」、「終身雇用のキャリアパス ( q 2 _ f )」、「民間と異なる

特別な雇用法 ( q 8 _ f )」の 3 つで構成されている ( D a h l s t r om  

e t  a l .  2 0 1 0  , 2 2 , 5 1 )。定式化された試験が課される、終身雇

用のキャリアパスである、民間とは雇用法が異なる 場合ほ

ど、閉鎖的な公務員制度であることが想定されている 。Q oG

の指標は E v a n s  a n d  Ra u ch  (1 9 9 9 )を基に、 A u e r  e t  a l .  

( 1 9 9 6 )、 P o l l i t t  a n d  B o u c ka e r t  ( 2 0 0 4 )なども参考にして作

成されたもので ( I b i d . ,  5 ,  1 4 )、ウェーバー型官僚制の理念

型の要件に該当するかどうかを 7 段階で回答させる方式を

採っている。  

Q o G の指標の基になった E v a n s  a n d  Ra u ch  ( 1 9 9 9 )は、ウ

ェーバー型の官僚制化の程度と経済発展の関係を、3 5 か国

の開発途上国を対象に計量分析を行った研究である。従っ

て、その研究目的上、ウェーバー型の官僚制化の程度に関

する指標設計も、開発途上国を念頭に置いたものとなって

いる。  

一方、 Q o G は先進国から開発途上国まで幅広い国を調査

対象としているため、主に先進国側において指標の適合性、

妥当性が低下する問題が生じている。まず 、「閉鎖性」の指

標には、 Si l b e r m a n  (1 9 9 3 )が指摘した官僚制のモデルを二

次元の連続的な直線関係として捉えることによる問題が存

在する。官僚制の形成が進んでいる国ほど 、閉鎖性が高く
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なることを想定した設問であるが、 Si l b e rm a n が指摘する

ように、アメリカやイギリス のようにポジションシステム

を採用する国々は、官僚制の形成が進んでいない開発途上

国と同値として測定される恐れがある。  

次に、「職業化」の指標についても、メリットシステム (成

績主義 )が担保され能力に基づいた任用が行われているか

どうかは測定できるものの、キャリアシステムの有無によ

る各国の公務員の専門性、能力の違いをはっきりと区別し

て測定することが不可能な指標となっている。  

先行研究から明らかなように、高度に職業化が進んだ官

僚制には大きく区分して 2 つのモデルがあり、両者は公務

員に要求する能力が異なる。ジェネラリスト 志向のキャリ

アシステム・組織志向の官僚制では 、採用の入口段階で一

般的な能力が要求されるのに対し、ポジションシステム・

専門志向の官僚制では当該職位に対する具体的な専門知

識・技能が要求される。 Q oG の指標は先進諸国における公

務員制度のモデルの違い、公務員の質的な違いを十分に区

別することができない。  

また、「内部からの上級公務員の採用 ( q 2 _ e )」の設問など

は、ポジションシステム の国々のように組織外部から上級

公務員を中途採用する国々の場合、非政治的・職業化され

た公務員制度を持つにもかかわらず、公務員の任用が政治

化された国々と 同値に 扱われる という 問題点も 抱えている。 

Q o G のように、ウェーバーの理念型か否かという公務員

制度の測定方法は、 開発途上国を議論の念頭に置いていた
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Ev a n s  a n d  R a u c h  ( 1 9 9 9 )のような研究、あるいは行政の腐

敗や汚職を対象とする研究では大きな問題とならないだろ

う。こうした研究においては、その国の官僚制がカリスマ

的支配、伝統的支配から合理的支配への発展段階のどこに

あるのかという点と、従属変数との関係に主たる関心が置

かれるからである。  

しかし、公務員制度改革や N P M の観点から先進諸国を

研究対象とする場合、研究の関心は、各国の公務員制度が

ウェーバー型のキャリアシステムであるか、N P M の影響を

受けたポジションシステムであるか、あるいはその他のモ

デルであるかという部分である。ウェーバー型か否かを問

う手法での指標化は、高度に職業化され非政治化された公

務員制度を有する国々における、ポジションシステムの公

務員制度を適切に測定することが困難である。  

こうした問題は 、 Q o G の指標に限ったものではない。ウ

ェーバーの理念型を一方の極に置き、その対極をウェーバ

ー的ではない全ての官僚制として 扱う二項対立モデル全般

に当てはまるものである。 本論文の冒頭で取り上げた 、

D em m ke  a n d  M o i l a n en  (2 0 1 0 )を基にして指標を設計する

場合も、 Q oG と同様の問題が生じるであろう。多様な運用

がなされる可能性のある開放型の公務員制度を整理した上

で、適切な複数の区分により指標化、操作化を行うこと が

求められる。  
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第 2項  公務員の中途採用と組織の業績に関する先行研究  

 本論文は、組織の業績と公務員制度の関係を研究の対象

としているが、公務員制度のモデルを独立変数として用い

た計量的手法による実証研究は多岐にわたる 。例えば、

D a hl s t ro m  e t  a l .  ( 2 0 1 2 )  は 4 0 -5 0 か国を対象に、ウェーバ

ー型の官僚制の特徴である採用の専門性と 、公務員制度の

閉鎖性が、公務員の汚職にどのような影響を与えるか を検

証している。あるいは、 Va n  d e  Wa l l e  e t  a l .  ( 2 0 1 5 )は、 EU

または O E CD 加盟国の 2 6 か国を対象に、キャリアシステ

ムの有無が、就職先としての公共部門の魅力にどのような

影響を与えるか検証している。いずれも公務員制度を表す

独立変数として Q o G の指標を用いている。  

 公務員制度と組織の業績に関連する ものとしては、 C h o  

e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  が 、 採 用 の 専 門 性 と 公 務 員 制 度 の 閉 鎖 性 が 、

政府の有効性・政府の質を向上させるかどうか国際比較か

ら検証している。本論文同様、公務員制度のモデルと組織

の業績を分析している重要な先行研究であることから、紙

幅を割いて、研究内容とその課題について言及する。  

Ch o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  はウェーバー型の公務員制度に批判的

な N P M の流行を踏まえた上で、ウェーバー型とウェーバ

ー型の要素を排した公務員制度のどちらが政府の有効性や

質を高めるか、国レベルの計量分析を行ってい る。そして、

ウェーバー型の特徴の中でも、職業化 ( P ro f e ss i o na l i sm )の

程度、閉鎖性 ( C l o se d n e ss )の程度に着目し、 Q o G による公

務員制度の職業化の程度、閉鎖性の程度を独立変数として
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用いている。従属変数には 、世界銀行による政府の有効性

(G ov e rn m e n t  E f f e c t i v e ne s s )指標、 Q o G による政府の質

(Q ua l i t y  o f  G ov e r nm en t )を用いている。先進諸国を含めた

5 5 か国、 1 0 3 か国の分析の結果、公務員制度の職業化の程

度は、政府の有効性・質を高める効果をもたらしたもの の、

公務員制度の閉鎖性の程度は有意な影響を与えていなかっ

た。そのことから 、N P M のドクトリンが主張するような官

民間の人的資源の流動性の高さは、政府の競争力に有意な

影響を与えていないと結論付けている。  

 C ho  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  の研究は、 N P M 改革の影響を受けた

公務員制度のモデルと、組織の業績を計量的に分析した希

少な研究であるが、いくつかの問題点を抱えている。  

第一の問題は、本章で繰り返し言及してきたように、ポ

ジションシステムの公務員制度は 、制度外形が開放的であ

っても運用実態が開放的であるとは限ら ない点である

(S e l f  1 9 7 7 ,  2 3 0 - 2 3 1 ;  川手  2 0 1 2 ,  2 5 5 - 2 5 8 )。 Ch o  e t  a l .  

( 2 0 1 3 )  の分析は Q o G の指標を用いているため、 Q oG の指

標が抱えている問題が 、そのまま分析の信頼性低下につな

がっている。  

第二の問題は、仮に制度が開放的に運用されていたとし

ても、ポジションシステムの国々が 、実際に N P M の議論

で想定されるような民間部門からの中途採用を行っている

とは限らない点である。前述した D e m m k e と M oi l a ne n の

調査結果によれば、E U 加盟国は民間部門よりも公共部門と

の人的資源の流動性向上に関心が強い傾向にある
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(D em m ke  a n d  M o i l a ne n  2 0 1 0 ,  11 4 )。こうした先行研究の

調査結果を踏まえれば、ポジションシステムの公務員制度

を有していたとしても、民間部門ではなく公共部門からの

中途採用が中心である国が存在する可能性も考えられる。

Q o G の指標のように、任用制度が閉鎖的か開放的かを測定

するだけでは、N P M の理論が想定するような 、民間部門か

らの中途採用が組織の業績に与える影響を取り出して観察

することは困難であろう。  

第三の問題は、部門間の閉鎖性の程度の差を考慮してい

ない点である。ポジションシステムの公務員制度は人的資

源管理の権限が各部門に分権化、個別化される特徴を有し

ており、各職位の任用は当該職位に空きが生じた際に、個

別に実施されるのが原則である。当然ながら、各職位が内

部の人材で充当されるか、中途採用で充当されるかは 、各

部門・職位の特色や、その時々の組織環境に左右される。

従って、各部門間の運用レベルでの閉鎖性の程度は、政府

特有の職務を担う部門と、ある程度外部との共通性が高い

職務を担う部門とで大きく異なる可能性も存在する。 C h o  

e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  に限らず、国レベルのマクロな比較分析はこ

うした細部の違いを考慮することができず、独立変数・従

属変数共に国単位で一括した分析とならざるを得ない。  

第四の問題は、N P M 批判の見地からの研究でありながら、

分析内容はウェーバー型の官僚制に関する部分に集中して

おり、N P M 特有の影響は、分析上ほとんど考慮されていな

い点である。 C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  は Q o G の公務員制度の職

業化  (非政治化 )  、閉鎖性を独立変数として投入し、政府
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の有効性・質との関係を分析している。 Q oG の指標は、ウ

ェーバーが合理的で効率的な官僚制として提示した理念型

の特徴を指標化して測定したものであり、 Q o G を用いた分

析は、ウェーバーの官僚制モデルの理論的な検証であると

いえる。公務員制度の職業化と閉鎖性が 、なぜ政府の有効

性・質を高めるのかという理論的背景は、ウェーバーの官

僚制の理論に依拠している。一方で、 C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  は

N P M の見地からのウェーバー型の官僚制に対する批判

( Ch o  e t  a l .  2 0 1 3 ,  11 6 ,  11 8 )を踏まえた上で、官民間の人的

資源の高い流動性が政府の競争力を高めるという 、N P M の

主張 ( I b i d . ,  1 2 9 )についても触れている。ただし 、民間から

の中途採用がなぜ政府の競争力を高めるのかという点につ

いては、その背景に存在する因果関係について理論的説明

を行っていない。  

Ch o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  の分析は N P M に関連する別個の独立

変数  (民間部門からの中途採用率 )  を設けておらず、あく

までもウェーバー型の公務員制度の特徴の有無が政府の有

効性・質に与える影響の検証に留まるものであり、N P M の

影響を検証したものではない。ポジションシステムを N P M

型の公務員制度として、ウェーバ ー型との二項対立の図式

で捉える視点に立てば、ウェーバー型であるか否かの影響

を測定する分析が、同時に N P M 型の影響を測定している

こととイコールになる。しかし 、前述した S e l f、川手の指

摘や、 D e m m k e と M oi l a n e n の最近の調査結果を踏まえれ

ば、ポジションシステムの公務員制度の運用実態は多様で
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あると考えられ、ウェーバー型であるか否かを測定するだ

けでは、 N P M の影響を議論するには不十分である。  

いくつかの問題点はあるものの、 C ho  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )は管

見の限り、N P M 以降の公務員制度改革によるモデルの変化

と組織の業績の関係について、計量的手法により実証分析

を行った唯一の研究である。これまで同種の研究が少ない

背景には、 C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  も指摘するように、 N P M 以

降の先進諸国を対象にした 、公務員制度の構造に関する指

標が存在しなかったことも大きい ( I b i d . ,  11 6 )。近年は Q oG

の指標のほか、 O E CD (2 0 0 9 )や D e m m ke  a n d  M o i l a ne n  

(2 0 1 0 )など、先進諸国の公務員制度の構造に関して国際比

較に活用可能な指標がいくつか登場し 、分析が容易に実施

できる環境が整ってきたことから、今後同様の研究が増え

ていく可能性もある。また 、個別の国レベルでの分析に目

を転じれば、本論文の第 4 章で取り上げた韓国の研究群

(N a m ko on g  2 0 0 2 ;  P a r k  e t  a l .  2 0 0 2 ;  C h o i  2 0 0 6 )、第 5 章で

紹介した中途採用者の成績に関するイギリスの政府資料

( Ca b i ne t  O f f i c e  2 0 11 )などが点在している。  

しかし、韓国の研究群はいずれも中途採用の実績がほと

んどない韓国を対象としていること、職員の感想をアンケ

ートで確認する手法をとっており、中途採用者の影響を測

定するには不十分である。また 、イギリスには上級公務員

の中途採用者の 個人成績を公開 した政府資料が 存在するが、

あくまでも個人の成績でしかなく 、組織の業績との関係は

不明瞭なものである。  
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個別の国レベルにおいても 、中途採用と組織の業績に関

する研究が不足している背景には、ポジションシステム特

有の事情が存在する。個別の国を対象として 、各省、各組

織単位での中途採用者の割合や、各組織の管理職が中途採

用者であるか否かなどを独立変数として測定し、組織の業

績との関係を分析するためには各組織、個人単位での職歴

の情報が必要となる。キャリアシステムの場合、政府資料

が不足していたとしても職員録や組織図などを基に、組織

ごとの職員の職歴を調査することも可能である。  

一方、ポジションシステムの場合、中途採用者の職員は

政府に採用されるまでの職歴を把握することが非常に難し

い。中途採用者と組織の業績、ポジションシステムと組織

の業績に関する先行研究が 、国際比較や政府全体のマクロ

なものに留まっており、現実の運用実態を反映した研究が

存在しない最大の要因は、中途採用者の職歴情報が入手困

難なブラックボックスとなっているためであろう。N P M の

影響を受けた新たな公務員制度のモデルが、組織の業績に

どのような影響を与えているのかを明らかにする上で、運

用実態を踏まえた分析は不可欠であるが、そのためには中

途採用者の職歴情報をいかにして測定するかが重要な課題

となる。  

以上のような 先 行研究の課題 を 踏まえた上で 、 本論文で

は従属変数を組 織の目標、独立 変数を公務員・ 組織の職歴

(知 識 ・ 技 能 を 表 す 代 替 指 標 )と し た 計 量 分 析 を 実 施 し た 。

まず、本章の分 析 対象は、イギ リス中央政府各 省のライン

部門で政策形成 を担う各局レベ ルであり、各局 に所属する
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局長・課長である。 C ho  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  のような国際比較分

析に比べると、 イギリスを分析 対象にすること により 、分

析結果をその他 の国々に一般化 することが難し くなる。し

かし、本論文の 第 4 章、第 5 章で示したように、ポジショ

ンシステムの運 用実態は国、組 織ごとに多様性 があり、政

策形成・実施や スタッフ部門な ど、職務内容に よっても大

きな違いがある ことは明らかで ある。分析対象 を各国の組

織レベルに落と した方が、より 現実の運用実態 を反映した

分析が可能となる。  

 

第 3節  分析の手法  

第 1項  従属変数  

 組織の業績を 表す従属変数に は、イギリス中 央政府の業

績測定制度である P u b l i c  Se rv i c e  Ag r ee m e nt s  ( P SA s )を用

いる。5 章の事例分析の冒頭部で述べたように、P SA s は各

省が公共サービ スの目標を立て 、財務省との間 で合意する

形で定められる。P S A s は 1 9 9 8 年に、S pe n d i ng  R e v i ew  (以

下 SR )と呼ばれる歳出レビューと共に導入され、政権交代

が起きる 2 0 1 0 年まで継続された。評価期間は 2 - 3 年間であ

り 1 4 9、 2 年ごとに目標の見直しに加えて P S As の評価制度

そのものも変更が加えられる。労働党政権期の 1 9 9 8 年、

2 0 0 0 年、2 0 0 2 年、2 0 0 4 年、2 0 0 7 年の 5 回にわたり S R と

                                                   

149 2005-2007 年度間のみ 3 年間で、その他は 2 年サイクルで次の目標が

設定されている。  
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P S A s の合意がなされているが、そのたびに制度の変更が行

われており、時期により制度が異なっている。 5 回の評価

サイクルのうち、 2 0 0 2 年に目標が合意され 2 0 0 3、 2 0 0 4 年

度が評価対象期間とされた S R 2 0 0 2 と呼ばれる目標群と、

2 0 0 4 年に合意され 2 0 0 5、2 0 0 6、2 0 0 7 年度が評価期間とさ

れた S R2 0 0 4 と呼ばれる目標群については 、評価制度が共

通しており指標 の見直しもほと んど行われてい ない。そこ

で本論文では、 S R2 0 0 2、 S R2 0 0 4 で合意された P S A s を独

立変数として用いている。P SA s は政府の全ての省に存在す

るが、本論文が 分析に用いたの はそのうちの 一 部である。

具体的には、文 化・メディア・ スポーツ省、環 境・食糧・

農村地域省、教 育技能省、運輸 省、保健省、貿 易産業省、

雇用年金省、副首相府 (コミュニティ・地方自治省 )の 8 省

である。  

分析対象を限 定 したのにはい く つかの理由が あ る。第一

に、本章の分析 は 政策形成の職 位を対象とした 分析である

ため、政府内向 けの活動の比重 が高い内閣府 、 政策実施部

門の性格が強い 目標を課されて いる 憲法事項省 、内務省、

歳入関税庁など 、ほとんどの目 標が他省との連 携目標にな

っており主体的 な目標の少ない 財務省 は、分析 の対象から

除いた。第二に 、国外を対象と した目標が多く 政治外交、

他国の国内状況 に成果を左右さ れる 防衛省、国 際開発省、

外務・英連邦省は分析対象から除いた。分析対象とした 8

省はいずれも国 内向けの行政サ ービスを提供し ている省で

ある。  

具体的な P S A s の目標の中身であるが、省により差があ
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るものの、省ごとに 5 -1 0 程度の大目標が定められ、目標ご

とにさらに細か な小目標が付随 している 。政策 領域横断的

な一部の目標は 、複数の省にま たがって課され ている場合

もある。本論文が分析の単位としたのはこの小目標である。

小目標の大半は アウトカム指標 で、何らかの目 標数値が設

定されているか 、基準値からの 改善が目標とし て設定され

ている。ごくわずかであるが、数値による指標が存在せず、

あいまいな目標 が設定されてい る場合もある。 本論文が分

析の単位にした小目標は 2 4 0 であり (N = 2 4 0 )、そのうち約 3

割が具体的な目標数値 ( t a rg e t )が設定されたもの、残りの約

7 割が基準値からの改善が課されたものであ った。 分析で

はこれらの目標の達成／未達成を 1  o r  0 で判定し 1 5 0、従属

変数として用いている 1 5 1。 P S A s の目標内容および目標 数

値の達成状況は 、分析対象とな る各省の年次報 告書からデ

ータをとっている。  

 

                                                   

150 目標の達成程度は、各省自身が年次報告書において判断しているが、

判断基準にばらつきがあるため、数値目標がある場合はそれに基づいて

筆者が厳格に判断している。数値目標がない場合のみ、各省の判定に基

づき達成程度を判断している。  

151 目標の達成程度の判断は、目標の内容に応じて用いるデータの時期を

変えている。評価期間最終年度末のデータを用いるのが妥当であるもの

については、評価期間最終年度末の値を用いているが、政策の効果がも

たらされるまでにタイムラグが必要なものについては、評価期間終了か

ら 1 年後のデータを用いている。タイムラグを 1 年としたことに合理的

な根拠はなく、政権交代の影響により、年次報告書のデータ入手上の限

界があることから、これ以上長い期間をとることができなかったためで

ある。  
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第 2項  独立変数  

 分析の独立変数は P S A s の各目標を担当するライン部門

の 局 長 (D i r e c t o r - G e ne ra l )・ 課 長 ( D i r e c t o r )の 職 歴 で あ る 。

具体的には、各 目標を担当する 職位に就いてい る人物の職

業経験の有無 ( 1  o r  0 ) 1 5 2を測定し、評価期間中の在職期間を

掛けて調整した 上で、目標を担 当する全ての職 位で平均し

た値を、その組 織の職業経験値 として 用いてい る。局長・

課長で重み付け はしていない。 分析の対象を局 長・課長に

したのは、P S A s の大目標・小目標はおおよそ各省の局・課

単位に相当する 内容になってお り、目標の範囲 と所掌事務

の範囲が一致するためである。目標の内容により、 1 つの

目標に対し局長・課長が 1 職位ずつ存在する場合と、複数

の省にまたがる 目標で、 多くの 担当 局長・課長 職位が 存在

する場合がある 。 分析対象は職 位を基礎として おり、評価

期間中に在職者 が変わった場合 は 、両者の職業 経験を在職

期間で調整した値を用いている。  

 担当者の職歴を、ウェーバー型、N P M 型、ネットワーク

型の運用類型で はなく、具体的 な職業経験の有 無により測

定したのは、イ ギリスの上級公 務員の多様なキ ャリア構造

を正確に反映させるためである。本論文の 4 章の分析では、

全体の概要を把 握するため 、便 宜的に上級公務 員を運用類

型、主な職歴ご とに整理したが 、計量分析の場 合は 、より

                                                   

152 短期間の出向、研修、キャリア初期のトレーニーなどの経験を除く目

的で、職業経験の有無は満 3 年を基準に測定している。3 年未満の職業経

験は経験なしとしている。  
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細 か い 対 応 が 可 能 な こ と か ら こ う し た 方 法 を 選 択 し た 1 5 3。

各目標を担当す る組織、担当者 の判断、職歴・ 就任・退任

日 1 5 4の調査は、第 5 章で用いたイギリス政府の政官要覧に

あたる D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  Co m p a n i o n の各年度版、各省

の年 次 報告 書 お よび 資 源会 計 報 告書 ( R e so u r ce s  A c co u nt s )

を用いている。職歴の具体的な調査方法は 第 5 章と同様で

ある。担当者の職歴内容は、 4 つの職業経験の有無から測

定している。  

第一は、当該 組 織の経験の有 無 である。当該 政 策目標を

所掌する職位の 経験が過去にあ るかどうかで判 断している。

政府内で当該政 策領域の経験が あるかどうかを 測定するこ

とで、政府内で 習得可能な当該 政策領域の知識 の有無を測

定している。  

第二は、中央 政 府各省の 政策 形 成職位の 経験 の 有無であ

る。中央政府の 政策形成に特有 の知識・技能の 有無を測定

するため、この ような指標を 設 けている。ウェ ーバー型の

運用類型で導入 される知識・技 能を念頭におい た指標であ

る。現職と同一 の省であるかど うかではなく、 中央政府の

省であれば、い ずれの省の経験 であっても経験 ありとして

判断している。これはイギリス特有の事情が関係しており、

イギリスは省の 再編が頻繁に行 われているため 、省という

                                                   

153 この測定方法には、職業経験の (3 年以上 )の長さの重要性、職業経験

の順番を考慮できないという限界がある。  

154 局長の就任・退任日は資源会計報告書に記載されている場合が多い。

記載のない人物については Dod ’s Civil Service Companion の職歴、新

聞・ニュースの報道等で補っている。  
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組織の境界線が 持つ意味合いが 日本や韓国ほど 重要ではな

く 、 省 を 単 位 と し て 経 験 の 有 無 を 測 定 す る 意 義 が 低 い 1 5 5。 

第三は、民間 部 門の経験の有 無 である。民間 部 門特有の

マネジメント技 能、 コスト意識 など、民間部門 でしか習得

できない技能の 有無を測定する ために設けた指 標である。

N P M 型 の 運 用 類 型 で 導 入 さ れ る 技 能 を 測 定 し て い る と も

いえる。  

第四は、任用 先 の職位の政策 領 域と関連のあ る 組織での

職業経験の有無 である。そのほ とんどは 、政府 外の公共部

門での経験にな るが、民間企業 も一部含まれて いる。政府

外でしか習得で きない 、何らか の当該政策領域 に関する知

識の有無を測定 するために設け た指標である。 ネットワー

ク型の運用類型 で導入される知 識を測定してい るともいえ

る。  

 以上の 4 つの変数により、担当者の職歴を測定し た上で、

担当者全員の平 均値を独立変数 として用いて い る。 従って

理論上の最低値は 0、最大値は 1 となる。職業経験の有無

                                                   

155 例えば、ある政策領域 A を担う A 省が、別の政策領域 B を担う B 省

と合併し、C 省となった場合、これまで A 省でキャリアを積んでいた職

員が C 省の中で、旧 B 省の政策領域の職位へ異動するようになる。そし

て C 省が後にもう一度組織編成の変更で分割され、旧 A 省と旧 B 省がバ

ラバラになった場合、旧 A 省の職員がその後も旧 B 省の政策領域へと異

動したままになり旧 B 省の領域で勤務し続けるような事例が、職歴調査

の中で幾度も観察された。厳格なデータとして測定はしていないが、こ

のような政策領域をまたがる異動は、C 省のように異なる政策領域の省が

合併している期間中に起きている事例が多く見られた。同一省内である

と何かしらの理由で専門性のない政策領域への異動が容易になっている

可能性がある。  
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は満 3 年を基準としているため、例えば、民間企業の経験

があるからとい って、必ずしも その人物が民間 企業で主な

キャリアを積ん だ人物であると は限らない点に 注意が必要

である。同様の 事は中央政府各 省での経験など 他の指標に

もいえることである。  

 

第 3項  コントロール変数  

 目標達成の難 易度を左右する コントロール変 数として、

目標の種類 ( 2 つ )、目標を担当する職位数、担当者の交代数、

担当者の事前在任期間の 5 つの変数を投入した。まず目標

の種類は、上述 したように目標 達成の判定基準 が目標ごと

に異なっていることから、判定基準の違いから 2 つの変数

を設けた。第一 は、明確な数値 目標があるもの である。第

二は、明確な数 値目標がない文 章型の目標であ る 。両者は

ともにダミー変 数であり、 基準 値からの増減だ けが目標と

されている場合をベースカテゴリとしている。  

目標を担当す る 職位数は 、ほ と んどの場合は 整 数値であ

るが、評価期間 中に担当職位の 増減があった場 合は当該職

位が存在した日 数に応じた調整 を行っている。 担当者の交

代数は、目標を 担当する職位数 が増えるほど多 くなる傾向

があるため、職 位数で調整した 値を用いている 。 担当者の

事前在任期間は、評価期間開始時に在職していた担当者が、

評価期間よりも前に在職していた期間を用いている 1 5 6。  

                                                   

156 正確な就任月日が分からない課長が多いため、事前在任期間は一律に
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第 4項  データの構造と分析手法  

 従属変数である P S A s の小目標 1 つに対し、担当する組

織に属する、複 数の局長・課長 の職歴の平均値 が独立変数

になっている。 2 4 0 の小目標 (N = 2 4 0 )に対し、 7 1 の組織 (局

長・課長のセット )が担当している。従属変数が目標の達成

／未達成であることから 、プロビット 1 5 7回帰分析を用いた。

局長・課長の組み合わせ 1 グループが、 3 -4 の目標を担っ

ており擬似反復 の問題があるこ とから、変量効 果を考慮し

た混合効果ロジ スティック回帰 モデルを用いた 分析も実施

したが、変量効 果の影響は十分 に小さく、分析 結果も 本論

文中に掲載した プーリングデー タによる 単純な プロビット

回帰モデルと同 様であった。 ま た、計量分析に 際しては各

変数を平均 0、分散 1 のデータに基準化した上で、分析を

実施している。  

 

第 4節  作業仮説  

 各変数が組織 の 目標達成にど のような影響を もたらすか

                                                                                                                                                

切り上げ、評価期間開始時に当該職位の就任から何年目であったかを 1

年単位で測定している。直観的に理解できるようにするため、就任から 1

年以内であれば 1 年目の ”1”、1 年以上経過 2 年未満であれば 2 年目の ”2”

としている。  

157 ロジスティック回帰における、誤差項の確率分布はガンベル分布であ

るため、誤差項の確率分布を正規分布とする、プロビット回帰を選択し

ている。  
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については、先 行研究あるいは 理論的背景から 仮説が存在

するもの、対立 する仮説が複数 存在するものが 混在して い

る。  

 まず、分析の 目的である職歴 に関する独立変 数から検討

する。職業経験の有無を表す独立変数は 、「当該組織」「省」

「民間部門」「任用先職位と同一政策領域の政府外組織」の

4 つである。「当 該組織」「省」の経験がもたらす影響は、

立場により仮説が異なる。ウェーバー型の重要性を強調し、

N P M に批判的な立場は「当該組織」「省」の経験率が低下

すると組織の業績が低下すると主張する。C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  

の分析結果は「当該組織」「省」の経験が業績に正の影響を

もたらすことを裏付けるものであるといえる。一方、 N P M

の立場からはこ うした政府内の 職業経験はマイ ナスに捉え

られ、「当該組 織 」「省」の経験 は 業績に負の影響 をもたら

すと考えられる。  

 次に「民間部 門」の経験であ るが、これも立 場により解

釈が分かれると ころである。ウ ェーバー型の官 僚制を重視

する立場からは 、「民間部門」の経験は業績に負の影響を与

えると想定される。しかし 、N P M の立場からは民間部門の

マネジメント技 能などが導入さ れ業績に正の影 響を与える

と捉えられる。また、本論文の分析手法上の制約であるが、

従属変数として 業績測定制度に おける目標の達 成／未達成

を用いており、民間部門の組織の方がこうした N P M 型の

業績管理方法に 慣れているだろ う。そのため 、 民間部門の

職業経験がある人物の方が、業績測定制度へ敏感に反応し、

業績に正の影響を与える可能性がある。  
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 最後に、「任用先職位と同一政策領域の政府外組織」の経

験であるが、これは 第 6 章、第 7 章の事例で観察されたよ

うな、ネットワ ーク型の運用を 表す変数である 。 この変数

については組織 の業績にどのよ うな影響をもた らすか、先

行研究に基づく 仮説が存在しな い。ネットワー ク型の運用

が政策形成の職 位に多いことを 考えれば、雇用 主である政

府の側は任用先 職位と同一政策 領域の政府外組 織で得られ

る、政府内では 習得が難しい政 策領域の知識に 期待してい

るため、理論上は組織の業績が向上すると考えられる。  

 コントロール 変数として投入 した独立変数に ついても 、

同様の検討を行 う。コントロー ル変数は目標達 成基準を表

す「数値目標」「文章型目標」のほか、「担当職位数」「担当

者交代数」「事前在任期間」の 5 つである。  

目標達成基準を表す 2 つの変数は、明確な「数値目標」

が存在するほど 達成は困難にな り業績への負の 影響を与え

ることが想定さ れる。逆に「文 章型目標」は達 成／未達成

の基準があいま いで、達成する ことが容易とな り業績へ正

の影響を与える。  

「担当職位数 」 が増えるほど 、 担当者の人数 や 関わる組

織の数が増え、業績へ正の影響を与える と考えられる。  

一方、「担 当者交 代数」「事 前在任 期間」は、考え 方によ

り想定される正 負の関係が異な る。日本や韓国 のようなキ

ャリアシステム の観点から見る と 「担当者交代 数」が多い

ほど、当該職位 の経験が浅い人 物が任用される ため 、安定

的な組織運営、組織の業績に負の影響があると考えられる。
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「事前在任期間 」も同様で、 短 くなるほど経験 の浅い人物

が任用されてい ることになり 、 組織の業績に負 の影響があ

ると想定される 。キャリアシス テムの感覚から すれば、職

員は当該職位に 任用されてから も 、その職位に 応じた能力

を習得し成長す るのであり、 経 験を積み当該職 位に慣れる

時間が長いほど 、一般的に業績 に正の影響を与 えると考え

られる。しかし 、ポジションシ ステムの観点か ら見れば、

全く逆の効果が想定され得る 。第 6 章、第 7 章の事例分析

でも明らかなよ うに、ポジショ ンシステムの世 界では 、当

該職位に必要な 能力を持った最 適な候補者が任 用される。

任用者は任用時 点で当該職位に 最も適した人物 であり、時

間が経過するほ ど 、当初評価さ れていた能力が 価値を失う

可能性がある。従って 、「担当者交代数」の多さは、目標内

容に応じた人物 へと担当者が交 代した指標と捉 えることも

でき、業績に正の影響を与える可能性がある。「事前在任期

間」についても 同様であり、古 くから在職して いる人物ほ

ど、 現状の組織 環境に適した能 力を有していな い可能性が

あり、「事前在任期間」が短い方が業績に正の影響を与える

とも考えられる。  

 表  8 - 1 は、独立変数ごとに想定される従属変数との作業

仮説をまとめた ものである。対 立する仮説が存 在するもの

は両方を併記している。  
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表  8 -1  独立変数と従属変数の間に想定される関係  

独立変数  仮 説  

職

業

経

験

の

有

無 

当 該 組 織  ＋ (NPM 批 判 )  

－ (NPM 支 持 )  省  

民 間 部 門  
＋ (NPM 支 持 )  

－ (NPM 批 判 )  

任 用 先 と 同 一 政 策  

領 域 の 政 府 外 組 織  
＋  

コ

ン

ト

ロ

ー

ル

変

数 

数 値 目 標  －  

文 章 型 目 標  ＋  

担 当 職 位 数  ＋  

担 当 者 交 代 数  
＋ (ポ ジ シ ョ ン シ ス テ ム )  

－ (キ ャ リ ア シ ス テ ム )  

事 前 在 任 期 間  
＋ (キ ャ リ ア シ ス テ ム )  

－ (ポ ジ シ ョ ン シ ス テ ム )  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

 

第 5節  分析結果 1 5 8  

 表  8 - 2 は各変数の記述統計量を示したものである。最小

値・最大値は 0 と 1 であるが、平均値が示す通り民間部門

の経験者率は低く、各省公務員の経験者率は高い。  

 

                                                   

158 本論文の分析には断り書きのない限り全て Stata 12.1 を用いている。 
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表  8 -2  記述統計量  

 平 均 値  
標 準  

偏 差  
最 小 値  最 大 値  

当 該 組 織  . 3 0 2  . 2 6 8  0  1  

省  . 7 0 7  . 2 8 3  0  1  

民 間 部 門  . 1 6 1  . 2 5 7  0  1  

同 一 政 策 領 域 の 政 府 外 組 織  . 3 6 0  . 3 1 2  0  1  

数 値 目 標  . 5 9 2  . 4 9 3  0  1  

文 章 型 目 標  . 1 2 1  . 3 2 7  0  1  

担 当 職 位 数  2 . 2 9 5  . 9 0 5  . 9 6 2  4 . 7 4 2  

担 当 者 交 代 数 (回 数 )  . 3 7 7  . 3 8 0  0  1 . 5 5  

事 前 在 任 期 間 (年 数 )  1 . 3 2 8  . 7 5 7  0  3 . 5  

( N = 2 4 0 )  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

 

 表  8 -3 はプロビット回帰分析の結果を示したものである。

前述したように 、 1 つの組織が複数目標を担っており擬似

反復となってい ることから、変 量効果を考慮し た分析も実

施したが、変量 効果の影響は十 分に小さかった ため、プー

リングデータで 分析を行ってい る。 投入した変 数の多重共

線 性 に つ い て は 、 相 関 係 数 と Va r i a n ce  I n f l a t i on  F a c t o r  

( VI F )を算出し、 問題がないことを確認した 1 5 9。  

 

                                                   

159 VIF の値はいずれも 3 以下であった。 Stata 12 は VIF を算出できな

いため、 ado ファイルの collin を用いて算出している。  
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表  8 -3  P S A s 担当者の職業経験と組織の業績  

 係 数  標 準 誤 差   

当 該 組 織  - . 0 7 5  ( . 0 9 3 )   

省  . 2 8 3  ( . 1 5 4 )  +  

民 間 部 門  . 2 6 3  ( . 1 0 8 )  *  

同 一 政 策 領 域 の  

政 府 外 組 織  
. 1 9 8  ( . 1 4 3 )   

数 値 目 標  - . 0 8 4  ( . 0 9 7 )   

文 章 型 目 標  . 1 3 9  ( . 1 0 9 )   

担 当 職 位 数  . 3 3 0  ( . 0 9 8 )  * *  

担 当 者 交 代 数  . 1 8 7  ( . 0 9 1 )  *  

事 前 在 任 期 間  - . 0 2 7  ( . 0 9 4 )   

定 数  . 3 5 8  ( . 0 8 6 )  *  

* * * : p＜ 0 . 0 0 1  * * : 0 . 0 0 1≦ p＜ 0 . 0 1  * : 0 . 0 1≦ p＜ 0 . 0 5  + : 0 . 0 5≦ p＜ 0 . 1  

N = 2 4 0 ,  L R  χ 2 :  2 5 . 3 6 * *  C o x & S n e l l  R 2 :  0 . 0 8 0  

 

 分析結果につ いて各変数を見 ていく。当該組 織の職業経

験の有無は有意 な影響がなく、 政府内で習得可 能な政策領

域に関する知識 の有無は、目標 の成否 に影響を 与えていな

い。次に、各省 の職業経験 があ る場合、目標を 達成する可

能性が高まる。 各省の公務員経 験を通じて習得 できる政策

形成過程の知識 ・技能の有効性 が示されたとい えよう 。ウ

ェーバー型の運用類型を示すこれら 2 つの指標のうち、当

該組織の経験は 影響が なかった が 、省の経験は 目標を達成

する可能性を高 めることが分か る 。ウェーバー 型の重要性

を強調する立場を支持する結果であるといえる。  
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 次に、民間部 門の職業経験で あるが、こちら も 民間部門

の経験があると 目標を達成する 可能性が高まる ことが示さ

れており、民間 部門で習得され るマネジ メント 技能などの

有効性が観察された。 P S A s のような業績測定制度に対し、

民間部門の職業 経験がある人物 の方が 、敏感に 反応し積極

的に目標達成に 注力するという 解釈もできる。 民間部門の

職業 経 験 は、 N P M 型 の運 用 類型 を示 す 指 標で あ り、 N P M

の重要性を強調する立場を支持する結果であるといえる。  

こ の 結 論 は 、 上 述 の ウ ェ ー バ ー 型 の 重 要 性 を 強 調 す る

N P M 批判の立場と矛盾するようにも感じるが、両者は相反

するものではな い。本論文は 、 イギリスの上級 公務員の複

雑な職歴を分析に反映させるため、満 3 年以上の職業経験

があるかどうか で経験の有無を 判定している。 その ため、

各省公務員の経 験と、民間部門 の経験は公務員 個人レベル

でも同時に成り 立つものである し、そのような 複合的なキ

ャリアを有する 公務員は今回の 分析対象の中に も存在する。

分析の結果が示すのは、N P M 批判論者が重要性を主張する 、

政府特有の政策形成の知識・技能や、N P M 論者が主張する

ような民間部門 のマネジメント 技能を有する担 当者の割合

が高くなるほど 、 いずれも目標 を達成する可能 性が高くな

るということである。  

 そして、先行 研究に基づく作 業仮説が存在し なかった任

用先職位と同一 政策領域の政府 外組織での経験 であるが、

目標の達成に対 して 統計的に有 意な影響を与え ていなかっ

た。この指標は 第 6 章、第 7 章の事例分析で取り上げたよ

うなネットワー ク型の運用を念 頭に置いたも の であり、政
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府外のステーク ホルダーで習得 される政策領域 の知識の有

無を測定したも のである。当該 部門の経験の有 無 の変数も

そうであるが、政策領域の「知識」の有無に関する変数は、

政府内・外のど ちらで習得する 知識であろうと 、いずれも

目標の成否に対 して、 有意な影 響を与えていな いという分

析結果であった。  

本章の分析で は 、政策領域と 関 連性のある政 府 内・外の

組織での経験よ りも、政策領域 とは無関係な政 府各省での

経験で得られる 政策形成の技能 や、民間部門で の経験で得

られるマネジメ ントの技能の方 が、 組織目標を 達成する可

能性を高めるこ とが明らかになった。  

 コントロール 変数として投入 した変数につい ても分析を

加えておく。目 標の難易度をコ ントロールする ために投入

した、数値目標 、文章型目標の 変数は共に統計 的に有意で

はなかったが、 係数の正負の方 向については作 業仮説で推

定した通りの結 果であった。担 当職位数につい ても、職位

数が増えるほど 目標を達成する 可能性を高めて おり、 仮説

で想定していた 通りの結果であ る。担当者交代 数と事前在

任期間について は 、若干の考察 を要する。作業 仮説の段階

では、キャリア システム的な発 想に基づけば、 交代数が少

なく事前在任期 間が長い ほど、 目標を達成する 可能性が高

くなると想定さ れ、ポジション システム的な発 想に基づけ

ば、交代数が多 く事前在任期間 が短いほど 目標 を達成する

可能性が高くな る ことが想定さ れていた。分析 の結果は、

担当者交代数が 増えるほど 目標 を達成する可能 性が高くな

ることが示され た。 事前在任期 間については有 意な影響が
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ないものの、ど ちらかといえば ポジションシス テムの考え

方と同様の分析 結果であるとい える。イギリス の公務員制

度自体がポジシ ョンシステムで あることから、 妥当な分析

結果であると言えよう。  

 

第 6節  本論文全体への示唆  

 本章では政策 形成の職位にお ける公務員の職 歴と組織の

業績の関係を計 量的に分析した 。本章の分析の 結果、各省

の経験で得られ る政策形成の技 能と、民間部門 の経験で得

られるマネジメ ントを含む諸技 能は、双方とも 組織の業績

に対して有用であることが示された。ウェーバー型の運用、

N P M 型の運用が共に組織の目標達成に有効である反面、ネ

ットワーク型の 運用は目標の成 否 に影響を与え ていないこ

とも明らかになった。 本章冒頭で述べたように Ch o  e t  a l .  

( 2 0 1 3 )  はウェーバー型の公務員制度が政府の有効性・質に

対して正の影響を与える ことを示し N P M に対して批判的

な見解を提示し ているが、本章 の分析結果はウ ェーバー型

の運用に加え、同時に N P M 型の運用も有効であることを

示している。  

分析結果を組 織 レベルから個 人 レベルに落と し 込むと、

第 7 章で取り上げたマッカーシーのように、各省公務員の

経験もなく、民 間部門の経験も ない、任用先職 位と同一政

策領域の公共部 門の経験だけ を 有する人物を任 用すると、

本章の分析結果の上では悪影響 である。また、第 6 章で取

り上げたヒュー ズ のように、各 省公務員の経験 がなく、民
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間部門の経験が ある場合も、各 省経験がないこ とによる負

の影響と民間部 門経験の正の影 響の双方をもた らすことに

なる。本章の分 析結果が示唆す るのは、官民の 複合的な職

歴が最も望ましいということ になる。  

現実の人事政 策 への示唆とし て は、 公務員し か 職業経験

のない職員で組 織を構成する場 合や、民間部門 しか職業経

験のない職員を 大量に中途採用 する場合のよう に、極端な

運用はいずれか の変数の値を高 める反面、もう 一方の変数

の値を低下させ るため、有効性が低いと考えられる 。また、

職員個人レベル の人材育成に対 しては 、公務員 を一定期間

民間部門に出向 させる、あるい はキャリア早期 に民間部門

経験を有する人 物を採用 し長期 間政府内で活用 する手法が

有効であろう。 出向とは逆に、 民間部門 から中 途採用 を行

った場合は、一 時的に各省公務 員経験のない人 物 を雇用す

ることで業績に 負の影響をもた らすわけであり 、訓練のコ

ストを払う以上 、政府外に転出 しないよう留め ておくこと

が重要である。 ただし 、キャリ ア後期での上級 公務員レベ

ルにおける民間 部門からの中途 採用は給与コス トが高く、

退職までの期間 も短いことから 、コストの面で は出向等に

比べ非効率であると思われる。   
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第9章  政策実施の職位と組織の業績  
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第 1節  本章の概要  

前章では、政 策 形成の職位を 対 象に計量分析 を 実施した

が、本章では政策実施の職位を対象に計量分析を実施する。

具体的には、イギリスの執行エージェンシー長官を対象に、

長官の職歴と組 織目標の達成／ 未達成の関係を 分析する。

本章の分析目的 は、 政策実施の 職位においてポ ジションシ

ステムの公務員 制度が 、組織の 業績にどのよう な影響を与

えているかを明 らかにすること である。政策形 成と政策実

施の職位の違い により、業績に 与える影響が異 なるかを確

認する。また、 執行エージェン シーの場合、各 省の局長・

課長のように政 策的な目標を与 えられているだ けでなく、

その原資となる コスト管理の目 標も同時に与え られている。

省の場合、予算 の節約に関して はライン部門と は別に財務

( f i na n c e )局長・課長が担当しており、ライン部門の局長・

課長は直接的な 目標担当者では ない。執行エー ジェンシー

の長官は政策的 目標と資源管理 目標という相反 する目標を

同時に課されて おり、目標のタ イプにより職業 経験が与え

る影響が異なるかを検証することも分析の目的の 1 つであ

る。  

 

第 2節  分析の手法  

第 1項  従属変数  

 組織の業績を 表す従属変数に は、イギリスの 執行エージ

ェンシーに課さ れる各年度の個 別目標を用いる 。執行エー
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ジ ェ ン シ ー の 目 標 は 、 大 臣 と 長 官 ( c h i e f  ex e cu t i v e )と 高 級

官僚の相互作用 で決まり、達成 した場合に は長 官は契約時

の 固 定 給 と は 別 に ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ る (笠  2 0 1 0 ,  1 0 6 )。

前章で取り扱った P S A s が、各省と財務省の合意により定

められ各省が組 織として目標を 担うのに対し 、 エージェン

シーの場合は長 官個人が目標を 担う側面が強い といえる。

目標設定に関し て 、調査の際に 観察した限りで は、前年度

に目標を達成すると、目標値のほぼ上限 1 6 0に到達していな

い限りは必ず翌 年度の目標値が 上がる傾向にあ る。そのた

め、比較的良好 な成績の場合で も、目標が上が った結果、

翌年度は目標未達成となる例もよく生じていた。  

 分析対象となるエージ ェンシーは、 D o d ’s  C i v i l  Se rv i c e  

Co m pa n i o n を基に調査した。具体的には、 2 0 0 3 年秋に発

行された D o d ’s  C i v i l  S e rv i c e  Co m pa n i on  2 0 0 4 から、 2 0 1 0

年秋に発行された、同 2 0 1 0 -2 0 11 までの各年度版に掲載さ

れている、全省 1 6 1のエージェンシーを組織図からリストア

ップし、ホーム ページから 各エ ージェンシーの 年次報告書

を収集した。年 次報告書の収集 にはインターネ ットを用い

ており、既に閉 鎖されたエージ ェンシーや 、ホ ームページ

が変更されたエ ージェンシーに ついては、イギ リス政府の

                                                   

160 例えば、事務処理の正確さが既に 99.5%程度まで到達している場合な

どがそうである。失敗を完全になくし 100%正確に作業するのは非現実的

であり、このような場合は前年度の目標水準が据え置かれていた。  

161 防衛省を除く。時期により違いはあるもののイギリスの執行エージェ

ンシーのおよそ半数は防衛省のエージェンシーである。その特殊性の高

さから分析の対象外とした。  
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アーカイブ、または I n t e rn e t  A r c h i v e のウェブサイトを用

いている。年次 報告書には 、必 ず各年度の目標 とその達成

状況が掲載されており、各目標の達成／未達成 ( 1  o r  0 )を従

属変数とした。2 0 0 3 年秋以降については、存在する全ての

エージェンシー を調査対象とし て年次報告書を 収集したが、

それ以前の時期 についてはエー ジェンシーの一 覧が入手で

きないため、2 0 0 3 年秋時点で存在しているエージェンシー

のみ過去に遡り年次報告書を収集した。また 、2 0 1 0 年秋以

降についても、 その後新設され たエージェンシ ーも含めた

調査を実施している。  

調査対象となるエージェンシーは 、全 7 0 機関、調査対象

となる年次報告書は全 9 6 0 であったが、2 0 0 0 年以前のもの

を中心に年次報 告書が入手でき ない機関・年度 、目標が明

示されていない 機関・年度も多 い 。実際に分析 に用いるの

は全 7 0 機関中の 4 5 機関、のべ 9 6 0 年度分のうち、 4 3 8 年

度分のデータである (収集率 4 6 % )。最新の年次報告書ほど

入手が容易なた め、データの時 期には多少の偏 りがあり、

のべ 4 3 8 年度分のデータのうち 4 1 3 年度分は 2 0 0 0 年度以

降のものである 。 従って分析対 象となるデータ の範囲は、

おおよそ 2 0 0 0 年度以降から、最新の 2 0 1 4 年度までとなる。

各エージェンシ ーには、年度ご とに目標が与え られている

が、機関・時期によりその数は様々であり、目標が 1 つし

かない場合もあれば、最大 5 7 の目標が課されている場合も

ある。これら各 機関の各年度に 課されている個 々の目標が

分析の単位であり、目標の総数は 5 , 2 3 0 である ( N = 5 , 2 3 0 )。 
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第 2項  独立変数  

 分析の独立変 数は 、エージェ ンシーの目標を 担う長官の

職歴である。前 章では 、各省の 局長・課長で構 成される組

織レベルを分析 の単位としたが 、本章ではエー ジェンシー

長官個人を分析 の単位とする。 これは各省と執 行エージェ

ンシーの業績測定制度の違いを反映したものである。P SA s

は、 各省が財務 省と合意し組織 単位で目標が課 されるもの

であるが、執行 エージェンシー の目標は 、大臣 と長官との

間で設定され、 個人ボーナスと の結びつきも強 く、長官個

人レベルを分析の単位とするのが適している。  

職歴の測定方 法 は 基本的に前 章 と同じで、 各 職 業の経験

の有無を、満 3 年以上の経験があるかどうかで判定してい

る。長官が年度 途中で就任して いる場合は 、各 年度の半分

以上を担当した 長官を調査対象 としている。空 位期間等の

兼ね合いで、半 年以上担当した 長官が存在しな い年度は調

査対象から除外 した。エージェ ンシー長官の場 合、省の局

長・課長と比べ て 、離職が生じ た後の空位期間 が長い傾向

にあり、極端な場合は 1 年以上の空位が生じている事例も

観察された。そ のため 、半年以 上の長期にわた り長官代理

を担当している 場合は、代理と して任用されて いる人物も

調査対象に含め ている。長官代 理も必ずしも安 定的ではな

く、空位期間が 長い場合は長官 代理が途中で交 代している

事例もある。  

調査対象がエ ー ジェンシー長 官 であるため、 職 歴の有無

を 表 す 変 数 に 多 少 の 違 い が あ る 。 職 歴 内 容 を 表 す 変 数 は 、
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「当該組織」「エージェンシー」「民間部門」「任用先と同一

の政策領域における政府外組織 」の 4 つである。  

第一は、当該 組 織の経験の有 無 である。当該 エ ージェン

シーでの経験が 過去にあるかど うかで判断して おり、当該

エージェンシー特有の知識の有無を測定している。  

第二は、エー ジ ェンシーの経 験 の有無である 。 当該組織

に限らず、執行 エージェンシー での職業経験が 過去にある

かどうかで判断 しており、政策 執行に関する技 能 の有無を

判定している。 当該組織の経験 とともに、政府 内で習 得さ

れる知識・技能 を重視したウェ ーバー型の類型 を念頭にお

いた変数である。  

第三は、民間 部 門の経験の有 無 であり、民間 部 門特有の

マネジメント技 能、 コスト意識 などの技能の有 無を測定す

るために設けた指標である。N P M 型の運用類型を表す変数

でもある。  

第四は、任用 先 と同一の政策 領 域における政 府 外組織の

経験の有無であ り、政策実施の 職位において、 政府外でし

か習得できない 政策領域の知識 が有効であるか を測定する

ために設けた指 標である。ネッ トワーク型の運 用類型を表

す変数である。  

以上の 4 つの変数により、長官の職歴を 1  o r  0 で測定し

独立変数として 用いている。前 章の分析とは異 なり、分析

単位となる各年度の個別目標には 、それぞれ 1 人の当該エ

ージェンシーの 長官しか存在し ないため、各長 官の職歴の
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有無がそのまま独立変数として投入される。  

 

第 3項  コントロール変数  

 目標達成の難 易度を左右する コントロール変 数として、

目標の種類 ( 4 つ )、「当該年度の目標総数」「目標達成の判定

基準数」「エージェンシー設置年数」「 長官就任年数 」の 8

つの変数を投入した。  

目標の種類については、目標の内容に応じて 4 つの変数

を設けた。第一は、「時間目標」である。客の待ち時間や事

務処理時間など、政策実施の時間に関する目標が該当する。

第二は、「アウトカム目標」である。顧客の満足度など、エ

ージェンシーの 側が単にサービ スを提供しただ けでは達成

できないアウトカム指標の目標が該当する。第三は、「休暇

削減目標」であ る。イギリスの エージェンシー の多くは効

率性向上のため 、職員の傷病休 暇取得日数を減 らす目標を

課している。第四は、「効率化目標」である。コストカット、

人員削減、財務 の黒字化など、 サービスの提供 ではなく組

織のコスト面での目標が該 当する。以上の 4 種類それぞれ

について、該当する目標である場合を 1 とし、該当しない

目 標 (文 章 型 、 ア ウ ト プ ッ ト の 数 量 、 ル ー ル の 策 定 な ど )で

あれば 0 としている。  

次に「当該年 度 の目標総数」 と は、当該年度 に そのエー

ジェンシーに対 していくつの目 標が課されてい るかを表す

数字である。「目標達成の判定基準数 」とは、各目標に関し
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て達成／未達成 の判定基準数が 複数 設定されて いる場合が

あるため、この ような変数を設 けている。例え ば時間目標

を例に挙げると、申請書の 6 0 %を 1 0 日以内、 8 5 %を 2 0 日

以内、9 5 %を 3 0 日以内に処理する、と いうような形で 3 段

階の達成基準が 設けられている 場合がある。本 章の分析で

は、複数の達成 基準がある場合 はその全てを達 成した場合

のみを目標達成 として扱ってお り、達成基準が 増えるほど

達成が困難にな ることから 、達 成基準数を変数 として投入

している。「エージェンシー設置からの経過年数 」は、当該

エージェンシー が 、エージェン シー化されてか ら何年目で

あるかを変数として投入している。「長官就任年数」も同様

に就任から何年目かを変数として投入している。  

 

第 4項  データの構造と分析手法  

 本章の分析は、従属変数がエージェンシーの目標 1 つの

達成／未達成で 、エージェンシ ー長官の職業経 験の有無が

主な独立変数に なっている。 従 属変数が目標の 達成／未達

成であることから、プロビット 1 6 2回帰分析を用いた。5 , 2 3 0

の目標 ( N = 5 , 2 3 0 )に対し、11 2 人の長官が担当しており、擬

似反復の問題が ある。そこで、 変量効果を考慮 した混合効

果ロジスティッ ク回帰モデルを 用いた分析も実 施したが、

変量効果の影響 は十分に小さく 、分析結果も 本 論文中に掲

                                                   

162 前章の分析と同様に、ロジスティック回帰における、誤差項の確率分

布はガンベル分布であるため、誤差項の確率分布を正規分布とする、プ

ロビット回帰を選択している。  
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載したプーリン グデータによる 単純なプロビッ ト回帰モデ

ルと同様であった。  

計量分析に際しては各変数を平均 0、分散 1 のデータに

基準化した上で、分析を実施している。全 4 5 機関の組織差

が大きいため、 エージェンシー ごとの ダミー変 数を投入し

た。加えて、年 度単位での影響 を取り除くため 、年度ダミ

ーを投入した。  

また、目標の 種 類と職業経験 の 間に、交互作 用 が存在す

るかどうかにつ いても分析を行 っている 。具体 的には、コ

スト意識が高い と考えられる民 間部門の職業経 験と、効率

化目標との交互 作用項を設けた モデルで分析を 実施してい

る。  

 

第 3節  作業仮説  

 独立変数の作 業仮説について は 、前章と重複 する箇所が

多いため簡略化 して記述する。「 当該組織」「エ ー ジェンシ

ー」の職業経験 についての独立 変数は、ウェー バー型の運

用類型を念頭においた変数である。「当該組織」は当該エー

ジェンシーの政策領域に関する知識、「エージェンシー」は

政策実施の職位 に関する技能の 有無を 代替して 測定 してい

る。ウェーバー 型の重要性を強 調する立場から は、両変数

とも業績に正の影響を与えると考えられる。一方、N P M の

立場からは、伝 統的な官僚制の 要素が強いこう した職業経

験者は、組織の業績に負の影響を与えると考えられる。  
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「民間部門」 の 職業経験につ い ても同様の事 が いえる。

ウェーバー型の 重要性を強調す る立場からは業 績に負の影

響を与えるとされ、N P M の立場からは民間部門のマネジメ

ント技能、コス ト意識 などが業 績に正の影響を 与えるとさ

れる。加えて、N P M 型の業績管理の典型であるエージェン

シーの業績測定 制度を従属変数 に用いているた め、民間部

門の職業経験が 組織の業績に正 の影響を与える 可能性があ

る。  

また、民間部 門 の職業経験は 一 般的にコスト 意 識を高め

ることが想起さ れ、コストの効 率化に関する目 標との交互

作用が存在する 可能性がある。 そこで 、後述す るコントロ

ール変数の中で 、目標の種類を 表す変数のうち 効率化に関

する目標を表す 、「効率化目標」の変数との交互作用項を設

け た分 析 も 実施 し てい る 。 民間 部 門×効率 化 目 標 の交 互 作

用については、 当然ながら業績 に正の影響を与 えることが

想定される。  

「任用先と同 一 の政策領域に お ける政府外組 織 」 も前章

の場合と同様であり、先行研究に基づく仮説が存在しない。

雇用主である政 府の期待通りで あれば、政府内 では習得が

難しい政策領域 の知識が組織の 業績に正の影響 を与える可

能性がある。  

 コントロール 変数については 、前章の分析と は投入変数

が異なるため、 詳細に検討して いく。 まず、目 標の種類に

関する変数は「 時間目標」「ア ウ トカム目標」「 休 暇削減目

標」「効率化目標」の 4 つであるが、これらはいずれもベー
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スカテゴリとなるその他全ての目標 (文章型、アウトプット

の数量、ルールの策定など )よりも、目標達成を困難にする

ことが想定される。  

次に、「当該年度の目標総数」は、当該年度に同時に課さ

れている目標総 数が多くなるほ ど、エージェン シーは評価

対象項目が増え 、目標内容も詳 細なものになる ことから全

体的な目標達成が困難になると想定される。「目標達成の判

定基準数」も同 様であり、達成 ／未達成を判定 する基準の

数が増えるほど達成が困難になる。  

「エージェン シ ー設置からの 経 過年数」につ い ては、 エ

ージェンシーの 設置から時間が 経過 するととも に、実現可

能な目標値の予 測可能性が高ま ると考えられる ため 、設置

からの経過年数 が増えるほど目 標達成が容易に なると想定

している。エー ジェンシーの目 標は毎年大臣と 長官の間で

設定されている ものの、実際に は前年の指標を ある程度引

き継いでおり、 目標値の水準に ついても前年の 達成状況を

踏まえて目標設 定がなされる場 合が多い。 デー タ収集 の過

程でも、設置間 もないエージ ェ ンシーにおいて 目標値と実

績値が極端に乖 離し、目標未達 成となっている 事例が散見

された。「長官就任年数」については 、前章と同様に判断の

分かれるところ である。キャリ アシステムの発 想からすれ

ば、時間が経過 するほど職務に 慣れ 、業績に正 の影響を与

えると考えられ るが、ポジショ ンシステムの発 想からすれ

ば、任用者の知 識・技能が当該 職位の要求内容 に最も合致

しているのは任 用時点であるた め、時間の経過 とともに業

績に負の影響が生じる可能性もある。   
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表  9 - 1 は独立変数ごとに想定される 、従属変数との作業

仮説をまとめた ものである。対 立する仮説が存 在するもの

は両方を併記している。  

 

第 4節  分析結果  

 表  9 - 2 は各変数の記述統計量 を示したものである。また

表  9 -3 は分析の結果を示したものである。表  9 - 3 のモデル

Ⅰは独立変数・ コントロール変 数のみを投入し たモデルで

あ り、 モ デ ルⅡ は 交互 作 用 項で あ る「 民 間 部門 ×効 率 化 目

標」を加えたモ デルである。投 入した変数の多 重共線性に

ついては、相関係数と Va r i a n ce  I n f l a t i o n  F a c t o r  ( V I F )を

算出し問題がないことを確認した 1 6 3。いずれのモデルもエ

ージェンシー組 織ごとのダミー 変数 、年度別の ダミー変数

を投入している 。  

 

  

                                                   

163 VIF の値はいずれも 3 以下であった。  
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表  9 -1  独立変数と従属変数の間に想定される関係  

独 立 変 数  仮 説  

職

業

経

験

の

有

無 

当 該 組 織  ＋ (NPM 批 判 )  

－ (NPM 支 持 )  エ ー ジ ェ ン シ ー  

民 間 部 門  
＋ (NPM 支 持 )  

－ (NPM 批 判 )  

任 用 先 と 同 一 政 策  

領 域 の 政 府 外 組 織  
＋  

コ

ン

ト

ロ

ー

ル

変

数 

時 間 目 標  

－  

ア ウ ト カ ム 目 標  

休 暇 削 減 目 標  

効 率 化 目 標  

目 標 総 数  

達 成 判 定 基 準 数  

設 置 経 過 年 数  ＋  

長 官 就 任 年 数  
＋ (キ ャ リ ア シ ス テ ム )  

－ (ポ ジ シ ョ ン シ ス テ ム )  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  
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表  9 -2  記述統計量  

 平 均 値  
標 準  

偏 差  
最 小 値  最 大 値  

当 該 組 織  . 181  . 385  0  1  

エ ー ジ ェ ン シ ー  . 372  . 483  0  1  

民 間 部 門  . 426  . 495  0  1  

同 一 政 策 領 域 の  

政 府 外 組 織  
. 391  . 488  0  1  

時 間 目 標  . 293  . 455  0  1  

ア ウ ト カ ム 目 標  . 279  . 449  0  1  

休 暇 削 減 目 標  . 012  . 110  0  1  

効 率 化 目 標  . 107  . 310  0  1  

目 標 総 数  17 .693  10 .294  1  57  

達 成 判 定 基 準 数  . 831  . 497  0  5  

設 置 経 過 年 数  12 .445  6 .595  1  26  

長 官 就 任 年 数  3 .457  2 .377  1  14  

( N = 5 , 2 3 0 )  

(出 典 )  筆 者 作 成 。
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表  9 -3  エージェンシー長官の職業経験と組織の業績  

 Model  I  Model  II  

 係 数  標 準 誤 差   係 数  標 準 誤 差   

当 該 組 織  - .152  ( .044)  **  - .154  ( .044)  ***  

エ ー ジ ェ ン シ ー  .157  ( .046)  **  .158  ( .046)  **  

民 間 部 門  - .103  ( .038)  **  - .123  ( .039)  **  

同 一 政 策 領 域 の  

政 府 外 組 織  
.162  ( .053)  **  .160  ( .053)  **  

時 間 目 標  - .073  ( .038)  +  - .077  ( .038)  *  

ア ウ ト カ ム 目 標  - .128  ( .034)  ***  - .128  ( .034)  ***  

休 暇 削 減 目 標  - .143  ( .020)  ***  - .143  ( .020)  ***  

効 率 化 目 標  - .005  ( .030)   - .053  ( .036)   

目 標 総 数  - .099  ( .038)  **  - .100  ( .038)  **  

達 成 判 定 基 準 数  - .129  ( .031)  ***  - .128  ( .031)  ***  

設 置 経 過 年 数  - .512  (1 .085)   - .506  (1 .086)   

長 官 就 任 年 数  - .071  ( .028)  *  - .069  ( .028)  *  

民 間 ×効 率 化 目 標     .082  ( .035)  *  

定 数  1.389  ( .838)  +  1.415  ( .839)  +  

LR χ2  787.91   ***   793.42 ***   

Cox&Sne l l  R 2  0.151        0.152       

* * * : p＜ 0 . 0 0 1  * * : 0 . 0 0 1≦ p＜ 0 . 0 1  * : 0 . 0 1≦ p＜ 0 . 0 5  + : 0 . 0 5≦ p＜ 0 . 1  

( N = 5 , 2 3 0 )  
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 分析結果について各変数を見ていく。まず 、当該組織の職

業経験があると 、目標を達成する可能性が低くなる ことが示

された。当該組織特有の政策領域に関する知識がある方が 、

目標達成に有利なようにも思えるが、分析結果はその逆であ

る。コントロール変数で投入した長官就任年数についても、

係数がマイナスで、悪影響を与えることが示されている。就

任してからの年数が長くなるほど、当該組織の職業経験を積

み、政策領域に関する知識が増え 、目標を達成する可能性が

高くなるのではないかと考えられるが、こちらも逆の結果が

出ている。当該組織での経験に関する変数が 2 つとも悪影響

を与えているのである。  

このような結果は、エージェンシー特有の業績測定制度に

起因するものと思われる。上述したように、執行エージェン

シーの目標は毎年設定し直され、一度達成すると 、翌年度の

目標水準が (達成の見込みがあるかどうかに関わらず )ほぼ無

根拠に引き上げられる傾向にある。この点は 、民間部門の業

績管理によく似た部分である。毎年上がり続ける目標を達成

し続けるには、組織の既存の業務遂行方法を 何かしらの形で

カイゼンし続けることが求められる。当該組織の経験がある

人物や、長官に就任してからの年数が長くなった人物は、既

存のやり方を変革しにくい 、あるいは新鮮な目線を失い組織

の問題点に気付きにくくなっている のではないかと考えられ

る。当該組織の変数については、ウェーバー型の官僚制を重

視する立場を否定する結果であったといえよう。  

一方、当該エージェンシーに限らず、執行エージェンシー
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全般の経験については、エージェンシー経験 がある方が目標

を達成する可能性が高くなる 。エージェンシーの経験で 得ら

れる政策実施部門に共通の 技能は、組織の目標管理において

有効であると考えられる 。エージェンシーの変数については、

政府内出身者を重視するウェーバー型が 支持されたといえる。 

民間部門の経験については興味深い結果が出た。目標全体

に対しては、民間部門の経験があると、目標を達成する可能

性が低くなる。ただし、 効率化目標との交互作用を見ると 、

民間部門の経験がある方が、効率化目標を達成する可能性が

高くなる。民間部門の経験者は 、未経験者と比べてコスト意

識が強いと考えられるが、 他の目標よりも予算の黒字化、人

員削減などの効率化目標を優先している ものと思われる。前

章の分析では、 各省のライン部門の局長・課長レベルを分析

対象としていたため、局長・課長は政策目標のみを担ってい

たが、エージェンシー長官の場合は政策実施目標と同時にコ

スト管理の目標を担っている。相反する 2 つの目標を担う場

合、民間部門の職業経験を有する長官は効率化を優先するの

である。効率化以外の目標では 、民間部門の経験が、目標達

成の可能性を低下させている 背景にも、効率化が優先されサ

ービスの質的側面が後回しにされる傾向があるのではないか

と考えられる。この分析結果は N P M 批判の主張が当てはま

っている反面、組織の効率化を第一に優先する場合は民間部

門の経験が有効である結果も示しており、N P M の主張を裏付

ける結果でもある。  

ネットワーク型の運用を想定した、当該組織と同一政策領



308 

 

域の政府外組織の経験については、前章と は異なり、目標を

達成する可能性が高くなることが示された。 これは政府外の

組織でしか習 得できない政策領域の知識を表す変数であるが、

政策形成の職位とは異なり 、政策実施の職位では、こうした

知識の有効性が示されたことになる。  

コントロール変数として投入した変数については、いずれ

も作業仮説で想定した通りの結果となっている。  

 

第 5節  本論文全体への示唆  

 本章では、政策実施の職位における 、エージェンシー長官

の職歴と組織の業績の関係を計量的に分析した。本章の分析

の結果、各エージェンシーで得られる当該組織の知識は 、当

該組織の目標を達成する可能性を低下させる ことが示された。

N P M の理論が想定するように、組織内部の経験は必ずしも有

益ではなく、業務遂行方法などの大幅な変革には障害となる

ものと思われる。  

一方で、エージェンシーでの経験そのものは 目標を達成す

る可能性が高めており 、政策実施の専門性は重要であること

が示された。また民間部門の経験は一長一短であり、効率化

を重視するためか、全体的な目標達成には 悪影響である。従

って、本章の結論を現実の任用に即して議論するならば、当

該組織からの内部昇進や内部出身者の持ち上がりによる長官

任用は、目標を達成する可能性を低下させる 。ウェーバー型

の運用が部分的に否定されたといえるが、また同時に民間部
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門からの任用も 、全体的には目標達成の可能性を低下させて

おり、N P M 型の運用も否定される。唯一 目標を達成する可能

性を高めるのは 、エージェンシーの経験であり、エージェン

シー間の人的異動を促進し、他のエージェンシーを経験して

いる政策執行の専門家を任用するのが 、最も効果的な任用で

あるといえる。ただし、効率化を第一の目標とするならば、

民間部門経験者の任用は有効であり、N P M 型の運用の有効性

が示されている。  

表  9 - 4 は 、 前 章 と 本 章 の 分 析 結 果 を 要 約 し た も の で あ る 。

図表中の  ”＋ ”  は業績に正の影響を、 ”－ ”  は業績に負の影響

を与える結果が出たことを示している。  

 政府内出身者を重視するウェーバー型の運用は、業績に正

の影響を与える部分と 、負の影響を与える部分が存在してい

る。当該組織での経験は、業績に正の影響を与えることはな

いものの、政府特有の政策形成・実施の経験は組織の業績に

正の影響を与えることが 明らかになった。先行研究である

Ch o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  の分析は、公務員制度の閉鎖性の程度は政

府の有効性・質に対して有意な影響を与えていないとの結論

を出しているが、本論文の分析結果は省・エージェンシーの

経験が業績に正の影響を与えることを示されており、一定程

度の閉鎖性が組織の業績を高める可能性を示唆している。一

方で、本論文の分析結果は 、当該組織の経験が組織の業績に

有意でないか、あるいは負の影響を与えることも示しており、

各省・エージェンシー単位での極度に閉鎖的な運用は組織の

業績に負の影響を与えることも 示している。  
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表  9 -4  計量分析結果の要約  

運 用 類 型  
職 業 経 験  

(習 得 す る 知 識 ・ 技 能 )  
政 策 形 成  政 策 実 施  

ウ ェ ー バ ー 型  

当 該 組 織 の 経 験  

(政 府 内 で 習 得 可 能 な  

当 該 政 策 領 域 の 知 識 )  

影 響 な し  －  

省・エ ー ジ ェ ン シ ー の 経 験  

(政 策 形 成 ・ 実 施 の 技 能 )  
＋  ＋  

N P M 型  
民 間 部 門 の 経 験  

(マ ネ ジ メ ン ト 等 の 技 能 )  
＋  －  

ネ ッ ト ワ ー ク 型  

当 該 組 織 と 同 一 政 策  

領 域 の 政 府 外 組 織 の 経 験  

(政 府 外 で 習 得 可 能 な  

政 策 領 域 の 知 識 )  

影 響 な し  ＋  

(出 典 )  筆 者 作 成 。  

 

 また、民間部門の経験を重視する N P M 型の運用について

も、 C ho  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )は公務員制度の閉鎖性の程度が有意な

影響を与えていないことから、人的資源の流動性が政府の競

争力に有意な影響を与えていないと結論付けている。しかし 、

本論文の分析結果からは、政策形成の職位においては業績に

正の影響を、政策実施の職位においては負の影響を与えるこ

とが示されている。  

政策実施の職位においても、効率化に関しては正の影響を
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与える結果が出ており、民間部門の職業経験が一定程度組織

の業績に有意な効果をもたらすことが示されたといえる。 本

論文の分析結果は、ウェーバー型と N P M 型の運用の双方が、

それぞれ限定的な範囲であるが組織の業績に正の影響を与え

ることを示している。 C h o  e t  a l .  ( 2 0 1 3 )  が示すような、ウェ

ーバー型の公務員制度の有効性の証明＝ N P M 型の否定とい

う二項対立の論理展開は、実運用レベルでの分析 結果を見る

限りは妥当性が低い。  

 ネットワーク型の運用については、政策形成の職位では有

意な影響が観察できず、政策実施の職位では業績に正の影響

を与えていた。ウェーバー型の「当該組織の経験の有無」と

同様に、政策形成と政策実施で分析結果に違いが出ている が、

政策実施の分析はサンプル数が多く、有意水準が過剰に出や

すい側面を考慮する必要がある だろう。  

政策形成、政策実施の分析ともに、 当該政策領域に関する

「知識」の有無に関連する変数 (当該組織、同一政策領域の政

府外組織 )よりは 、「技能」の有無に関連する変数の方が、政

策形成、政策実施双方の分析で明示的に影響 が観察される結

果となった。なぜ政策形成の職位では知識に関する変数の影

響が出なかったかという点について、 ここからは本論文の分

析結果の範疇を超えた 推論の域になるが、簡単に考察を加え

たい。  

政策に関する知識は 、明文化された知識であろうと暗黙知

のようなものであろうと、必ずしも中途採用の常勤者として

組織の中へ取り入れずとも事足りるのではなかろうか。  
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元々、政策の検討段階における委員会等の場に外部から有

識者や専門家を招へいすることでネットワーク型の中途採用

と同様の効果が得られていた場合、そこへ新たに常勤者とし

て政府外でしか習得できない知識を有する人材を入れたとし

ても、政策の結果に大きな違いは生まれない可能性がある。  

これはネットワーク型の運用に限らず、ウェーバー型の運

用の一部変数である当該組織の経験についても同様である。

任用者当人に当該政策領域の知識がなくとも、周囲には 誰か

しらその知識を有する政府内出身の公務員がいるはずであり、

その力を借りれば事足りる 可能性がある。人的資源管理論の

観点からいえば、自らの経験を通じてしか習得できない「技

能」と、比較的容易に習得可能な「知識」との違いが表れた

分析結果ではないかと考えられる 。  
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第10章   結論  
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第 1節  本章の概要  

本章では、まず本論文の分析枠組みから見た日本の公務員

制度について言及する。日本の公務員制度に対して、本論文

の分析枠組みを当てはめた上で、近年の日本の公務員制度が

どのように位置づけられるかを明らかにする。その上で、本

論文の結論、学術的貢献、課題を示し、本論文の終章とした

い。  

 

第 2節  日本の中央政府各省における中途採用 制度  

 日本の中央政府各省の公務員制度は、 閉鎖型、キャリアシ

ステム の典型 である。 各省の事務次官・局長級など、上級公

務員に相当する職位に就くには、原則としてキャリア早期に

各省の組織のメンバーとなりキャリアを積む必要がある。 た

だし近年は、政府外からの中途採用を可能にする制度の整備

が進み、限られた範囲ではあるものの、中央政府各省へキャ

リア中期からの加入が可能になりつつある。本節では日本の

中央政府各省の公務員制度における中途採用の制度を概観す

る。  

韓国、イギリスとの比較の観点から日本の中途採用制度を

捉える場合、分析の対象となる中途採用の経路は 3 つ存在す

る 1 6 4。第一は、人事院規則 1 -2 4「公務の活性化のために民間

                                                   

164 平成 12 年に施行された官民人事交流法に基づく交流採用も、民間部門

からの人材を受け入れる制度の 1 つであるが、官民人事交流は中途採用とい

うよりも出向であり、本論文では議論の対象にはしていない。  
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の人材を採用する場合の特例 」による中途採用である。同規

則は平成 1 0 年 4 月より施行されており、任期の定めなく民

間部門から中途採用を行うことができる。第二は、任期付職

員法に基づく中途採用である。こちらは平成 1 2 年 11 月より

施行されており、最長 5 年の任期で民間部門から中途採用を

行うことができる。前者は任期の定めのない中途採用であり、

後者は任期の定めがある点が異なっている。第三は、平成 2 4

年度より実施されている経験者採用試験である。これは平成

1 8 年 度 よ り 人 事 院 が 導 入 し て い た 経 験 者 採 用 シ ス テ ム の 一

部である社会人経験者向け試験であり、試験合格者は官庁訪

問を行い各省が係長級を中心に若干名の採用を行っている。  

 

第 1項  人事院規則 1 -2 4 に基づく中途採用  

 まず、人事院規則 1 -2 4 に基づく中途採用について概要を説

明する。同規則は平成 1 0 年に「部内の養成では得られない高

度の専門性や多様な経験を有する民間の人材を円滑に採用 」

する必要性から制定された。 対象となるのは次の 3 つの場合

である (人事院  2 0 1 5 1 6 5 )。第一に、「 実務経験等により高度の

専門的な知識経験を有する民間の人材を採用する場合 」であ

る。該当する 代表例としては 、弁護士、公認会計士 の中途採

用がある。また 、経済政策等に関する情報の収集・分析業務 、

                                                   

165 以下、括弧内の採用事由については人事院 (2015)、第 1 編第 3 部第 1 章

第 4 節「 1 公務の活性化のための民間人材の採用」を参照。  
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情報システム開発業務 などが挙げられる 1 6 6。  

第二に、「 新規の行政需要に対応するため、実務経験等によ

り公務に有用な資質等を有する民間の人材を採用する場合 」

である。例としては、金融検査業務が挙げられる。  

第三に、「公務と異なる分野における多様な経験等を通じて

公務に有用な資質等を有する民間の人材を採用する場合 」で

ある。 例としては、 南極観測隊員、通信システム管理業務、

経済分析業務が挙げられる。  

やや古いデー タ になるが、人 事 院 ( 2 0 0 7 )によれば、制度発

足以来の各採用事由別の採用人数は、第一に該当する採用が

1 5 5 人、第二に該当する採用が 5 7 7 人、第三に該当する採用

が 2 3 6 人とされている。  

 表  1 0 - 1 は人事院 ( 2 0 1 5 )による過去 5 年の採用数を示した

ものである。近年は毎年度 6 0 -9 0 人程度の中途採用があるこ

とが分かる。累計の採用数 1 6 7を見ると各省庁でばらつきが大

きく、業務内容により中途採用の必要性が大きく異なること

が見て取れる。領域により活用程度に差がある点は、韓国、

イギリスの運用と同じ傾向であるといえる。 業務の例が示す

通り、政策実施部門や、スタッフ部門の職務における専門職

型の運用が中心である。

                                                   

166 以下、中途採用の例示内容は平成 13～ 17 年度の人事院白書で挙げられ

ているものを参考にしている。平成 18 年度以降は、事由別の採用例が挙げ

られていない。  

167 累計数であり、現時点での在職者数ではない点に注意が必要である。  
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表  1 0 - 1 民間人材の採用 (規則 1 -2 4 )に基づく採用状況  

府 省 名  平 成 22   平 成 23   平 成 24   平 成 25   平 成 26   累 計 (人 )  

人 事 院  
     

3  

内 閣 官 房  
     

177  

宮 内 庁  6  3  2  
  

24  

公 正 取 引 委 員 会  9  2  4  2  
 

68  

金 融 庁  9  2  1  6  6  231  

消 費 者 庁  
   

2  
 

2  

法 務 省  2  
    

36  

公 安 調 査 庁  3  
  

1  3  25  

外 務 省  12  17  7  
  

183  

財 務 省  8  2  1  7  5  133  

国 税 庁  
 

1  
   

3  

文 部 科 学 省  2  
    

122  

厚 生 労 働 省  
     

9  

農 林 水 産 省  6  2  3  
  

31  

水 産 庁  
     

3  

経 済 産 業 省  13  10  14  
  

177  

資 源 エネルギー庁  
 

1  
   

1  

中 小 企 業 庁  
 

1  
   

1  

国 土 交 通 省  21  15  9  12  6  101  

環 境 省  
     

1  

原 子 力 規 制 委 員 会  
   

22  49  71  

独 立 行 政 法 人  

家 畜 改 良 センター       
1  

独 立 行 政 法 人  

国 立 病 院 機 構  
6  14  19  40  21  170  

（参 考 ）社 会 保 険 庁  
     

59  

（参 考 ）日 本 郵 政 公

社       
254  

合 計  97  70  60  92  90  1886  

（注 ）累 計 は制 度 発 足 時 （平 成 1 0 年 4 月 1 日 施 行 ）以 降 の累 積 数  

(出 典 )  人 事 院 ( 2 0 1 5 )  『 平 成 2 6 年 度  年 次 報 告 書 』表 1 - 6  民 間 人 材 の 採 用 (規 則 1 - 2 4 )

に 基 づ く 採 用 状 況 。
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第 2項  任期付職員法に基づく中途採用  

次に、任期付職員法に基づく中途採用について説明する。

任期付職員法は一般職を対象とした制度である。任用の事由

としては次の 2 つの場合がある (人事院  2 0 1 5 1 6 8 )。  

 第一に、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する

者をその者が有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた

識見を一定の期間活用して遂行することが特に必要とされる

業務に従事させる場合 」である。例としては、弁護士、公認

会計士の中途採用が挙げられている。  

 第二に、「専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識

経験が必要とされる業務に期間を限って従事させることが公

務の能率的運営を確保するために必要である 場合」 である。

例としては、 コンピュータ・セキュリティ業務、原子力保安

業務が挙げられている。  

 制度開始直後の採用数は 1 0 0 人未満であったが、任期付職

員の採用は年々増加傾向にあり、平成 2 6 年度の新規採用者数

は 4 7 8 人である。任期は最長 5 年であるが、各組織の年度末

在職者数の合計も年々増加傾向にあり、平成 2 6 年度は過去最

高の 1 , 4 6 4 人となっている。  

 

  

                                                   

168 以下、任期付職員制度の運用状況については人事院 (2015)、第 1 編第 3

部第 1 章第 4 節「 2 任期を定めた職員の採用」を参照。  
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表  1 0 - 2 任期付職員法に基づく府省別採用状況  

 

(出 典 )  人 事 院 ( 2 0 1 5 )  『 平 成 2 6 年 度  年 次 報 告 書 』 表 1 - 7  任 期 付 職 員 法 に 基 づ く 府

省 別 採 用 状 況 。
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事由別の例では分かりにくいが、平成 2 6 年度の採用官職の

例を見ると、総務省総合通信基盤局電波部電波政策課専門職、

財務省財務総合政策研究所研究部主任研究官、厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課障害福祉専門官など、

多種多様である。金融庁では証券取引等監視委員会事務局証

券検査官などが例として挙げられており 、前述した人事院規

則 1 - 2 4 に基づく任期の定めのない中途採用と類似した運用

もあるものと思われる。政策形成を担うライン部門の課長補

佐への採用例も存在するが、基本的には政策実施部門や、ス

タッフ部門の職務における専門職型の運用が中心であると思

われる。  

 

第 3項  経験者採用試験  

最後に、平成 2 4 年度より実施されている経験者採用試験に

ついて説明する。経験者採用試験は、平成 1 8 年度より実施さ

れていた人事院による経験者採用システムの試験のうち、社

会人経験者向けの試験を引き継ぐ形で始まった試験である。

募集の対象となるレベルは、経済 産業省が課長補佐級での募

集を行っている例もあるが、各省の係長級での募集がほとん

どである。各省とも採用予定人数は若干名とされており、 大

規模な入口として想定されている制度ではないことが伺える。

制度導入からの年数が浅く 、十分な情報がないことから、本

論文では経験者採用試験の前身ともいえる 、経験者採用シス

テムにおける、社会人経験者向けの試験について分析する。  
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従来の経験者採用システムにおいても、社会人経験者をⅠ

種試験相当の扱いで係長級以上 に中途採用しており、キャリ

ア中期から各省の上級公務員候補であるⅠ種相当の集団に加

入する入口は存在していた。 ただし 、最終的な採用 数は非常

に少な い。経験者採用システムによる試験の実施最終年度で

ある平成 2 3 年度でいえば、Ⅰ種相当での募集を行った 7 省

全ての合計で 1 3 人の内定者が出ている。金融庁、経済産業省

は募集を行いながらも 内定数 0 であり、良い人材がいれば中

途採用するものの、いなければ採用を見送っているものと思

われる。  

 採用後は 、Ⅰ種試験に合格し入省した職員 と同様の扱いで

あり、 経験者採用により採用された職員へのイン タビューに

よれば、採用後は複数の職位を異動しながらキャリアを積む

ことになる  (人事院人材局企画課他  2 0 11 ,  2 6 -3 1 )。同インタ

ビューの事例では、 新聞社・出版社での勤務を経て水産庁の

魚政部加工流通課に在職する人物と、外資系食品商社勤務を

経て総合食料局食糧部計画課に在職する人物が取り上げられ

ている。前者は広報等の担当ではなく、ライン部門の職務に

就いており、前職と現職の間の関連性は低い 1 6 9。本論文の区

分でいえば N P M 型の運用に近い。後者は 、前職と現職との

間に強い関係があり、ネットワーク型の運用といえるだろう 。

ただし 、こちらの人物も過去には農業環境対策課に所属して

いたことがあるとされており、常に前職と関係のある部門に

                                                   

169 ただし、同インタビュー内では、一般向けに公表する資料を作成する際

には、前職での経験が少し役に立ったと述べられている。  
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配属されているわけではないことが伺える。  

他国との比較の観点で見ると、 本論文のイギリスの 職歴調

査の過程において、他の職業経験を積んだ後に 3 0 代半ばから

中央政府各省の中級レベルの公務員になり、その後に上級公

務員の職位に任用された例が存在していた。そのようなキャ

リアパスの人物は、大卒直後から入省した純粋な内部育成の

公務員と同様に様々な職位を経験しており、中途採用以前の

職歴とは無関係な職 位に就いていた。日本の経験者採用試験

の採用者は、イギリスの事例でわずかに観察された、 中級レ

ベルから公務員になった職員と、同様の運用がなされている

ものと考えられる 1 7 0。  

 

第 4項  小括  

 ここまで、中途採用の主な経路として 3 つの制度を説明し

てきた。いずれの制度にも共通し ているのは、中途採用によ

り加入することのできる職位のレベル、組織内での重要性 が

低いという点である。 政府の中枢である政策形成のライン部

門への中途採用は限定的であり、ごくわずかな経験者採用に

より中途採用される場合でも係長級が中心である。この点は、

イギリスのようなライン部門の事務次官・局長も含む、上級

                                                   

170 ただしイギリスにおいて、このようなキャリア中期からの中途採用者が

上級公務員の職位に就いている例自体が限定的であり、多くは上級公務員レ

ベルからの中途採用者か、大卒後すぐに公務員になった政府内部出身者であ

る点を考慮する必要がある。  
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公務員の中途採用とは大きく異なっている。  

 また、制度ごとに中途採用により充当しようとする職員の

知識・技能が区分されている点も、日本の中途採用制度の特

徴である。人事院規則 1 -2 4 に基づく任期の定めのない中途採

用と、任期付職員法に基づく中途採用は、政策実施部門、ス

タッフ部門での、ネットワーク型あるいは専門職型の運用 が

想定されている。任用先職位に求められる政策領域の知 識、

あるいは当該職種の知識・技能が、任用者に対し要求されて

おり、ポジションシステムの原理に近い制度である。  

 一 方 、経 験 者 採 用 試 験 (お よ び 旧 経 験 者採 用 シ ス テ ム )に よ

る中途採用では、必ずしも任用先職位の政策領域と前職との

関連性が要求されているわけではなく、イギリスにおけるネ

ットワーク型の中途採用のような採用例もあれば、そうでな

い例もある。採用時点はネットワーク型か N P M 型の運用に

当てはまる場合でも、採用後はキャリア早期から公務員にな

った職員と同様にジョブロー テーションが行われる。従って、

日本の経験者採用試験制度は、特定の職位への能力が期待さ

れ、その職位についてのみ成績主義が担保されるポジション

システムにおける中途採用とは 、制度の構成原理が 根本的に

異なっている。 キャリアシステムの公務員制度は、 中途採用

者に対して、当該職位に必要な知識・技能を厳格に要求する

ことがないため、政策形成の職位における N P M 型の運用も

可能となるのであろう。  

日本の経験者採用試験、あるいは旧経験者採用システムの

中途採用は、 採用後の組織内部での育 成が想定されており、
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キャリアシステムの構成原理に 基づいた制度であるといえよ

う。端的に言うならば、大卒後に入省するキャリア組と同様

の 入 口 を 、 キ ャ リ ア 中 期 に も 設 け る 制 度 で あ る と い え る 1 7 1。 

また、日本における人事院規則 1 - 2 4 に基づく任期の定めの

ない中途採用と、任期付職員法に基づく中途採用の一部は、

イギリスにおけるスタッフ部門の職位への専門職型の中途採

用と近い機能を有しているものと考えられる。例えば 、イギ

リスが I T の専門家を上級公務員として中途採用するのに対

して、日本の場合は一般職のレベルで中途採用を行って いる。

両者は民間部門から I T の専門家の知識・技能を期待した中途

採用である点で一致しているが、中途採用者の職位のレベル

が異なる点に注意する必要がある。中途採用者に組織の上級

レベルの職位を与えるかどうかという 点は、先行研究のモデ

ルの通りポジションシステムとキャリアシステムを分ける１

つの基準となっている。  

 

第 3節  韓国・イギリスと日本の比較  

 本論文では韓国、イギリスの事例分析に加え、簡易ではあ

るものの日本の中途採用の運用実態について分析を行った。3

国の制度運用において共通するのは次の 2 点である。  

 第一に、ライン部門の政策形成の職位については、 いずれ

                                                   

171 異動先の職位が昇進コースであるかどうかなど、人事上の処遇の全てが

内実ともにキャリア組と同様であるかについては、制度運用の実績が今後数

十年間積まれた上で、さらなる分析が必要と思われる。  
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の国も政府内部出身者を重視している点である。最もポジシ

ョンシステムの理念型に近いと考えられるイギリスでさえ、

ライン部門の政策形成の職位は 8 割程度を政府内部出身者で

充当している。韓国は 、開放型職位に指定した政策形成の職

位のほぼ全てを政府内部出身者で充当している。日本は 、そ

もそも上級公務員に相当する政策形成の職位を開放していな

いため 、同一の基準では比較できないが、経験者採用システ

ムにより採用した職員をジョブローテーションさせており、

政策領域の知識よりも、政策形成の技能を重視していること

は明らかである。政府 の中枢である政策形 成の職位では、ポ

ジションシステムの公務員制度を採用する国 も、程度の差こ

そあれ政策形成の技能が重要視されているといえよう。  

 第二に、主に政策実施の職位や、高度な専門性が要求され

るスタッフ部門の職位で中途採用者が活用されている点であ

る。イギリス、韓国、日本を問わず共通する傾向である。こ

れは第一の共通点の裏返しでもあるが、政府特有の政策形成

の職位とは異なり、政策実施やスタッフ部門の職位には、政

府外の知識・技能が活用できる職位が相対的に多く存在する。

そして 、こうした職位は政府の中枢である政策形成 の職位と

比べると、やや重要性の低い周辺部ともいえる職務を担う部

門である。イギリスはスタッフ部門の職位の多くを中途採用

者によって充当している。規模の差はあるが、韓国も政策実

施やスタッフ部門の職位で中途採用者を活用している。上級

公務員レベルではないものの、日本も政策実施、スタッフ部

門を中心とした中途採用は非常に大規模なものとなっている。 
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 3 国の比較から明らかなことは、いずれの国も政府の中枢

である政策形成の職位、政府特有の技能が要求される職位に

おいては、政府内部での育成を重視している反面、その他の

職位では中途採 用の柔軟な活用がなされているのである。 イ

ギリスのように 、ポジションシステムの国であっても、政策

形成の職位には、キャリアシステムの国々と同様の内部育成

の公務員が多く存在している。またその逆に、日本のような

強固なキャリアシステムを有する国であっても、キャリアシ

ステムの枠外で採用されている任期付職員が、任用される職

位のレベルは低いものの、イギリスにおける専門職型の運用

と同様の機能を果たし、政府外の知識・技能をもたらしてい

ると考えられる。ポジションシステムとキ ャリアシステムの

モデルは、制度外形や構成原理の違いを説明 する上で有効で

あるが、運用の実態を説明する上では有効性が低下するモデ

ルである。  

 ただし 3 国は、政府外へと開放している職位のレベル、あ

るいは政策形成の職位を開放する程度において大きな差があ

る。政策形成の職位においては、イギリスが最も開放的であ

り、ネットワーク型の運用による中途採用を一定程度行って

いる。また、実際に政府外出身者が任用されるかは別として、

イギリス、韓国は上級公務員レベルの職位を外部に開放して

おり、 この点についてはキャリアシステムの 日本との 大きな

違いがあるだろう。  

韓国と日本の どちらが開放的であるとするか は難しい 側面

もある。詳細は 補論Ⅴ： O E CD による公務員制度モデルの指
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標化で議論しているが、 O E CD による調査・指標化では、開

放型職位制度を有する韓国の方が開放的な公務員制度である

とされている。しかし 、日本の経験者採用システムによる中

途採用は、毎年数十人を採用し た上で 、そのまま組織内に留

めていることを踏まえれば、キャリアシステムの日本の方が、

ポジションシステムの開放型職位制度を有する韓国よりも 、

開放的であると もいえる。その反面、 韓国は政策形成以外の

職位では上級公務員レベルの職位に中途採用を行っており、

日本より開放的であるとも捉えられる。 開放している職位の

レベル に着目すれば韓国の方が開放的であり、開放している

職位の重要性や 実際に民間部門の経験者を採用し組織に留め

ている規模に着目すれば、日本の方が開放的である といえる。 

本節では韓国、イギリスとの比較の観点から、日本の公務

員制度の位置付けを考察してきた。職員の知識・技能の観点

から見れば、ポジションシステムの韓国、イギリスの公務員

制度も、キャリアシステムの日本の公務員制度と同様に、政

策形成の職位では政府内部で育成される技能を重視している。

また、その他の政策実施、スタッフ部門の職位では、日本も

イギリス同様に任期付職員を中心とした形で、専門職型の中

途採用を行っている 。  

しかし 、日本の公務員制度はイギリスや韓国と比較した場

合に、中途採用を行う職位 が組織の中級レベル以下に限られ

ており、閉鎖的なキャリアシステムの特徴を有している。 開

放している職位のレベルという点では、やはりポジションシ

ステムとキャリアシステムの間には明確な差が存在している
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のである。確固たるキャリアシステムの存在する日本におい

て、中途採用者はアウトサイダーの存在であることには 注意

しなければならないだろう。  

 

第 4節  本論文の結論  

 本論文は行政学における、行政改革研究および公務員の人

的資源管理論の観点から、先進諸国において近年導入されつ

つある、ポジションシステムの公務員制度の運用実態、組織

の業績との関係について分析した。本論文が取 り扱った主題

であるポジションシステムの公務員制度と 、組織の業績に関

する先行研究には、大きく整理して 2 つの課題が存在した。

第一の課題はポジションシステムのモデルに関する理論面で

の課題であり、第二の課題は こうした理論モデルに基づいた

実証研究の分析手法上の課題である。  

 第一の理論面での課題とは、 先行研究におけるポジション

システムに関する実証分析の不足である 。行政学の先行研究

において公務員制度の理念型は、日本であれば西尾勝の提示

した開放型モデルと閉鎖型モデル、近年の国際比較研究であ

ればポジションシステム、 キャリアシステムと呼ばれる二項

対立的な図式のモデルによって説明されてきた。 しかし、元

来ポジションシステムの公務員制度は、 S e l f  ( 1 9 7 7 )や川手

( 2 0 1 2 )が指摘するように、制度外形上は開放的でありながら

も、閉鎖的な運用の可能性を持つ制度である。 先行研究のモ

デルは多様な運用実態を捨象しており、 運用の実態はブラッ
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クボックスとなっている。そのことが原因で、ポジションシ

ステムによる公務員の中途採用が組織の業績にどのような影

響を与えるかについても、十分な理論化が進められてこなか

った。  

 第二の分析手法上の課題と は、計量分析に際しての公務員

制度モデルの変数の操作化の問題である。公務員制度に関す

る近年の実証研究では、公務員制度を指標化する際に 、 Q oG

に代表される、ウェーバーの伝統的官僚制の特徴を測定する

ことによる、公務員制度指標の操作化が 用いられている。公

務員制度のモデルを二項対立的に捉え、一方の極にウェーバ

ーの伝統的官僚制の特徴を有するモデル (閉鎖型、キャリアシ

ステムなど )を置き、もう一方の極にそれ以外の公務員制度モ

デルを置く手法である。この 種の手法による操作化は、公務

員制度のモデルが二項対立的であることが前提であ り、ウェ

ーバー型の特徴を持たないことが、すなわちポジションシス

テムの特徴であることを意味していなければならない。  

しかし、現実には、ポジションシステムの公務員制度の運

用実態は必ずしも画一的ではない。組織や職務によって運用

のパターンは異なっており、韓国のようにウェーバー型とほ

とんど変わらない運用すら可能である。そのようなポジショ

ンシステムに対して、公務員制度の外形や、国単位での大ま

かな指標化を行うことは、分析の信頼性を大きく損ねる操作

化であるといえる。ポジションシステムの運用実態を反映し

た操作化を行った上での 計量分析が求められる。  

 以上のような先行研究の課題に対応するため、まず本論文
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は第 3 章において、労働経済学・経営学における知識・技能

概念を援用し、ポジションシステムの公務員制度が 、いかな

る場合に政府外から中途採用を行うのかについて、理論の精

緻化を試みた。なぜ特殊的な仕事の多い政府部門に、ポジシ

ョンシステムの国々が政府外からの 中途採用を行うのかにつ

いて、本論文は知識・技能の観点から 4 つの運用パターンを

提示した。ウェーバー型、N P M 型、ネットワーク型、専門職

型のこれら 4 つの運用パターンをポジションシステムの下位

類型として提示し、 ポジションシステムの多様な運用実態を

把握するための分析視角とした。  

 その上で、 第 4 章、第 5 章では韓国とイギリスの事例分析

を行った。第 3 章で提示したポジションシステムの下位類型

を活用し、韓国とイギリスの事例からポジションシステムの

運用実態を分析した。韓国は開放型職位のほとんどに政府内

出身者を任用するウェーバー型の運用であり、キャリアシス

テムの国々とほとんど変わらない運用実態であることが示さ

れた。またイギリスは、政策形成、政策実施、スタッフ部門

の職位ごとに、中途採用者の職歴に大きな違いがあることが

明らかになった。同じポジションシステムの公務員制度でも、

国、組織、職務内容によって運用パターンは異なるのである。  

続く第 6 章、第 7 章では、韓国とイギリスの双方の事例で

多く観察された、ネットワーク型の中途採用の事例分析を実

施した。第 6 章 、第 7 章の分析を通じて、本論文が独自の類

型として第 3 章 で提示したネットワーク型の運用が、理論上

だけでなく現実の運用として存在することを確認した。 第 4
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章から第 7 章までの分析は、先行研究における第一の課題で

ある、これまで研究の蓄積が不足していたポジションシステ

ムの運用実態、理論面の不足に対してのものであるとすれば、

第 8 章と第 9 章の分析は第二の課題である計量分析の分析手

法上の課題に対応したものである。  

 第 8 章と第 9 章では、先行研究の計量分析において不十分

であった、ポジションシ ステムの運用実態を加味した 、公務

員の職歴と組織の業績に関する計量分析を実施した。先行研

究は公務員制度を操作化する際にウェーバー型の官僚制の特

徴を用いていたため、単にウェーバーの官僚制がもたらす組

織の業績への影響分析に留まっていた。本論文では 、第 3 章

で提示したポジションシステムの下位類型と 、知識・技能概

念を用いることで、ポジションシステムの運用パターンごと

の業績との関係を明らかにした。N P M 型は目標の内容により

業績への正負の影響が異なることが示された。また、 ウェー

バー型、ネットワーク型は、いずれも 部分的に業績への正の

影響が確認された。  

 終章では、本論文全体の分析結果を踏まえた上で、日本、

韓国、イギリスの比較分析を行った。 3 国の比較の結果、日

本、韓国、イギリスは、制度外形上はキャリアシステム、ポ

ジションシステムの違いがあるものの、政策形成の職位では 、

政府内部出身者の政策形成の技能を重視していることが示さ

れた。また、キャリアシステムを有する日本においても、中

途採用者の職位のレベルは低いものの、韓国、イギリスと同

様の中途採用者の専門職型の運用がなされていることが示さ
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れた。  

 

第 5節  本論文の学術的貢献  

 本論文の独自性、学術的貢献を要約すると以下の 4 点であ

る。第一に、ポジションシステムとその運用パターンについ

て、労働経済学・経営学における 知識・技能概念を援用し、

新たな下位類型を提示した点である。これまでポジションシ

ステムとして、 制度外形の観点から一括りにされてきた公務

員制度を、知識・技能の観点から 4 つの下位類型に整理し、

今後の実証分析における分析視角、計量分析に際しての新た

な操作化の方法を提示した。  

第二に、ポジションシステムの運用実態について、その多

様性を明らかにした点である。これまでの研究において 、ブ

ラックボックスとなっていたポジションシステムの運用実態

を、独自の職歴調査に基づき分析し、国、組織、職務ごとの

多様性を示した。特に先行研究に おいて、N P M との関連で説

明されることの多いポジションシステム が、現実にはネット

ワーク型のように政策領域の関連性を重視した中途採用も 多

い傾向を明らかにした。  

 第三に、職員の職歴調査と組織の業績測定を用いた、ポジ

ションシステムの運用実態を反映した計量分析を行った点で

ある。ポジションシステムと組織の業績に関するこれまでの

先行研究が、アンケート調査や、国レベルの分析に留まって

いたのに対し、本論文は実際の中途採用の運用実態を反映し
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た分析を実施した。 分析の結果から、運用類型ごとの業績へ

の影響が明らかとなった。  

 第四に、日本、韓国、イギリスの 3 国の比較から、いずれ

の国でも知識・技能の観点からは共通の運用傾向があること

を明らかにした点である。制度の構成原理に基づくポジショ

ンシステム、キャリアシステムの類型の違いによら ず、政策

形成の職位では、政府内でのみ習得可能な政策形成の技能が

重視されていること、政策実施の職位やスタッフ部門では中

途採用が多く活用されていることが示された。  

ただし、キャリアシステムの国である日本は 、組織の上級

レベルの職位を外部に開放しておらず、開放する職位レベル

の制度外形上の 違いという点において、ポジションシステム

とキャリアシステムの差は 明確に存在している。  

 

第 6節  本論文の限界と今後の課題  

 最後に、本論文の限界と今後の課題について述べる。 本論

文が分析対象として取り上げたのは、韓国とイギリス、そし

て日本である。本論文の国際比較に関する議論をこの 3 国以

外にどの程度一般化できるかどうかという問題が残る。本論

文はポジションシステム、中途採用の運用実態を 、職員の職

歴調査から分析するアプローチをとったが、このアプローチ

は 1 国の運用実態の分析に 、非常に時間が掛かるという問題

を抱えている。必然的に分析対象の 国は少数とならざるを得

ず、分析結果の一般化にも限界がある。  
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また、国同士の比較分析でいえば、日本の事例では組織の

中級レベルでの中途採用を分析対象としたが、イギリスにお

いて同様の中途採用がどの程度存在しているかは未知数であ

る。上級公務員のレベルであればまだしも、中級以下のレベ

ルとなると、各省に人事権が分権化されておりマクロなデー

タも入手できないことに加え、中級レベルの職員は職員録に

も職歴情報がなく、運用実態に関する詳細なデータを 、本論

文と同様の手法で集めることは非常に困難である。  

第 8 章と第 9 章の計量分析についても、 結果の一般化には

限界が存在する。本論文の分析はあくまでもイギリスを対象

としたものであり、イギリスの各省・エージェンシー以外へ

の一般化に限界を抱えている。まず 、公務員の知識・技能に

対してどのようなものを要求するかという点は、一定程度各

国に共通していると思われるが、国ごとの差も存在するだろ

う。例えば、閉鎖的な組織文化が強く、政府の特殊性が高い

国であるほど、政府に特殊的な技能の重要性が高まる だろう。

そうした環境下においても、イギリスと同様 の分析結果が当

てはまるかどうかは本論文の分析からは未知数である。  

 また、計量分析において重要であることが明らかになった

政策形成・職位の技能についても、本論文では技能の観点か

らの事例分析を実施しておらず、具体的にどのような影響を

発揮しているのか不透明な部分がある。政策形成の技能や民

間部門のマネジメント技能がどのように発揮されたかどうか

を、外部から比較・観察できるのかどうかという 方法論上の

限界も存在するであろう 。  
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 そして、計量分析の分析手法に関しては、複合的なキャリ

アを有するイギリスの公務員に対して、職業経験 3 年を基準

とする方法が適切であるかどうかという問題がある。同じ職

業経験であっても、キャリア早期に民間部門を経験した場合

と、キャリア早期に公務員を経験した場合とでは、もたらさ

れる結果が異なる可能性もある。こうした職業経験の順番も

含めて、どのようにして公務員の知識・技能を代替する指標

である職業経験を測定すべきかは議論の余地があるところで

ある。今後の課題としたい。  
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第11章  補論  
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補論Ⅰ：西尾の開放型・閉鎖型任用制  

西尾は 、その著書である「行政学」において、 ヨーロッパ

諸国および日本、そしてアメリカを議論の念頭に置いた上で、

任 用 制 度 を 基 軸 と し て 公 務 員 制 度 を 開 放 型 任 用 制 ( o pe n  

ca r ee r  sy s t e m )と閉鎖型任用制 ( c l o se d  c a re e r  s y s t e m )の 2 つ

に 整 理 し て い る 1 7 2。 西 尾 に よ れ ば 、「 ヨ ー ロ ッ パ 諸 国 お よ び

日本などに形成されてきた官吏制または公務員制は終身雇用

制 を 基 本 に し た 閉 鎖 型 任 用 制 ( c l o se d  ca r ee r  sy s t e m )と 呼 ぶ

べきものであるのに対して、1 9 2 0 年代にアメリカで確立され

た公務員制は、科学的人 事行政論なるものに基づく、職階制

を基礎にした開放型任用制 ( o p e n  c a re e r  sy s t e m )と呼ぶべき

もの」であり、「この両者は、ともに資格任用制を基本原理と

していながらも、資格・能力のとらえ方を異にしている。そ

してそれ故に、その先の制度の構成原理を全く異にしていた」

という (西尾  2 0 0 1 ,  1 3 7 )。  

開放型任用制は「初めに職務ありき」と の考え方に立ち、

組織を職務・職責の体系として捉えている。各職位 ( po s i t i on )

には、それぞれの職務・職責の遂行に必要な資格・能力を有

する人材が任用される。科学的・ 合理的な人事管理を行うた

めには、まず組織の全ての職務・職責を分類する必要があり、

職階制は組織の業務を遂行するのに必要なすべての職務・職

責の分類体系であるという。 公務員の任用は欠員が生じる都

                                                   

172 西尾の類型論は開放型任用制を open career system と表記しており、

Self の類型論を参考にしている可能性がある。ただし、職階制の目的など、

Self の議論とはいくつかの部分では見解が大きく異なる。  



338 

 

度行われ、終身雇用を前提にしておらず中途採用も稀ではな

い。各職位に要求される資格・能力要件は職級ごとに明細に

定められており、その職位の職務・職責をこなす即戦力であ

ることが求められる。そのため任用後の研修も、当面の職務・

職責をこなすのに必要な知識・技能の補習を目的にしたもの

であるという。こうした制度は職員の専門分化を促進する 傾

向を持ち、採用後の配置換え・昇任も原則としてその職級の

属する職位の範囲内で行われる ( I b i d . ,  1 3 7 -1 3 8 )。このような

開放型任用制は 、「官民間・政府間・各省間に類似の業務が存

在することを前提にし、またそれらの業務相互間の労働力の

移 動 を 容 易 に し よ う と す る 人 事 制 度 で あ る 」 と い う ( I b i d . ,   

1 3 9 )。  

西尾は開放型任用制と対になる 、もう 1 つのモデルとして、

ヨーロッパ諸国・日本に代表される閉鎖型任用制を提示して

いる。閉鎖型任用制は「終身雇用制を基本にしているため、

職 員 の 新規 採 用 は ほ ぼ 入口 採 用 に 限 定 さ れ  (中 略 )  中 途 採 用

は例外である ( I b i d . ,  1 3 9 )」。予め 作られた職務 の 体系に人を

充てる 「初めに職務ありき」の 開放型任用制に対し、閉鎖型

任用制は「「初めに職員ありき」の考え方である。新規採用職

員に要求される資格・能力は学歴と職種に対応した専門知識

という一般的で潜在的な能力であり、職員はジェネラリスト

としていかなる職位に配属を命じられてもその職務・職責に

適 応 す るこ と を 期 待 さ れて い る 。  (中 略 )  閉 鎖型 任 用 制 は 、

組織ごとの終身雇用と年功序列制を基本にしており、組織の

壁を越えた労働力移動、ことに官民間の移 動をあまり想定し
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ていない ( I b i d . ,  1 3 9 )」という。  

Se l f のモデルと類似点が多いものの、西尾モデルをあえて

取り上げる理由は 1 つである。西尾の提示した開放型／閉鎖

型任用制こそが、日本の行政学 において公務員の人的資源管

理 シ ス テ ム を 説 明 す る 際 の 定 説 と し て 認 識 さ れ 、 多 く の 研

究・教科書で引用されているからにほかならない。開放型／

閉鎖型任用制の区分は公務員試験の問題として出題されるこ

と も あ り、 事 実 上 の 標 準 (デ フ ァ ク ト ・ スタ ン ダ ー ド )と し て

広く普及している 1 7 3。  

また、西尾のモデルはいくつかの点で S e l f との違いがある。

特に大きな違いは、西尾は開放型任用制の類型化において「官

民間に類似の業務が存在する」という前提を置いている点で

ある。開放型モデルが、その運用においては内部出身者を有

利にする可能性を示唆している Se l f とは異なる見解である。

政府の職務の中でも、人事、財務、 I T、購買などのスタッフ

部門に関しては、官民間に類似の業務が存在するという西尾

の仮定はおおよそ当てはまる。一方、公務の大部分を占める

政策形成・実施に関する業務は公務部門の特殊性が強い職務

である。  

 

 

                                                   

173 ただし、近年は曽我 (2013)のように青木 (2003)の比較制度分析の視点か

ら、組織形態を説明する教科書も刊行されている。  
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表  11 -1  開放型／閉鎖型任用制の特徴  

 開 放 型 任 用 制  閉 鎖 型 任 用 制  

基 礎 と な る 制 度  科 学 的 人 事 行 政 論 に 基 づ く 職 階 制  終 身 雇 用 制  

組 織 編 制 理 論  
初 め に 職 務 あ り き (組 織 を 職 務 ・  

職 責 の 体 系 と し て 捉 え る )  
初 め に 職 員 あ り き  

職 員 に 求 め ら れ る 能 力  

そ の 職 位 に 割 り 当 て ら れ て い る  

範 囲 の 職 務 ・ 職 責 を 遂 行 す る の に  

必 要 に し て 十 分 な 資 格 ・ 能 力  

ジ ェ ネ ラ リ ス ト と し て い か な る  

職 務 ・ 職 責 に も 適 応 す る 能 力  

職 員 の 任 用  
欠 員 が 生 じ る た び に 行 い  

中 途 採 用 も 稀 で は な い  
採 用 は 入 口 に 限 定  

(出 典 )  西 尾 勝  ( 2 0 0 1 )『 行 政 学 [新 版 ]』 有 斐 閣 、 1 3 7 - 1 3 9 ペ ー ジ に 基 づ き 筆 者 作 成 。
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西尾は「官民間に類似の業務」とは何かを明確に示してお

らず、どのような職種を念頭に置いているかは分からない。

しかし 、スタッフ部門など一部の職種にのみ当てはまる前提

条件を組織全体に拡大してモデルを構築することで、西尾モ

デルにおける開放型任用制の類型は、あたかも公務組織全体

の労働力が容易に官民間で移動可能かのような議論が展開さ

れている。西尾の開放型任用制の類型には、なぜ政府特有の

業務に関してあえて民間部門からの中途採用が必要なのか、

あ る い は 政 府 特 有 の 仕 事 し か し て こ な か っ た (民 間 部 門 で 必

要 な 専 門 性 を 持 た な い )労 働 力 が な ぜ 民 間 部 門 で 採 用 さ れ る

のかという疑問に対して明確な説明をしていない。 日本の行

政学においてはスタンダードとして普 及している西尾の開放

型／閉鎖型モデルは 、組織の構成原理を示す 規範的 ・理論上

のモデルとしては有効であるが、現実の社会実態を説明する

モデルとして扱うのには注意が必要であろう。  
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補論Ⅱ： Si l b e r m a n の専門・組織志向の官僚制  

S i l b e rm a n は、官僚制を人的資源管理の構造の違いから 2

つ に 分 類 し て い る 。 １ つ は 「 組 織 志 向 ( o r g a n i za t i o na l  

o r i e n t a t i on )」の合理化である。Si l b e rm a n によれば、組織志

向の官僚制は採用に際して厳しい制限 1 7 4があり、キャリア早

期 に 組 織 へ 参 加 ( c om m i t m e nt ) 1 7 5す る こ と に 高 い 価 値 が あ る

という。しかし 、キャリア早期に職員を組織に参加させるに

は、その他のキャリアを諦めさせるインセン ティブが必要で

ある。組織志向の官僚制では、職員の将来のキャリアの 予測

可能性が高めるか、将来のキャリアの不確実性を減らすこと

で、その他のキャリアを諦めるインセンティブを与えている。

そのため高い職位に就くにはキャリア早期の参加が必要であ

り、低いランクからの昇進や、その他の組織からの中途採用

は予測可能性を低下させるため稀である。昇進はたいていシ

ニオリティ 1 7 6に基づいており、予測可能性を維持するため異

                                                   

174 採用の制限となる具体例として、大学の特定課程での訓練を受けている

こと、上級公務員の育成を目的とした特別な学校を修了すること、任用前に

何らかの見習い訓練を経ることが挙げられている。 (Silberman 1993, 10)  

175 Silberman は参加を意味する語として commitment を用いており、単に

入省するということではなく、組織への深い関わり、責任、帰属意識を持つ

というようなニュアンスがあると考えられる。  

176 Silberman の言うシニオリティ (seniority)の解釈は、どの国の労働市場

を想定するかにより判断が分かれるところである。アメリカ特有の先任権か、

あるいは日本のような入省年次、年齢・年功 (年齢 +功績 )を想定しているの

か、前後の文脈では明確に示されていない。同書の翻訳書では日本特有の「年

功」の訳語が用いられているが、同書の該当箇所は特定の国を想定しない一

般論として議論を進めていることから、単に先任順、組織の参加順程度の意

味で理解するのが適切と考えられる。  
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動は省内に限られ専門化する。 S i l b e rm a n は、このような組

織志向の合理化を果たした国の例として、日本、フランス、

ドイツ、イタリア、スペイン、ソ連を挙げている ( S i l b e rm a n  

1 9 9 3 ,  1 0 -1 2 )。組織志向の合理化は、 S e l f のクローズドキャ

リアシステム、西尾の閉鎖型任用制に相当するモデルである

といえる。  

そして Si l b e r m a n は、組織志向の合理化に対するもう 1 つ

の体系を、「専門志向 ( p r o f e s s i on a l  o r i en t a t i o n )」の合理化と

表現している。専門志向の合理化の特徴は 、高い職位への任

用にあたって、キャリア早期の組織参加ではなく、専門的訓

練 ( p r o f e s s i ona l  t ra i n i ng )を主な基準とすることである。その

ため、若いうちに職業選択の幅を狭める代償としてのインセ

ン テ ィ ブ (キ ャ リ ア の 予 測可 能 性 の 高 さ )は 必 要 な い 。 専 門 志

向の合理化では、給与など、民間部門と同様 1 7 7のインセンテ

ィブを利用している。 Si l b e r m a n はその他のインセンティブ

の例として、キャリア途中からでも組織に加入できる柔軟性、

任務の柔軟性、仕事の裁量と自律性の大きさを挙げている。

そのため、キャリアの構造の体系性、予測可能性は低くなり、

昇進におけるシニオリティの影響もより少ない。このような

専門志向の官僚制は、程度の差はあれ組織外部の規準に左右

さ れ る た め 、 組 織 志 向 の 官 僚 制 よ り も 出 入 り の し や す い

                                                   

177 「民間部門と同様」という表現は、どこの国の民間部門を念頭に置くか

により意味するところが大きく異なってくる。ここで Silberman が想定し

ているのは、日本のような流動性の低い労働市場環境の民間部門ではない。

アメリカ、イギリスのような流動性の高い労働市場における民間部門である

ことに注意が必要である。  
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( pe r m ea b l e )組織になる。早期の組織参加よりも専門訓練を重

視することで、官民双方の官僚制の役割は互換性の高いもの

となり、組織間の垂直・水平的流動性を奨励ある いは許容す

る帰結を生むという。 Si l b e r m a n はこのような専門志向の合

理化を果たした国の例として、アメリカ、イギリス、カナダ、

スイスを挙げている ( I b i d . ,  1 2 -1 4 )。専門志向の合理化は、S e l f

のオープンキャリアシステム、西尾の開放型任用制に相当す

るモデルであるといえる。  

S i l b e rm a n の問題関心は、各国の官僚制がウェーバーの想

定した １つの理念型に収斂 せず、多様な官僚制が生まれた点

にあった。 S i l b e r m a n は多様な官僚制を上述した 2 つのモデ

ルに整理した上で、フランス、日本、アメリカ、イギリス の

4 か国を歴史的アプローチから分析し、異なる 2 つの合理化

か が 進 ん だ 要 因 を 論 じ て い る 。 同 書 は 歴 史 的 研 究 で あ り 、

Si l b e rm a n が組織志向、専門志向それぞれの例として挙げら

れている国々は、各国に官僚制が誕生した当時の制度配置を

念 頭 に 置 い て い る 点 に 注 意 が 必 要 で あ る 。 し か し な が ら 、

Si l b e rm a n が提示した官僚制合理化の 2 つのモデルは、現代

の公務員制度に対する分析視角としても利用に耐えうるもの

である。  
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表  11 -2  専門志向／組織志向の合理化の特徴  

 専 門 志 向  組 織 志 向  

高 い 職 位 へ の 任 用 条 件  専 門 訓 練  キ ャ リ ア 早 期 の 組 織 参 加  

昇 進 基 準  シ ニ オ リ テ ィ の 影 響 は 少 な い  シ ニ オ リ テ ィ に 基 づ く  

キ ャ リ ア の 予 測 可 能 性  低 い  高 い  

キ ャ リ ア パ ス  
体 系 化 の 程 度 が 低 く 組 織 間 の 垂 直 ・  

水 平 的 流 動 性 を 奨 励 ・ 許 容  
異 動 は 省 内 に 限 ら れ 専 門 化  

職 員 へ の イ ン セ ン テ ィ ブ  
民 間 部 門 と 同 じ 給 与 、 組 織 加 入 の  

柔 軟 性 、 仕 事 の 裁 量 ・ 自 律 性  
予 測 可 能 性 の 高 い キ ャ リ ア  

(出典 )  S i l b e rm a n ,  B e rna r d  S .  1 9 9 3 .  Ca g e s  o f  R ea s on :  t he  r i s e  o f  t he  ra t i o na l  s t a t e  i n  F ra n ce ,  J a pa n ,  t h e  

U ni t e d  S t a t e s ,  a n d  G r ea t  B r i t a i n .  Ch i ca g o :  U n i v e r s i t y  o f  Ch i c a g o  P r e s s ,  1 0 -1 4 .に基づき筆者作成。



346 

 

補論Ⅲ： A u e r  e t  a l .  ( 1 9 9 6 )の研究背景  

Au e r らは、同書における国際比較の研究目的として、加盟

国 の 公 務員 制 度 の 多 様 な側 面 (採 用 ・ 昇 進・ 給 与 な ど )と 公 務

員関連法規に関して比較による説明を提供すること、公務員

制度改革の現在のトレンドを観察すること ( I b i d . ,  8 )、加盟国

の公務員制度の共通点を発見すること ( I b i d . ,  1 3 3 )、公務員制

度の主要な領域 (採用、キャリア開発、管理職の選抜、訓練な

ど )に お け る 加 盟 国 の 差 を 指 摘 し 公 務 員 の 自 由 な 移 動 の 主 な

障害を発見すること ( I b i d . ,  1 4 2 )を掲げている。  

この中でも 、 最後の目的である「公務員の自由な移動の主

な障害の発見」は、A u e r らが議論の前提として、各国の公務

員職を民間部門や外国籍の労働者に対しても開放し、公共部

門の人の移動の流動性を高めることが当然であるという考え

の基に研究を遂行していることが表れている。表  2 - 3 の評価

を見ても分かるとおり、1 9 9 6 年時点では、制度外形レベルの

観察でも、強固なキャリアシステムの制度配置をとる国々の

方が過半数であるが、A u e r らは同書の分析結果から各国のポ

ジションシステム化の進展を主張している。オープン／クロ

ーズドキャリアシステムそれぞれの長所短所双方を指摘した

上で、両システムに公平な視点から論じていた S e l f の議論に

比べると、A u e r らの研究はややポジションシステム志向のバ

イアスが掛かった研究である。  

Au e r らが研究目的として掲げたいくつかの目的のうち、特

に「公務員の自由な移動の主な障害の発見」という目的は、

当時の E C 条約第 4 8 条との関連で掲げられたものである。
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Au e r らは同書の冒頭部、結論部で何度もこの第 4 8 条に言及

しており、複数ある研究目的の中でも重要なものであること

が伺える ( I b i d . ,  4 -6 ,  1 3 6 ,  1 4 1 -1 4 2 )。 A ue r らが注目した E C

条約第 4 8 条は、公務員はその対象から外されていたものの、

加盟国における民間部門労働者の移動の自由を保障する内容

である。  

元来、 1 9 5 7 年のローマ条約で制定された第 4 8 条は、既に

雇用された労働者の自由移動を保障するものであり、職を持

たない者も含んだ全ての人の自由移動を保障するも のではな

かった (本田  1 9 9 7 ,  8 2 )。それが 8 0 年代に入ると、E C 域内の

労働市場の統合が掲げられるようになり、1 9 8 5 年に E C 委員

会が公表した域内市場白書では「 1 9 9 2 年までに物・人・資本・

サービスの自由移動に対するあらゆる障害を取り除き、 これ

らが自由に域内を移動できるような単一欧州市場を形成する

こ と を 目標 と し (中 略 )目 標 を 実 現 す る た め、 自 由 移 動 に 対 す

る様々な障害が「物理的障壁」「技術的障壁」「財政的障壁」

に分類されて特定され、除去するためにとられるべき諸措置

とその対策のための日程 ( I b i d . ,  9 5 )」が示されている。  

Au e r らが研究目的として掲げている「公務員の自由な移動

の主な障害を発見すること ( t o  f i n d  o u t  t he  m a i n  ob s t a c l e s  

t o  f r e e  m ov em en t  o f  c i v i l  s e rv a n t s )」という視点は、この域

内市場白書の内容と非常に似通っている。A u e r らが公共部門

の人の移動の自由化の必要性、ポジションシステム化の必要

性を前提とした上で議論を展開しているのは、民間部門にお

け る 労 働 市 場 の 流 動 化 を 念 頭 に 置 い て い る た め で あ ろ う 。
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Au e r らはキャリアシステムの国々にお ける、特定の教育や国

籍を採用条件にする方式を、人の自由移動を阻害するという

「規範的な観点」から問題視しているのである。  

こうした規範的な関心は、同時に A ue r らの研究が各国の

「制度外形」の開放／閉鎖に強く関心を寄せる一方で、「運用

実態」の開放／閉鎖への関心が薄い一因でもある。Au e r らに

とっては、各国の制度運用の実態が開放／閉鎖のいずれであ

るのかよりも、各国の公務員制度が人の自由移動を 、制度上

阻害しているかどうか、外部の応募者にも公平性が保たれて

いるかの方に関心があるのである。この点は、日本や韓国の

ように公務員制度の開放／閉鎖を、民間活力の導入や行政組

織の改革といった、行政の効率性や能率の観点から捉えてい

る国々の研究関心とは全く異なる視点である。  

Au e r らにとっての公務員制度の開放／閉鎖問題は、人の自

由な移動が阻害されているどうかの問題であり、政府外の応

募者や他国籍の応募者にも平等な機会と可能性が開かれてさ

えいれば、運用実態として制度が閉鎖されていようと問題な

いのである。A u e r らのように規範的な研究関心に偏った研究

は、労働市場の流動性や制度の開放を強く訴えかける一方で、

運用面での課題や運用実態に無関心である。 これは同書の共

著者の 1 人であり、 D e m m k e  a n d  Mo i l a n e n  (2 0 1 0 )の著者で

もある C h r i s t o p h  D e m m k e の研究 にも共通する課 題である 。 
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補論Ⅳ： O E CD の公務員制度モデルの概要と変遷  

 O E C D は開放的な任用を行う公務員制度の類型を、ポジシ

ョンベースシステムと呼んでいる。ポジションベースシステ

ムは、外部からの採用、内部昇進・異動により、当該職位に

最も適切な候補者を選ぶシステムである。このシステムは 、

組織へ開放的なアクセスを認めており、中途加入も比較的よ

く起きる ( O E CD  2 0 0 4 b ,  4 )。各職位において、開放的で競争

的な手続きによる採用が行われるため 、公平性が担保される

反面、採用手続きの透明性の欠如、採用の際にバイアスが生

じる可能性がある。職員間の地位の違いを越えた 、 集団的価

値観を作りやすいシステムであるが、採用段階における公務

に共通の価値観が弱い。昇進は個人の業績評価に基づいてい

るという点で公平であるが、時として手続きの透明性に欠け、

情実による昇進が生 じる可能性もある。省横断的な採用は難

しい ( I b i d . ,  6 )。  

もう一方のキャリアベースシステムでは、公務員はたいて

いキャリアのとても早い時期に雇われ、多かれ少なかれその

職業人生を通じて公務にとどまることが期待されている。組

織への加入は、大半が学位審査と公務員試験による。キャリ

ア ベ ー ス シ ス テ ム は 公 務 員 が 特 別 な 下 位 集 団 (フ ラ ン ス の コ

ールなど )に加入し、集団的な価値観の形成を促進する。しか

し、ヒエラルキーや下位集団を越えた関係が弱い点、個人の

業績や説明責任を強調することが難しい点などの欠点がある

( I b i d . ,  4 )。昇進は、特定の職位というよりも、個人に関連付

け ら れた 階 級 ( g r a d e s )制 度 に 基 づ い て いる 。 階 級 は 公 務員 と
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しての勤続期間に応じて獲得され、階級と職位が乖離するこ

とによる不公平な扱いが生じる可能性は限定的である。ただ

し、個人の業績評価が弱いシステムであるため、内部の公務

員が異なる職位に任用される際の透明性に欠けている。この

種類のシステムは、キャリア途中から公務員になる可能性が

制限されており、キャリア開発が強く強調されるという特徴

がある ( I b i d . ,  6 )。  

管 見 の 限 り で は 、 O E C D が こ の よ う な 類 型 を 用 い た の は

O E CD (1 9 9 6 )が 初 出 で あ る 。 初 出 の 時 点 で は 類 型 の 呼 称 が ポ

スト ( p o s t )／キャリア ( ca r e e r )システムとなっているが、次の

O E CD (1 9 9 7 )で は ジ ョ ブ ベ ー ス ( j ob -b a s e d )／ キ ャ リ ア ベ ー ス

( ca r ee r -b a se d )シ ス テ ム と 呼 ば れ て お り 、 初 期 の 段 階 で は 呼

称が定まっておらず 、明確な定義も出されていない。類型の

呼 称 が ポ ジ シ ョ ン ベ ー ス ／ キ ャ リ ア ベ ー ス と な る の は

O E CD (2 0 0 4 a )からで、それ以降はこの呼称が現在まで用いら

れている。類型の名称からいずれかの段階で A u e r らの研究

を 参 考 に し た 可 能 性 が 考 え ら れ る が 、 初 期 の 文 献 内 で A ue r

らの研究を明示したものはなく、両者の関連性は明確ではな

い。また、当初の類型論では次に述べるように任用制度の開

閉に基づいて類型を区分していたが、時期が後になるにつれ

人的資源管理権限の委譲の程度、中央の人的資源管理機関の

機能という 2 つの変数を定義に加えている報告書もあり、学

術的なモデルとして捉えるには概念が漠然としていることに

注意が必要である。  

  



351 

 

補論Ⅴ： O E CD による公務員制度モデルの指標化  

O E CD は 2 0 0 2 年に加盟国の人的資源管理制度に関するア

ンケート調査を実施している。調査項目には、職位・階級の

分類、空位充当の手続き、職位の開放の程度に関する詳細な

質問が含まれている。特に職位の開放の程度については、「完

全な開放」、「部分的な開放」、「未開放」の 3 択式の質問に加

えて、外部に向けて開放している職位数を問う項目、開放し

た職位に対して外部から中途採用を行った実績を問う項目が

あ り 、 具 体 的 な 運 用 実 態 に 関 す る 調 査 が 実 施 さ れ て い る

(O E CD  2 0 0 2 ,  1 7 - 2 5 )。  

表  11 -3 は こ の 2 0 0 2 年 に 実 施 さ れ た ア ン ケ ー ト 調 査

(O E CD  2 0 0 2 )の回答に基づいて、 O E C D が各国の開放性の程

度を整理したものである。一口に任用制度の開放といっても、

国 に よ り ば ら つ き が あ る こ と が 見 て 取 れ る 。 な お 、 表  11 -3

の分類は、アンケート調査のいずれの項目の回答を基に分類

したのかが明示されていない。この調査については、各国の

回答内容が公表されていないため、分類の根拠となった回答

内容をたどることも不可能である。表の項目名を見る限り、

任用手続きのルールなど、任用制度の外形に基づいた分類で

あると思われる。  
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表  11 -3  政府職位の開放性  

政 策  国  

原 則 と し て 全 レ ベ ル の  

職 位 が 公 開 競 争  

上 ・ 中 級 レ ベ ル の 職 位 を 含 む  

オ ー ス ト リ ア 、 ベ ル ギ ー 、 デ ン マ ー ク 、  

フ ィ ン ラ ン ド 、ハ ン ガ リ ー 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 、 

ス ロ ベ キ ア 、 ス イ ス  

政 府 が 任 用 す る  

ト ッ プ レ ベ ル の 職 位 は 除 く  

オ ー ス ト ラ リ ア 、 カ ナ ダ 、 イ タ リ ア 、  

ノ ル ウ ェ ー 、 ス ウ ェ ー デ ン  

上 級 ・ 中 級 レ ベ ル が  

部 分 的 に 公 開 競 争  
 韓 国 、 ル ク セ ン ブ ル ク 、 イ ギ リ ス  

公 開 競 争 の 職 位 は な い  

上 ・ 中 級 レ ベ ル と も に な い  日 本 、 ス ペ イ ン  

中 級 レ ベ ル に  

い く つ か 例 外 が あ る  
フ ラ ン ス 、 ア イ ル ラ ン ド  

(出 典 )  O E C D .  2 0 0 4 b .  Tr e n d s  i n  H u m a n  R e s o u r c e s  M a n a g e m e n t  P o l i c i e s  i n  O E C D  C o u n t r i e s :  A n  A n a l y s i s  o f  t h e  R e s u l t s  

o f  t h e  O E C D  S u r v e y  o n  S t r a t e g i c  H u m a n  R e s o u r c e s  M a n a g e m e n t ,  5 ,  t a b l e  2 .
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 実 証 的 な 調 査 に 基 づ く O E CD ( 2 0 0 4 b )の 国 際 比 較 は 貴 重

なデータである が、いくつかの 問題点がある。 第一に、 表  

11 -3 のような制度外形に基づく分類は、必ずしも運用実態

と し て の 開 放 性 の 高 低 (中 途 採 用 数 の 多 寡 )を 反 映 し て い な

い点である。例 えば、中途採用 がほとんどない 韓国と、上

級公務員の 3 割程度を中途採 用 するイギリス が 、 表  11 -3

では同じカテゴ リに分類されて いる。 また、運 用実態とし

て は イ ギ リ ス よ り も 開 放 性 が 低 い 1 7 8ベ ル ギ ー が 、 表  11 - 3

ではイギリスよ りも上位の最も 開放的なカテゴ リに分類さ

れている。  

第二に、各国 の 分類基準の不 明 確さである。 ベ ルギーの

公 務 員 制 度 は 中 途 採 用 を 一 部 の レ ベ ル に 限 定 し て お り 1 7 9、

「上級・中級レ ベルが部分的に 公開競争」カテ ゴリへの分

類が妥当と考え られるが、本調 査では「原則と して全レベ

ルの職位が公開 競争」に区分さ れている。前述 したように

各国の回答は一 部しか公開され ていないため、 こうした区

分がなされた理 由は確認するこ とができず、制 度外形に基

づいた分類とし て見ても、調査 の正確性に疑問 が残るデー

タとなっている。  

                                                   

178 OECD の調査時点より 5 年後の 2007 年の報告書に掲載された数字に

なるが、ベルギーは上級公務員の１割を中途採用している (OECD 2007a, 

63)。  

179 上級公務員であれば、最上位レベルの N, N1 は開放されているものの、

その下の N2, N3 は内部からの応募者に限定されている。その下の A レベ

ルの公務員も、A レベルのうち最下層の A1、A2 は労働市場に開放されて

いるものの、上位の A3, A4 は内部で候補者がいない場合のみ外部に開放、

A5(上級公務員とは逆で A5 が A レベル内の最上級 )は完全に内部に限定さ

れている (OECD 2007b, 3-4)。  
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 O E CD は 2 0 0 6 年にも人的資源管理についてのアンケー

ト調査を実施しており ( O E CD  2 0 0 6 )、その結果を報告書と

してまとめている (O E CD  2 0 0 8 )。図  11 -1 は 2 0 0 6 年の調査

結果に基づき O E CD が作成した合成指標を用いた、中央政

府の人的資源管 理システムに関 する開放性の国 際比較であ

る。 Y 軸の数字が開放性を表しており、 1 に近いほど開放

的、 0 に近いほど閉鎖的であることを示している。  

図  11 -1 の合成指標には、O E CD (2 0 0 6 )の調査項目のうち、

4 つの質問に対する回答結果が用いられている。第一の質

問は、「公務員 に なる方法」に関 するもので、「 競 争試験を

通じて公務員集団に加入する： 0 点」「特定の職位への直接

応募と面接 (最低限の学位条件あり )： 0 . 6 6 6 点」「職位によ

り異なる： 0 . 3 3 3 点」という 点 数が選択肢 ごと に割り振ら

れている。さらに、非常勤職員のルールが異なる場合は 1

点、常勤と非常勤が同じ場合は 0 点が割り振られている。  

第二の質問は 、「採用選考における成績主義」に関するも

ので、競争的な 筆記試験を用い ていない国々に 対し、どの

ような方法で成 績主義に基づい た採用を確保し ているか確

認 し て い る 。 回 答 は 「 全 て の 空 位 を 公 表 」「 採 用 は 委 員 会

( pa ne l )が決定」「採用会社 ( r e c r u i t m e nt  f i rm s )を利用」「人

的資源管理担当 省と当該省が共 同して採用可能 な候補のシ

ョートリストを用意」「その他 」の 5 つが用意されており、

該当する項目 1 つにつき 0 . 2 0 0 点が与えられる。  
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図 11-1 中央政府における人的資源管理システムの開放性に関する合成指標 

 

(出典) OECD. 2008. The State of the Public Service, 90, figure A.4. グラフ部分は OECD (2008)を用いている。 

図タイトル、注、出典の訳は同書の邦語訳である OECD (2009)を参照した。
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注： 指数は 0 (閉鎖的) と 1 (開放的) の間の値をとる。クロンバックのアルファ：0.573 (SPSSによる計算)。 

0.6に近い又は 0.6 を超えたクロンバックのアルファは、変数セットの内部に高度の相関関係を示す。 
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出典： Survey on Strategic Human Resouces Management in Government, OECD, 2006 (質問 37, 38, 39, 81)、 

及び OECD公共ガバナンス・地域開発部 (Directorate for Public Governance and Territorial Development : GOV) の推計 

(欠損値は平均値で代替推計)。 

棒グラフ：合成指数     横線：OECD諸国の非加重平均 
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第三の質問は、「職位の配分」に関するもので、「全ての職

位が内外に公開されている： 1 点」「ほとんどの職位が内外に

公開されている： 0 . 6 6 6 点」「いくつかの職位が内外に公開さ

れている： 0 . 3 3 3 点」「外部に公開されている職位がな い： 0

点」となっている。  

第四の質問は 、「政治任用を除く上級公務員の採用」に関す

るもので、「キャリア早期に競争試験で選抜され管理される：

0 点」「内部昇進： 0 点」「全ての上級管理職を外部に開放： 1

点」「十分な割合の管理職を外部に開放： 0 . 5 0 0 点」となって

いる ( O E C D  2 0 0 8 ,  9 0 -9 1 )。合成指標を構成する変数の選択は

クロンバックα係数を基に行われている ( I b i d . ,  8 1 )。  

O E C D の合成指標には多くの問題点が存在している 1 8 0。ま

ず、採用選考における成績主義の質問において、競争試験 を

用いていない国々のみを質問の対象にしている点である。 配

点を見る限り、 筆者の念頭には 閉鎖的な国ほど試験方式を用

いているという前提があると思われる。しかし 、筆記試験を

実施していない国にのみ開放性の点数が加点される構造の調

査方式では、空位補充の際に公募を行い面接と筆記試験の双

方を課す制度の国々が、閉鎖的な国々と同じ 0 点となる。  

根本的な問題として、なぜ筆記試験を用いていないと開放

的であるといえるのか、論理関係の積極的な説明がなされて

                                                   

180 次の記述は、OECD(2008)の邦訳版 OECD(2009)で追加された解説部の

うち、筆者が執筆を担当し、平井文三氏が監修した箇所の一部 (132-134 ペ

ージ )を加筆・修正したものである。  
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いない。非常勤職員のルールが異なる場合に 1 点が与えられ

ている のも同様である。日本 のように最も閉鎖的な国も非常

勤職員のルールは異なっており、制度の開放性との論理的 関

連性が薄い指標を合成することで指標の精度が低下している。 

他 に も 、 O EC D (2 0 0 8 )の 邦 訳 版 で あ る O E CD (2 0 0 9 )で 追 加

された解説部において、同書の監訳者である平井は 、開放性

に関する合成指標を含む同書の指標全般の問題点を指摘して

いる。第一に、合成指標の基礎指標のデータが公開されてい

ない点である。第二に、合成指標の基礎指標の選択がクロン

バックのα値のみで判断されており、合成する意義の低い指

標が混在している点である ( O E C D  2 0 0 9 ,  1 6 5 -1 6 6 )。  

また、合成指標の技術的な問題に加えて、基礎指標の個別

データが公開されていないため、 O E C D ( 2 0 0 8 )は公務員制度

の開放性を測定し国際比較した貴重なデータでありながら、

二次利用を含めた有用性を欠いたものとなっている。 O E CD

はその後も公務員の人的資源管理に関する調査を実施し、

G ov e rn m en t  a t  a  G l a n c e シリーズなどを出しているが、公務

員制度の開放性に関する調査は O E CD (2 0 0 8 )を最後に途絶え

ているのが現状である。  

 公務員制度の開放・閉鎖に関する国際比較 データとして、

O E CD は過去 2 回の調査を実施している。しかしそのいずれ

も、調査手法上の問題が見られ、公表された分析結果は信頼

性の低いものである。加えて、各国の回答データが未公表と

されており、 O E CD がこのような分析結果を提示した根拠を

検証することはできない。  



358 

 

初出一覧  

 本博士論文は、下記の既発表論文、学会報告を大幅に加筆

修正した上で、未発表の研究成果を書き加えたものである。

各章の内容はおおよそ各論文・学会報告と対応関係を成して

いるが、論文の構成上、大幅に内容を組み替えていることを

断っておく。  

 なお本論文のうち、第 5 章で扱ったイギリスを対象とする

第二次職歴調査、およびその職歴調査データを用いた第 8 章、

第 9 章の計量分析は、科学研究費補助金 (特別研究員奨励費  

課題番号 1 2 J 5 6 5 9 2 )の研究成果である。  

 

第 1 章、第 2 章  

 書き下ろし  

 

第 3 章  

小田勇樹  ( 2 0 1 2 )「公務員の公募任用による業績への影響  先

行研究の整理と専門性の観点からの仮説」『法学政治学論

究』 9 2 号、 2 2 9 -2 5 9 ページ。  

 

第 4 章  

小田勇樹  ( 2 0 1 0 )「公務員の人事管理における公募任用の有効



359 

 

性―韓国の開放型職位制度の運用実態―」『法学政治学論

究』 8 7 号、 6 7 -9 8 ページ。  

 

第 5 章  

O d a ,  Yu u k i ,  ( 2 0 11 )  " C i v i l  Se r v i ce  Sy s t em  un d e r  C o n d i t i o ns  

o f  L ow  L a b o r  M o b i l i t y :  Ca se  S t u d y  o f  B r i t a i n  a n d  

K o r ea . "  J ou r na l  o f  P o l i t i c a l  S c i e n ce  a n d  S o c i o l o g y  1 5 ,  

9 9 - 1 2 0 .  

小田勇樹「開放型の公務員制度における公募任用」『日本政治

学会、ポスターセッション：政治学のフロンティア』早

稲田大学、 2 0 1 4 年 1 0 月 1 2 日。  

 

第 6 章、第 7 章  

小田勇樹「イギリス上級公務員における中途採用者の運用実

態―事例研究を通じた開放型モデルの再検討―」『日本行

政学会、ポスターセッション「行政研究のフロンティア」』

東海大学、 2 0 1 4 年 5 月 2 5 日。  

 

第 8 章  

小田勇樹「イギリス上級公務員における人事政策の変化と組

織の業績―外部組織での職業経験と業績に関する実証分

析―」『日本公共政策学会、若手報告セッションⅦ「官僚



360 

 

制」』、コラッセ福島、 2 0 1 3 年 6 月 2 日。  

 

第 9 章、第 1 0 章  

書き下ろし  

 

第 11 章  

小田勇樹・深尾健太 ( 2 0 0 9 )「解説」O E CD (編集 )、平井文三 (監

訳 )、『公務員制度改革の国際比較－公共雇用マネジメント

の潮流』明石書店、 p p . 11 7 -1 6 9。  

 



361 

 

参考文献一覧  

＜外国語文献＞  

Au e r,  A s t r i d ,  Ch r i s t o p h  D e m m k e  a n d  R ob e r t  P o l e t .  1 9 9 6 .  

C i v i l  S e rv i c e s  i n  t he  E u r o pe  o f  F i f t e en :  C u rr e nt  

S i t ua t i o n  a n d  P r os p e c t s .  Ma a s t r i c h t :  Eu r o p ea n  

I n s t i t u t e  o f  P ub l i c  A dm i n i s t r a t i o n .  

Ca b i n e t  O f f i c e .  2 0 11 .  S e n i o r  C i v i l  S e rv i ce :  A n ne x e s .  

h t t p : / / w w w. c i v i l s e rv i c e . g ov. u k / w p - co n t e nt / u p l oa d s / 2 0 1

1 / 0 9 / S CS -2 0 1 0 -a nn ex e s_ t cm 6 - 3 8 5 2 5 . p d f  ( a c c e ss e d  

O c t o b e r  1 7 ,  2 0 1 5 ) .  

Ch o ,  Won hy u k ,  Tob i n  I m ,  G re g o r y  A .  P o r um b e s c u ,  

Hy u nk u k  L e e  a n d  J u ng ho  P a r k ,  2 0 1 3 .  “ A 

C ro s s - Co u nt r y  S t u dy  o f  Re l a t i on s h i p  b e t w e e n  

Web e r i a n  Bu r ea u c ra cy  a n d  G ov e r nm en t  P e r f o rm a n ce . ”  

I n t e r na t i o na l  Re v i ew  o f  P ub l i c  A d m i n i s t ra t i o n ,  Vo l .  1 8 ,  

I s s ue  3 :  11 5 -1 3 7 .  

Ch o i ,  S e o k  Ch u n g .  2 0 0 6 .  A n  E m p i r i ca l  S t u dy  on  t he  

E f f e c t i v en e s s  o f  t h e  K o r ea ' s  O p e n  P o s i t i o n  Sy s t e m .  

P hD  D i s s . ,  C hu n g -a ng  U n i v e r s i t y.  

(韓国語原題： 최 석 충 『 우 리 나 라  개 방 형 직 위 제 도 의  

효 과 성 에  관 한  실 증 적  연 구 』 중 앙 대 학 교  박 사 논 문 . )  

Ch r i s t en s en ,  To m  a n d  P e r  L a e g r e i d .  2 0 11 .  “ Be y o n d  N P M ?  

So m e  D ev e l o p m e n t  F e a t u re s . ”  i n  Tom  C h r i s t e n se n  a n d  



362 

 

P e r  L a e g re i d  e d s . ,  A sh g a t e  R e sea r c h  Co m pa ni o n  t o  

N ew  P u b l i c  Ma n a g e m e nt ,  c ha pt e r  2 7 ,  3 9 1 -4 0 3 ,  

A l de r s h o t :  A s hg a t e .  

D a h l b e rg ,  S t e fa n ,  Ca r l  D a h l s t ro m ,  P e t r u s  Su n d i n  a n d  J a n  

Teo r e l l .  2 0 1 3 .  T he  Q ua l i t y  o f  G o v e r nm en t  Ex p e r t  

Su r v ey  2 0 0 8 - 2 0 11 :  A Re p o r t .  

h t t p : / / q og . p o l . g u . s e / d i g i t a l A s s e t s / 1 4 4 5 / 1 4 4 5 5 1 4 _q og -e

x p e r t - s u rv ey -2 0 0 8 -2 0 11 . -u p d a t e d - 2 7 . 0 3 . 2 0 1 3 . p d f  

( a c c e ss e d  N ov em b e r  11 ,  2 0 1 5 ) .  

D a h l s t ro m ,  C a r l ,  Vi c t o r  L a pu e nt e  a n d  J a n  Teo r e l l .  2 0 1 0 .  

D i m en s i on s  o f  B u rea u c ra c y :  A C r os s -N a t i on a l  D a t a s e t  

on  t he  S t ru c t u re  a n d  B e ha v i o r  o f  P u b l i c  

A dm i n i s t ra t i o n .  Q oG  Wo r k i ng  P a p e r  Se r i e s  2 0 1 0 :  1 3 .  

h t t p : / / q og . p o l . g u . s e / d i g i t a l A s s e t s / 1 3 5 0 / 1 3 5 0 1 5 9 _2 0 1 0 _

1 3 _ da h l s t r om _ l a p ue nt e _ t eo r e l l . p d f  ( a c c e s se d  

N ov em b e r  11 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 1 2 .  T he  M e rt  o f  M e r i t o c r a t i z a t i o n :  P o l i t i c s ,  

Bu r ea u c ra cy,  a n d  t he  I n s t i t u t i o n a l  D e t e r re nt s  o f  

Co r r u p t i o n .  P o l i t i ca l  R es ea r c h  Q ua rt e r l y ,  Vo l .  6 5 ,  

I s s ue  3 :  6 5 6 -6 6 8 .  

D em m ke ,  C h r i s t o ph  a n d  Ti m o  M o i l a ne n .  2 0 1 0 .  C i v i l  

Se rv i c e s  i n  t he  EU  o f  2 7 :  R e fo r m  O ut c om e s  a n d  t h e  

F ut u r e  o f  t h e  C i v i l  S e rv i c e .  F ra n k fu r t  a m  M a i n :  P e t e r  

L a ng .  



363 

 

D e pa r t m en t  f o r  Co m m u ni t i e s  a n d  L o c a l  G ov e r nm en t .  2 0 0 6 .  

An n ua l  R e po r t  2 0 0 6 .  

– – – .  2 0 0 7 a .  A nn ua l  R e po r t  2 0 0 7 .  

– – – .  2 0 0 7 b .  H om es  f o r  t he  fu t ur e :  m o re  a f f o r d a b l e ,  m o r e  

s us t a i na b l e .  

– – – .  2 0 0 8 .  An n u a l  R e p o r t  2 0 0 8 .  

– – – .  2 0 0 9 .  An n u a l  R e p o r t  2 0 0 9 .  

– – – .  2 0 11 .  A n nu a l  R e p o r t  a n d  A c c ou nt s  2 0 1 0 - 11 .  

– – – .  2 0 1 2 .  An n u a l  R e p o r t  a n d  A c c ou nt s  2 0 11 -1 2 .  

– – – .  2 0 1 3 .  An n u a l  R e p o r t  a n d  A c c ou nt s  2 0 1 2 - 1 3 .  

D e pa r t m en t  f o r  Tra n s po r t ,  L oc a l  G o v e r nm e nt  a n d  t he  

Re g i o n s .  2 0 0 2 .  D T L R  A nn ua l  Re p o r t  2 0 0 2 .  

D e pa r t m en t  o f  Tr a d e  a n d  I n du s t ry.  2 0 0 2 .  T h e  G ov e r nm en t’

s  Ex p e n d i t u re  P l a n s  2 0 0 2 -0 3  t o  2 0 0 3 -0 4 .  

h t t p s : / / w eb . a r c h i v e . o rg / w e b / 2 0 0 4 0 8 2 2 0 0 0 11 9 / h t t p : / / w

w w. dt l r. g o v. uk / a nn ua l 0 2 / i n de x . h t m  (a c c e s se d  

D e c em b e r  1 7 ,  2 0 1 5 )  ホームページは既に閲覧できない

が I n t e rn e t  A r c h i v e を経由して閲覧可能。  

– – – .  2 0 0 3 a .  C on s o l i da t e d  R e so u r c e  A c c ou n t s  2 0 0 1 - 0 2 .  

– – – .  2 0 0 3 b .  C on s o l i da t e d  R e so u r c e  A c c ou n t s  2 0 0 2 - 0 3 .  

– – – .  2 0 0 3 c .  D e pa r t m en t a l  R e po r t  2 0 0 3 .  



364 

 

– – – .  2 0 0 3 d .  I n no v a t i on  Re p o r t  C o m pe t i n g  i n  t h e  G l ob a l  

E co n om y :  t h e  I n no v a t i o n  Ch a l l e ng e .  

– – – .  2 0 0 4 .  D e pa r t m en t  o f  Tra d e  a n d  I n d u st ry  

D e pa r t m en t a l  R e p o r t  2 0 0 4 .  

– – – .  2 0 0 5 .  D e pa r t m en t  o f  Tra d e  a n d  I n d u st ry  

D e pa r t m en t a l  R e p o r t  2 0 0 5 .  

– – – .  2 0 0 6 .  D e pa r t m en t  o f  Tra d e  a n d  I n d u st ry  

D e pa r t m en t a l  R e p o r t  2 0 0 6 .  

– – – .  2 0 0 7 .  D e pa r t m en t  o f  Tra d e  a n d  I n d u st ry  A nn ua l  

Re p o r t  a n d  A c c o un t s  2 0 0 6 -0 7 .  

D o d ' s  P a r l i a m e n t a ry  C om m u ni ca t i o n s .  2 0 0 3 .  D o d ’ s  C i v i l  

Se rv i c e  C om p a n i on  2 0 0 4 .  L o n do n :  D o d ' s  P a r l i a m en t a ry  

Co m m u ni ca t i o n s .  

– – – .  2 0 0 5 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n  2 0 0 6 .  L on d o n :  

D o d ' s  P a r l i a m e n t a ry  C om m u ni ca t i o n s .  

– – – .  2 0 0 6 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa ni o n  2 0 0 7 .  L on d o n :  

D o d ' s  P a r l i a m e n t a ry  C om m u ni ca t i o n s .  

– – – .  2 0 0 7 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n  2 0 0 8 .  L on d o n :  

D o d ' s  P a r l i a m e n t a ry  C om m u ni ca t i o n s .  

– – – .  2 0 0 8 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n  2 0 0 8 - 2 0 0 9 .  

L o n do n :  D o d ' s  P a r l i a m en t a ry  C o m m uni c a t i on s .  

– – – .  2 0 0 9 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n  2 0 0 9 - 2 0 1 0 .  
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L o n do n :  D o d ' s  P a r l i a m en t a ry  C o m m uni c a t i on s .  

– – – .  2 0 1 0 .  D o d ’s  C i v i l  Se r v i ce  C o m pa n i o n  2 0 1 0 - 2 0 11 .  

L o n do n :  D o d ' s  P a r l i a m en t a ry  C o m m uni c a t i on s .  

D r e c hs l e r,  Wo l fg a ng .  2 0 0 5 .  “ T h e  Re - E m e rg e n ce  o f  

“ Web e r i a n ”  P ub l i c  A dm i n i s t r a t i o n  a f t e r  t he  F a l l  o f  

N ew  P u b l i c  Ma n a g e m e nt :  T h e  Ce nt ra l  a n d  Ea s t e r n  

Eu r o p ea n  P e r s pe c t i v e . ”  Ha l d u s ku l t u u r - A dm i n i s t r a t i v e  

Cu l t u re ,  Vo l .  6 ,  9 4 - 1 0 8 .  

D u n l e a v y,  P a t r i c k ,  H e l en  Ma rg e t t s ,  S i m o n  Ba s t o w  a n d  

J a n e  Ti nk l e r.  2 0 0 5 .  “ N e w  P ub l i c  Ma na g em e nt  I s  

D ea d -L o ng  L i v e  D i g i t a l -E ra  G ov e r na nc e . ”  J o u rn a l  o f  

P ub l i c  A dm i n i s t r a t i o n  R e sea r c h  a n d  T h eo ry ,  Vo l .  1 6 ,  

I s s ue  3 :  4 6 7 -4 9 4 .  

Ev a n s ,  P e t e r  a n d  J a m e s  E .  Ra u ch .  1 9 9 9 .  “ B u rea u c r a cy  a n d  

G r ow t h :  A C r o ss - N a t i o na l  A na l y s i s  o f  t h e  E f f e c t s  o f  

" Web e r i a n"  S t a t e  S t r u c t u re s  o n  E co n om i c  G ro w t h . ”  

Am e r i ca n  So c i o l og i ca l  R ev i ew ,  Vo l .  6 4 ,  N o . 5 :  7 4 8 -7 6 5 .  

G ol d f i n ch ,  Sh a u n  a n d  J o e  Wa l l i s .  2 0 1 0 .  “ Tw o  M y t h s  o f  

Co nv e rg en c e  i n  P ub l i c  Ma na g em en t  R e f o rm . ”  P u b l i c  

A dm i n i s t ra t i o n ,  Vo l .  8 8 ,  I s s u e  4 :  1 0 9 9 -111 5 .  

H M Tr ea s u ry.  2 0 0 6 .  S c i e n c e  a n d  i nn ov a t i on  i n v e s t m e nt  

f ra m e w o r k  2 0 0 4 - 2 0 1 4 :  A nn ua l  R e p o r t  2 0 0 6 .  

– – – .  2 0 1 0 .  S p e n d i ng  R e i v ew  2 0 1 0 .  
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Ho o d ,  Ch r i s t o p h er.  1 9 9 1 .  “ A P ub l i c  M a na g e m e n t  f o r  A l l  

Sea s o ns ? ”  P ub l i c  A dm i n i s t r a t i on ,  Vo l .  6 9 ,  I s su e  1 :  

3 -1 9 .  

Ho u s e  o f  Co m m o n s  P ub l i c  A dm i n i s t r a t i on  S e l e c t  

Co m m i t t e e .  2 0 1 0 .  O ut s i d e r s  a n d  I n s i d e rs :  Ex t e r n a l  

A p po i n t m en t s  t o  t he  S en i o r  C i v i l  S e rv i ce .  S e v e nt h  

Re p o r t  o f  S e s s i o n  2 0 0 9 -1 0 .  

ht t p : / / w w w. p ub l i ca t i o n s . pa r l i a m e nt . u k / p a / c m 2 0 0 9 1 0 / c

m s e l e c t / c m p ub a d m / 2 4 1 / 2 4 1 . p d f  ( a c c es s e d  N ov em b e r  2 4 ,  

2 0 1 5 ) .  

N a m ko o ng ,  K eu n .  2 0 0 2 .  “ Ef f e c t s  o f  a  R e fo r m  t o w a r d s  a n  

O p e n  G ov e r nm en t  i n  K o r ea :  a n  A p p ra i sa l  o f  t he  O p en  

P o s i t i o n  Sy s t e m . ”  T h e  S eo u l  I n t e r na t i o na l  Co n fe r r en c e  

on  P ub l i c  Se c t o r  H um a n  R e s ou r c e  Ma na g em e nt .  Ma y,  

2 0 0 2 ,  1 5 3 -1 7 8 .  (韓国語原題： 남 궁 근 「 열 린 정 부 를  향 한  

개 혁 의  성 과 :개 방 형  직 위 제 도  집 행 과 정  및  

결 과 평 가 」 ) 

N a t i o na l  A u d i t  O f f i c e  2 0 1 3 .  Bu i l d i ng  c a pa b i l i t y  i n  t h e  

Se n i o r  C i v i l  S e r v i c e  t o  m ee t  t o d a y ’s  c ha l l en g e s .  

h t t p : / / w w w. na o . o rg . u k / w p - co n t e nt / u p l oa d s / 2 0 1 3 / 0 6 / 1 0

1 6 7 -0 0 1 -F u l l - Re p o r t . p d f  ( a c ce s s e d  N ov em b e r  2 4 ,  

2 0 1 5 ) .  

K e oh a n e ,  N i g e l  a n d  N i d a  B ro ug h t o n .  2 0 1 3 .  T h e  P o l i t i c s  o f  

Ho u s i ng .  
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ht t p : / / w w w. sm f . c o . uk / p ub l i ca t i o n s / t h e - po l i t i c s - o f - ho u s

i ng /  ( a c ce s s e d  D e ce m b e r  1 7 ,  2 0 1 5 )  

O E CD .  1 9 9 5 .  G o v e r na n c e  i n  Tra n s i t i o n :  P ub l i c  

Ma na g em e nt  R e f o rm s  i n  O EC D  C ou nt r i e s .  P a r i s :  

O E CD .  

– – – .  1 9 9 6 .  “ C i v i l  S e rv i ce  L eg i s l a t i on  Co nt e nt s  C h e ck l i s t . ”  

S I G M A P a p e r s ,  N o . 5  (F e b rua r y  1 9 9 6 ) .  

h t t p : / / dx . d o i . o rg / 1 0 . 1 7 8 7 / 5 k m l 6 g 9 v t kx w - e n  (a c c e s se d  

Ma r c h  1 6 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  1 9 9 7 .  “ P r om ot i ng  P e r f o r m a n c e  a n d  P ro f e s s i o na l i sm  i n  

t h e  P ub l i c  S e rv i c e . ”  S I G M A P a p e r s ,  N o . 2 1  ( J a n ua ry  

1 9 9 7 ) .  h t t p : / / d x . d o i . o rg / 1 0 . 1 7 8 7 / 5 k m l 6 1 5 r m 5 m v -e n  

(a c c e ss e d  M a rc h  1 6 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 2 .  O E CD  S u rv e y  on  S t ra t eg i c  H um a n  R e so u r ce  

Ma na g em e nt .  

ht t p : / / w w w. oe c d . o rg / o f f i c i a l d o cu m e nt s / pub l i c d i s p l a y do

c um en t p d f / ? c o t e = P U MA / HR M %2 8 2 0 0 2 %2 9 3 / F I N A L & d o

cL a ng ua g e= E n  ( a c c e ss e d  M a r ch  1 8 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 4 a .  P o l i cy  B r i e f :  P ub l i c  Se c t o r  Mo d e rn i s a t i o n :  

M o de r n i s i ng  P ub l i c  E m pl o y m e nt .  ( J u l y  2 0 0 4 ) .  

ht t p s : / / w eb . a r c h i v e . o rg / w e b / 2 0 1 2 0 3 1 8 1 2 4 6 5 3 / h t t p : / / w

w w. oe c d . o rg / da t a oe c d / 11 / 6 / 3 3 6 6 0 0 3 1 . p d f  ( a c c e ss e d  

Ma r c h  1 8 ,  2 0 1 5 ) .  
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– – – .  2 0 0 4 b .  Tr en d s  i n  H um a n  Re s ou r c e s  Ma na g em en t  

P o l i c i e s  i n  O E CD  Co u nt r i e s :  A n  A na l y s i s  o f  t h e  R e s u l t s  

o f  t h e  O E CD  S u r v ey  o n  S t ra t eg i c  H um a n  R e so u r ce s  

Ma na g em e nt .  

ht t p : / / w w w. oe c d . o rg / o f f i c i a l d o cu m e nt s / pub l i c d i s p l a y do

c um en t p d f / ? d o c l a ng ua g e= en& c o t e= g ov / p g c / h rm (2 0 0 4 )3  

(a c c e ss e d  M a rc h  1 8 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 5 .  P e r f o rm a n c e - re l a t e d  P a y  P o l i c i e s  f o r  

G ov e rn m en t  Em pl oy ee s .  P a r i s :  O E CD  P u b l i sh i ng .  邦

訳： O E C D  (2 0 0 5 )  平井文三監訳『世界の公務員の成果主

義給与』明石書店。  

– – – .  2 0 0 6 .  O E CD  S u rv e y  on  S t ra t eg i c  H um a n  R e so u r ce s  

Ma na g em e nt  i n  G ov e rn m en t .  

h t t p : / / w w w. oe c d . o rg / o f f i c i a l d o cu m e nt s / pub l i c d i s p l a y do

c um en t p d f / ? c o t e = G O V/ P G C/ P E M/ (2 0 0 6 )1 & do c L a n g ua g

e= En  (a c ce s s e d  Ma r c h  2 4 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 7 a .  P e r f o rm a n c e - b a se d  A r ra ng em en t s  f o r  Se n i o r  

C i v i l  S e rv a n t s  O E C D  a n d  o t h e r  C ou nt r y  Ex p e r i e n c es .  

h t t p : / / w w w. dg a e p . g ov. p t / m e d i a / 0 6 0 2 0 1 0 0 0 0 / pa p e r p e r f o

rm a n c eb a s e d se n i o r c i v i l s e rv a nt s . p d f  ( a c c e s se d  Ma r c h  

2 5 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 7 b .  P r o c ee d i ng s  o f  t he  O E CD -S p o n so r e d  

P ee r - t o - P e e r  Vi s i t  o f  J o r da n i a n  a n d  L eb a n es e  H R  

Ex p e r t s  t o  Be l g i um  a n d  L e ss o n s  L ea r nt .  
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ht t p : / / w w w. oe c d . o rg / m e na / g o v e r n a n ce / 3 7 9 0 4 1 2 4 . p d f  

( a c c e ss e d  M a rc h  2 1 ,  2 0 1 5 ) .  

– – – .  2 0 0 8 .  T he  S t a t e  o f  t h e  P ub l i c  S er v i ce .  P a r i s :  O EC D  

P ub l i s h i ng .  邦訳： O E C D  (2 0 0 9 )  平井文三監訳『公務員

制度改革の国際比較―公共雇用マネジメントの潮流』明

石書店。  

O f f i c e  o f  t h e  D e p ut y  P r i m e  Mi n i s t e r .  2 0 0 3 a .  A n nua l  R e po r t  

2 0 0 3 .  

ht t p : / / w eb a r c h i v e . na t i o na l a r c h i v es . g ov. u k / 2 0 0 6 0 3 2 4 1 9

3 0 1 7 / h t t p : / / o d pm . g ov. uk / i n dex . a s p ? i d= 11 2 3 1 4 3  

(a c c e ss e d  D e c em b e r  1 7 ,  2 0 1 5 )  ホームページは既に閲覧

できないが I n t e r ne t  A r c h i v e を経由して閲覧可能。  

– – – .  2 0 0 3 b .  A ut u m n  P e r f o rm a n c e  Re p o r t  2 0 0 3 .   

– – – .  2 0 0 3 c .  S u s t a i na b l e  c om m uni t i e s :  b u i l d i ng  f o r  t he  

f u t u re .  

– – – .  2 0 0 4 a .  A nn ua l  R e po r t  2 0 0 4 .  

– – – .  2 0 0 4 b .  R es o u r ce  A c co u nt s  2 0 0 3 - 0 4 .  

– – – .  2 0 0 5 .  An n u a l  R e p o r t  2 0 0 5 .  

O sb o r ne ,  S t e ph e n  P.  ( E d ) .  2 0 1 0 .  T h e  N ew  P u b l i c  

G ov e rn a n c e ?  :  E m e rg i ng  P e r s pe c t i v e s  o n  t he  T h e o ry  

a n d  P ra c t i c e  o f  P ub l i c  G ov e r na n c e .  L o n d on :  R ou t l e dg e .  

O y a m a ,  K o s u ke .  2 0 1 5 .  “ Wh i c h  E f f e c t s  Tr u s t  i n  t h e  C i v i l  
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Se rv i c e ,  N P M  o r  P o s t -N P M ?  O ut c om e s  a n d  P r o c es s  

f r o m  C om p a ra t i v e  P e r s pe c t i v e . ”『法学研究』第 8 8 巻第

9 号、 1 3 1 - 1 5 4 ページ。  

P a r k ,  C h un  O h ,  K e un  N a m ko o ng ,  He e  G o ng  P a r k ,  Se on g  Ho  

O h a n d  Sa ng  Mo ok  K i m .  2 0 0 2 .  “ A n  Em pi r i c a l  S t u dy  o f  

t h e  O pe n  P o s i t i o n  Sy s t em  i n  K o r ea . ”  K o r ea n  P ub l i c  

A dm i n i s t ra t i o n  Re v i e w,  N o .  3 6 (3 ) ,  9 9 -1 2 9 .  

(韓国語原題： 박 천 오 、 남 궁 근 、 박 희 봉 、 오 성 호 、 김 상

묵 「 개 방 형  직 위 제 도 의  운 영  실 태 에  관 한  실 증 적  

조 사 、 평 가 」『 한 국 행 정 학 보 』 )  

P o l l i t t ,  Ch r i s t o p he r.  2 0 0 1 .  “ C o nv e rg e n c e :  T h e  U s e f u l  

My t h ? ”  P ub l i c  A d m i n i s t ra t i o n ,  Vo l .  4 9 ,  I s su e  4 :  

9 3 3 -9 4 7 .  

– – – .  2 0 1 5 .  “ Tow a r d s  a  N e w  Wo r l d :  S om e  I n c o nv e n i en t  

Tr ut h s  f o r  A ng l o s p he r e  P ub l i c  A d m i n i s t ra t i o n . ”  

I n t e r na t i o na l  R e v i ew  o f  A dm i n i s t ra t i v e  S c i e n ce s ,  Vo l .  

8 1 ,  I s s ue  1 :  3 -1 7 .  

P o l l i t t ,  Ch r i s t o p he r  a n d  G ee r t  B ou c ka e r t .  2 0 11 .  P ub l i c  

Ma na g em e nt  R e f o rm  A C om p a ra t i v e  Ana l y s i s  –  N e w  

P ub l i c  Ma na g em en t ,  G o v e r na n ce ,  a n d  t he  

N eo - Web e r i a n  S t a t e .  3 r d e d .  O x f o r d :  O x f o r d  U ni v e r s i t y  

P r e s s .  

R i c ha r d s ,  S ue .  1 9 8 7 .  T h e  F i na n c i a l  Ma na g em en t  I n i t i a t i v e .  

I n  R e sh a p i n g  Ce nt ra l  G ov e rn m e n t ,  e d .  G r e t t o n ,  J oh n  
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a n d  An t h o ny  Ha r r i so n ,  2 2 -4 1 .  N ew  B r un s w i c k :  

Tra n sa c t i o n  B oo k s .  

Se l f ,  P e t e r.  1 9 7 7 .  A dm i n i s t ra t i v e  T h e or i e s  a n d  P o l i t i c s .  

2 n d  e d .  L o n do n :  G e o rg e  A l l en  &  U nw i n .  邦訳：ピータ

ー・セルフ  ( 1 9 8 1 )  片岡寛光監訳『行政官の役割 :  比較行

政学的アプローチ』成文堂。  

S i l b e rm a n ,  B e r n a r d  S .  1 9 9 3 .  Ca g es  o f  R ea s on :  t h e  r i se  o f  

t h e  ra t i ona l  s t a t e  i n  F r a n c e ,  J a p a n ,  t he  U ni t e d  S t a t e s ,  

a n d  G rea t  B r i t a i n .  C h i ca g o :  U n i v e rs i t y  o f  C h i ca g o  

P r e s s .  邦訳： B.  S .  シルバーマン  ( 1 9 9 9 )  武藤博己・新

川達郎・小池治・西尾隆・辻隆夫訳『比較官僚制成立史

―フランス、日本、アメリカ、イギリスにおける政治と

官僚制―』三嶺書房。  

Teo r e l l ,  J a n .  C a r l  D a h l s t r öm  a n d  S t e fa n  D a h l b e rg .  2 0 11 .  

T h e  Q oG  E x pe r t  Su r v ey  D a t a s e t .  U n i v e r s i t y  o f  

G o t h en b u r g :  T h e  Q u a l i t y  o f  G ov e r nm en t  I n s t i t u t e .  

h t t p : / / w w w. q og . p o l . g u . s e  

Va n  de  Wa l l e ,  S t ev e n ,  B ra m  S t e j i n  a n d  Se b a s t i a n  J i k e ,  

2 0 1 5 .  “ Ex t r i n s i c  M ot i v a t i on ,  P S M  a n d  L a b o u r  Ma r ke t  

Ch a ra c t e r i s t i c s :  A Mul t i l ev e l  M o d e l  o f  P ub l i c  S e c t o r  

Em pl oy m e n t  P r e fe r e n ce  i n  2 6  C o un t r i e s . ”  

I n t e r na t i o na l  R e v i ew  o f  A dm i n i s t ra t i v e  S c i e n ce s ,  

Vo l . 8 4 ,  N o . 4 .  

Wi l c ox ,  S t e v e  a n d  J o h n  P e r ry  ( E d ) .  2 0 1 4 .  U K  H o u s i n g  
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Re v i e w  2 0 1 4 .  

ht t p : / / w w w. y o r k . a c . u k / r e s / u kh r / u k h r1 4 / i n d ex . h t m  

(a c c e ss e d  J a n ua r y  2 0 ,  2 0 1 6 )  
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